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研究要旨 

 初年度と次年度の法制度調査から得られた示唆は以下の通り。 

 ・日本の関連法制度と比較して、HSWA（イギリス労働安全衛生法典）を中心とする

イギリスの労働安全衛生法制度が持つ特徴は、①メリハリ（アメとムチ）、②単純明快

さ、③多角性・多面性、④自律性と労使協議の重視、⑤専門性と柔軟性（法執行機関と

ビジネスの親和性）、⑥それらを支える物的・人的資源である。これらの背景には、ILO

１８７号条約が示唆する政労使が安全衛生を重視する文化がある。 

①は、安全・衛生・快適性の全てにわたり、雇用者に限らず、リスクを生み出す者を

名宛人として実効性確保を求める罰則付きの一般条項を置き、法違反に多額の罰金を科

す定めと運用を行う（２０１１／１２年の平均金額は£３０，０００弱／件だったほか、

かつて Balfour Beatty 社が£１０００万（控訴審で£７５０万に減額された）にのぼる

罰金を命じられた例もある）と共に、適切な管理を怠る役員への身体刑を定め、運用す

る一方で、規制内容の単純化、規制方法の柔軟化により、法の遵守を容易にすると共に、

遵守の方法については各雇用者にできる限りの裁量を与えるほか、⑤で後掲するスキー

ムなど、事業活動を阻害しないための配慮が尽くされている点などに現れている。 

②は、HSWA が労使その他関係者の安全衛生や快適性の確保のために設定している要

件そのもののほか、(a)その要件を補完する規則、(c)履行を支援するガイダンス、(b)両者

の中間に位置する行為準則というルールの体系が明確である点などに表れている（とは

いえ、行為準則の法的性格は、意図的にグレーなものとされており、それゆえのメリッ

ト・デメリットや、生じている問題や議論がある）。 

③は、そもそも安全衛生の実効性は、何か１つの方策によってなし得るものではない

という彼国での経験則の反映であり、法規則の集積、現実的で均衡のとれた法執行、検

査官の専門性の高さ、事業場ごとの安全衛生管理を監視・支援する安全代表制度、業務

プロジェクトのリーダーによる安全リーダーシップ（職場に応じた標準の策定と信賞必

罰など）の涵養、安全意識を高め行動変容を促す規格（BS:British Standard など）、専

門的行政機関による災害疾病やヒヤリハット情報の確実な収集、建設業などにおけるプ

ロジェクトの設計者、発注者、関係請負人などへの安全管理義務の賦課、民間レベルで

の安全衛生に関する専門家の養成と適格性認証、リスク管理等に適任者を選任すべき旨

の法的要求、技術革新による設備・器具自体の安全性の向上などの総合的な取り組みの



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

128 
 

「厚み」に表れている。 

 ④は、労働組合により選任され、事業場ごとの安全衛生を監視・支援する安全代表制

度や彼らの学習機会や活動に必要な情報（雇用者・検査官が保有する情報を含む）の獲

得、諸活動の有給での保障、彼らが重要ないし主導的役割を果たす安全委員会制度など

に現れている。イギリスでも、安全衛生対策における労使協議は重視されており、安全

代表にかかる法的保障のうち重要なものは、非労働組合員を代表する非正規安全代表に

も適用される。安全代表ではなくても、安全衛生活動に携わる被用者であれば、それゆ

えの不利益取扱いなどについて雇用権利法の保護を受ける。そもそも、国の法律や規則、

行為準則、ガイドラインなどのルール形成にも労働者側の意見は反映されるが、このよ

うな事業場ごとの関与と協議の仕組みが、国による法政策を展開するうえで毛細血管の

役割も果たしていると解される。 

 ⑤は、彼国の検査官制度に特によく現れている。彼国の安全衛生法は、国と地方自治

体の双方が執行を担っており、そのうち自治体による法執行には、「主な管轄機関特定

スキーム（Primary Authority Scheme）」と呼ばれる制度があり、広い地域に事業所を

展開する企業が、安全規制の監督を主導するパートナーとなり、リスク管理について最

善の方法を合意できる自治体を主な管轄機関として選択できる。選択された自治体は、

その企業の事情をよく知ったうえで他の自治体にアドバイスを与え、彼らの監督業務を

リードする。他方、国の機関である HSE は、後述するように、工場検査官のほか、爆発

物検査官、鉱業採石検査官、核施設検査官、アルカリ換気検査官など技術的な専門性に

応じて検査官を任用し、一定期間の研修とスクリーニングを経て就業させている。彼ら

の中には、民間企業で安全衛生関係業務を経験し、民間団体が発行する安全衛生関係資

格を持っているベテランが多く、民間企業が支払う給与額を基準として魅力を感じさせ

る金額の報酬を年俸制（雇用期間は無期限の場合が多い）で支給している。報告者がイ

ギリスで実施した労使団体や専門家等へのインタビューで、彼らの専門性の高さを否定

した者はおらず（別添資料６～８）、有益なアドバイスを期待して彼らの来訪を歓迎す

ると述べた企業経営者もいた（別添資料８）。 

 また、インタビューの際、企業経営者や使用者団体は批判していたが、介入手数料制

度（”Fee for Intervention” scheme）に象徴される HSE による活動資金確保の動きが

特筆される。この制度は、２０１２年安全衛生（手数料）規則（The Health and Safety 

(Fees) Regulations 2012）に基づき、同年１０月１日から施行されており、安全衛生法

規に違反した者に検査、捜索、是正措置等の費用負担の義務を負わせるものである。 

 ⑥は、年間約£１億５０００万（１５０円／£とすると、約２２５億円）にのぼる HSE

の運営コスト（Health and Safety Executive : The Health and Safety Executive 

Annual Report and Accounts 2013/14 (HC228)）によく示されているが、連合政権の意

向で、２０１０年に２０１１／２０１２年から２０１４／２０１５年にかけて４割の歳

出削減方針（Spending Review 2010 Settlement）が打ち出され、検査官の査察の対象
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も重大なリスクのある事業場に集中させ、人員を削減する方針が採られて現在に至って

いる。 

 総じて、組織による安全衛生の学習を促進する仕組みともいえる。 

 ・HSWA の解説書は、労働安全衛生管理の要素を、①組織の責任者による真摯で具体

的な関与、②構造的で計画的な取り組み、③適切な人的・物的資源が利用できる条件の

整備、④全ての管理者による安全衛生の重視、⑤直面課題に応じた柔軟な対応、⑥安全

衛生と組織の生産性や競争力との一体視の６点としている。すなわち、「ルール・制度」

と「人・組織の意識・知識」の相互作用を想定した法社会学的課題であり、かつ安全衛

生の専門知識ないし専門家の支援を要する経営組織論的課題であると認識している。仕

組みや技術の整備は重要な課題だが、その策定と運用を担う人材が育成され、関係当事

者間の有機的なコミュニケーションが促進されなければ、仕組みや技術が膨大・複雑化

する一方、安全衛生の実効性が挙がらなくなることも示唆されていると解される。 

 ・ローベンス報告の骨子（①安衛法体系の一本化による遵法のための参照物の簡素化

と規制目的の明確化、②形式的コンプライアンスより適確かつ自主的な安全衛生活動の

推進、③行為準則を中心とする柔軟性のある規制、④リスクの高い状況への強制的措置

（禁止命令・改善命令等）の根拠づけ等）は HSWA（イギリス労働安全衛生法）下の現

行リスク管理政策の底流にあり、実効性を失っていない。というより、そもそもローベ

ンス報告自体がリスク管理の発想と親和的だったことから、それを土台とする HSWA も

然りといえる。 

 すなわち、HSWA 自体及びその下でのリスク管理政策には、①名宛人や保護対象の範

囲が広く、快適性という高い水準を求めつつ、罰則が付された一般的義務条項、②それ

を運用する専門機関や検査官に付与される権限と広い裁量、③行為準則の多面的な役割

（ある面では強制規範的な基準、他面ではベスト・プラクティスを反映した柔軟なガイ

ドライン）、④コンプライアンスと安全衛生の実効性の双方を図るための行政－労使そ

の他関係者間のコミュニケーションの重視、⑤④の原動力としての安全代表制度や安全

委員会制度、⑥規制の内容及び体系の分かり易さの促進、といった特徴がみられる。被

用者側に罰則付きで一般的な安全衛生上の注意義務を定めた法第７条が存在する点も特

徴的である。 

 ・HSWA 違反に科される罰金額は、基本的には違反の重大性に応じて決定されるが、

１９９９年に控訴院が治安判事裁判所等での活用（参照）を予定したガイドラインを示

してから、かなり金額が上昇した。他の判例（R v. Howe＆Sons (Engineers) Ltd.[1999]2 

Al1 ER 249,(1999)HSB 275）では、企業の経営者や株主などの利害関係者に充分なメッ

セージ性を持つ必要があることも示されており、現在、企業の売上高に罰金額を連動さ

せる法案が検討されている。また、HSWA 第３７条や２００７年法人故殺罪法により、

企業役員などは、企業体による法違反がその怠慢等により生じたと認められる場合、身

体刑や罰金刑を科され得る。前者は、役員（directors）、管理者（managers）、秘書
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（secretaries）などの怠慢等を対象とした処罰の規定を置き、後者は、企業の重要な決

定権を持つ上級管理者（senior management）にも法人故殺罪の適用が可能な旨を定め

ている。実際に、禁止通知の不遵守を根拠に禁錮刑を命じられたり、執行猶予付の懲役

刑を命じられた例がある。また、１９８６年企業役員解任法（the Company Directors 

Disqualification Act 1986）第２条には、個々の企業役員が有罪とされた場合、裁判所が

その地位をはく奪できる旨の定めもある。 

 ・イギリスの規則は、法律の時代即応性などを担保する役割を与えられ、法律の改廃

等の強い効力を持っている（とはいえ、議会の承認を含めた煩雑な手続きの必要性から、

新たな規則の制定などには時間を要することもあり、より策定が容易で迅速なガイダン

ス・ノートに代替される傾向にある。）。その意味でやや異色の性格を持つ９９年労働

安全衛生管理規則は、８９年 EC 安全衛生枠組み指令や９１年非典型労働者指令を含め

た複数の関連 EC 指令の国内法化の要請を受け、５名以上の被用者を雇用する雇用者に

リスク調査を含めたリスク管理義務を課している。これには、リスクにばく露している

被用者（集団）の如何を含めた重要な結果の記録、判明したリスクへの対策のための条

件整備、適任者の選任、情報提供、教育訓練などが含まれ、以下のよう方針を採用して

いる。 

 ①リスク回避を第１としつつも、回避不能なリスクには評価を実施したうえ、根本的

対応を志向しつつ、最小化を図るべきこと（第４条関係） 

 ②仕事を個人に適応させるべきこと、また、個人対応より集団対応を旨とすべきこと

（第４条関係） 

 ③技術、作業組織、労働条件、人間関係を含め、労働環境と健康の関係に関する事項

を包括的にカバーすべきこと（第４条関係） 

④安全衛生に関わる者のコンピテンスの確保が重要であるため、充分に図るべきこと

（第５条関係：L21 第３４項） 

 ⑤計画（体系的な設計図の作成）、組織（関係者の巻き込み）、管理（監督体制と責

任体系の設定）、監視（output と outcome の定期的なチェック）、見直し（１～４の改

善）を基本的要素とすべきこと（第５条関係） 

 ⑥個々人の健康記録の収集は、適切な労働衛生監査と取引関係にあること、適切な労

働衛生監査のためには個々の事業の条件に依存して設計・遂行すべきこと（第６条関係：

L21 第４５項） 

 ⑦雇用者は、組織内部又は外部の安全衛生アシスタント（外部の場合、安全衛生コン

サルタント等）の選任により法的要件の遵守を図るべきこと、組織外部より内部の者の

選任が優先されるべきこと、被選任者に対して被用者の構成等の内部事情を含め、活動

に必要な情報や資源を提供すべきこと（第７条関係） 

 ⑧リスク管理において、緊急時対応は重要な意味を持つため、そうした場面に遵守す

べき手続を策定し、そこに予想されるリスクの性格、対応措置等を記載し、実施責任者
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を選任し、必要な権限を付与すると共に、被用者の退避や、リスクが残存する状況下で

の就業停止などを保障すべきこと。再発防止策も講ずべきこと（第８条、第９条関係） 

 ⑨リスク・コミュニケーションは、被伝達者の教育、知識、経験を踏まえて実施すべ

きこと（第１０条関係） 

 ⑩混在作業では、主たる雇用者がいる場合、彼が安全衛生条件の整備を図り、他の雇

用者はそれを支援すべきこと。そうした者がいない場合、コーディネーターの選任を検

討すべきこと（第１１条関係） 

 ⑪社外工を受け入れる雇用者は、当該社外工とその雇用者の双方に対して、リスクや

管理措置に関する情報提供、適切な指示等により当該社外工の安全衛生を図るべきであ

り、情報提供に際しては、“permit-to-work システム（潜在的に危険有害性を孕む作業

のリスクを最小化するために開発された文書による管理制度）”の活用も検討されるべき

こと（第１２条関係） 

 ⑫安全衛生教育は、労働者の教育、知識、経験を踏まえ、職場リスクの変化に適応で

きるよう、雇い入れ時を手始めに、定期的に繰り返し、また必要に応じて臨時的に行う

と共に、参加時間を勤務時間として取扱い、賃金保障すべきこと（第１３条関係） 

 ⑬被用者が作業活動に関連する職場の重大な危険状況や安全衛生上の条件の不備に気

づいた場合、雇用者に伝達すべきこと。ただし、その懈怠によって雇用者自身の法的義

務が軽減されるわけではないこと（第１４条関係） 

 ⑭有期雇用や派遣労働では、安全な作業に必要な技能や資格、彼らの遂行する職務に

内在するリスクの伝達が重視さるべきこと（これは、その雇用・就業形態ゆえに構造的

に生じ得るリスクへの対応と、無期雇用であれば当然になされるべき対応の最低保障の

両面を求める趣旨と解される）。派遣では、派遣元と派遣先の双方がそうした情報を提

供すべきこと（第１５条関係） 

 ⑮母性に関わる安全衛生管理では、母体とその子の双方の健康が顧慮されねばならず、

職場に出産年齢の女性がいれば、母性を顧慮したリスク調査がなされるべきこと（第１

６条関係）。母性リスク関連事案では、性差別禁止法の適用可能性も問われることが多

いが、「女性だからリスク調査・管理を怠った」といえない限り同法の適用は困難なこ

と、また、安全衛生管理規則の私法的効果が原則的に否定されていることから、たとえ

母性リスクの調査義務違反があっても、それが個人の傷害や解雇等をもたらさない限り

法的救済が困難なこと。妊産婦の就労の可否や条件、とりわけ夜間就労については、専

門性を持つ臨床医等の判断によるべきこと。すなわち、ばく露管理的な保護ルートも確

保すべきこと（第１８条関係） 

 ⑯若年労働者の安全衛生管理では、若年労働者の人的問題（知識・経験不足、未熟さ

など）のほか、身体的な脆弱性、発育阻害・後遺障害をもたらす要因などを顧慮した就

業制限を設けるべきだが、適任者による監督、適切なリスク管理が可能であれば、教育

訓練の必要性等を理由に、雇用を妨げるべきでないこと（第１９条関係） 
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 ・行為準則には、規制における柔軟性、積極性、即応性の担保が期待され、ローベン

ス報告では、安全衛生規制の中心となるべき旨が示されていた。しかし、その違背は、

刑事手続上法規則違反を推定させ、民事手続上ネグリジェンスを推定させる。労使団体

や専門家等には、法規則の遵守を支援するための具体的手段を示すツールとしておおむ

ね好意的に受け止められているが（＊現地でのインタビュー調査に応じた企業経営者は、

それを遵守していれば検査官らに合法性確保を示せるメリットもあると述べていた）、

現にそれを逸脱した事業場ごとの法運用が合法と認められた例は少なく、調査に際して

実例を挙げられた方はいなかった。すなわち、実質的には法規則、特に規則に近い法規

範性を帯びており（日本では解釈例規に近い性格）、いったん策定されると変更にも煩

雑な手続きを要するため、最近はガイダンス・ノートにその役割が代替される傾向にあ

る。もっとも、そうなれば、ガイダンス・ノートの実質的な法規範性が高まる可能性も

ある。 

 ・検査官制度は、工場検査官のほか、爆発物検査官、鉱業採石検査官、核施設検査官、

アルカリ換気検査官など技術的な専門性に応じて区分されており、それぞれが別個の枠

で任用され、一定期間の研修とスクリーニングを経て職務適性を修得すると共に審査さ

れ、就業する。一部の職種を除き、任用の際に専門性を図るような難関試験は課されな

い。日本でいえば、技官（技術官僚）が法の執行権限を持つようなスタイルと思われる。

なお、イングランドとウェールズでは、陪審に拠らない有罪判決を得るものにつき、検

査官が訴追の権限を有している。 

 ・HSWA 下でのリスク管理政策の実効性確保には、安全代表と安全委員会が果たして

いる役割が極めて大きい。両者共に労使間の協議を促す制度であり、その役割の根幹は、

雇用者による安全衛生管理のチェックにある。労使間の利害対立を前提とする労働組合

や団体交渉などとは性格が異なるが、この制度の機能の背景には、「自分の安全は自分

で守る」という自己責任意識、労使の階級意識や労働組合の実質的な活動などがあると

考えられ、日本の法政策への反映に際しては、それ独自の背景脈絡を考慮する必要があ

る。 

 ・HSWA のような予防法と補償・賠償法の関係は、切り分ければ、予防法の独自の発

展を促せるが、補償・賠償法による予防へのインセンティブは下がる。逆に、連結すれ

ば、補償・賠償法への影響を慮り、予防法の発展の障害となり得る。HSWA 以前は、両

者を連結する判例傾向が見られたが、ローベンス報告の問題指摘を踏まえて両者を切り

分ける方針が採られ、HSWA の一般規定の私訴権排除を定める法第４７条第１項が設け

られた。しかし、安全衛生規則については私訴権を肯認する同条第２項及び当該規則自

体の定めがあった。もっとも、第１項が私訴権排除を定める本法の一般規定についても、

「第１・２項の規定は本法の条項と無関係な請求権に影響を与えない」とする第４項の

定めなどから、制定法上の義務違反に基づく不法行為訴訟は可能である。リスク管理に

関する安全衛生管理規則は、同規則第２２条により原則として私訴権が排除されるが、
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２００６年の規則修正（私訴権排除を同規則が第三者保護に適用される場合に制限する

旨の第２２条の修正）を受け、雇用者と雇用関係にある被用者であれば、民事訴訟で活

用可能とする説もあり、もとより不法行為法上の活用は排除されていない。安全衛生規

則についても、２０１３年の企業及び規制改革法（the Enterprise and Regulatory 

Reform Act）第６９条により、HSWA 第４７条が修正され、原則として私訴権が排除さ

れることとなったが、やはり不法行為法上の活用は排除されていない。さらに、民亊証

拠法第１１条により、犯罪に該当する HSWA 違反に際しては、ネグリジェンス不存在の

立証責任が被告側に転換するなど、予防法と補償・賠償法の切り分けは不完全といえる。

これを安全規定・衛生規定・快適性規定の区分からみれば、（未だ調査不足ながら）概

ね後２者の私法的効果に疑義が挟まれている状況と察せられる。 

 ・HSWA の一般規定違反に基づく民事上の履行請求は原則として認められず、安全衛

生規則違反に基づく場合につき学説の争いがあった（＊２０１３年企業及び規制改革法

の施行以後、状況が変化したと思われる）。同じく労務給付拒絶は、基本的な契約違反

と認められた場合に解雇を含めた不利益取扱いからの法的救済を受けるが、HSWA 違反

は直接の根拠とはなり得ない。なお、労働安全衛生管理規則第８条には、雇用者を名宛

人として、緊急時の職場からの退避措置と安全状態が確保されるまでの就業停止が規定

されており、これらを基本的な契約内容と解して被用者の民事上の権利と構成すること

も可能と思われる。 

 ・リスク管理義務違反に基づく刑事責任の認定に際しては、特にリスク調査の不充分

さ（：適切さや充分さの欠如）の具体化が求められる。それを十全に行うには、司法実

務的に事後的な災害調査が鍵となることが多い。また、何らかの被害を前提にしない刑

事罰の科刑は理論と実務の両面で困難なことからも、事後送検が中心とならざるを得な

い。 

 ・安全衛生管理規則第２１条は、雇用者は、HSWA 関連法規違反による刑事手続きに

おいて、それが自身の被用者や安全衛生アシスタントの作為・不作為によると主張して

も抗弁にならない旨を明文化している。もっとも、HSE が発行するガイダンス・ノート

には、法の執行機関が、個々の事案の事情を考慮して強制措置の適正さを確保する旨が

記載されており、雇用者が関係者の資質を見極めるための合理的手続を尽くし、適切な

監督、就労条件の整備や資源の提供等も行っていれば、減刑事情（≠免責事情）として

考慮される。 

 ・リスク管理義務違反に基づく民事責任の認定については、生じた傷病が業務上であ

り、リスク調査が実施されていれば当該傷病を防止できたと解される場合、被災の予見

可能性ありとして、雇用者のネグリジェンスを認める旨の判例がある。 

 ・HSWA 第３７条は、法人の安全衛生に関する法規則違反が役員等の承諾もしくは黙

認下で行われたか、彼らの怠慢に起因する場合の刑事両罰規定を設けている。実務上も、

労働安全衛生にかかるリスク管理の実施責任者は役員（Director）及び役員会（Board）
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と解されており、HSC と経営者協会が共同して彼らのリーダーシップ行動論に関するガ

イダンスを発行している。また、安全衛生担当役員の存在は、その課題の重要性と戦略

的な重要性が理解されていることの象徴とする体系書の記載もある。その他、非常勤役

員による安全衛生活動の監査、安全衛生条件整備への投資、役員・職員等が専門家から

適切なアドバイスを受けられる条件の確保、安全衛生に理解のある管理職の選任、労働

者（代表）を関与させること、役員会による安全衛生活動の PDCA サイクルの推進と監

視等の必要性も指摘されている。ただし、日本の会社法第４２９条のような取締役個人

の民事特別責任に関する規定はなく、一般的なネグリジェンス訴訟の被告とされること

はあるが、支払い能力の問題からも件数は多くないという。 

 ・安全代表制度は、HSWA の制定により初めて設けられ、当時はイギリスでも画期的

な制度だった。選出母体である自主性を持った労働組合の代表という側面を持つが（た

だし、安全代表自身が当該組合の組合員である必要はない）、基本的な役割は、職場の

安全衛生リスクの調査、労使間のコミュニケーション（協議）と協働を通じて、雇用者

が担う安全衛生管理の改善を支援すること等にある。HSE 等の検査官との情報交換やコ

ミュニケーション、安全委員会への参与も重要な役割の１つである。職場の同僚を代表

する職場代表（shop steward）を就任させると、安全ルール違反を犯した被用者への対

応を巡り利益相反に陥る場合もあるなど、適任者の基準については議論があり、実際の

状況に応じた柔軟な判断が必要と解されている。 

 ・安全代表は、①職務の権利性（その職務は権利であって義務ではなく、その職務の

不履行等を理由に民刑事法上の責任を負わない）、②不利益取扱いからの保護（その役

割や安全衛生に関する行動を理由に解雇その他不利益な取扱いを受けない）、という２

つの特権をもち（但し、②の保護は、安全代表だけでなく、安全衛生を担当する被用者

＋α全体に及ぶ）、その職務の実効性が図られている。加えて、雇用者は、安全代表が

法的役割を果たすうえで合理的に必要となる便宜や支援を提供する義務を負う。しかし、

相応に責任をもった行動を期待され、安全規則違反に関する外部への通報に際しても、

先ず管理職の注意を促すなど内部手続きを遵守せねばならない。 

 ・安全代表は、雇用者から協議を持ちかけられる権利を有し、９９年労働安全衛生管

理規則の制定により、７７年安全代表等規則第４Ａ条が設けられ、新たに安全衛生アシ

スタントの選任や（自身が代表する）被用者への安全衛生関連情報の提供、同じく安全

衛生教育の計画等も協議対象とされることになった。 

 ・その他に安全代表に保障される主な権利は以下の通り。 

 ①職場（workplace）の適当な部分の定期的、臨時的な査察（７７年安全代表等規則第

５条）（ただし、ここでいう職場は、雇用者の設置施設内とは限らない） 

 ②HSWA 関連法規に基づき雇用者が記録を義務付けられた書類の閲覧（個人の健康情

報等は含まれない） 

 ③職務遂行、教育訓練への参加のための有給休暇の取得。なお、有給休暇が保障され
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る合理的な教育訓練内容、賃金保障等の便宜の詳細は、概ね以下のように行為準則（L146）

に定められている。 

 (a)教育訓練課程は、TUC 等の労働組合が承認したものであることが望ましく、その場

合、雇用者の求めがあれば、そのシラバスを雇用者に提供せねばならない（＊TUC は独

自に教育訓練課程を開設している）。とはいえ、労組の承認は絶対ではなく、「組合的

視点での安全」を含めて必要な要素を内包していれば、雇用者が企業内の課程への参加

を主張しても良い。 

(b)教育訓練課程は、安全代表としての職務遂行との関係で直接「必要な」ものに限ら

れず、その職務遂行に照らして「合理的」であれば良い。その合理性は、当該安全代表

（≠雇用者）を基準に判断されねばならず、雇用者が必要な資料に基づいて諾否を決し

たかなど、その判断のプロセスからも判断される。 

(c)選任後、速やかに基礎的な教育訓練が施されるべきであり、労働安全衛生に関する

法的要件、職場にある危険源と除去・低減措置、雇用者の安全衛生方針と実施体制等が

盛り込まれる必要がある。危険源に関する知識を深めるための特別訓練課程への参加も

認められる必要がある。 

 ④雇用者保有情報の入手（安全代表等規則第７条第２項）と検査官保有情報の入手

（HSWA 第２８条第８項）。行為準則では、前者の例として、労働安全衛生に関わる事

業計画、作業工程、職場で用いられる化学物質関連情報、雇用者が届出義務を負う災害

疾病情報やその統計、雇用者が講じた安全衛生措置とその効果等が挙げられている。た

だし、(a)個人情報、(b)雇用者の事業に著しい被害をもたらすもの、(c)法的手続を目的と

するもの等に例外が設けられており、特に(c)について争訟が生じ、作成の主な目的が何

かが判断基準となる旨の判例が出ている。後者の規定は、検査官側の情報提供権限を定

めており、雇用者の管理施設や検査官が雇用者に対して講じる予定の措置等が想定され

ており、インターラクティブでコミュニカティブな遵法支援の方針が窺われる。 

 ・承認を受けた労働組合の組合員ではなく、法定の安全代表による代表を受けない者

にも安全問題に関する労使間協議の枠組みを提供するため、９６年安全衛生（被用者と

の協議）規則が、彼らのための非正規安全代表制度を設け、協議すべき事項と共に、活

動上必要な安全衛生関連情報の提供、職務遂行や教育訓練への参加にかかる賃金保障、

同じく正当な職務遂行を理由とする不利益取扱いからの保護等を規定している。 

 ・イギリスでは、安全代表制度と共に、安全委員会制度もリスク管理の推進に少なか

らぬ役割を果たしている。同委員会は、２名の組合選任安全代表からの書面による要請

によって雇用者により設置されるが、交渉や協定ではなく、安全という労使の共通目的

のための協議を目的としており、その構成は、基本的には雇用者に委ねられる。 

 ・HSWA は、安全委員会の基本的役割について、主に雇用者が行う労働安全衛生のた

めの措置のレビューと規定しているが（第２条第７項）、行為準則において、個々の委

員会がその適用を受ける職場の特性を踏まえ、独自の役割を規定すべきとされている。
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HSWA の体系書には、典型的職務として、当該職場の災害疾病の傾向分析、安全代表や

行政から得られた情報の分析、安全衛生に関するルールやシステムの開発支援、安全衛

生に関するコミュニケーションや情報伝達状況の監視等が示されている。他方、快適職

場形成（welfare）に関する課題の取扱いは、望ましいもののマストではないと記されて

いる。 

 ・委員会構成の原則は、①全関係当事者の代表、②合理的範囲内でのコンパクトさの

２点である。行為準則で、管理職者側の代表に、産業医、技術者など安全衛生に専門性

を持つ者を含めるべきことが定められているほか、HSWA の体系書では、経営幹部や上

級管理職者など、委員会での協議や勧告を検討、実施できる者の関与の必要性が強調さ

れている。 

 ・上述の通り、雇用者は、安全衛生管理規則等により、リスク管理を支援する１名以

上の適任者の選任を義務付けられている。特に、電離放射線規則や、建設業における計

画調整に関する規則等、法定要件の遵守に一定の専門性を要する規則では、安全衛生監

督者（safety supervisors）かそれに相当する適任者の選任が義務付けられ、適格性の担

保のため、経験や専門性のほか、職務遂行上充分な時間、権限の保障が求められている。 

 ・安全衛生管理規則を筆頭に多くの法規則が、適任者について「資格を持つ（qualified）」

又は「必要な教育訓練を受けた（trained）」等の文言をもって、支援者として必要な知

識経験の担保を図ろうとしているが、２０００年圧力システムに関する安全規則のよう

な例外を除き、その具体化は図られていない。そもそも、雇用者は、適任者の選任によ

っても自身の安全衛生に関わる立法及びコモン・ロー上の責任を免れるわけではないし、

支援の場面等により基準も多様なため、無理な具体化が望ましいともいえない。とはい

え、適任者の選任は、立法及びコモン・ロー上、雇用者が法的義務を「果たそうとした」

証左にはなり得る。また、社会的に承認された資格の保有や教育訓練課程の修了は一定

の証明力を持つ。 

 ・イギリスでは、日本とは異なり、労働安全衛生に関する代表的な資格は民間団体が

発行している。代表的な資格発行団体として、民間の公益団体である全国労働安全衛生

試験委員会（NEBOSH）があり、そこから資格を得た者が一定期間の実務経験を積んだ

後に入会申請できる労働安全衛生協会（IOSH）がある。資格は大別して免状（certificate）

と上級免状（diploma）に分かれており、免状には、労働安全衛生一般、建設安全、防火、

環境管理、労働衛生及び快適職場管理、石油・ガス操業等の分野ごとの区分のほか、国

内・国際による区分もある。免状試験では、①安全衛生管理、②職場の危険源、③安全

衛生実務が審査されるが、上級免状試験では、②が「職場の危険有害物質」に、③が「安

全衛生の理論と実務」に代わるほか、「職場及び作業上の器具の安全」のほか、「コミ

ュニケーション技法と教育訓練法」が加わる。危険有害物質や機械器具安全に関する知

識、安全衛生理論、コミュニケーションや教育技法は相応に高度なものと認識されてい

ることが分かる。 
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 ・安全衛生アシスタントの所属について特段の規制はなく、ほんらい組織や職場、製

品やリスク要因等に明るい内部者とすることが望ましいが、①果たすべき業務と目的、

負担する責任、タイム・スケジュールの明確化、②職務状況のモニタリング、③候補者

の資格経験等に関する適切な審査等の条件を充たす限り、外部コンサルタントとする方

が適当な場合も生じ得る。その場合、組織の直面する課題についての再調査や契約期間

内での解決・再発防止の支援か、組織内部スタッフへの対応策の伝達等が求められる。 

 ・イギリスでは、業務上のリスクに応じた被用者の衛生管理（health surveillance）

を義務付ける規定はあるが、産業医の選任義務の規定や、健診を含めて職域での医療サ

ービスの提供を一般的に義務付ける規定はない。しかし最近では、外部の労働衛生支援

サービスを活用し、労災職業病への迅速な対応、採用前健診、職場の医学的危険源の調

査、福利厚生としての被用者への一般的ヘルスケアサービスの提供等を行わせる雇用者

が増加傾向にあり、中規模企業でも共同的に活用される傾向にある。 

 ・イギリスの法制度上、リスク管理の担保のために重視されているのは、①安全代表

の活動保障に関する規定、②被用者（の代表）との協議の実施、協議機関の設置など協

議に関する規定、③被用者への情報提供に関する規定、④リスク管理自体を義務付ける

規定の履行確保である。 

①の核心は、安全代表の職務遂行と教育訓練への所得保障にあり、履行確保は主に雇

用審判所が管掌する。また、(i)安全代表・安全委員会委員・安全衛生アシスタントのほ

か、(ii)安全衛生を担当する全被用者について、その立場に基づく活動やその立場を得る

ための活動等を理由とする不利益取扱いからの法的保護もリスク管理の推進にとって重

要な要素と解されており、(i)については、９６年雇用権利法第４４条第１項(a)(b)(ba)、

第１００条第１項(a)(b)が、被用者であることを条件に、あらゆる不利益と解雇からの保

護を定め、(ii)については、同法第４４条第１項(c)(d)(e)、第１００条第１項(c)(d)(e)が、

雇用者に安全衛生上のリスクに注意を向けさせたこと、重大かつ切迫した危険条件下で

職場を退避したこと、同じく自他の防衛措置をとったことを理由に、あらゆる不利益と

解雇からの保護を定めている。 

これらの規定の関係判例も多く出ており、中には「他人（other persons）」の防衛措

置を理由とする解雇保護に関連して、「他人」に公衆一般が含まれると解釈した雇用上

訴審判所の判例もある。その他の著名な判例は、概ね雇用者が不利益に取扱った被用者

の行動が、雇用権利法第１００条その他の関係法令が保護を図る安全代表等の被用者の

安全衛生関連活動に該当するか否かを審査したものである。例えば、同僚労働者による

乱暴な行動や言動を理由に職場から退避し、身の安全が保障されるまで復職を拒否した

労働者を退職扱いとしたため不当解雇との申し立てがなされたケースでは、雇用権利法

第１００条第１項(d)所定の「危険（danger）」には物理的危険のみならず、人的な危険

も含まれることを前提に、現にそのような危険が存在したことや、原告からの申告にも

かかわらず、被告が原告から関連事情を聴取しなかったことを含め適切な調査を怠った
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こと等を根拠に、不当解雇と認められた。また、未熟な搬送者とテールリフトの物理的

危険性について問題提起したところ懲戒処分を受けたとして、被用者が雇用保護（統合）

法第２２Ａ条第１項(e)所定の救済を求めたケースでは、同規定にいう「危険状況

（dangeraou situation）」とは、災害直前状況のみならず、重大災害を生じかねない可

能性が継続している状況（高リスク状態）を含むとして、当該懲戒処分の効力を否定し

た。他方、ゴミ回収車の運転手が、過積載となるリスクを確信して運転を拒否したため

解雇されたケースでは、過積載のリスクへの確信は合理的だが、それへの対応法は慣例

（雇用者に電話連絡して対応を図る等）に従っていないとして、その申立が棄却された。 

その他、９８年公益通報者保護法（ホイッスルブロワー法）は、法的義務違反や安全

衛生上の危険状況等の「保護対象となる開示」への不利益取扱いを禁じているが、雇用

者以外への情報開示の保護に際しては、不利益取り扱いを受けるか、証拠が隠滅される

か、既に開示済みと信じていなければならず、情報開示先、問題の深刻さ、以前の雇用

者の対応、雇用者の設定した手続等の要素も総合的に考慮される。 

②と③に関する法規則の違反には、１２月以下の自由刑もしくは£２０，０００以下

の罰金又はその双方が課され得る定めとなっており、彼国の労働安全衛生面でのリスク

管理政策の展開に際して、労使間協議がかなり重視されていることが窺われる。もっと

も、実際には、関連規定の執行に関する文書により、アドバイスを先行させるべきこと、

仮に職場で特定されたリスクが協議に関する規定違反に関わる可能性があっても、当該

リスクに適応する規定違反による処置を中心とすべきことなどが示されており、労使協

議関連規定違反への罰則の適用を最小限にとどめようとの意図も窺われる。 

・リスク管理の担保には、民亊契約法理も貢献する。イギリスの契約法理では、雇用

者にその被用者の安全確保措置を講ずべき黙示の条件があるとされ、被用者からの正当

な苦情への対応を含め、リスク調査や管理を怠れば、基本的な契約違反となり、被用者

は辞職の末、雇用審判所に不当解雇を申し立てられるとされている。 
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Ａ．研究目的 
 研究テーマ通り、①諸外国の労働安全衛

生法に基づくリスク管理政策の展開の背景、

特徴、効果を調査し、②わが国への適応可

能性を探ることにある。３年間の研究計画

のうち最初の２年間は①②を中心課題とし、

最終年度は③を中心課題としており、本分

担研究は、イギリス（UK）を比較法制度調

査の対象としている。 

 

Ｂ．研究方法 
 文献レビューを主としており、法令、判

例、ガイドライン等については、インター

ネットでの情報検索に拠った。調査対象事

項については、HSWA（イギリス労働安全

衛生法：Health and Safety at Work etc 

Act 1974）の体系書（Selwyn, Norman / 

Revised by Moore, Rachael: The Law of 

Safety and Health at Work 

2013/2014(22nd edition), 2013 ） の 

Chapter4 等が詳細な説明を行っていたた

め、準備作業として、その全文和訳を実施

した（添付資料１）。 

また、２０１４年９月５日に HSE 本部で

関連政策責任者へのインタビューを実施し

た（得られた成果は、添付資料２～３に記

した）ほか、２０１５年９月７日から１３

日にかけて、HSWA の代表的な解説書の編

者である Kennedys 法律事務所の Rachel 

Moore 弁護士、TUC（イギリス労働組合会

議）、CBI（イギリス産業連盟）、小売販

売業を営む TESCO 社へのインタビュー及

び Build UK、HSE へのメールでの照会を

行った（得られた成果は、添付資料５～１

０に記した）。 

 

Ｃ．研究結果 
１ イギリス（UK）における労災事

情 
１.１ 減少傾向とその要因 
 別添資料２のスライド５枚目が示す通り、

ユーロスタット［欧州委員会内の統計担当

部局］の調べによれば、イギリス（UK）に

おける２０１１年の重大な労働災害（交通

労災を除く）発生率は、労働者１０万人当

たり１を切り、オランダとスロバキアに次

いで３位の低率にある。 

また、同じくスライド４枚目が示すよう

に、７４年の HSWA 施行後の（労働者１０万

人当たりの）重大労災発生率の推移をみる

と、施行当初３を超えていたところ、２０

１３／１４会計年度には、自営業者を併せ

ても１を僅かに超えるレベルに減少してい

る。 

他方、筋骨格系、腰痛、ストレス問題な

どの職業病や作業関連疾患が、病気欠勤の

原因の半数を超える状況にあって、これら

の対策はあまり奏功していない１。 

イギリス（UK）が国際的にも低い労災発

生率を実現し得た理由等について、労使団

体や専門家等は以下のように述べている。 

 

【Hugh Robertson 氏, TUC：別添資料

６】 

 ・イギリス（UK）に安全衛生を重要視

する文化があったことが大きく影響した

と思う。 

 ・産業について熟知する人物を任用す

る仕組み等を背景とする検査官の高い専

門性や安全代表制度も大きく貢献した。 

 ・これらの事情を支える立法としての

HSWAの功績が大きい。HSWAの制定により、
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労使及び公衆一般の安全衛生と快適性に

ついて、使用者にシンプルな要件が課さ

れたほか、法のもとにある規則などは変

更し易く、比較的機動的な対応が可能な

条件になっている。 

 ・とはいえ、１９９０年代後半あたり

から労災の減少率が鈍化しており、その

主な理由の１つは、炭坑の閉山や第三次

産業の勃興などに象徴される産業構造の

変化と解される。 

 

【Katy Pell 氏,CBI：別添資料７】 

 ・労災の減少という公労使共通の目的

を果たす方法について事業者に裁量を与

え、ビジネスの成長との両立が可能な規

制になっていること、そうした規制に基

づいて、行政や専門家などの支援者と事

業者が相互作用を生んだことが、成功の

鍵だと思う。 

 ・もっとも、最近は、検査官が違法を

発見すると業務手数料を雇用者に支払わ

せる制度（介入手数料制度：”Fee for 

Intervention”scheme）に象徴される HSE

の商業主義化が生じており、問題視して

いる。 

 

【Steve Purser 氏,TESCO 社：別添資料８】 

 ・最も重要なファクターは、イギリス

（UK）の法制度が「合理的な実行可能性

（reasonable practicability）」の概念

を通じてリスク管理を強調し、雇用者等

に対して、一方で高い罰金額に象徴され

る重い法的責任を課しつつ、他方でその

実施方法を彼らに委ねる手法にある。 

 ・むろん、検査官の専門性の高さ、個々

の雇用者の自主的な努力、安全代表制度

の全てが協働した結果でもある。検査官

は、法の執行者兼ソフトなアドバイザー

として組織の安全衛生をリードしてい

る。他方、安全代表制度は、労働組合の

代表機能に依存しているため、普及の度

合いは業種による。 

 

【Keith Prince 氏,Build UK：別添資料９】 

 ・検査官の専門性の高さ、個々の雇用

者の自主的な努力、安全代表制度の全て

が貢献してきたことは確かだが、以下の

ような要素も作用してきた。 

 ①産業を道案内する法規則の蓄積と、

効果的で均衡のとれた執行 

 ② RIDDOR（ Reporting of Injuries, 

Diseases and Dangerous Occurrences 

Regulations：災害疾病及びヒヤリハット

事例の報告に関する規則）に基づく HSE

による重大災害情報の確実な収集と分析 

 ③ CDM （ Construction Design and 

Management Regulations：建設業におけ

る設計及び管理に関する規則）に基づく

発注者、設計者、関係請負人などのリス

ク・メーカーによる安全管理義務の負担 

 ④設備や器具などの技術的な安全性の

進展 

 ⑤危険作業に従事する者や安全衛生の

専門家の民間レベルでの養成、適格性認

証や選任を後押しする法制度 

 ⑥安全管理のエッセンスを凝縮した、

分かり易いマニュアルの作成 

 ⑦プロジェクト管理者の安全リーダー

シップの涵養 

 ⑧形式的なコンプライアンスにとらわ

れず、安全文化の確立を志向する規格 

 ⑨労働衛生の重視 
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１.２ 安全衛生に関わる人や組織の

事情 
 現地での労使団体や専門家等へのインタ

ビューで示された安全衛生に関わる人や組

織の事情（安全衛生に関する法社会学的事

情）に関する認識や意見は以下の通り。 

 

【Hugh Robertson 氏, TUC：別添資料

６】 

 ・２００８年の金融危機を契機として、

全体としての雇用労働者数の減少、非正

規労働者や自営業者の増加傾向が生じ、

組織帰属性の低い労働者の管理に関わる

問題が生じている。 

 ・また、ベンチャー企業などの新規事

業の増加により、ほんらい時間のかかる

安全衛生文化の醸成が困難になって来て

いる。 

 

【Steve Purser 氏,TESCO 社：別添資料８】 

 ・イギリス（UK）では、HSWA のような

監督取締法規、雇用者等に課される民事

責任の重さと課され易さ、労働者の権利

意識の強さなどを背景に、安全衛生に関

する関係者の意識レベルは高い。近年の

安全衛生規則違反にかかる罰金額の増加

が更に拍車をかけている。 

 ・他方、安全衛生の管理システムの水

準が向上するほど、それに頼る人が増え、

彼らのリスクへの意識や理解が低下する

という矛盾も感じている。リスクの文書

化などに伴い、リスクに優先順位を付け、

軽微なものへの対応を省力化するような

判断ができなくなっているようにも感じ

られる。 

 

【Keith Prince 氏,Build UK：別添資料９】 

 ・建設業界では、不況下で離職者が多

く出たことなどから熟練労働者の減少傾

向が生じているが、現場作業者の適格性

は確保されており、彼らの安全衛生に対

する感性も低下しているとは思わない。 

 ・イギリス（UK）の建設業では、適正

な能力を持つ人物は尊敬され、高額処遇

されている。 

 ・かつては、ルールの遵守が尊重され

る一方、安全衛生の実効性が軽視された

時代もあったが、現在のイギリス（UK）

の安全衛生水準は、優れた人的、物的資

源と、優れた規則や手続の相互作用によ

り達成されて来ている。 

 

 以上の通り、イギリス（UK）では、総じ

て労働安全衛生への労使や関係者の意識レ

ベルは高い。それは、安全衛生の専門家の

処遇の高さにも現れている。人が実効性の

高い法制度をつくり、実効性の高い法制度

が人の意識を育てる面もあるため、両者は

相互作用を生んでいるともいえよう。その

他に関係者の意識レベルを押し上げている

主な要因として、労働者の権利意識の高さ

や、人の意識の連鎖という意味での歴史や

伝統が挙げられよう。 

 他方、イギリス（UK）でも、ベンチャー

企業のような新規事業の増加、非正規労働

者や自営業者の増加、熟練労働者の減少、

リスク管理システムの形式主義化などが、

安全衛生意識の引き下げ要因となっている

旨の指摘も無視できない。 
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２ HSWA の概要 
２.１ 制定に至る経緯 

HSWA は、１９７４年に制定され、現在、

イングランドとウェールズの安全衛生刑法

の主軸をなしている２。 

もとよりイギリスは任意主義の国であり、

立法より団体交渉で問題解決を図る伝統が

あったが３、安全衛生については、積極的な

立法の動きがあり、９個の代表的労働安全

衛生立法と７種類の検査官が並立する錯綜

状態に至った。 

１９７２年に雇用大臣から議会に提出さ

れたローベンス報告４は、①安全衛生規制の

一本化、②形式的コンプライアンスより当

事者の自発的努力、適確な安全活動を誘う

ための立法ウェートの引き下げ、③行為準

則（code of practice）を中心とする柔軟な

規制、④禁止命令や改善命令の規定と監督

機関の権限強化などを提言し、これらが

HSWA の土台を形成した５。 

 なお、HSWA 以前の主要な安全衛生立法

であった１９６１年工場法（Factories Act 

1961(c.34)）は、その一部が安全衛生規則に

より廃止・修正される等したが、HSWA 下

の労働安全衛生法体系の一部として現存し、

クレーン、ボイラー、高所作業、換気・照

明・温度など、日本では、おおむね特則（ク

レーン則、ボイラー則、事務所則など）が

設けられている対象にかかる規制が効力を

維持している６。 

 

２.２ 基本構造 
２.２.１ 全体構造 
 第１章が主軸であり、第２～３章は元々

あった他の立法を再編・統合したものであ

る７。 

  小畑教授が整理するように、HSWA は、

第１条で、その目的が、①労働者（被用者

のほか従属的な自営業者を含めた労務従事

者）の安全衛生及び快適性（welfare）を確

保すること、②労働者の活動に起因もしく

は関連して生じる安全衛生上の危険から同

人以外の者を保護すること、③爆発性もし

くは着火性その他の危険性のある物質の保

存や使用、違法な取得、所有、使用を管理

すること、④所定の施設からの有害または

不快感を与える物質の大気への排出を管理

することであると宣言する。 

 次に、雇用者等が負う一般的義務を規定

する（第２～９条）。 

  第３に、労働安全衛生関係立法に携わる

行政機関である HSE（イギリス安全衛生

庁：Health and Safety Executive）の構成、

機能、権限等を規定する（第１０～１４条）。 

  第４に、安全衛生規則（health and safety 

regulations）及び行為準則の制定と効力に

ついて規定する（第１５～１７条）。 

  第５に、関係法令の履行確保のための機

関、その構成員の任命、権限、その措置に

対する不服申立等につき規定する（第１８

～２６条）。 

  第６に、罰せられる行為、訴追、証明責

任等、刑事制裁やその手続きについて規定

する８。 

  HSWA は、わが国の安衛法と同様、雇用

者のみならず、危険有害物質管理者、職場

で使用する物の製造者、設計者、設置者、

輸入者、被用者等さまざまな者を義務規定

の主体としているが、それによる保護の対

象として被用者以外の者を一般的に規定し

ている点で特徴的である（日本の安衛法で

も、同法第３条第３項、第２９条、第３０



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

143 
 

条、第３０条の２、第３１条などは、関係

請負人の労働者など、特定の事業者と直接

雇用関係にない労働者（いわゆる社外工な

ど）を保護対象としている（＊うち、第３

条第３項以外はその旨を明記している）が、

あくまで労働者に限られている９）。 

  HSWA の改定は、HSE により提案され

ることもあるが、最近の改定の多くは EU

の指令に基づきなされている１０。 

 

２.２.２ 一般的義務条項 
 HSWA は、ローベンス報告が、①労働安

全衛生は、職場に影響を与える者にとって

の法的・社会的責任であるとの意識の確立、

②検査官による職場の実態に応じた安全対

策の促進を提言していたこと１１を受け、以

下のような一般的義務条項を設けている。 

 

 第２条：使用者による安全衛生基本方

針の策定、実施のための組織、方針の効

果的実施のための措置等を規定。 

 第３条：下請け労働者のほか、近隣住

人、工場訪問者等までが保護の対象とな

る旨を規定。 

 第４条：事業所等の占有者・所有者責

任を規定（日本：安衛法では直接的な規

制なし。消防法等にあり）。 

 第５条：危険有害物質を取り扱う施設

の管理者による最善の方法による環境危

険有害物質の管理義務（公衆安全も射程）

を規定。 

  第６条：物の設計者、製造者、設置者、

輸入者、供給者等への諸種の義務を規定。 

  第７条：労働者の協力義務（労働者自

身及び自身の行動・不作為により影響を

受ける他の者の安全衛生に合理的な注意

を払う義務）を規定。 

  第８条：全ての者を対象に、安全衛生

及び快適性のために提供されたものの誤

用及び妨害の禁止を規定。 

 

 こうした規定は、コモンロー上の義務を

成文化し、罰則により強制したものとの見

解がある１２。一般的義務を罰則付きで強制

している点のほか、第２ないし第４条、第

６条に、「合理的に実行可能な限り」との

限定が付されている点が、日本の安衛法と

は異なる HSWA の重要な特徴といえる。 

これは、労災の背景には、働き方の習慣

を含め、さまざまな脈絡を持つ複雑多様な

現場実態が反映している場合が多いことに

加え、職場の立入り検査を行う検査官に法

規則違反と併せ、そのような現場実態に関

心を抱かせる必要があることを指摘したう

えで、法律の素人にも分かり易い具体的な

条項で、具体的な法規則違反が見出されな

い場合にも検査官の判断で労災防止のため

に適当な措置を強制し得るよう規制を図る

べき旨を提言したローベンス報告を受けた

ものと解されている１３。 

  その特徴を逐条的に述べれば以下の通り。 

 

【第２条】 
先ず、第１項が、以下のように、雇用者

による労働安全衛生に関する一般的義務を

規定している。 

「雇用者たる者は全て、合理的に実行可

能な限り、その被用者の就労上の安全衛生

及び快適性を確保する義務を負う」。 

これを受け、第２項以下が、機械設備、

生産システム、化学物質を含めた物品・物

質管理、情報提供、教育研修、作業場所の
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管理、作業環境管理、方針・体制づくりと

その周知、被用者代表の任命、日常的な努

力と効果の確認並びにそのための労使間の

協働、安全衛生委員会の設置など、労働安

全衛生を効果的に実現するための原則を示

している。 

 

【第３条】 
 本条から第６条までは、「リスクを作り出

す者こそが、最善の安全管理者たり得る」

との発想に基づいた規定である。 

 うち本条は、雇用者及び自営業者に対し、

自身の被用者ではないが、その事業運営に

関わる者に安全衛生上のリスクが及ばない

よう事業運営する義務等を課したものであ

り、例えば建設現場の下請・孫請企業の労

働者や一人親方、いわゆる出入り業者等の

工場訪問者、工場の爆発により被害を受け

る近隣住人などが対象に含まれる１４。 

 義務の主体としてあえて自営業者が規定

されているのは、ローベンス報告の起草に

当たったローベンス委員会が、特に自営業

者の不注意な振る舞いにより別の事業者に

雇用される労働者が危険にさらされている

ケースが多いと認識していたことによる

１５。 

 

【第４条】 
事業所やそこへの出入り口等の占有者・

所有者１６が、その場所やそこにある工場や

物質等を、そこで就労する自身の被用者以

外の者にとって、合理的に実行可能な限り

安全な状態に保つ一般的義務などを定めて

いる。 

 

【第５条】 
施設管理者が、有害または不快感を与え

る物質の大気への排出を抑制するために実

施可能な最良の手段を用い、排出される物

質を可能な限り無害で不快感を与えないも

のとする一般的義務などを定めている１７。 

 

【第６条】 
職場で用いられる物品や移動遊具関係の

機材を設計、製造、輸入、供給する者が、

合理的に実行可能な限り、それらの物品等

の設置、使用、清掃その他のメンテナンス

に際して、いついかなる場合にも安全で衛

生上のリスクのない条件が保たれるよう設

計、構築する一般的義務、その一般的義務

を果たすために必要となる検査の実施義務、

物品等の提供を受ける者にそれらの用途・

用法、安全で衛生的な状態を保つための条

件など必要な情報を提供する義務、当該物

品等の提供を受ける者に安全衛生上深刻な

リスクをもたらす事態が認識されつつある

場合、合理的に実行可能な限り、彼らに更

新された情報が提供されるよう必要な措置

を講じる義務などを定めている１８。 

 

【第７条】 
日本法では、使用者側の措置への協力の

努力義務を一般的に定めた第４条のほか、

第２６条、第３２条第６項、第６６条の７

第２項、第６６条の８第２項、第６９条第

２項、第７９条（その他、一定の事業者に

よる法規定上の指示に従うべきことを定め

た第２９条第３項、第３２条第７項）など

が労働者の義務を定めているが、このうち

刑事罰が設けられているのは第２６条と第

３２条第６項の２か条のみである（法第１



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

145 
 

２０条）。 

 対して本条は、①被用者自身及び関係者

への安全衛生上の配慮に加え、②雇用者の

安全衛生上の法的義務の履行への協力１９

という２つの側面にかかる被用者の一般的

義務を定めたものとして、その違反に最高

１２か月の自由刑という重い刑が規定され

ている（附則第３A 条）点に特徴の１つが

ある２０。 

 

【第８条】 
 （未了） 

 

２.２.３ 安全衛生規則（HSWA 第１

５条関係） 
  イギリスの安全衛生規則は、後掲の行為

準則と共に、HSWA 下の２大規範形式と言

われ、労働安全衛生に関する全ての事項を

所掌する２１。 

  その主目的の１つは、時代遅れとなった

既存の立法を合理化・近代化することにあ

るため２２、法律並みの強大な法的効力が付

与されている。特に、法規自体の改廃、法

規の適用範囲や適用除外、法規違反による

処罰の対象、制限、訴訟上の抗弁の特定な

どが委ねられている点が特筆される。ここ

には、関係条項の履行確保のための機関の

設置や、個人の権利規制なども含まれる。 

その策定は、通常、HSC による提案→労

使団体等への回覧→草案発表→必要な修正

→所管大臣に提出→国会提出という手続を

通じてなされて来た２３が、HSC が２００８

年に HSE に組み込まれたため、現在は当初

の提案元が HSE になっていると解される。 

所管大臣自らのイニシアティブにより策

定することもできるが、その場合、HSC２４

その他適当な団体との事前協議が必要とな

る（法５０条）。 

このように、議会の承認を含めた煩雑な

手続きの必要性から、新たな規則の制定な

どには時間を要することもあり、より策定

が容易で迅速になされ得るガイダンス・ノ

ートに代替される傾向にある。 

 

リスク管理に関する主な規則は以下の通

り。 

 

 １）１９９９年労働安全衛生管理規

則（略称：管理規則） 
 日本の安衛法は、使用者によるリスク調

査を努力義務にとどめているが（法２８条

の２）、イギリスの労働安全衛生管理規則は、

雇用者にリスク調査の実施を義務づけてい

る。その適用対象は、５名以上の被用者を

雇用する雇用者に限られるが、これに該当

する限り、リスク調査による重要な結果を

記録し、あらゆる必要な対策が講じられる

よう手配（arrangements）し、適任な人物

を選任し、適切な情報提供を行い、被用者

に対する教育訓練を実施する必要が生じる

２５。 

 リスク調査の基本規定である同規則第３

条は、以下のように定める。 

 

（試訳） 

(1) Every employer shall make a 

suitable and sufficient assessment of— 

 雇用者たる者は全て、該当する法令およ

び１９９７年の防火（職場）規則第２編に

基づき課される要件および禁止事項を遵

守するために講じるべき措置を特定する

ため、以下の事柄につき、適切かつ充分な
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調査を行わなければならない。 

 

(a)the risks to the health and safety of 

his employees to which they are exposed 

whilst they are at work; and 

 彼が雇用する被用者が、就労中にばく露

する安全衛生上のリスク、および 

 

(b)the risks to the health and safety of 

persons not in his employment arising 

out of or in connection with the conduct 

by him of his undertaking, 

 彼の事業活動に起因または関係して、彼

と雇用関係にない者に及ぶ安全衛生上の

リスク 

 

for the purpose of identifying the 

measures he needs to take to comply 

with the requirements and prohibitions 

imposed upon him by or under the 

relevant statutory provisions and by 

Part II of the Fire Precautions 

(Workplace) Regulations 1997. 

 

(2) Every self-employed person shall 

make a suitable and sufficient 

assessment of— 

 自営業者たる者は全て、該当する法令に

基づき課される要件および禁止事項を遵

守するために講じるべき措置を特定する

ため、以下の事柄につき、適切かつ充分な

調査を行わなければならない。 

 

(a)the risks to his own health and safety 

to which he is exposed whilst he is at 

work; and 

 彼自身が就労中にばく露する安全衛生

上のリスク、および 

 

(b)the risks to the health and safety of 

persons not in his employment arising 

out of or in connection with the conduct 

by him of his undertaking, 

 彼の事業活動に起因または関係して、彼

と雇用関係にない者に及ぶ安全衛生上の

リスク 

 

for the purpose of identifying the 

measures he needs to take to comply 

with the requirements and prohibitions 

imposed upon him by or under the 

relevant statutory provisions. 

 

(3) Any assessment such as is referred to 

in paragraph (1) or (2) shall be reviewed 

by the employer or self-employed person 

who made it if— 

 第１項および第２項に規定する調査を

実施した雇用者または自営業者は、以下の

場合において、その見直しを行わねばなら

ない。 

 

(a)there is reason to suspect that it is no 

longer valid; or 

 その有効性が疑われる理由がある場合、

または、 

 

(b)there has been a significant change in 

the matters to which it relates; and 

where as a result of any such review 

changes to an assessment are required, 

the employer or self-employed person 
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concerned shall make them. 

 それが前提としていた関連事項に重大

な変化が生じた場合。また、そうした見直

しの結果、調査の変更自体が必要となる場

合、雇用者または自営業者は、それを実施

せねばならない。 

 

(4) An employer shall not employ a 

young person unless he has, in relation 

to risks to the health and safety of young 

persons, made or reviewed an 

assessment in accordance with 

paragraphs (1) and (5). 

 雇用者は、彼らに及ぶ安全衛生上のリス

クについて、本条第１項および第５項に基

づく調査の実施または見直しを行わない

限り、若年者を雇用してはならない。 

 

(5) In making or reviewing the 

assessment, an employer who employs 

or is to employ a young person shall take 

particular account of— 

 若年者を雇用し、もしくは雇用しようと

する雇用者は、調査の実施または見直しに

際し、以下の点に特に留意しなければなら

ない。 

 

(a)the inexperience, lack of awareness of 

risks and immaturity of young persons; 

 若年者の未経験、リスク認識の欠如およ

び未熟さ 

 

(b)the fitting-out and layout of the 

workplace and the workstation; 

 職場およびワークステーションの装備

およびレイアウト 

 

(c)the nature, degree and duration of 

exposure to physical, biological and 

chemical agents; 

 物理的、生物学的、化学的な物質へのば

く露の性格（危険性）、程度および期間 

 

(d)the form, range, and use of work 

equipment and the way in which it is 

handled; 

 作業機器の型式、範囲、使用およびその

取扱い方法 

 

(e)the organisation of processes and 

activities; 

 作業工程や活動の構成 

 

(f)the extent of the health and safety 

training provided or to be provided to 

young persons; and 

 若年者に現に提供されているか、される

予定の安全衛生教育の程度 

 

(g)risks from agents, processes and work 

listed in the Annex to Council Directive 

94/33/EC(1) on the protection of young 

people at work. 

 若年者の労働保護に関するＥＣ理事会

指令（94/33）付属文書に挙示された物質、

工程、作業によるリスク 

 

(6) Where the employer employs five or 

more employees, he shall record— 

 ５名以上の被用者を雇用する雇用者は、

以下の事項を記録しなければならない。 
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(a)the significant findings of the 

assessment; and 

 調査の結果判明した重要な事実、およ

び、 

 

(b)any group of his employees identified 

by it as being especially at risk. 

 調査の結果、特に高いリスクに晒されて

いると特定された被用者集団。 

 

 ２）１９９２年職場の安全衛生及び

快 適 性 に 関 す る 規 則

（ Workplace(Health, Safety and 
Welfare)Regulations 1992） 
 この規則は、職場に特化した規制であり、

充分な換気、温度、照明、作業空間、座席、

厚生施設が各組織の職場内で確保されるこ

となど、安全衛生及び快適性に関する基本

的な問題を幅広くカバーしている２６。 

  

２.２.４ 行為準則（code of practice） 
 HSWA 第１６条及び第１７条は、行為準

則について定めている。 

行為準則とは、制定法による規制の具体

化がもたらす弊害を減らし、制定法には基

本原則の規定の役割を委ねる一方、直接的

な法的効力を持たず、かつ技術革新や予防

科学の進展に合わせた柔軟な規制を行うこ

とを目的に発案された法政策上の技術であ

る２７。 

先述した通り、ローベンス報告は、行為

準則による方が、より柔軟性、積極性（最

低基準＋αの規定）、即応性のある規制を行

えるため、新たに策定される法律（後の

HSWA）では、一般に、規則よりも行為準

則を活用すべきと提言していた２８。 

 刑事手続きでは、被告人が同程度に有効

な方法で法規則を遵守していたことを裁判

所に納得させない限り、行為準則違背＝法

規則違反と判断される（法第１７条）。民事

手続きでの行為準則の法的位置づけについ

て特段の定めはないが、準則の定めに反す

れば、ネグリジェンスについて一応の推定

（prima facie）が働き、反証をもって覆す

必要が生じると解されている２９。 

第１６条の定めは次の通り。 

 

（試訳） 

(1)For the purpose of providing practical 

guidance with respect to the 

requirements of any provision of any of 

the enactments or instruments 

mentioned in subsection (1A) below, the 

Executive may, subject to the following 

subsection. 

次項（第１Ａ項）に記された法令または

法的文書の規定上の要件の履行にかかる

実務的なガイダンスを提供するため、HSE

は、以下の各号に従い、所定の措置を講じ

ることができる。 

 

(a)approve and issue such codes of 

practice (whether prepared by it or not) 

as in its opinion are suitable for that 

purpose; 

 （HSE が起案したものであるか否かを

問わず）行為準則を承認し、公布すること 

 

(b)approve such codes of practice issued 

or proposed to be issued otherwise than 

by the Executive as in its opinion are 

suitable for that purpose. 
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 HSE 以外の機関により公布されたか、

公布の提案がなされ、HSE がその目的に

適合すると認める行為準則を承認するこ

と 

 

(1A)Those enactments and instruments 

are— 

 ここで法令及び法的文書とは、以下のも

のを指す。 

 

(a)sections 2 to 7 above; 

 本法第２条（※雇用者の一般的義務な

ど）ないし第７条（※被用者側の自他の安

全衛生にかかる注意義務など） 

 

(b)health and safety regulations, except 

so far as they make provision exclusively 

in relation to transport systems falling 

within paragraph 1(3) of Schedule 3 to 

the Railways Act 2005; and 

 ２００５年鉄道法に即し、別表３の１

（３）章に定める鉄道輸送システムに関す

る規定をそれに対象を絞って設ける場合

を除き、安全衛生規則 

 

(c)the existing statutory provisions that 

are not such provisions by virtue of 

section 117(4) of the Railways Act 1993. 

 １９９３年鉄道法第１１７条第４項に

定める規定を除く現行法規定 

 

(2)The Executive shall not approve a 

code of practice under subsection (1) 

above without the consent of the 

Secretary of State, and shall, before 

seeking his consent, consult— 

 HSE は、所管大臣の同意なくして前項

に基づき行為準則を承認してはならず、ま

た、同人の同意の獲得に先んじて、以下の

者と協議しなければならない。 

 

(a)any government department or other 

body that appears to the Executive to be 

appropriate (and, in particular, in the 

case of a code relating to electromagnetic 

radiations, the Health Protection 

Agency); and 

 HSE が協議相手として適当と判断する

省庁・部局（及び、特に電離放射線に関す

る準則については、健康保護局（HPA）３０） 

 

(b)such government departments and 

other bodies, if any, as in relation to any 

matter dealt with in the code, the 

Executive is required to consult under 

this section by virtue of directions given 

to it by the Secretary of State. 

 行為準則が取り扱う問題に関わり、所管

大臣が指図を与えることとの関係上、本条

のもとで HSE が協議することが求められ

る省庁・部局その他の機関があればそれら 

 

(3)Where a code of practice is approved 

by the Executive under subsection (1) 

above, the Executive shall issue a notice 

in writing— 

 本条第１項に基づいて HSE による行為

準則の承認が行われた場合、HSE は、以

下の事柄につき、文書により通知せねばな

らない。 

 

(a)identifying the code in question and 



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

150 
 

stating the date on which its approval by 

the Executive is to take effect; and 

 該当する行為準則を特定し、HSE によ

る承認の発効日を明示すること 

 

(b)specifying for which of the provisions 

mentioned in subsection (1) above the 

code is approved. 

 当該準則が、第１項の示す規定のうちい

ずれに対して承認されたものかを特定す

ること 

 

(4)The Executive may— 

 HSE は、以下の事柄を行うことができ

る。 

 

(a)from time to time revise the whole or 

any part of any code of practice prepared 

by it in pursuance of this section; 

 策定された行為準則の全てまたは一部

を、本条に基づいて適宜修正すること 

 

(b)approve any revision or proposed 

revision of the whole or any part of any 

code of practice for the time being 

approved under this section; 

 行為準則の全部または一部の修正また

は修正提案を、正式な承認に必要な期間

中、本条に基づいて暫定的に承認すること 

 

and the provisions of subsections (2) and 

(3) above shall, with the necessary 

modifications, apply in relation to the 

approval of any revision under this 

subsection as they apply in relation to 

the approval of a code of practice under 

subsection (1) above. 

 本条第２項及び第３項は、それらが第１

項に基づき行為準則の承認に適用される

のと同様に、必要な修正に伴い、本項に基

づく修正の承認にも適用される。 

 

(5)The Executive may at any time with 

the consent of the Secretary of State 

withdraw its approval from any code of 

practice approved under this section, but 

before seeking his consent shall consult 

the same government departments and 

other bodies as it would be required to 

consult under subsection (2) above if it 

were proposing to approve the code. 

 HSE は、いつ何時でも、所管大臣の同

意を得て、本条に基づき承認された行為準

則についてその承認を撤回することがで

きる。ただし、所管大臣に同意を求めるよ

り前に、第２項に基づき承認の提案の際に

協議が求められる省庁・部局及びその他の

機関との間で、改めて協議を行わなければ

ならない。 

 

(6)Where under the preceding 

subsection the Executive withdraws its 

approval from a code of practice 

approved under this section, the 

Executive shall issue a notice in writing 

identifying the code in question and 

stating the date on which its approval of 

it is to cease to have effect. 

 HSE が、前項に基づき、本条のもとで

承認された行為準則につき、その承認を撤

回する場合、該当する準則を特定し、その

承認の効力が停止される期日を明示する
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通知を、文書で発行しなければならない。 

 

(7)References in this Part to an 

approved code of practice are references 

to that code as it has effect for the time 

being by virtue of any revision of the 

whole or any part of it approved under 

this section. 

 本章において承認された行為準則とは、

本条に基づき承認された準則の全てまた

はどこか一部の修正により暫定的に発効

している準則を指す。 

 

(8)The power of the Executive under 

subsection (1)(b) above to approve a code 

of practice issued or proposed to be 

issued otherwise than by the Executive 

shall include power to approve a part of 

such a code of practice; and accordingly 

in this Part “code of practice” may be 

reADAs including a part of such a code 

of practice.. 

 HSEが、本条第１項(b)に基づいて、HSE

以外の機関により公布されたか、公布の提

案がなされた行為準則を承認する権限に

は、そのような行為準則の一部を承認する

権限も含まれる。したがって、本章におい

て「行為準則」とは、そのような準則の一

部も含まれると解することができる。 

 

 第１７条の定めは次の通り。 

 

（試訳） 

 (1)A failure on the part of any person 

to observe any provision of an approved 

code of practice shall not of itself render 

him liable to any civil or criminal 

proceedings; but where in any criminal 

proceedings a party is alleged to have 

committed an offence by reason of a 

contravention of any requirement or 

prohibition imposed by or under any 

such provision as is mentioned in 

section 16(1) being a provision for 

which there was an approved code of 

practice at the time of the alleged 

contravention, the following subsection 

shall have effect with respect to that 

code in relation to those proceedings. 

承認を受けた行為準則の規定違反は、

それ自体で民事又は刑事上の責任を導く

と解されてはならない。しかし、違反者

は、その違反当時、該当する承認を受け

た行為準則があったことから、前条第１

項に基づき課された要件や禁止事項に反

したとの理由により、刑事手続上、犯罪

を犯したとの申し立てを受ける。次項の

定めは、そうした手続きに関わる行為準

則について、効力を持つ。 

 

(2)Any provision of the code of practice 

which appears to the court to be 

relevant to the requirement or 

prohibition alleged to have been 

contravened shall be admissible in 

evidence in the proceedings; and if it is 

proved that there was at any material 

time a failure to observe any provision 

of the code which appears to the court 

to be relevant to any matter which it is 

necessary for the prosecution to prove 

in order to establish a contravention of 
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that requirement or prohibition, that 

matter shall be taken as proved unless 

the court is satisfied that the 

requirement or prohibition was in 

respect of that matter complied with 

otherwise than by way of observance of 

that provision of the code. 

 違反の申立がなされた要件や禁止事項

に関連するとして裁判所に提出される行

為準則は、訴訟手続き上、証拠能力を持

つ。また、仮に、要件や禁止事項違反の

成立のために証明せねばならない事項に

関連するとして検察が裁判所に提出した

準則規定の違反が立証された場合、その

準則規定の遵守とは異なる方法でその要

件や禁止事項が遵守されたと裁判所が確

信しない限り、その事項は立証されたも

のと取り扱われねばならない。 

 

(3)In any criminal proceedings— 

 刑事手続では、. 

 

(a)a document purporting to be a notice 

issued by the Executive under section 

16 shall be taken to be such a notice 

unless the contrary is proved; and 

 法第１６条に基づき HSE から通知と

して発行された文書は、反証されない限

り、当該通知とみなされねばならない。

また、 

 

(b)a code of practice which appears to 

the court to be the subject of such a 

notice shall be taken to be the subject of 

that notice unless the contrary is 

proved. 

 当該通知の対象として裁判所に提出さ

れた行為準則は、反証されない限り、当

該通知の対象とみなされねばならない。 

 

 このように、HSE には、労働安全衛生に

関する現行法規則の目的に資する準則につ

き、策定、承認・公布から改定、改定準則

の暫定承認、承認の撤回に至る大きな権限

が付与されている。しかし、承認や承認撤

回に際しての所管大臣による同意の獲得、

適当な省庁・部局との協議の義務づけなど、

即応性を損ねない範囲で、やや厳しい手続

的規制が設けられている。ガイダンスとは

いえ、検査官による合法性監督に際しても

違法性の判断規準として参照されるなどの

意味で、日本の解釈例規とも重複する性格

を持つ。すなわち、HSE は、所管大臣等の

管理下で、法律並に強い拘束力を持つ安全

衛生規則に併せ、即応性、網羅性があり、

法的にも相応の意義を持つ行為準則につい

て、強いコントロール権限を付与されてい

る、ということになる。 

 HSWA の体系書には、以下のような解説

が示されている。 
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承認を受けた行為準則 

行為準則は、近年、実践的なガイダン

スの提供を目的に、複数の組織に発行権

限が与えられている。法的強制力は持た

ないが、司法や準司法機関において、一

定の条件下で考慮され得る。安全衛生に

関する行為準則については、HSWA 第１

６条が、同法第２条から第７条に規定さ

れた一般的義務に関する実践的ガイダン

スの提供を目的に、その承認と発行の権

限を HSE に付与している。HSE は、BS

（Britisch Standards：英国規格協会）

のような他の機関が起案した準則を承認

する権限も有している。とはいえ、準則

の承認に先立って、所管大臣の同意を得

なければならず、更にその前に、関係部

局及びその他適当な機関と協議しなけれ

ばならない。準則は定期的に改定される。

HSE は、必要に応じ、特定の準則の承認

を撤回することができる。 

  ある者が、承認を受けた行為準則の定

めに反したとしても、直ちに民刑事上の

責任に問われるわけではない。しかし、

仮にある人物が、ある行為準則の適用さ

れる問題について法違反を犯したとして

起訴された場合、当該準則は証拠能力を

認められ、被告人が何らかの同程度に有

効な方法で法律上の要件を充たしたこと

を裁判所に説得しない限り、法規則上の

規定ないし義務違反の証拠となる。した

がって、準則は安全行動へのガイドとな

る。実際問題として、準則の要件を遵守

したにもかかわらず、法違反で起訴され

ることはまずあり得ない。他方、その者

が準則を遵守しなければ、何らかの別の

手段で当該法的要件を充たしたことを立

証できない限り、当該罪状に付き有罪と

される可能性が高まる（HSWA 第１７

条）。 

  行為準則の活用促進の目的は、法的要

件に本来的に伴う実効性の退化を防ぐこ

とと、法規則により義務を課された者の

ために実務上のガイダンスを提供するこ

とにある。HSWA には、民事訴訟手続に

おける行為準則の法的位置づけについて

何ら定めはないが、準則の定めに反すれ

ば、ネグリジェンスについて一応の推定

（prima facie）が働き、反証をもって覆

す必要が生じると解される（＊下線は報

告者が添付した）３１。 

  

  また、現地での労使団体や専門家等への

インタビューで示された行為準則に関する

認識や意見は以下の通り。 

 

【Rachel Moore 弁護士：別添資料５】 

・HSWA の定める要件遵守の支援とそ

れに関わる実践的アドバイスや実例の提

供を意図したものである。 

・しかし、中には長すぎて想定ほど明確

でないものもあり、特に２０１２年以後に

実施されている規則の合理化の動きの中

で合理化された規則が、行為準則よりガイ

ダンス・ノートにより補完される傾向にあ

る。ガイダンス・ノートは、行為準則ほど

の公的権威はないが、変更が容易で、化学

物質の危険有害性が新たに判明するよう
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な業界では特に有用である。 

 ・私自身は、行為準則が補完・支援する

対象を中核的な規則に絞り、その代わり、

明確で分かり易く、具体例を提供するもの

とするのが望ましいと考えている。 

 

【Hugh Robertson 氏, TUC：別添資料６】 

・ガイダンス・ノートは法定要件を上回

る水準を定めるものだが、行為準則は法規

則の実務的な解釈例規といえ、ほとんどの

事業者に行為規範として尊重されている

だけでなく、行為準則違反を重要な根拠と

して起訴されたケースで、それと異なる方

法で同じ目的を達成した旨の立証に成功

した例は少ない（：実質的に裁判規範性が

強い）。 

・政府は排除の方向だが、そうなれば、

標準以下の安全衛生レベルの事業者にと

って重要な指針が奪われることになる。 

 

【Katy Pell 氏,CBI：別添資料７】 

・行為準則自体は、特に中小企業にとっ

て法令順守の具体的指針を示す点などで

良いものであり、支持している。しかし、

法的要件との関係が深い（：違反に際して

法規則違反の推定を受ける）こともあり、

最近規制緩和方向での大きな改革が行わ

れた。 

 

【Steve Purser 氏,TESCO：別添資料８】 

・行為準則の内容は、けっこうシンプル

で実効的かつ理論的にできており、特定の

リスクの管理方法を具体的に示している

ものは特に有用。その法的性格のグレーさ

も良い。 

・しかし、会社独自の基準やガイダンス

を考案する技術と知識を持つ企業では、そ

の利点が減殺される。 

・法的には、行為準則を遵守していれば、

検査官による査察で指摘を受けても説得

力のある説明となる等の利点がある。 

・行為準則の策定に際して、我々産業界

の人間は、経営者団体や安全衛生研究機関

を通じて HSE に意見を述べられる。最近

行われた改革でもよく意見を聴いてもら

えた。 

 

【Keith Prince 氏,Build UK：別添資料

９】 

 ・規則の意図や解釈の詳細を示してお

り、「細部に宿る悪魔（the devil in the 

detail：総論賛成・各論反対を避け、前進

を促し得る細則）」の役割を果たしている。 

 ・問題は、規則と密接な関係にあるその

法的位置づけにあり、それゆえ、仕様的な

規則の具体化になじみ、それ自体仕様的な

性格を帯びているが、リスク管理志向をも

った規則の具体化は難しい。また、一度発

行されると変更等が困難になる可能性も

あり、最近では、CDM15 を好例として、

その具体化に際して、行為準則の代わりに

ガイダンス・ノートが発行される傾向もあ

る。 

 

総じて、法規則の遵守を支援するための

具体的手段を示すツールとして好意的に受

け止められているが、現にそれを逸脱した

事業場ごとの法運用が合法と認められた例

は少なく、インタビューの際はもとより、

その後のメールのやりとりでも実例を挙げ

た方はいなかった。すなわち、実質的には

法規則、特に規則に近い法規範性を帯びて
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おり（日本では解釈例規に近い性格）、い

ったん策定されると変更にも煩雑な手続き

を要するため、最近はガイダンス・ノート

にその役割を代替される傾向にある。 

 

２.２.５ ガイダンス・ノート 
  HSWA の体系書には、以下の解説が示さ

れている。 

 

ガイダンス・ノート 

HSE は、たびたびガイダンス・ノート

を発行する。行為準則に付随して発行す

る場合もあれば、独立して発行する場合

もある。これには実務的で具体的なアド

バイスが含まれ、実務上は行為準則より

役立つ情報を含む場合が多い。ガイダン

ス・ノートに法的位置づけはないが、発

行時点での当事者の客観的な知識水準を

示す証拠として活用できる。 

たとえば、Glyn Owen v. Sutcliffe 事件

に お い て 、 地 方 環 境 衛 生 監 視 官

（EHO:Environmental Health Officer）

が、溶媒が出す強い臭気に関する苦情を

受け、靴修理の自営業者に換気を求める

改善通告（improvement notice）を発し

た。雇用審判所への異議申し立てを受け、

同監視官は、溶媒の煙霧の吸入がもたら

す危険性を警告し、適切な換気と煙霧の

排気を示唆する HSE のガイダンス・ノー

トと英国接着剤製造業協会（British 

Adhesive Manufacturers Association）

が発行したガイダンス・ノートの双方に

言及した。雇用審判所は、本件において

靴修理の自営業者は第三者のみならず自

身に対しても法律上の義務違反を犯した

として（HSWA 第３条第２項）、改善通

告の有効性を認めた。 

他方、Burgess v. Thorn Consumer 

Electronics(Newhaven) Ltd.事件では、

仮に使用者が被用者にガイダンス・ノー

トに記された危険を警告しなければ、ガ

イダンス・ノートが間接的に法的な注意

義務（duty of care）を生じるため、当該

被用者に対してネグリジェンスの責任を

負うことがある、とされた（＊下線は報

告者が添付した）３２。 

  

渡航調査でのインタビューで、TUC の

Hugh Robertson 氏は、行為準則は法規則

の実務的な解釈例規であり、ガイダンスは

法定要件を上回る水準を定めるものと述べ

ていたが、実際には、上記のように、その

不遵守は当事者による法定要件の不履行を

推定させる場合もある。近年、規則や行為

準則の代替機能を果たすことが増えている

ことからすると、より法規範性が高まる可

能性もある。 

 

３ 履行確保 
３.１ 管轄機関・要員と権限 
３.１.１ HSE（イギリス安全衛生庁）   

  HSWA の監督指導は、主にイギリス安全

衛生庁（Health and Safety Executive：

HSE）が所管している。HSE は、所管大臣

の管轄下で HSWA の執行を担当する独立

性、専門性、機動性を持った公的機関であ

り、以下のような特徴を持つ。 

①執行のための検査官を擁し、同検査官

には、臨検、検査や調査、施設内の物品・

物質の除去や試験、検収・留置、適当な人

物への質問などの権限が認められている。

また、機関としての HSE に捜索や聴聞の権
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限が認められている（HSWA 第１４条）。 

  ②所管大臣には、安全衛生関係規則の制

定権限が委ねられている。同規則には、法

規自体の改廃、適用範囲や適用除外、違反

による処罰の対象、制限、訴訟上の抗弁の

特定など、法律並みの強大な法的効力が認

められている。 

  HSE は、HSWA 本法について改定を提

案することがあるほか、規則、行為準則、

ガイダンスの策定、改廃については主導的

な役割を果たす３３。 

③最高責任者の任命を含め、所管大臣は、

HSE に対して制度上ほぼ絶対的に優位な

立場にあり、HSE は、その管轄下で、強制

策と誘導・支援策の両面で、HSWA 関連法

規の執行を担当している。ただし、所管大

臣は個別案件で関連法規の執行に関する指

示ができず、他方、HSE は同大臣に対する

規則の提案権も有しているため、実質的な

ガバナンスの多くは HSE が握っていると

解される。 

  ④HSE の主な職務は HSWA 第１１条、

所管大臣の HSE に対する権限は第１２条、

所期目的を達するために自他の持つ人的・

物的資源を有効活用するための方策が第１

３条、組織・構成等については同附則第２

条に規定されている。 

  ⑤HSWA を含め、関連法規の管轄権限の

決定は所管大臣の所掌とされている。地方

公共団体との協働が予定されているが、同

公共団体は HSE が発出するガイダンスに

拘束される。 

  ⑥HSE に対する会計面での監理権限は、

所管大臣のほか、会計検査官、会計検査庁

長官が有し、同大臣らには、上下両院への

報告義務も課されている３４。 

  小畑教授は、HSE と所管大臣の関係につ

いて、法第１２条の定めを受け、端的に、

提出した案の認否を通じて所管大臣のコン

トロールを受ける旨を述べている３５。 

  また、法第１０条や第１９条の定め（HSE

の構成に関する定め）を受け、さまざまな

検査官（工場検査官、爆発物検査官、鉱業

採石検査官、核施設検査官、アルカリ換気

検査官、農業安全衛生検査官）をコントロ

ールしており、地方局長の管理下にある２

１の地方局を通して活動していること３６、

HSE は検査官の任免権を持つこと（法１９

条）、基本的には説得重視だが、それでも

履行が確保されない場合に改善命令、禁止

命令等を発令する手法をとっていること

３７等も示唆している。 

 

３.１.２ 検査官の任用と育成 
  現地での労使団体や専門家等へのインタ

ビューで示された検査官に関する評価等は

以下の通り。 

 

【Hugh Robertson 氏,TUC：別添資料６】 

 ・TUC として彼らを評価する仕組みは持

っていないが、個人的印象をいえば、非常

にプロフェッショナルでグッド。 

 ・彼らが、建設、化学、海上などの専門

性に応じて、産業ごとの業界事情や安全衛

生事情をよく知る民間のベテランから任

用されていることも、有効な機能の前提に

なっている。彼らには年俸制（雇用期間は

無期限の場合が多い）が採られており、企

業からのリクルートが可能な金額が設定

されている。 

 ・事業場ごとの平均的な査察の頻度は非

常に低いが、リスクに応じた配分がなされ
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ており、ハイリスクなところでは、１年に

１度以上訪問を受けているところもある。 

 

【Katy Pell 氏,CBI：別添資料７】 

・彼らの個人的資質に対する批判はない

が、彼らが運用する法的枠組み（特に過重

なペーパーワークをもたらすリスク管理

の仕組みや介入手数料制度など）には問題

があると感じている。 

・彼らの任用と育成のシステムを好意的

に評価している。検査官が産業の現場を熟

知していたり、ビジネスマインドを持って

いることは重要と感じている。 

 

【Steve Purser氏,TESCO社：別添資料８】 

 ・イギリス（UK）では、小売・流通業の

安全衛生は、基本的に地方自治体の検査官

の監督を受け、建設などリスクの高い活動

に限り HSE の監督を受けるが、HSE の検査

官の技量や専門知識は高いレベルにあり、

それぞれの専門分野で活動できる仕組み

も用意されている。 

 他方、地方自治体の検査官はジェネラリ

ストであり、リスクの解釈や管理のあり方

について、合意が難しい場合もある。 

 ・HSE の検査については、検査官が違法

を発見すると業務手数料を雇用者に支払

わせる「介入手数料制度（”Fee for 

Intervention”scheme）」に問題がある。

彼らによるアドバイスは有益だが、それを

求めると彼らの訪問を招き、問題を指摘さ

れ、手数料や制裁の支払いを招く、という

認識が産業に浸透してきている。 

 ・地方自治体の監督については、「主な

管轄機関特定スキーム（Primary Authority 

Scheme）」という制度があり、当社のよう

に広い地域に多店舗を展開する事業にと

っては有益と感じている。これは、複数の

自治体の中から、安全衛生規制の監督やリ

スク管理にかかる最善の方法を合意する

ところを企業側が選択し、他の自治体の監

督やリスク管理（の方針）をリードしても

らえる制度である。 

 

【Keith Prince 氏,Build UK：別添資料

９】 

 ・HSE の検査官は、法執行者とアドバ

イザーの両面を持つ、安全衛生の確保に

不可欠な手段（measure）である。彼らは

尊敬されており、よきガイダンスやアド

バイスをくれる存在として、建設現場で

も歓迎されている。 

 

 このように、HSE の検査官は、総じてそ

の専門性の高さを認められ、労使双方から

信頼されている。近年採用された介入手数

料制度には使用者側から批判がなされてい

るが、検査官の資質や能力を疑う趣旨では

ない。 

その任用と育成の仕組みを知るため、以

下に、２０１４年１０月に掲載されていた

HSE の WEB 上の検査官募集要項のうち象徴

的な２件を掲げる。 

 

【（原油・ガス等の）採掘井（せいくつせ

い ） 専 門 官 （ Wells and Operations 

Engineer）の募集要項】 

募集職名 

危険有害施設専門官 

（ Hazardous Installations 

Directorate:HID） 

勤務地 
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アバディーン（＊スコットランド北東部

の都市）。他の地域への赴任もあり得る。 

俸給 

アバディーン勤務の場合、関連業務の経

験とスキルに応じ、上限£102,965（150 円

／£とすると、約 15,444,750 円）。これに

は、£13,000 の「アバディーン手当

（Aberdeen allowance）」が含まれる。 

 他地域での勤務の場合、関連業務の経験

とスキルに応じ、上限£89,965（150 円／

£とすると、約 13,494,750 円）。 

 

 （＊海底油田などもあるため）海上への

渡航もあり得る（別途手当が加算される）。 

契約形態 

無期限 

紹介 

 HSE にとって重要な操業を担う危険有害

施設専門官は、イギリス（UK）の主要な危

険有害産業―その製品が国民の日常生活に

欠かせないが、安全管理やリスク管理の失

敗が労働者や公衆一般に大惨事をもたらし

かねない事業―を規制ないし監督する職で

ある。我々は、約３００名にのぼる専門的

技術者と科学者を擁し、エネルギー生産（石

油、ガス、新規技術開発など）、化学薬品

や薬剤の生産・貯蔵、炭坑、爆発物や輸送

管路（パイプライン）などの業種の安全を

確保する責務を負っている。 

エネルギー部門： 

 危険有害施設専門官によって構成され

るエネルギー部門は、現存するリスクと

新規のリスク双方の安全管理において比

類なき成果をあげてきた。その独立的な

立場と高潔さが国際的にも評価されてお

り、効果的で均衡のとれた解決―危険・

有害性を伴う活動を安全に行えるように

すること―に役立つ専門性について、長

年にわたり評価を得ている。海上安全や

それに関連する環境保護は、政府の優先

的取組課題でもある。 

 我々は、老朽化した施設、新規の重要

な建設計画、最先端の技術革新のほとん

どを含め、海上と陸上双方における幅広

い活動について安全の改善に携わる現実

の機会を提供する。 

 イギリス（UK）の海上産業は、ここ数

十年間に生まれたばかりであり、規制者

を必要としている。この業務は、エネル

ギー部門があなたに提供する幅広く、本

質的な対応策を習得しつつ、あなたが持

つ知識や技術を活かし、海上産業の未来

の一部となり、変化をもたらすチャンス

である。                                                                                                                             
 

職責 

 この業務は、現場査察の手配から専門的

な報告書の作成、予防戦略の策定のための

詳細な調査に至るまで、その内容や密度の

面で極めて多岐にわたっている。 

 専門的知識の活用を通じ、以下のような

役割を果たすことが期待される。 

 ・採掘井技術、掘削その他の活動に関連

する安全衛生上の問題について、HSE、産業

その他の関係者に対し、専門的なアドバイ

スを提供すること 

 ・海上、陸上の双方で、採掘井技術、掘

削その他の活動に起因する専門的な問題に

ついて監査すること 

 ・海上、陸上の双方で、単独またはチー

ムの一員として、事故や災害、苦情につい

て調査すること 

 ・法的手続における専門的な報告書の作
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成や専門的な鑑定を含め、法の執行を支援

すること 

 ・採掘井の設計への関与のように、事業

自体の基準やガイダンスの開発に貢献する

こと 

教育訓練と育成 

 任用当日から、HSE であなたが果たすべき

役割を理解してもらうため、上司や同僚が

支援する。専門職としての継続的な育成支

援を受けるだけでなく、規制づくりの技術

を 学 ぶ 研 修 プ ロ グ ラ ム （ RTP : the 

Regulators Training Programme）を履修す

ると、安全衛生に関する信頼性の高い上級

免状（Diploma）が授与される。                                                                                                                             

任用上の重要な基準 

 充たすべき基準は以下の通り。 

 ・理想的には、採掘井に関わる工学や地

学（earth science）に関する学位やそれに

相当する資格を有していることが望まし

い。 

 ・採掘井に関する専門的なプロジェクト

を運営したか、それに貢献した実績 

 ・採掘井の技術や操業に関する実践的な

知識 

 ・「海上医療・サバイバル訓練」の要件

を充たす必要がある。 

 ・UK 全土で有効な自動車運転免許（ただ

し、２０１０年平等法（Equality Act 2010）

に基づき合理的配慮がなされ得る場合を除

く） 

 より詳細な情報は、D・・（D・・

@hse.gsi.gov.uk）までＥメールで連絡され

たい。 

必要な能力・資質 

 我々は、挑戦意欲があり、戦略的に考え

ることができ、潜在する本質的課題を特定

し、組織内の様々なレベルの人物―HSE の同

僚のほか、現場の技術者や上級管理者など

―に関わる人物を求めている。判断力があ

り、チームの一員として働き、組織に改善

をもたらすような影響を及ぼす高い能力を

持った人物を求めている。すなわち、以下

のような要素を持つ者が望ましい。 

 ・規制対象としている組織の全レベルで

の変化に影響を及ぼせる強力なコミュニケ

ーション技術 

 ・リスク管理上の潜在的な隙間や欠点を

探し当てる深い洞察力 

 ・入手可能な証拠に基づき的確な決定を

下す積極性と判断力 

 ・期限内に、期待され、求められた基準

通りの結果の実現を請け負える、優れた体

制構築能力や計画能力 

 ・多様な専門性を持つ者のチームの一員

として、同僚や（利害）関係者と意欲的に

互いの専門性を尊重し、活用し合える関係

を維持し、協働作業を行う能力 

 ・実効性・専門性の高い報告書を執筆し

たり、複雑で専門的な情報を素人にも分か

り易く、かいつまんで伝える能力 

応募方法 

 この職への応募は、公務オンライン募集

システムから行うこと。 

 応募サイト内にある「添付書類」タブか

ら添書と履歴書を送ること。 

 添書には、あなたがこの職に適任である

ことを示すため、以下の要素を記載するこ

と。 

 ・現職の責任レベル 

 ・経験の幅と深さ 

 ・従事している業務の専門性の質と高さ 

 Ａ４用紙半面以内（フォントサイズ１０
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ポイント）で作成のこと。障害があって、

別のフォーマットでの応募の必要がある場

合や、募集に関する詳細を更に知りたい場

合には、電話かＥメールで、・・・まで連

絡されたい。 

締切 

（略） 

関係リンク先 

 （略） 

 

【産業保健専門官（Occupational Health 

Specialist）の募集要項】 

募集職名 

現場監理官 

（Fiele Operation Directorate:FOD） 

勤務地 

イングランド南部および中央 

Oxted,Basingstoke,London,Chemsfold,

Bristol,Bedford,Nottingham,Birmingham

に事務所あり。 

俸給 

経験とスキルに応じ、上限£42,494（150

円／£とすると、約 6,374,100 円） 

契約形態 

無期限 

紹介 

 産業保健検査官は、産業保健の領域で教

育と経験を積んだ看護職（nurses）であり、

HSE の現場監理官のうち専門検査官

（Specialist Inspectors）に当たる。 

 現場監理官（FOD）は、HSE で最多数を占

める検査官であり、建設業、農業、製造業、

土木業、飲食業、採石業、エンターテイメ

ント業、教育業、保健衛生業、地方・中央

の公務、国内のガス安全を含む多くの職種

を取り扱う。 

職責 

 産業保健検査官は、最前線で活躍する

HSE の専門家であり、さまざまな業種にお

ける作業に関連する健康上の問題や申告

を受けた業務上の不調を取り扱う。 

 HSE は、業務上の不調は、多くの職場で

重大なリスクになっていると認識してお

り、産業保健検査官は、そうしたリスクへ

の実効的対応を図るHSEの活動に幅広く貢

献している。その範囲は、HSE の安全衛生

検査官の訓練生の教育訓練や個別指導か

ら、既存のガイダンスの修正や運営方針の

立案への協力、規制づくりの前線に至るま

で幅広い。 

 業務の内容は挑戦的かつ多様で、検査、

査察、強制措置を、自ら検査官として実施

する場合もあれば、専門家としての専門的

意見の提供などを通じて監督業務に当た

る同僚を支援する場合もある。 

教育訓練と育成 

 任用当日から、HSE であなたが果たすべ

き役割を理解してもらうため、上司や同僚

が支援する。専門職としての継続的な育成

支援を受けるだけでなく、規制づくりの技

術を学ぶ研修プログラム（RTP : the 

Regulators Training Programme）を履修

すると、安全衛生に関する信頼性の高い上

級免状（Diploma）が授与されるが、これ

には一定期間の泊りがけの研修が必要に

なる。                                                                                                                      

任用上の重要な基準 

 充たすべき基準は以下の通り。 

 ・看護師・助産師協会（the Nursing and 

Midwifery Council）に、認定看護師（a 
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Registered Nurse）、認定地域保健師（産

業分野）（Registered Community Public 

Health Nurse（Occupational Health））

として登録されていること 

 ・産業保健領域で幅広い業務経験を有し

ていること 

 ・UK 全土で有効な自動車運転免許（ただ

し、２０１０年平等法（Equality Act 2010）

に基づき合理的配慮がなされ得る場合を

除く） 

 この基準に関する非公式で個人的な相

談は、Mr.K・・（k・・@hse.gsi.gov.uk）

までＥメールで連絡されたい。 

必要な能力・資質 

 我々は、挑戦意欲があり、戦略的に考え

ることができ、潜在する本質的課題を特定

し、組織内の様々なレベルの人物―HSE の

同僚のほか、規制対象としている組織の一

般労働者、上級管理者など―に関わり、判

断力があり、チームの一員として働き、組

織に改善をもたらすような影響を及ぼす

高い能力を持った人物を求めている。すな

わち、以下のような要素を持つ者が望まし

い。 

 ・規制対象としている組織の全レベルで

の変化に影響を及ぼせる強力なコミュニ

ケーション技術 

 ・リスク管理上の潜在的な隙間や欠点を

探し当てる深い洞察力 

 ・入手可能な証拠に基づき的確な決定を

下す積極性と判断力 

 ・期限内に、期待され、求められた基準

通りの結果の実現を請け負える、優れた体

制構築能力や計画能力 

 ・多様な専門性を持つ者のチームの一員

として、同僚や（利害）関係者と意欲的に

互いの専門性を尊重し、活用し合える関係

を維持し、協働作業を行う能力 

 ・実効性・専門性の高い報告書を執筆し

たり、複雑で専門的な情報を素人にも分か

り易く、かいつまんで伝える能力 

応募方法 

 この職への応募は、公務オンライン募集

システムから行うこと。 

 応募サイト内にある「添付書類」タブか

ら添書と履歴書を送ること。 

 添書には、あなたがこの職に適任である

ことを示すため、以下の要素を記載するこ

と。 

 ・現職の責任レベル 

 ・これまでの経験の幅と深さ 

 ・従事している業務の専門性の質と高さ 

 Ａ４用紙半面以内（フォントサイズ１０

ポイント）で作成のこと。障害があって、

別のフォーマットでの応募の必要がある

場合や、募集に関する詳細を更に知りたい

場合、電話かＥメールで、・・・まで連絡

されたい。 

締切 

（略） 

関係リンク先 

 （略） 

 

 このように、安全衛生検査官の任用と育

成システムでも、やはり安全衛生という目

的志向が徹底され、民間で充分に経験を積

んだベテランを即戦力として任用し、処遇

ややりがいの面でも魅力を感じさせるため

の工夫がなされていることがうかがわれる。 

 

３.２ 改善命令及び禁止命令（使用停
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止命令）  

 改善命令（第２１条、第２４条）の要件

は、立法条項違反が「将来も続く又は繰り

返される」と検査官が認めたことであり、

手続の詳細は雇用審判所（改善命令と禁止

命令に関する申立て）規則（Industrial 

Tribunals (Improvement and Prohibition 

Notices Appeals)Regulations 1974）に規

定されている３８。 

 他方、禁止命令（第２２条、第２４条）

の要件は、関連立法条項が適用され、「重

大な傷害を引き起こす危険のある行為」が

行われているか、行われようとしているこ

とであり、改善がなされないうちに当該行

為に出ることを禁止する趣旨で発令される。 

 命令に異議ある場合には、２１日以内に

雇用審判所に申し立て（法２４条、雇用審

判所（改善命令と禁止命令に関する申立て）

規則）ることで、改善命令の場合には効力

停止の効果が導かれるが、禁止命令の場合

には雇用審判所が指示しない限り影響しな

い。 

 なお、法第２５条には、危険有害物質の

破壊による除去について定められ、その要

件は、「身体への重大な侵害の急迫した危

険をもたらすと認められる物質」であるこ

ととされている。 

 

３.３ 罰則・制裁 
  陪審に拠らない有罪判決を得るための訴

追は、イングランド及びウェールズでは、

検査官自身により、又は公訴局長官により、

もしくはその同意によりなされ（法第３８

条）、スコットランドでは、検察官により

なされる（法第３９条）。 

他方、重大な HSWA 違反の場合には、刑

事法院における正式起訴がなされる（法第

３３条）。 

  訴追の対象となる違反は、法第３３条に

規定され、訴追決定では、安全衛生に関す

る従前の記録、検査官の訪問回数、訴追に

よる公の利益への影響などが考慮される

３９。 

 

３.４ 履行確保の推進者 
３ . ４ . １  安 全 代 表 （ Safety 
representatives） 

  安全代表は、HSWA の履行確保を各事業

場単位で自律的に図らせるうえで、かなり

大きな役割を果たしている。法第２条によ

れば、労働安全衛生の向上、使用者による

安全衛生活動の効果のチェックに際しての

労使協働の推進役であり、承認を受けた労

働組合が選任する。 

  安全代表と安全委員会規則（Safety 

Representatives and Safety Committees 

Regulations 1977）第４条によれば、①使

用者との協議、②安全衛生上のリスクや災

害原因の調査、③職場巡視、④安全委員会

への参加、⑤検査官への情報提供と収受等

の権利を持つ。 

  その職務上過失等があっても、検査官に

よる訴追や労働者からの提訴はされない

（規則第４条第１項）が、規則第７条に定

める労働者として訴追される可能性は残さ

れている。 

 

３ . ４ . ２  安 全 委 員 会 （ Safety 
committees） 

  安全委員会は、安全代表制度と共に、

HSWA の履行確保を各事業場単位で自律

的に図らしめる上で、かなり大きな役割を
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果たしている。少なくとも２名の安全代表

による書面での要求があった場合に使用者

が設置を義務付けられる（規則第２条第７

項、第９条第１項）。 

  使用者側の代表は安全衛生に関する実権

者でなければならず、労働者側の代表は、

設置要求者＋承認を受けた組合の代表でな

ければならない。 

  その権限は、①災害疾病傾向の調査研究、

②職場巡視、③危険有害状況の報告と改善

措置の勧告、④安全検査の報告、⑤検査官

との協力、⑥安全な業務管理の支援、⑦安

全教育・訓練の効果の監視、⑧職場の安全

衛生コミュニケーション状況の監視などで

ある。 

 

４ 私法的効果 
 この点を論じる価値の本質は、予防法と

補償・賠償法を切り分けるべきかという点

にある。両者を切り分ければ、補償・賠償

法への影響を考えずに予防法の発展を促す

ことができるが、補償・賠償法の発展を通

じた予防へのインセンティブは下がる。逆

に、両者を繋げて考えれば、補償・賠償法

の基準をめぐる攻防や、その性格から来る

制約が、予防法の発展の足かせとなる可能

性もある。 

 

４.１ 予備知識  
HSWA の私法的効果を論じる際、それが

罰則つきの一般的義務条項を置き、なおか

つ快適性の確保という高水準の義務付けを

行っていること、物の製造者、輸入者等を

名宛人とした規定を置いていること、行為

準則など、積極的で柔軟な規制を敷いてい

ることなどを念頭に置かねばならない。 

なお、HSWA の私法上の効果を詳細に検

討した小畑教授は、同法の履行確保手段の

日本法との共通点と相違点につき、以下の

ように整理している４０。 

共通点：①快適性の確保を「規定」して

いること、②義務と履行確保手段を自己完

結的に規定していること、③使用者以外の

関係者を名宛人としていること、④改善命

令や禁止命令を規定していること等。 

相違点：①一般的義務の性格（特に、罰

則付きで快適性を規定していること）と保

護の対象、②命令に対する異議申立の審査

機関として雇用審判所が予定されているこ

と、③安全代表・安全委員会による履行確

保の支援が予定されていること等。 

 

４.２ HSWA 第４７条 
  HSWA は独立した条文をもって、同法の

私法的効果について定めている。法第４７

条は、概ね以下のように定めている。 

  第１項（私訴権排除の原則）：第１章（第

１～第５４条）は、第２条ないし第７条の

不遵守、第８条違反につき、いかなる民事

的請求権も付与しない旨を規定。 

  第２項（例外）：安全衛生規則は、その

義務違反と損害の因果関係が肯定される限

り、規則自身で排除しない限り損賠請求可

能である旨を規定。 

  なお、規則について私法的効果が認めら

れた理由について、小畑教授は、①法規の

改廃の役割から、個別具体的な基準を設定

せざるを得ないこと、②制定法上の義務違

反に基づく損害賠償請求が認められていた

頃の安衛法規を引き継ぐ定めが多かったこ

と、③ローベンス報告では、一般的義務と

行為準則がメインで、個別具体的な基準と
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しての規則の役割を最小限にとどめる方針

だったため、損賠請求を認めてもさほどの

問題にならないと解されていたこと、の３

点を挙げていた４１。 

  しかし、compensation culture（過ちに

は償いが伴うとの意識を基本とする文化）

の浸透や、訴訟の多発を背景に、２０１３

年企業及び規制改革法（the Enterprise and 

Regulatory Reform Act）が制定され、その

第６９条により HSWA 第４７条が修正さ

れ、２０１３年１０月１日以後に生じた災

害については、１９９９年労働安全衛生管

理規則第１６条が定める妊産婦や、１９６

９年使用者責任（欠陥設備）法（The 

Employer’s Liability (Defective 

Equipment) Act 1969）が定める職場の欠

陥設備に起因する傷害のように、規則が特

定するものを除き、安全衛生規則の違反を

理由に民事訴訟を提起することはできなく

なった。 

  なお、安全衛生上のリスク管理を定めた

安全衛生管理規則（Management of Health 

and Safety at Work Regulations）は、も

とより、その第２２条で自ら私訴権排除を

定めていた４２。私訴権排除を同規則が第三

者保護に適用される場合に制限する旨の第

２２条を改めた２００６年の規則修正を受

け、同条が私訴権を排除しているのは、雇

用者と雇用関係のない第三者に限られると

する見解もあった４３が、２０１３年の企業

及び規制改革法の制定で意味を失ったと思

われる。もとより、不法行為法上の活用に

支障はない。 

  第４項：第１・２項の規定は、本法の条

項と無関係な請求権に影響を与えない旨を

規定。 

本規定は、HSWA 違反の損害賠償請求は、

ネグリジェンスに基づき行うべき旨を示唆

するものとも解される４４。なお、制定法上

の義務違反に基づく不法行為の成立要件は、

以下のように解されている４５。 

 

①原告が当該義務規定の保護射程内

にあること 

 ②損害が当該義務規定の防止対象で

あること 

  ③被告による当該義務規定違反の事

実があること 

  ④当該義務規定違反と損害の因果関

係があること 

 

もっとも、民亊証拠法（Civil Evidence 

Act 1968）第１１条は、刑事責任認定の事

実を損賠請求訴訟で援用できると定めてい

るため、犯罪に該当する HSWA 違反があれ

ば、必然的にネグリジェンス不存在の立証

責任が被告側に転換することになる４６。 

 第６項：本条にいう損害には、死亡、傷

病（精神・身体の疾患や傷害、障害）を含

めた人身損害が含まれる（＊そもそも

HSWA の目的との関係上、損害の中心は必

然的に人身損害となる）。 

  よって、２０１３年の企業及び規制改革

法の施行以前に認められていた、一般的な

安全衛生規則違反に基づく損害賠償請求訴

訟で填補され得る損害には、ネグリジェン

ス訴訟の場合と同様に、苦痛・身体機能の

欠損等の一般損害（general damage：日本

の積極損害に近い）と失われた収入等の逸

失利益（special damage）等の特別損害（：

消極損害的なもの）の双方が含まれていた

と解される。 
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  なお、イギリス（UK）には、日本でいう

精神的慰謝料のように、損害の有無や内容

が不明確でも違法の性格等に応じて賠償が

認められる制度はなく、精神的損害は、医

師の診断等により立証（具体化）される必

要がある４７。 

 

４.３ 制定法に基づく私訴権をめぐ

る経緯 
  この点につき、小畑教授は以下のように

整理している。 

  先ず、制定法一般については、当初は制

定法自身による制裁規定を根拠に私訴権を

否定する考え方が主流だったが、その後は

肯定に傾いた。一定期間後、「制定法上の

義務違反」に基づく不法行為訴訟を認める

傾向となり、現在に至っている４８。 

  他方、安衛法関係の経緯は以下の通り。 

  １９世紀はじめ頃は、設定された安衛立

法が刑事制裁を設けていたため、同立法違

反に基づく私訴権は認めないとする判例が

みられた。 

  しかし、１８９８年 Groves v. Lord 

Wimborne 事件判決４９が、「罰金を徴収し

てもそれにより負傷した労働者が補償され

るわけではない」として、安衛法規違反に

基づく私訴権を肯定して以後、安衛法違反

があれば、別途使用者のネグリジェンスを

立証する必要がなくなるという意味で、安

衛法規違反に基づく私訴権を認める流れが

確定した。 

  この傾向は、１８９７年労災補償法

（Workmen’s Compensation Act 1897）、

１９４６年国民保険（業務災害）法

（National Insurance(Industrial Injuries) 

Act 1946）が無過失責任制度を設定しても

５０、しばらく維持された。 

  しかし、１９７２年のローベンス報告が、

以下のように、安衛法規一般に私法的効果

を認めることが却って労災予防の障害とな

っていたのではないか、との趣旨の問題提

起を行った５１。 

 

 ①労災防止に効果的な規定の策定であ

っても、補償や賠償での活用を恐れて使

用者団体が反対するため、極端に詳細で

精密になり、遵守が困難となる。 

  ②民事判例の打ち出す法解釈と立法者

や執行者の意図にズレが生じ、特に執行

者に「戸惑い」が生じる。 

  ③労災事故発生時に、当事者が過失責

任の追及を恐れ、たとえ再発防止のため

の災害調査であっても非協力的になる。 

  ④ネグリジェンス訴訟は、報道による

世論喚起等の役割は果たすが、必ずしも

労災の１次予防に結び付かない。 

  ⑤災害疾病が生じて以後になされる３

次予防策は、コストがかかる割に１次予

防への資本投下に結び付きにくい。 

  ⑥予防法を活用した補償・賠償では、

被災労働者側にとって、有利にも不利に

も適切で公平な処理がなされているとは

言えない。 

 

  また、学説は、HSWA 以前の安衛法は、

実質的に損賠リスク対応の基準となってし

まっていたうえ、１９６９年使用者責任（強

制 保 険 ） 法 （ Employer’s 

Liability(Compulsory Insurance)Act 

1969）が使用者に保険を提供したため、予

防効果が減殺され、その所期目的（労災予

防）が霧消しつつあると指摘していた５２。 
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  そこで HSWA は、損害填補ではなく予防

のための規制と制裁を根本原理とする立法

として制定され、法４７条第１項もその一

環と位置付けられていた５３。 

 

４.４ 衛生規定、快適性規定の私法的

効果 
  HSWA 以前の議論状況について、小畑教

授は以下のように整理している５４。 

先ず、１９３７年工場法は、安全規定

（Safety Provision）、衛生規定（Health 

Provision ） 、 快 適 性 規 定 （ Welfare 

Provision）の３分類を採用しており、後２

者の私法的効果には疑義が挟まれていた。 

１９６１年工場法時代にも、３分類は引

き継がれたが、それまでに、衛生、快適性

規定については、以下のような示唆があっ

た。 

衛生規定については、１９５２年 Ebbs

事件５５において、Denning 判事が職場の換

気に関する３７年工場法第４条の私法的効

果につき、HSWA 第１章の履行確保の方法

を規定した第８、９条の存在を根拠に意見

を保留した。 

快適性規定については、１９５７年 Reid

事件５６において、Clyde 卿が、純粋な快適

性目的の規定は私訴権を根拠づけないとの

解釈が可能と述べた。 

HSWA 以後の解釈論も、特に制定法上の

義務違反に基づくネグリジェンスの成立要

件において、同様の傾向を維持していると

察せられる。 

  

４.５ コモンローに基づく損害賠償

請求訴訟の経緯 
  この点につき、小畑教授は以下のように

整理している５７。 

  当初、ネグリジェンス法が未発達だった

頃は、労災民訴でも、雇用契約上の合理的

注意義務―安全な職場を提供する旨の黙示

の条件―違反を根拠とする請求を認める例

が一般的だったが、著名な Donoghue v. 

Stevenson 事件５８で、不法行為のネグリジ

ェンスに基づく訴訟を認める判決が下され、

以後、損害算定や手続きの容易さ等もあっ

て、ネグリジェンスに基づく訴訟が一般化

した５９。現在も、HSWA に関わる民事損害

賠償訴訟のほとんどは、ネグリジェンスを

根拠に提起されており、最近は、転倒・つ

まづき、荷揚げ作業、騒音による難聴のよ

うな職業病に関する訴訟が多くみられると

いう６０。 

  ネグリジェンスの要件は、①注意義務の

存在（不慣れな労働者などにはより大きな

注意が求められる）、②注意義務違反の存

在、③注意義務違反と損害や負傷の因果関

係の３点に集約される６１。雇用者は、民事

上、被用者の安全衛生につき合理的な配慮

を行う一般的な義務を負い、この義務の他

者への委任は許されない（Wilsons and 

Clyde Coal Ltd v English [1937] UKHL 

2）。しかし、各要件の立証責任は、原則と

して（：民亊証拠法第１１条に定めるよう

な場合を除き）原告側が負う６２。また、雇

用者は結果責任を負うわけではなく、あく

まで予見可能性の立証が求められる６３。 

その他にも、ネグリジェンスによる労災

民事訴訟には以下のような障害があった。 

  ①共同雇用（common employment）の

法理：同僚労働者の過失による労災につい

て、使用者は責任を負わない。 

  ②危険引き受け（assumption of risk）の
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法理：労働者自身が業務に伴う危険を引き

受けたと認められる場合には、仮に使用者

に過失が存在しても、その責任は免除され

る。 

  ③寄与過失（contributory negligence）

の法理：労災の発生に労働者自身の過失が

寄与している限り、使用者に過失があって

もその責任を問い得ない。 

  そのため、無過失責任補償法の必要性認

識が高まって、１８９７年労働者災害補償

法の制定に至り、民事損害賠償と同法に基

づく補償請求の選択が可能となった。ただ

し、補償対象（災害主義）、適用事業、補

償額、支給期間のいずれもかなり限定的で、

強制保険による補償の担保もなかった。 

  その後、５回の法改正を経て、１９４６

年国民保険（業務災害）法（National 

Insurance (Industrial Injuries) Act 1946）

の制定に至った。これは、全被用者を適用

対象とし、全体の６分の１にわたる国の負

担分を除き労使が半分ずつ保険料を拠出し、

災害・職業性疾病共に補償対象とする無過

失責任補償法であった。民亊損害賠償との

関係については、１９４８年法改革（人身

損 害 ） 法 （ Law Reform(Personal 

Injuries)Act 1948）により給付調整される

こととなった。 

  また、１９６９年使用者責任（強制保険）

法 （ Employer’s Liability (Compulsory 

Insurance) Act 1969）は、イギリスで事業

を営む使用者に労災民事損害賠償責任を担

保する、適格性のある民間保険への加入を

強制した。 

  その後、これらの法制は、１９７５年社

会保障法（Social Security Act 1975）に吸

収統合され、現在は、社会保障法に基づく

労災補償と民賠制度の併存主義が採られ、

労使双方が保険料を拠出し、被災者側は、

労災・職業病につきネグリジェンス訴訟が

可能な条件になっている。 

  なお、現在、裁判所がネグリジェンス訴

訟を審査する際には、２００６年損害賠償

法（the Compensation Act 2006）が参照

されている。同法は、compensation culture

（過ちには償いが伴うとの意識を基本とす

る文化）の重要性を認めつつ、クレーム支

援事業の不適正な介入による訴訟の濫用な

どを防ぐことを目的としたもので、賠償の

判断に際して被告に一定の配慮義務の履行

を求めることが、社会的に望ましい活動

（desirable activity）を阻害しないか否か

を審査できる旨を規定している（同法第１

条）―例えば、湾岸戦争後のイラクのイン

フラ整備支援に当たった労働者の安全管理

場面などが該当する６４―。２０１５年社会

貢献活動法（Social Action, Responsibility 

and Heroism Act 2015）も、社会の利益の

ために行動しようとした者の過失責任の制

限を図っている。 

 

４.６ 履行請求権について 
  この点につき、小畑教授は以下のように

整理している６５。 

  HSWA 第４７条は、HSWA 本法につき

あらゆる民事的請求権も付与していないと

規定しているため、損害賠償請求権と共に

私法的履行請求も否定されていると解され

ている。彼国では、HSWA 以外の制定法上

の義務違反に基づく私法的履行請求権が認

められた例もない６６。 

  他方、安全衛生規則については、学説上、

積極・消極両説があった。うち消極説は、
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HSWA で別途予定された労働者参加を阻

害する可能性を指摘していた６７。 

しかし、２０１３年に、同規則の私訴権

を原則的に否定する企業及び規制改革法が

制定されたため、状況が変化したと思われ

る。 

 

４.７ 労務給付拒絶について 
  この点につき、小畑教授は以下のように

整理している６８。 

１９７８年 Mariner v. Domestic and 

Industrial Polythene Ltd.事件６９では、職

場が制定法の規定以下の温度であったため、

労働者が帰宅したところ、ストライキであ

るとして解雇された事案で、制定法以下の

労働条件の放置は、使用者による雇用契約

上の黙示の条項（労働者が耐えられない行

動をとらないこと）に違反するため、当該

違反に対応する労働者の行動は契約違反で

はない、と判示された。 

  また、Wightman v. Grant Die Castings

事件７０及び Smedley v. S.P.Roadways 事

件７１では、個々の労働者は、危険な設備で

又は危険な状況下での就労を拒否する権利

を持ち、そうした就労拒否に基づく解雇は

不公正と判示された。 

  ただし、雇用審判所は、制定法違反＝労

務拒絶権行使の正当化事由としているわけ

ではなかった７２。 

  Graham Oxley Tool Steels Ltd. v. Firth

事件７３も、制定法上の義務違反と労務拒絶

権の直接の関係を否定した例の１つである。

本件において、１審原告（申立人）は、約

２か月間にわたり、摂氏約１０度の環境下

で作業をした後、職場を離脱したところ、

解雇された。２審雇用上訴審判所（EAT）

は、雇用者の適切な労働環境を提供すべき

義務の懈怠が重大であり、長期間にわたっ

ている以上、基本的な契約違反に当たり、

被用者には職場退避が認められ、不当解雇

の評価を受ける旨を述べたが、「本件から、

使用者に制定法上の義務やコモンロー上の

義務の違反があれば必ず基本的な契約違反

があったとの原則を導き出すのは誤りであ

る」、とした。 

  なお、１９９３年に制定された労働組合

改革及び雇用権利法（Trade Union Reform 

and Employment Rights Act）第２８条が、

「急迫した重大な危険」がある場合の労務

拒絶権を明文化し、同法が９６年雇用権利

法に統合された後は、その第４４条第１項

(d)に引き継がれたが、制定法違反は直接の

要件とはされてはいない。 

 

４.８ 擬制解雇について 
  この点につき、小畑教授は以下の判例を

挙げて、彼国の法事情の説明を試みている

７４。 

  British Aircraft Corpn. v. Austin 事件

７５：労働者が上司に安全眼鏡を要求し、数

か月経っても音沙汰がなかったので辞職し、

当該辞職が擬制解雇に当たるとして救済を

申し立てたところ、雇用上訴審判所（EAT）

は、要約、使用者が安全事項に合理的に対

処することは雇用契約上の黙示条項であり、

当該使用者は当該契約に違反したと判断し

た。 

  いわく、「明らかに些末なものでない限

り、雇用者が被用者からの安全に関する申

立について調査を怠れば、それ自体で契約

違反となり、被用者自身による辞職を擬制

解雇と申し立てることができるようにな
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る」、と。 

  ただし、小畑教授は、擬制解雇は未だ確

固たる法原則になっておらず、濫用の危険

性も指摘されている、としている７６。 

 

５ HSWA に基づくリスク管理シス

テム 
 HSWA の体系書（Selwyn, Norman / 

Revised by Moore, Rachael: The Law of 

Safety and Health at Work 

2013/2014(22nd edition), 2013 ） の 

Chapter4 では、62 頁を割いて HSWA に基

づくリスク管理を中心とした安全衛生管理

システムについて解説されている。 

 以下では、その内容を基礎としつつ、特

に法規則・行為準則や判例等に関する独自

の調査を加え、本研究プロジェクトの関心

事項への対応を試みる。 

 

５.１ 基本思想 
 「安全衛生管理を奏功させるには、組織

内の関係者全ての関与が前提となるが、中

でもその作為や不作為が全従業員の態度に

大きく影響する意思決定者（：組織の責任

者）の関与が重要な前提となる。ここでの

『関与』は口先だけのものであってはなら

ない。構造的で計画的な取り組みが採用さ

れ、実施され、そのために必要となる適切

な資源が利用できる条件が求められる。安

全衛生は、常に、その担当者のみではなく、

全てのレベルの管理者にとっての最優先課

題と認識されねばならない。上位の立場に

いる者の無関心や無知の態度は、すぐ組織

中に拡散してしまう。 

 安全衛生管理計画の成功は、その問題へ

の構造的取組への注力度合いに比例する。

有効な取り組みのためには、５段階のステ

ップが踏まれるべきであり、各ステップで

求められる措置は、通例、直面する課題と

選択される解決策に応じて決まる。HSE は、

実務でも充分参考になる、『HSG65：効果

を上げる安全衛生管理（Successful Health 

and Safety Management）』という小冊子

を発刊している。新刊は、２０１３年暮れ

に発刊される予定である。新たなガイダン

スがよって立つ原則は、安全衛生は、組織

の生産性、競争力、利益と不可分の要素と

して取り扱われるべきだという点にある

７７」。 

 ここでは、①組織の責任者による真摯か

つ具体的な関与、②構造的で計画的な取り

組み、③適切な人的・物的資源が利用でき

る条件の整備、④全ての管理者による安全

衛生の重視、⑤直面課題に応じた柔軟な対

応、⑥安全衛生と組織の生産性や競争力と

の一体視の６点が示されている。 

 また、５段階のステップについては、概

ね以下のように説明されている７８。 

 

 １．方針づくり 

 「 文 書 に よ る 宣 言 （ written 

statement）」（HSWA 第２条第３項）

にとどまらず、人的措置と物的措置の両

面にわたり、全ての管理者が安全衛生を

最優先し、必要な資源が発掘、活用され、

組織全体を巻き込むためのものとする必

要がある。 

 ２．組織づくり 

 安全衛生管理は、全てのライン管理者

が行い、全員参加を誘うべきだが、専門

性が必要な事柄など特定の課題は特定の

部門が担っても良い。いずれにせよ、組



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

170 
 

織の縦横にわたる効果的なコミュニケー

ション、職務遂行上のコンピテンスの確

立がカギになる。 

 ３．計画の立案 

 リスク調査の実施、適切な教育訓練、

職場の問題点の記録と改善、管理手法の

導入等を盛り込み、個々の組織の実態に

見合った計画とされる必要がある。 

 ４．実施状況の評価 

 計画により基準を設定することで、そ

の達成度合いを測定し、更なる措置や改

善が必要な領域の特定が叶うようにな

る。背景にある本質的な原因まで特定し、

成功事例に倣って改善を図ることが望ま

しい。 

 ５．実施状況の見直し 

 事故の調査、４までの作業で蓄積され

た統計の分析、他社事例の検討、新たな

知識の収集などを通じ、対応策を改善す

る。その際カギになるのは、既に生じた

問題への事後的対応より、未然防止の能

力である。 

 

５.２ リスク管理に関する基本規定

～９９年安全衛生管理規則～  
 HSWA 下のリスク管理システムに関す

る基本規定は、１.２.３で概説した９９年安

全衛生管理規則に設けられている。そこで

以下では、その内容を詳述する。 

 同規則のオリジナル・バージョンは、EC

安全衛生枠組み指令（89/391EEC）と非典

型労働者指令（91/383/EEC）の国内での実

施を目的に、１９９２年に公布された。そ

の後、妊娠中の労働者のための指令

（92/85/EEC）と職場における若年労働者

の保護のための指令（94/33/EC）の国内法

化のため、９４年と９７年に修正された。 

 すなわち、本規則は、基本的には EC 指

令の国内法化の要請に基づいて策定された

ものである。 

 こうした趣旨を持つ条規は、すべて１９

９９年労働安全衛生管理規則に統合され、

８９年枠組み指令の予防の一般原則に関す

る追加規定を反映させたうえで、その年の

暮れに施行された。その後、２００３年労

働安全衛生及び消防管理（職場）（修正）

規則、２００５年労働安全衛生管理及び安

全衛生管理（被用者との協議）（修正）規

則、２００５年規制改革（防火）命令、２

００６年安全衛生管理（修正）規則によっ

て修正を受け、現在に至っている。 

 こうして、国内法色を濃くし、適応性を

増していったともいえよう。 

 この規則は、HSWA が適用される全ての

労働に適用されるが、商用船舶には適用さ

れない（第２条第１項）。また、国防大臣

は、国の安全保障上の利益のため、第１６

ないし第１８条を除く一定の義務から軍隊

を免除できるなどの例外がある７９。 

 この規則には、行為準則 L21（９９年労

働安全衛生管理規則の施行にかかる行為準

則[Code of Practice L21: Management of 

Health and Safety at Work Regulations 

1999]）とガイダンス・ノートが付されてい

たが、上掲の HSG65 の改訂に伴い廃止さ

れた。２０１４年１０月現在、その廃止を

告知する HSE のウェブ・ページ８０では、

添付資料２にも掲載されている「安全衛生

の 単 純 化 （ Health and Safety Made 

Simple）」のページや、HSG65 へのリン

クが設けられ、紹介されているほか、HSE

による直接的なアドバイス等の支援が記載
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されている。 

 

５.２.１ 第３条関係（リスク管理の

原則） 
 第３条は、リスク調査の原則を定めてい

る。 

 すなわち、雇用者は、その被用者及び彼

と雇用関係にはないが、その事業の影響を

受ける者にかかる安全衛生上のリスクにつ

き調査を実施し、関係法令や２００５年規

制改革（防火）命令の定める要件や禁止事

項を果たすための手段を特定せねばならな

い（第１項）。 

同様の義務は、自営業者にも課せられて

いるが、自営業者の場合、被用者はいない

前提なので、自営業者自身とその事業の影

響を受ける者にかかるリスクが調査の対象

となる（第２項）。 

 従前のリスク調査の有効性が疑われる理

由がある場合や、前提条件に重要な変化が

あった場合には見直しが求められる（第３

項）。 

 １８歳未満の若年者を雇用する際には、

特に以下の点に留意して調査を実施する必

要が生じる（第４項、第５項）。 

 

 (a)若年労働者の未経験、リスク意識の

欠如、未熟さ 

 (b)職場や個人ごとの作業場の装備やレ

イアウト 

 (c)物理的、生物学的、化学的な物質へ

のばく露の性格、程度、時間 

 (d)作業器具の形状、範囲、活用及び取

扱い方法 

 (e)さまざまな工程や活動の組織 

 (f)若年者に現に実施されているか実施

予定の安全衛生教育の程度 

 (g)若年者の保護に関する EC 指令

（94/133/EC）附則（＊）に記された物

質、工程、作業に起因するリスク 

＊なお、附則 A は、電離放射線、高圧

条件下での作業、生物学的物質および一

定の化学物質、爆発物に関わる一定の種

類の作業、高電圧の電気的障害、危険性

の高い動物、危険性の高いガス、構造上

倒壊のリスクのある場所での作業などを

取り扱っている。 

 

 ５人以上の被用者を雇用する雇用者は、

調査により発見された重要な事項と、特に

危険な状態にあると認められた被用者集団

を記録せねばならない（第６項）。 

   

５.２.２ 第４条関係（EC 指令が示す

予防の原則） 
 第４条は、ＥＣ指令が打ち出した予防の

原則を定めている。すなわち、雇用者が種々

の予防措置や保護措置を講じる際、規則の

附則第１条が定める以下の原則（ＥＣ枠組

み指令第６条第２項を踏襲したもの）を遵

守するよう求めている。 

 

 (a)リスクを避けること 

(b)避けられないリスクを評価するこ

と 

(c)リスクには根本から対処すること 

(d)特に、職場の設計、作業器具の選択、

作業方法や生産方法の選択に際して、単

調な作業を避け、事前に設定したペース

で働き、健康への影響を最小化すること

などを視野に、仕事を個人に適応させる

こと 
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(e)技術の進歩に合わせること 

(f)危険性のあるものを、無害か危険性

の低いものに代えること 

(g)技術、作業組織、労働条件、人間関

係、その他労働環境と健康の関係に関す

る事項をカバーする首尾一貫した、包括

的な予防方針を開発すること 

(h)個人的な保護措置よりも集団的な

保護措置を優先すること 

(i)被用者に適切な指示を与えること 

 

５.２.３ 第５条関係（安全衛生管理

の基本的な要素と手順） 
 第５条は、安全衛生管理の基本的な要素

と手順に関する定めを置いている。 

すなわち、雇用者は、その活動の性質や

事業規模に照らし、効果的な計画、組織、

予防的・保護的な措置の監視と見直しにと

って適切な条件を整備せねばならない。５

名以上の被用者の雇用者は、この条件整備

の状況について記録せねばならない。 

 廃止された L21（本規則に関する行為準

則）第３３項～第３８項には、安全衛生管

理システムは以下の５つの要素から成る旨

が記されていた。 

 

 １．計画（第３３項） 

 リスク調査の実施のための体系的なア

プローチが採用されれば、ハザードの最

小化とリスク低減を目的として、優先づ

けと目標値の設定がなされ得る。 

①計画の採用、②期限の設定、③リス

ク管理手法の選択、④実績評価基準の開

発、の順で進められねばならない。 

 ２．組織（化）（第３４項） 

 リスク調査の実施、予防・保護措置の

選択や要件の実施などに被用者やその代

表を関与させることが中心となる。その

他、効果的なコミュニケーション手段の

確立、被用者への安全衛生関連情報の伝

達、指示、教育訓練による関係者のコン

ピテンスの確保も求められる。 

 ３．管理（第３５項） 

 安全衛生に関する責任関係の明確化、

責任者がその責務を効果的に全うするた

めの時間と資源の付与、パフォーマンス

評価の基準の設定、充分かつ適切な監督

体制の設定が求められる。 

 ４．監視（第３６～３７項） 

 予防的・保護的な措置の実施、実効性

を確保するための定常的査察や検査が行

われねばならない。災害の潜在的要因に

ついては充分な調査がなされ、改善措置

が講じられ、教訓が学び取られねばなら

ない。 

 ５．審査（見直し）（第３８項） 

 適切な措置が適宜実施され、完遂され

るように、監視の結果必要性が判明した

改善措置に優先順位が付されると共に、

実効性確保のため、管理システムのあら

ゆる面が見直されねばならない。 

 

 以上を整理すれば、以下の通り。 

 １）計画：体系的な設計図の作成 

 ２）組織：関係者の巻き込み 

 ３）管理：監督体制と責任体系の設定 

 ４）監視：output と outcome の定期的な

チェック 

 ５）見直し：１～４の改善 

 

５.２.４ 第６条関係（労働衛生監査） 
 第６条には、雇用者たる者は全て、その
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被用者が、リスク調査により特定された安

全衛生上のリスクに照らして適切な労働衛

生監査（Health Surveillance）の提供を受

けられるようにしなければならない旨が規

定されている。典型的には、有害業務に従

事する労働者を対象とする健康診断とその

結果の分析などが想定されていると思われ

る。 

 廃止された行為準則 L21 第４１項によれ

ば、リスク調査が実施されさえすれば、特

定の安全衛生規則に基づいて労働衛生監査

が求められる条件はおのずと明らかになる

が、労働衛生監査は、以下の場合にも導入

されねばならない。 

 

 (a)作業関連疾患や健康状態の悪化が

みられる場合 

(b)有効なリスクの検出技術を利用で

きる場合 

(c)特定の作業条件下で疾病や健康状

態の変化が生じることを合理的にうかが

わせる事情がある場合 

(d)監査によって被用者の保護が促進

される可能性がある場合 

 

 L21 第４５項には、以下の趣旨の記載も

あった。 

 すなわち、労働衛生監査の目的は、健康

リスクがもたらすマイナス効果を早い段階

で探知し、それ以上の被害を防止すること

にある。リスク調査の正確性に加え、管理

措置の有効性もチェックされねばならない。

衛生監査が適切になされることを前提に、

個々人の健康記録が保存されねばならない。

その適切さを確保するためにも、衛生監査

の手続きは条件依存的に設計、遂行される

必要がある、と。 

 

５.２.５ 第７条関係（安全衛生アシ

スタント） 
 第７条は、安全衛生アシスタントに関す

る定めを置いている。 

 すなわち、雇用者は、関連法規及び２０

０５年規制改革（防火）命令の要件を充た

すために必要な措置について、１名以上適

任者を選任し、自身を支援させねばならな

い（第１項）。 

この原則は、その者がそうした措置を自

らとるうえで充分な教育、経験、知識を有

している限り、（他者と協働関係にない）

自営業者には適用されない（第６項）。ま

た、共同経営者のうちのいずれかが、教育、

経験もしくは知識その他法的要件の遵守の

確保に求められる措置を実施するための資

質を有する者と関係しており、当該経営者

はもちろん、他の共同経営者がそうした措

置を講じるうえで適切に支援できる場合、

当該協働関係にも適用されない。 

 雇用者が複数の者を選任した場合、充分

な協働がなされるよう便宜を図らねばなら

ない（第２項）。選任者の数や、その職責

を果たすために与えられる時間や手段は、

事業規模、被用者がばく露するリスク、事

業におけるリスク分配との関係で充分なも

のでなければならない（第３項）。 

 安全衛生支援のために選任される者は、

当該雇用者の被用者である必要はない。た

だし、外部のコンサルタントを指名する場

合、雇用者は、人の安全衛生に影響を及ぼ

し得る事業活動について、自身が知る限り

の情報を彼に提供せねばならない。また、

雇用者は、外部のコンサルタントに対し、
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有期労働者（persons working under a 

fixed-term contract ） や 派 遣 労 働 者

（persons employed in an employment）の

情報に加え、規則第１０条所定の情報への

アクセスを保障せねばならない（第４項）。

しかし、仮に雇用者自身の被用者の中に適

任者がいれば、外部のコンサルタントに優

先して、規則第７条所定の安全衛生アシス

タントに選任されるべきである（第８項）。 

 安全衛生アシスタントとして適格と認め

られる要件は、雇用者が関連法規の遵守の

ために求められる措置の実施を適切に支援

できるだけの教育訓練、経験や知識、その

他の資質を備えていることである（第５項）。 

 廃止された行為準則 L21 によれば、雇用

者は、安全衛生上の措置を支援するために

選任された者が委任された職務を実施でき

るだけの資質を持ち、充分な情報と支援を

受けることができるようにする責任を負う

（第４６項）。また、適任者の選任は、規

則第５条第２項所定の安全衛生上の条件整

備の一環としてなされねばならず、雇用者

は、適任者の選任（にかかる条件整備）に

ついて安全代表と協議せねばならない（第

４７項）。 

 

５.２.６ 第８条関係（緊急時の対応

手続） 
第８条は、緊急時の対応手続に関する定

めを置いている。 

すなわち、雇用者は、事業の執行に際し

て、作業上重大かつ切迫した人への危険を

及ぼす出来事が生じた場合に遵守すべき手

続きを策定し、実施せねばならない（第１

項(a)）。緊急退避手続の実施のため、適任

者が選抜されねばならない（第１項(b)）。

その手続きでは、実施可能性がある限り、

職場で重大かつ切迫した危険に晒される全

ての者が、当該危険源の性格や対応措置に

ついて知らされるよう設計されねばならな

い（第２項(a)）。 

また、彼らが作業を停止し、即座に安全

な場所に退避し、特に緊急の場合には、救

急サービスなどの手当てを受けられるよう

にされねばならず、職場に危険が残存する

限り、関係者の作業の再開が禁止されねば

ならない（第２項(b)(c)）。 

 雇用者は、安全衛生上のリスクに基づき

立ち入りを制限する必要があるため、自身

の管理下に置く場所には、充分な安全衛生

上の指示を受けない限り、被用者が立ち入

ることのないようにせねばならない（第１

項(c)）。 

 ここでは、緊急時の避難の手続化とセッ

トで、当事者への情報伝達、適任な実施担

当者の選任、緊急対応、当事者による職場

からの退避、安全条件が確保されるまでの

就業停止などが定められている点が注目さ

れる。 

 

５.２.７ 第９条関係（緊急時におけ

る外部機関とのアクセス） 
安全衛生管理規則は緊急時の対応を重視

しており、第９条も、雇用者を名宛人とし

て、特に応急手当、救急措置や救助作業に

ついて、警察や消防・救急機関などの外部

機関とのアクセスの確保を規定している。 

廃止された行為準則 L21 の本条に関する

定め（第５３項～第６２項）の中心は、規

則第８条とも重なる緊急時の対応手続に関

する記載だった。 

すなわち、雇用者は、重大かつ切迫した
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危険が認められる状況が生じた際に全労働

者が遵守すべき手続きを策定せねばならな

い。この手続きでは、リスクの性格、それ

への対応方法、有毒ガスの拡散など特別な

リスクを想定した補完的手続きや、プラン

トの停止など特別な職責を持つ被用者に課

される追加的な責任、その他精緻な活動を

実施するために選抜された適任者の役割、

責任と権限のほか、その手続きが、いつ、

どのように活用され、被用者らが安全な場

所に適時に避難できるか、等が示されねば

ならない（第５３項）。 

 緊急時の手続きは、規則第５条第２項に

基づいて明文化され、同第７条に基づいて

安全衛生アシスタントに知らされ、下掲の

第１０条に基づいて被用者に、同じく第１

２条に基づいて被用者でない者に知らされ

ねばならない。また、規則第１３条に基づ

いて研修プログラムに組み込まれねばなら

ない。試行作業も実施されねばならない（第

５４項）。 

 重大な危険が残存している場合、緊急事

態の後、作業が再開されてはならない。緊

急事態の終了後、再発防止のため、リスク

調査の見直しが検討されねばならない（第

５５項）、と。 

 

５.２.８ 第１０条関係（労使間のコ

ミュニケーション） 
 第１０条は、リスク管理に関する労使間

のコミュニケーション－情報伝達－につい

て定めている。 

 すなわち、雇用者は、その被用者に対し

て、以下の事項に関する包括的かつ適切な

情報を提供しなければならない。 

 

 (a)調査により特定された安全衛生上

のリスク 

(b)予防的、保護的な措置 

(c)重大かつ切迫した危険に対応する

ための手続き、危険区域及び消火用具 

(d)避難や消火の担当者 

(e)同じ職場を共有する別の雇用者か

ら知らされたリスク 

 

 児童（：義務教育修了年齢（１５歳）以

下の者）の採用に際して、雇用者は、その

両親に対して以下の事項に関する包括的で

適切な情報を提供しなければならない。 

 

 (a)調査により特定された衛生上のリ

スク 

(b)予防的、保護的な措置 

(c)同じ職場を共有する別の雇用者か

ら知らされた、当該雇用者の事業の遂行

に起因する労働安全衛生上のリスク（規

則第１１条第１項(c)） 

 

しかし、この要件は、私宅での家事労働

を含めた一時的な労働や、家族経営的な事

業で若年者への危険有害性が及ばないよう

調整された作業には適用されない（規則第

２条第２項）。 

廃止された行為準則 L21 によれば、提供

される情報は、関係する被用者が理解でき

るようなものでなければならず、したがっ

て、その教育、知識、経験のレベルを考慮

したものでなければならない。特に、情報

の受け取りに影響するような言語上の困難

を伴う者や、同じく身体障害を持つ者（視

覚障害者、英語を第一言語としない者など）

に特段の配慮がなされねばならない。 
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 有期契約者に対しては、追加的な情報が

提供されねばならない（規則第１５条）。 

 

５.２.９ 第１１条関係（複数企業に

よる連携・調整） 
 第１１条は、複数企業が同じ場所で事業

を行う場合の連携や調整の必要を説いてい

る。本条は、基本的には対等な共同関係を

前提にしており、社外工との下請け関係な

どは第１２条の所掌となる。 

 すなわち、一時的か永続的かを問わず、

複数の雇用者が同じ作業場を共有する場合

（：いわゆる混在作業を行う場合等）、各

雇用者は、以下の事項を行わねばならない

（第１項）。 

 

 (a)法的義務を果たさせる上で必要な

限り、他の関係する雇用者と協力するこ

と 

(b)自ら講じている安全衛生措置と法

令遵守のために他の雇用者が講じている

安全衛生措置を調整するために合理的な

措置を講じること 

(c)自身の事業の執行に起因して他の

雇用者の被用者に生じる安全衛生上のリ

スクについて、当該雇用者に伝えるため

に合理的な措置を講じること 

 

本規定は、自営業者と作業場を共有する

雇用者、及び他の自営業者と作業場を共有

する自営業者にも適用される（第２項）。 

廃止された行為準則 L21 によれば、ある

作業場が主たる雇用者（main employer）の

管理下にある場合、同じ作業場で業を営む

他の雇用者（もしくは自営業者）は、共有

するリスクの調査や必要な措置の調整の面

で、主たる雇用者を支援せねばならない。

同様に、各職場の統括的立場にある雇用者

（controlling employer）は、当該職場単

位で安全衛生条件の整備を図らねばならず、

その情報が適切に関係者に伝えられねばな

らない。統括的立場にある雇用者がいない

場合、安全衛生条件の共同的な整備につい

て協定され、安全衛生コーディネーターの

選任が検討されねばならない（第６８項）。 

 

５.２.１０ 第１２条関係（社外工の

安全衛生管理） 
 第１２条は、社外工（visiting workers）

の安全衛生の確保について定めている。 

 すなわち、雇用者及び自営業者は、社外

工の雇用者が以下の事項について包括的な

情報を提供されるよう条件整備を図らねば

ならない（第１項）。 

 

 (a)当該事業活動に起因する社外工の

安全衛生上のリスク 

(b)社外工に関わる法的要件の遵守を

確保するための措置 

 

雇用者は、あらゆる社外工が、当該雇用

者の事業活動に起因する安全衛生上のリス

クに関わる適切な指示や包括的な情報を受

けられるようにせねばならない（第３項）。

また、社外工及びその雇用者が、緊急時の

避難手続の担当責任者を特定できるような

情報を提供されるようにせねばならない

（第４項）。 

すなわち、雇用者は、自身の管理施設を

訪れる社外工の雇用者と社外工の双方に対

して義務を負っている。 

廃止された行為準則 L21 によれば、適切
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にリスク調査が行われれば、雇用者の管理

施設を訪れる外部の人々に及ぶリスクも特

定できるはずなので、社外工に対して、そ

うしたリスクやその管理のための措置に関

する情報が提供されねばならない（第７５

項 ） 。 そ の 情 報 は 、 明 文 化 さ れ た

“permit-to-work システム（潜在的に危険

有害性を孕む作業のリスクを最小化するた

めに開発された文書による管理制度）”を

通じて提供された方が良い場合もある（第

７７項）。規則第１０条に基づき社外工に

提供される情報は、同労働者に直接提供さ

れてもよいし、その直接の雇用者を通じて

間接的に提供されてもよい（第７６項）。 

 

５.２.１１ 第１３条関係（安全衛生

担当者の資質及び教育訓練） 
 第１３条は、安全衛生業務の受任者に必

要な能力や付与すべき教育訓練機会につい

て定めている。 

 すなわち、雇用者は、被用者に職務を任

せるにあたり、その者の安全衛生に関わる

能力を考慮せねばならない（第１項）。ま

た、以下の条件で、その被用者が充分な安

全衛生教育を受けられる機会を提供せねば

ならない（第２項）。 

 

 (a)雇い入れ時 

(b)配置転換、新たな職責の負担、新た

な器具、技術、作業の仕組みの導入によ

り、新たなリスクやその上昇に曝される

場合 

 

 教育訓練は、原則として定期的に繰り返

されねばならず、新たなリスクやリスクの

変化への適応が図られねばならない。また、

勤務時間中に実施されねばならない（第３

項）。 

 廃止された行為準則 L21 によれば、雇用

者は、職務上の要求がその人物のキャパシ

ティー（：自他へのリスクをもたらさずに

職務を遂行できる力）を超えないよう配慮

せねばならない。被用者の能力、教育、知

識、経験のレベルが考慮されねばならない。

管理職者は、関連法制度を知り、安全衛生

管理を効果的に行う能力を有していなけれ

ばならない（第８０項）。 

安全衛生教育は、通常の労働時間内に行

われねばならないが、仮に時間外に実施さ

れる必要がある場合、労働時間の延長とし

て取り扱われ、適切に補償されねばならな

い（第８１項）。 

 教育訓練の必要性が最も高いのは、新規

採用時である。基礎的な教育には、一般的

な安全衛生課題に併せ、応急手当や避難手

続が含まれていなければならない。事情に

よっては、復習のための機会が設けられね

ばならない（第８３項）。 

 

５.２.１２ 第１４条関係（被用者の

義務） 
 第１４条は、被用者の義務について、HSWA

より詳細に規定している。 

 すなわち、被用者は、提供された機械、

器具、有害物質、輸送機器、生産手段、安

全器具を、それまでに受けた安全衛生教育

や、雇用者が関係法令に従って発した指示

に沿って使用しなければならない（第１項）。 

 被用者は、自身の雇用者（もしくは安全

衛生担当者）に対して、以下の事柄を伝達

せねばならない（第２項）。 
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 (a)必要な教育訓練及び指示を受けた

者ならば、安全衛生上重大かつ切迫した

危険があると合理的に考えるであろう作

業の状況 

(b)必要な教育訓練及び指示を受けた

者ならば、安全衛生に関する雇用者の保

護措置の欠点だと合理的に考えるであろ

う問題 

 

 この伝達義務は、職場の状況が被用者自

身の安全衛生に影響する場合か、職場での

自身の行動に起因して生じる。また、雇用

者に伝達されるべき問題は、従前、雇用者

や安全衛生担当者に報告されたことのない

ものでなければならない（第２項）。 

 廃止された行動準則 L21 によれば、被用

者は、HSWA 第７条によって一定の義務を課

されているが、本規則は、はるかに具体的

で踏み込んでいる。被用者は、それが作業

活動から生じるものであれば、自他に重大

かつ切迫した危険をもたらし得る作業の状

況を雇用者に報告しなければならない。加

えて、彼は、たとえ特段の危険性がない場

合にも、雇用者による条件整備の問題点に

ついて報告し、同人が修正措置を講じられ

るようにせねばならない（第８５項）。と

はいえ、こうした義務は、雇用者自身が法

的義務を遵守する責任を軽減するものでは

ない（第８６項）。 

 

５.２.１３ 第１５条関係（臨時職員

の安全衛生管理） 
 第１５条は、臨時職員（ temporary 

workers）の安全衛生管理について定めてい

る。 

 すなわち、仮に、雇用者が有期契約で労

働者を雇用したか、派遣労働者を使用する

場合、以下の事柄に関する包括的な情報を

その人物に提供せねばならない。 

 

 (a)その人物が安全に作業を行うため

に必要となる特別な職業上の資格や技術 

(b)その被用者に対して実施されねば

ならない労働衛生監査 

 

この情報は、当該被用者がその義務の履

行に着手する前に提供されねばならない

（第１項、第２項）。 

雇用者（派遣先）が派遣労働者を使用し

て業務を遂行しようとする場合、その人物

に以下の事項に関する包括的な情報を提供

せねばならない。 

 

(a)指示された作業を安全に実施する

ために必要となる特別な職業上の資格や

技術 

(b)彼らが遂行する職務上の特定の要

素が彼らの安全衛生に影響する可能性が

ある場合には、その要素 

 

派遣業者（the person carrying on the 

employment agency）は、そうした情報を被

用者に伝達せねばならない（第３項）。 

廃止された行為準則 L21 によれば、派遣

先も派遣元も、そうした情報を被用者に伝

達する義務を負う（第９１項）。 

 

５.２.１４ 第１６条関係（産前産後

の女性労働者や子の安全衛生管理） 
第１６条は、産前産後の女性労働者やそ

の子に対する安全衛生上のリスク管理につ

いて定めている。 
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すなわち、事業場内の労働者に出産期の

女性が含まれており、彼女らの従事する作

業に、「妊婦または産後もしくは授乳期の

労働者の労働安全衛生の改善措置に関する

EC 指令（92/185/EEC）（Council Directive 

92/185/EEC on the introduction of 

measures to encourage improvements in 

the health and safety at work of pregnant 

workers and workers who have recently 

given birth or are breast-feeding）」附

則Ⅰ、Ⅱに記載されたものを含め、労働の

過程や条件、物理的・生物学的・化学的要

素に起因する、妊産婦やその子への安全衛

生上のリスクが潜在し得る場合、規則第３

条第１項により求められる調査の対象にそ

うしたリスクが含められねばならない（第

１項）。 

指令附則１には、雇用者がその点（産前

産後の女性労働者やその子に対する安全衛

生上のリスク）に留意して調査を実施し、

講ずべき対策を決定すべき物質や、作業上

の手続きや条件が、例示列挙されている。

これには、胎児の障害を招いたり、胎盤の

子宮内膜への付着を阻害する可能性のある

物理的要素、特に衝撃、振動、重量物の取

扱いに伴うリスク、騒音、電離放射線、寒

暖の差、動きや姿勢、出張や心身の疲労が

含まれる。また、一定の生物学的要素や化

学物質も、母体やその胎児の健康を危うく

すると認められていることから、特定され

る必要がある。一定の生産工程や地下での

炭鉱作業も特定されねばならない。 

指令附則Ⅱには、妊娠中の女性のばく露

が回避されるべき要素や労働条件が例示列

挙されているほか、授乳期の女性のばく露

が回避されるべき要素のリストも列挙され

ている。 

上記のリスク調査は、女性労働者の妊娠

時に限って実施されれば済むわけではない。

規則の定めでは、雇用者が出産年齢の女性

を雇用した場合には、たとえ妊娠前でも実

施されねばならない（第１項(a)）。調査は、

当該女性労働者の健康に加え、同人が妊娠

した場合のその子の健康にとってリスクと

なり得るかを確認できるように設計されね

ばならない。この点は、Day v. T Pickles 

Farms 社事件（[1999] IRLR 217 (EAT)）で

明らかにされており、その概要は以下の通

り８１。 

 

【事実の概要】 

Day 夫人（X：原告（申立人）、控訴人）

は、９６年１月に Pickeles Farms 社（Y：

被告（被申立人）、被控訴人）のサンド

ウィッチ店のカウンター助手として働き

始めて間もなく妊娠した。彼女は、既に

２人の子供を出産していたが、同社への

就職直前に３人目を流産し、就職後、再

び妊娠した。店内では鶏肉が１日に２回、

加熱調理されたり燻製処理されたりして

おり、直前の流産の経緯から体調に敏感

になっている中で、その臭気からつわり

が酷くなったため、その時点で上司に妊

娠の事実を告げた。かかりつけ医から現

在の仕事には不適応との診断を受け、Y

に提出したうえ９６年１１月から休業を

開始し、出産したが、結局復職を断念し

た。この間、定期的に電話で上司とやり

とりしたり、かかりつけ医の診断書を Y

に提出していたが、復職希望を伝えたこ

とはなかった。  

また、彼女は９７年４月１９日まで雇
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用者負担で法定疾病休暇（Statutory 

Sick Pay:SSP）を取得していたが、Yは、

行政の担当官にも確認したうえ、（おそ

らく既に雇用関係が終了したとみなし、）

同日をもってそれによる補償の支給を打

ち切った。すると、その雇用関係が未だ

継続していることを示唆する表現で、補

償の支給を求める文書を雇用者宛に送付

した。その後、雇用審判所に対し、Y は

適切かつ充分なリスク調査を怠ったと主

張し、擬制解雇、性差別、法定疾病休暇

の３点にかかる訴訟を提起した。 

１審雇用審判所では、Y が９２年安全

衛生管理規則に基づくリスク調査を怠っ

たことが契約違反であり、性差別に当た

るかが主な争点となったが、擬制解雇以

下の３点全てにつき、X 側の請求が棄却

された。 

 

【判旨～原判決一部破棄差戻し・X 請求

一部認容～】 

２審雇用上訴審判所は、本件が擬制解

雇に当たらない点、Y に X が求める法定

疾病休暇の支払義務が認められない点で

原審を支持したが、本件には安全衛生管

理規則の違反があるか、それが性差別禁

止法違反にも当たるかが疑問として、原

審に差し戻した。 

いわく、９２年の管理規則第１３条に

は、(a)事業場内の労務従事者に出産期の

女性が含まれており、(b)彼女らの従事す

る作業に妊産婦やその子への安全衛生上

のリスクが潜在し得る場合、そうしたリ

スクにつき、適切かつ充分な調査が実施

されねばならない旨の定めがある。規定

にある事業場（undertaking）がどの範囲

を示すか定かではないし、文言上は女性

が複数形になっているが、解釈論上、一

人でも出産年齢の女性がいれば、（Day

夫人の場合、９６年１月の就労開始時点

から）産前産後の母体やその子へのリス

クに焦点を当てた調査の実施義務が生じ

ることになる。にもかかわらず、本件に

おいて Y はかかるリスク調査を実施して

おらず、仮に実施されていれば、換気シ

ステムが設置され、Day 夫人が仕事を続

けられる程度には臭気を低減できただろ

う。問題は、こうした条件下で、夫人に

被害をもたらしたリスク要因の調査を実

施しなかったことが性差別禁止法第６条

の適用を受けるかである。 

Day 夫人は、９２年の管理規則が民事

責任を課していなかったため、雇用者の

同規則違反が直ちに賠償請求の根拠にな

らないという困難に直面した。仮に被用

者が個人的な傷害を被れば、調査実施の

懈怠は個人的な賠償請求訴訟に関連づけ

られようし、彼女が解雇されれば、雇用

権利法や性差別禁止法上の救済を受けら

れる。しかし、リスク調査の懈怠のみに

起因する損害を被った被用者にとって適

当な救済は見当たらない。・・・・・。 

性差別禁止法との関係でより困難な課

題は、Y がリスク調査を怠った理由が、

彼女の妊娠自体にあったと言えるかにあ

る。おそらく論点は、仮に X が男性被用

者だったら、雇用者はリスク調査を実施

したかに絞られよう。たしかに、今のと

ころ出産年齢にある女性全てにリスク調

査を実施する義務があるとの一般認識は

なく、むしろそうすることで差別的取扱

いの裏付けとなってしまう可能性もある
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が、雇用者がその対象を問わず全くリス

ク調査を実施しなかった本件のような場

合の判断は難しい。 

残る課題は、９２年の管理規則を補完

した「妊娠中の労働者のための指令

（92/85/EEC）」との関係である。同指令

第４条は、雇用者に妊婦対象のリスク調

査を義務付け、第１２条は、労働者が司

法でその権利を主張できるような手続き

の導入を加盟国に求めている。 

たとえ Day 夫人が勝訴する場合にも、

本件のような場合に、性差別禁止法上の

規定を根拠に、女性であることを理由に

相対的に不利益な取り扱いを受けたとし

て救済を訴求することが、指令第１２条

の趣旨に沿うか否かを見極めねばならな

い。 

・・・・・・もっとも、当審判所は、

原審が管理規則第１３条Ｃ(1)（雇用者

は、被用者の妊娠、出産予定、授乳中の

事実を文書で通知されない限り、就業上

の配慮は不要とする規定）に基づく文書

での通知にかかる立証責任は Day 夫人側

にあるとした判断は破棄し、むしろ原審

が重視せず、立証責任論より広い課題に

注目したい。すなわち、同規則第１３条

Ａ(2)や(3)の遵守を見極めるため、現に

同条に基づく通知がなされていたかをみ

るべきであり、仮に不遵守があれば、Day

夫人に、性差別禁止法上の規定の射程内

にある不利益をもたらしたか否かをみる

べきである、と。 

 

たしかに、女性が妊娠できなくなる年齢

が不明という問題は残されているし、不妊

手術を受けた女性の場合、妊産婦としての

リスクはないため、現行規則第１６条に基

づく調査を実施する必要はないと解されて

いる８２。また、規則第１８条は、９２年規

則第１３条Ｃ(1)を受け、雇用者は、被用者

から妊娠していること、６か月以内に出産

予定であること、授乳中であることを文書

で通知されない限り、こうした措置を講じ

る必要がないことを明言している。 

しかし、規則第３条に基づく調査は、通

常通りに実施される必要がある（規則第１

６条第１項後段から明らか）。また、規則

第１６条第２項～第４項及び第１７条（認

定医等が妊産婦の夜間就労に制約を課した

場合、雇用者はそれに従うべき旨の規定）

により、雇用者が、女性労働者の労働条件

や労働時間を変更したり、特に深夜労働な

ど、一定条件下での労働を制限する措置は

求められる。 

なお、HSE は、妊産婦の安全衛生管理に

関する助言を WEB ページでも行っている

（www.hse.gov.uk/mothers/index.htm）。 

 

５.２.１５ 第１９条関係（若年労働

者の安全衛生管理） 
第１９条は、若年労働者の安全衛生管理

について定めている。 

すなわち、雇用者は、雇用する若年者が、

経験不足、顕在もしくは潜在するリスクの

認識不足、又は未熟さから生じる安全衛生

上のリスクから保護されるよう条件整備を

図らねばならない（第１項）。 

雇用者は、以下のような作業に若年者を

就けてはならない（第２項）。 
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(a)その心身の許容能力を超えるもの 

(b)有害性もしくは発がん性がある、遺

伝子に損傷を与える、胎児に害がある、

または人体に慢性的影響を与えるような

要素に曝されるようなもの 

(c)放射線に曝されるようなもの 

(d)安全面への注意の不足又は経験も

しくは教育の不足により、若年者が認識

もしくは回避することが困難と合理的に

推定される災害リスクを含むもの 

(e)(i)極端な寒暖、(ii)騒音、(iii)

振動から生じる健康リスクが潜在するも

の 

 

しかし、次の条件下では、上記の制限の

ゆえに若年者（≠児童）の雇用が妨げられ

てはならない（第３項）。 

 

(a)当該就業が教育訓練上必要となる

場合 

(b)若年者が適任者の監督を受けられ

る場合 

(c)リスクが現実に可能な最低レベル

まで削減される場合 

 

なお、規則第１９条は、私宅での家事労

働を含めた一時的な労働や、家族経営的な

事業で若年者への危険有害性が及ばないよ

う調整された作業には適用されない（第２

条第２項）。 

 

５.３ リスク管理義務違反の判断基

準 
【刑事責任】 
（１）本論 
 リスク調査の不充分さを刑事告発の根拠

とする場合、検察官は、その調査が不十分

だった点を特定せねばならず、単に災害が

発生したという事実に依拠することはでき

ない８３。 

 このことを示す好例として、以下の

Heeremac VOF v.Munro 事件８４が挙げら

れる。 

 

【事実の概要】 

 Y（Heeremac VOF 社）はオランダの

企業で、Firth of Forth（スコットランド

の東海岸とフォース川河口の入り江）の

停泊地にある２漕の船を結ぶ係船索を、

うち１漕を放すため切断するに際して、

適切かつ充分な調査を怠ったとして告発

された。 

 Y は、別の会社の被用者であった X

（Isup 氏）に対し、ピンと張られた状態

のロープを切断するよう命じ、彼が現に

そうしたところ、ロープに打ち付けられ、

左足に、後に切断手術を受けることとな

る大けがを負った。 

 Y は、合理的に実行可能な限り、自身

の被用者ではないが、その事業運営に関

わる者に安全衛生上のリスクが及ばない

よう事業運営しなかったとして、HSWA

第３条第１項違反に基づき告発された。

特定された過失は、潜在するリスク調査

を適切かつ充分に実行すること、船を切

り離す際に安全なシステムを設定しなか

ったことにあった。 

 Y は、スコットランドの執行官裁判所

に異議を申し立て、本告発では、どのよ

うな観点でリスク調査が不充分だったか

が特定されていないと主張した。執行官

は、本件告発は充分に具体的であり、Y
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は裁判にかけられるべきと決定した。そ

こで Y は、スコットランド刑事上級裁判

所に控訴した。 

 

【判旨】 

 検察官は、本件はリスク調査が不充分

だったために災害が生じたという事実認

識に基づいて主張を展開した。しかし、

上級裁判所はこの主張を認めなかった。 

いわく、特に Carmichael v Marks & 

Spencer plc のような同類のケースでは、

リスク調査が不充分と申し立てられた理

由について企業が告知を受ける権利を持

つと判示されている、と。 

Marks & Spencer 事件は、９２年労働

安全衛生管理規則のもとでリスク調査が

不充分と主張されたケースだったが、上

級裁判所は、HSWA に基づく告発でも、

リスク調査の不充分さについて、その不

充分さの詳細を示す要件は同様にあると

した。 

 当該事件では、本件と同様に、災害発

生後、告発がなされる前の時点で、詳細

な調査が行われたはずで、それがなされ

ていれば、そこから具体的な告発を行う

うえで充分な情報が検察官に提供された

だろう、と。 

 こうした論拠から、上級裁判所は Y の

控訴を認めた。検察官は、Y が安全な作

業システムの確保を怠ったとの根拠のみ

で告発を維持する選択肢を検討したが断

念し、Y への告発は取り下げられた。 

 

 このケースからは、リスク調査義務違反

の認定のポイントの１つは、事後的な災害

調査にあることがうかがわれる。また、特

に刑事罰となれば、違反の悪質性や効果の

主張立証の観点から何らの被害もなく科刑

することは困難なことからも、同義務違反

については、事後送検が中心とならざるを

得ない（このことは、別添資料１・質問１

２への HSE の回答からもうかがえる）。 

 

（２）補論 
 なお、安全衛生管理規則第２１条によれ

ば、HSWA 関連法規の違反による刑事手続

きでは、雇用者が、当該違反が自身の被用

者や規則第７条に基づき安全衛生アシスタ

ントとして選任した者の作為や不作為によ

るものと主張しても抗弁にはならない。 

この規則は、以下の R v. Nelson Group 

Services (Maintenance) Ltd.事件（[1999] 

IRLR 646）８５で示された「逃げ道」を効果

的に塞いだと解されている８６。 

 

【事実の概要】 

 A 社（Nelson Group Service 社）は、

ガス器具の設置、保全等を営んでいた。

同社が雇用する技術者の一人が、ある家

のガス・ストーブの取り外し作業の途中、

ガス・フィッティング（建物のガス本管

からガス栓までガスを送る部品）を、そ

の家の住人にとって危険のある状態で放

置したため、災害が発生した。その技術

者は A 社から適切な教育訓練を受けてお

り、安全に作業を行う資質は備えていた

が、A 社は、HSWA 第３条第１項（「雇

用者たる者は全て、合理的に実行可能な

限り、自身と雇用関係にはないが、彼が

運営する事業に関わる者が、その事業の

故に安全衛生上のリスクにばく露するこ

とのないよう事業運営を行う義務を負
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う」旨の規定）に基づき起訴された。 

 １審刑事法院（Crown Court）は、同

法条に基づく義務の不履行により、A 社

を有罪と判断したため、同社が控訴した。

１審は、陪審員に対し、仮に件の技術者

が住人にとって危険のある状態にガス・

フィッティングを放置していれば、法第

３条所定の「合理的に実行可能な限り」

の抗弁は成り立たない旨示唆していた。 

 

【判旨】 

 原審が陪審員に行った示唆は誤りであ

る。先例において控訴院の Roch 判事は、

作業を担当する被用者がネグリジェンス

を犯したこと自体をもって、法第３条第

１項に基づき、雇用者が「合理的に実行

可能」な措置は尽くしたとの抗弁が封殺

されるわけではない、と述べている。 

 たしかに実際にそのようなケースは稀

だろうが、控訴院は、作業を担当する１

被用者が会社の代行として行った単独の

ネグリジェンスが、それのみをもって合

理的に可能な措置は尽くしたとする雇用

者の抗弁を封殺するわけではないと明言

している。 

 「実際の作業を担当する１被用者によ

る単独のネグリジェンスであっても雇用

者が刑事責任を科されるべきとの考え

は、必ずしも公益に繋がらない。そうし

た場合、その人物自身が法規則に基づき

刑事制裁を科される。また、公益を保護

する観点では、雇用者に、①当該被用者

が適切な技能を有しているか、②作業遂

行上の安全なシステムを提供されたか、

③充分な監督を受けていたか、④安全な

生産設備や器具を提供されたか、を見極

めるため、合理的に実行可能な措置を尽

くしたことの立証を求めれば充分であろ

う。 

 

ガイダンス・ノートによれば、実際の運

用上、法の執行機関は、強制措置の適正さ

を判断に際して個々の事案の事情を考慮す

る。よって、仮に雇用者が関係者の資質を

見極めるために合理的な手続きを尽くして

いれば、考慮される。そうした事情は、刑

事訴追（prosecution）の際、減刑事情とし

て考慮され得るが、刑事責任自体には影響

しない。 

 

【民事責任】 
（１）本論 
 リスク調査を怠ったことで、本来特定で

きたはずの災害の潜在要因を特定できなか

った場合、民事損害賠償請求訴訟における

ネグリジェンスの裏付けとなり得る。 

このことを示した好例として、以下の

Godfry v. Bernard Matthews plc 21 June 

1999 County Court が挙げられる８７。 

 

【事実の概要】 

Godfrey 氏（原告）は、１９９３年に

Bernard Matthews 公開有限会社（被告）

の家禽（食用の鶏類）処理工場で勤務を

開始し、家禽用トレイの洗浄作業に従事

していた。具体的には、家禽を載せたプ

ラスチックのトレイがスーパーマーケッ

トから返却されたところで、家禽の肉の

残りや血液、密着したラベルを除去する

などの作業であり、左手でトレイを立て

て安定させ、右手にナイフやタワシを持

って作業に当たるものであった。手許作
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業の後、トレイは殺菌機に投入される仕

組みで、１回８時間のシフト（うち３回

の休憩）で８００～１０００のトレイを

洗浄しており、配置転換はなかった。 

職務に就いて数週間後、原告は、左手

の平と指に痛みなどが生じた。休暇をと

ると痛みが収まったが、仕事に戻ると痛

み、腫れ、変色などが生じた。 

９３年１０月に、犬に腕を噛まれたた

めにかかりつけ医に受診したところ、腱

炎（実際には腱滑膜炎だった）により要

休業と診断され、その後、血液循環に影

響し、筋肉や神経の損傷から強い痛みや

重い障害をもたらす反射性交感神経性ジ

ストロフィー（RSD）を発症した。そこ

で原告は、同発症は、業務上発症した腱

滑膜炎の２次疾患だと主張したところ、

被告は、彼の健康問題は作業とは無関係

であり、仮に関係する場合にも予見が不

可能だったと反論した。 

【判旨～原告請求認容～】 

 Norwich 県裁判所（単独審：Langan

判事）は、原告の傷害は業務上生じたも

のだとして、その傷害につき 45,000 ポン

ド、過去及び将来の逸失利益につき

172,272 ポンドの支払いを被告に命じ

た。すなわち、彼が負った最初の傷害が

作業に関連するものであったことは周知

のところであったし、彼の症状は就業開

始後に生じたし、他のシフトで就業し、

配置転換がなされていた労働者で同様の

被害に遭遇した者はおらず、被告側が提

出した人間工学的証拠に照らすと、仮に

リスク調査がされていれば、少なくとも

配転は行われていたはずであり、本件被

災の予見可能性はあったといえる、と（＊

下線部は報告者が添付した）。 

 

 実のところ、この事件の審理に当たった

Langan 判事は、証拠の採用と評価につい

ては原告に不利な判断をしていた。確かに、

原告が負った最初の傷害については、当時

のかかりつけ医の診断を証拠力ありと評価

し、傷害を負ったこと自体は認めたが、そ

の業務上外については、両当事者の提出し

た医学的証拠は証拠力不充分とし、同じく

人間工学的証拠、それも、原告が不必要な

動作や作業を行っていた（ことさらに強く

繰り返す動作や、不要なラベルの接着剤の

除去を行っていたなど）旨を指摘する被告

側の証拠を採用していた。にもかかわらず、

リスク調査の懈怠を主な根拠として被告の

過失責任を認めた点に本判決の特徴の１つ

がある。 

 

（２）補論 
１９９９年安全衛生管理規則第２２条は、

第１項で、同規則上の要件が私訴権の根拠

とされないことを一般的に規定し、第２項

で、第１６条が定める妊産婦への安全衛生

管理上の配慮や、第１９条が定める若年者

への安全衛生管理上の配慮について雇用者

に課される義務を第１項の例外とする旨を

規定していた。 

その後、２００６年安全衛生管理（修正）

規則により第２２条は修正され、第１項は、

管理規則上の要件が「第三者の保護に適用

される場合に限り（insofar as that duty 

applies for the protection of third party）」、

同規則上の要件が私訴権の根拠とされない

旨を定め、第２項は、規則第１４条が定め

る被用者の義務（職場の重大な危険状況等
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に関する雇用者への伝達義務）は、第三者

の保護に適用される場合に限り、私訴権の

根拠とならない旨を定め、第３項は、本条

にいう「第三者」とは、雇用者及びその被

用者以外で、当該雇用者の運営する事業の

影響を受ける者を意味する旨を定めること

となった。 

これを解釈して、雇用関係にある被用者

であれば、同規則を根拠として、その雇用

者を相手方として、制定法上の義務違反に

基づく民事訴訟を提起できるとする見解も

あった８８。 

しかし、２０１３年企業及び規制改革法

の施行により、HSWA 第４７条が修正され、

安全衛生規則に基づく私訴権は原則として

排除された（同法第６９条）。よって、現

在、安全衛生規則違反に基づく損害賠償請

求は、不法行為法によるべきこととなって

いる。 

 

５.４ リスク管理の実施責任者～役

員・役員会～ 
 HSWA の解説書中、リスク管理に関する

章 に は 、 「 役 員 の 責 任 （ Directors’ 

responsibilities）」との項目が設けられ、

以下のように記載されている。 

 

 安全衛生は、いまや、営業、財務など

の企業活動と共に役員会の議題となる重

要なテーマである。取り組みの端緒は、

以前のガイダンス（「安全衛生に関する役

員の責任（Directors responsibilities for 

health and safety）」）に代えて HSC と

経営者協会（the Institute of Directors）

が共同で発行した「労働安全衛生の推

進；役員及び役員会のためのリーダーシ

ップ行動論（Leading Health and Safety 

at Work ; leadership action for 

Directors and Board Members）」と題す

るガイダンスとなるだろう。 

 資料には、以下の３つの要点が示され

ている。①積極的なリーダーシップの必

要性、②労働者の関与、③調査と評価。

安全衛生方針は、組織の文化にとって不

可欠な要素である。役員会のメンバーは、

組織内を通じて安全衛生に関する義務と

それがもたらす利益について、適切に情

報交換される条件づくりをリードせねば

ならない。重役（executive director）で

あれば、安全衛生上の問題を回避するた

めの方針を起案し、仮に困難や新たなリ

スクが生じた場合、迅速に対応できるよ

うにせねばならない。役員会のメンバー

は、組織が直面している重大なリスクを

認識していなければならず、安全衛生方

針には、組織全体での方針の推進にかか

る役員会自身及び個々の役員の役割が示

されねばならない。 

 計画（planning）、運用（delivering）、

監視（monitoring）、見直し（reviewing）

に基づき、４点の戦略が求められる。安

全衛生は、最高経営責任者（ＣＥＯ）が

目に見える形でリーダーシップを示し、

定期的に役員会の議題とされねばならな

い。安全衛生を担当する役員の存在は、

その課題が重視されており、その戦略的

重要性が理解されていることを明確に示

すシグナルといえよう。役員会は、達成

さるべき個別課題の明確化に繋がるよう

な目標を設定し、それを受けて非常勤役

員が監査人として活動する。役員会のメ

ンバーは、安全衛生の条件整備に充分な
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投資がなされ、安全衛生問題に関する適

切なアドバイスを受けられる条件を確保

せねばならない。安全衛生は、上級管理

職の選任の際にも考慮さるべき要素であ

る。 

 役員会は、リスク調査の実施、及び被

用者とその代表が彼らに影響するような

組織の意思決定に関与する条件を確保せ

ねばならない。また、新たな工程や労働

慣行、要員の導入が安全衛生に与える影

響を検討せねばならず、必要に応じて、

充分な資源や安全上のアドバイスを提供

すべきである。 

 役員会は、安全衛生上の問題について、

疾病休暇や上級管理職による人事考課を

含めた情報について報告を受けつつ定期

的に監視せねばならない。最後に、役員

会は、リスク管理や安全衛生体制の効率

的な実施を確認するため、毎年組織の安

全衛生パフォーマンスの評価を行い、欠

点や不備があれば、正さねばならない。 

 

 日本では、安衛法第１２２条に両罰規定

が設けられ、違反行為者と事業者の双方が

処罰され得る旨規定されているほか、近年、

労災事案を含めた労働事案でも会社法第４

２９条による取締役個人の民亊責任が認め

られるようになって来ている８９。 

他方、イギリスでも、HSWA に両罰規定

（法人が安全衛生に関する法規則違反を犯

し、その違反が役員、管理者、秘書、もし

くはそれに相当する幹部の承諾もしくは黙

認の下で行われた場合、または彼らの怠慢

に起因する場合、その企業と同様に訴追を

受け、または処罰される旨の規定（HSWA

第３７条））や、２００７年法人故殺罪法

に、企業の重要な決定権を持つ上級管理者

（senior management）にも法人故殺罪の

適用が可能な旨の規定が設けられている。 

しかし、日本の会社法第４２９条のよう

な取締役個人の民事特別責任に関する規定

はなく、一般的なネグリジェンス訴訟の被

告とされることはあるが、支払い能力の問

題からも件数は少ないとされる９０。 

 

５.５ リスク管理の推進者 
 ２.４.１で述べた通り、イギリスにおい

て、安全代表と安全委員会は HSWA 履行の推

進者として重要な役割を果たしているが、

HSWAに基づくリスク管理の推進者としても

同様に言える。 

 もとより、HSWA 自体がリスク管理を法構

造の基軸としていた経緯から当然とも言え

るが、リスク管理ではその役割が生命線と

もいえるため、以下で改めて詳述する。 

 

５ . ５ . １  安 全 代 表 （ Safety 
representatives） 
現地での労使団体や専門家等へのインタ

ビューで示された安全代表（及び彼らがリ

ードすることが多い安全委員会制度）に関

する認識は以下の通り。 

 

【Hugh Robertson 氏,TUC：別添資料６】 

 ・よく機能しており、その主な理由は、

彼らが使用者から独立していることにあ

る。HSWA の下で、安全代表は使用者に

より承認された労働組合が選任すること

になっており、安全代表の良好な機能は、

労働組合が安全衛生に果たす役割の大き

さを物語る結果となっている。 

現に、労組のある事業場では、重大災
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害が５割少ないとのデータがある（労組

の組織率は、公共部門や製造業で高い傾

向にある）。 

 

【Katy Pell 氏,CBI：別添資料７】 

・この制度に限らず、HSWA 下のシス

テムについては、全体に好意的に評価し

ている。 

 

【Steve Purser 氏,TESCO 社：別添資料

８】 

 ・安全代表は労組により選任されるた

め、業種による労働組合の組織率の違い

などに有無や活動内容が左右される。当

社の場合、労組により正式に選任された

安全代表は全店の約３割しか存在しない

が、「仲間の集い（colleague forums）」

という名の会議体が安全委員会の機能も

果たしており、安全代表のいない店舗で

は、この会議の代表が、個々の店舗の店

長クラスの管理者と共に安全委員会をリ

ードしている。 

 

【Keith Prince 氏,Build UK：別添資料

９】 

 ・建設業の職場では、安全代表や安全

委員会を通じた労使間協議は、安全衛生

の実効性をあげるうえで非常に重要であ

り、労使間協議がなされ、安全衛生に関

する措置の決定に労働者が参加する職場

は、そうでない職場より安全衛生水準が

高い傾向にある。 

 ・安全衛生に関する労使間協議には、

労働者への情報提供と、彼らへの意見聴

取とその反映の要素があり、その職場に

応じた実践的な方法でのリスク管理の助

けとなる。協議への参加を通じ、労働者

自身の安全衛生意識の啓発にもなる。 

 

 このように、彼国の安全代表制度（及び

安全委員会制度）は、業種により有無や活

動内容などに違いがあるものの、関係者か

ら概ね肯定的な評価を受けており、仮に労

組がないこと等から安全代表が存在しない

職場でも、それと同様の労使間協議の機能

が労使双方によって重視されていることが

うかがわれる。 

 

５.５.１.１ 基本的な関係規定 
 HSWA による安全代表の制度化は、イギリ

スでも画期的な出来事だった９１。 

 HSWA 第２条第４項は、所管大臣が規則に

より安全代表の選任について規定できる旨

を定めている。同条によれば、安全代表は、

承認された労働組合により選任されねばな

らず、雇用者との協議に際して母体となる

全被用者を代表したり、その他所定の役割

を果たすことになる。 

 また、第２条第６項は、雇用者は、本人

とその被用者が労働安全衛生のための措置

を実施したり、その効果を審査する際、効

果的に協働できるような条件の整備とその

後の管理を果たすため、安全代表と協議す

る義務を負う旨を定めている。 

 関連する主な規則として、１９７７年安

全代表及び安全委員会規則（修正版）

（ Safety Representatives and Safety 

Committees Regulations 1977 (as mended)

（以下、７７年安全代表等規則ともいう）、

主な行為準則として、安全代表の教育訓練

のための休暇に関する行為準則（the Code 

of Practice on time off for the training 
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of safety representatives）があり、いず

れも２００８年に初版が発行され、２０１

４年に改訂されたばかりの L146：労働安全

衛生に関する労働者との協議（Consulting 

Workers on Health and Safety）に収めら

れている。 

 

５.５.１.２ 選任関係 
５.５.１.２.１ 選任母体 
 安全代表は、①雇用者から団体交渉相手

として承認された（recognised）、②自主

的な（independent）、労働組合によっての

み選任され得る。 

 以下、この２要件について述べる。 

 そもそも労働組合になるには、９２年労

働組合及び労使関係（調停）法（the Trade 

Union and Labour Relations 

(Consolidations ) Act 1992 ）に基づいて

承認担当官が管理する労働組合リストに登

載される必要がある。そのためには、同法

第 ６ 条 に 基 づ く 「 自 主 性 の 承 認

（Certificate of Independence）」（財政

的支援その他の方法を通じて雇用者の支配

管理を受けていないことの証明により発行

される）を受ける（：②が公的に認められ

る）必要がある。 

 次に、①を充たすためには、雇用者が、

９２年法第２４４条所定の（１つ又は複数

の）事柄について交渉する目的をもって、

ある労働組合を承認する必要がある。「承

認」について書面による合意などの要式は

必要なく、個々のケースの事情（事実関係）

によって判断される（National Union of 

Tailors and Garment Workers v. Charles 

Ingram＆Co Ltd [1977] IRLR 4）。 

 特に①要件について述べた判例として、

Cleverland County Council v. Springett

事 件 （ Cleverland County Council v. 

Springett [1985] IRLR131 (EAT)）が挙げ

られる。 

 このケースでは、所属組合が雇用者から

正式に承認されていなかったものの、当該

組合自身、以前被用者の立場を代表して雇

用者と取引した実績があったほか、その上

部団体が組合員の給与について雇用者に勧

告する立場にあるという条件下で、当該組

合の代表者が安全代表と認められるかが問

われた。 

 すなわち、申立人らは、ポリテクニック

（総合技術専門学校）の教職員であり、組

合の代表であり、かつポリテクニック教職

員協会の会員であった。当該組合は、ポリ

テクニックを運営する地方自治体から団体

交渉相手として正式に承認されてはいなか

ったが、以前被用者の立場を代表して雇用

者と取り引きした実績があったほか、教職

員の給与について勧告を行う全国教職員協

会の傘下にあった。こうした条件下、申立

人らは、安全代表に認められる有給休暇

（time off with pay）を取得しようとした

が拒否されたとして、雇用審判所に訴訟を

提起した。 

判決は、この場合、その組合に雇用者に

よる承認は認められず、前掲の雇用者との

取引実績によって、団体交渉のための承認

が認められるわけでもない、とした。 

 なお、一般に、雇用者が、母体となる組

合を承認していないとの理由で安全代表と

の協議を拒否した場合、先ずは HSE が ACAS

（Advisory Conciliation and Arbitration 

Service：助言・あっせん・仲裁委員会）９２

にアドバイスを提供するよう求めることと
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なる可能性が高い９３。 

また、１９９２年労働組合及び労使関係

（調停：consolidation）法附則Ａ１には、

関連する労働者の過半数が希望すれば、そ

の労働組合が承認されねばならない旨が規

定されている。 

 安全代表の選任権を労働組合に限定する

制度には、批判もあった。その筆頭は、労

使間の利害の対立構図を固定化してしまう

というものである。安全は、雇用者、管理

者、被用者、労組幹部などの属性を問わず、

全当事者の関心事でなければならず、安全

代表を労使間紛争と対照するのは誤りだと

する９４。とはいえ、安全代表の機能や権限

については、現在の団体交渉メカニズムの

枠内で解決可能と解されて来た９５。 

 

５.５.１.２.２ 被選任要件及び適任

者 
 安全代表は、労組によって選任されるが、

組合員である必要はない。唯一の要件は、

合理的に実行可能な限り、その者が２年間

その雇用者に雇用されていたか、少なくと

も２年間の同様条件での勤務経験を持って

いたことである（７７年安全代表等規則第

２条）。 

 なお、規則第８条には、仮に安全代表が

英国俳優勤務条件公正化協会（British 

Actor’s Equity Association）かミュージ

シャン労働組合（Musician’s Union）のい

ずれかに選任された場合、規制対象となる

雇用者の被用者である必要はないと定めら

れている。これは、彼らは劇場などで芸能

を披露するパフォーマーであって、雇用者

との指揮命令関係下にはなく、一般的に各

地を巡業する場合が多いことによる９６。 

 他方、安全代表としての適任者について

は議論がある。 

労働組合の中には、職務に習熟し、管理

職に無用に屈せず、議論の手続きを適切に

ハンドリングできるという理由から、組合

の職場代表（shop steward：労組幹部であ

りながら、同僚労働者の利益を代表し、擁

護する立場にある労働者）を安全代表に選

任するところがあるが、職場代表は、再任

のために選挙の洗礼を受けねばならないし、

職場代表としての役割と安全代表としての

役割が相反する可能性がある。 

たとえば、安全規定に違反した被用者に

懲戒手続きがとられる場合、職場の構成員

の代表としての立場に基づく行動と、安全

ルールを尊重すべき信念の狭間に立たされ

る。こうした葛藤を防ぐため、労働組合の

中には、職場代表以外の組合員を安全代表

に就かせるところもある。結果的に、より

多くの組合員に組合活動に関わらせる等の

メリットを生んだが、全ての状況に当ては

まる単純なモデルはなく、実際の状況に応

じた柔軟な判断が必要と解されている９７。 

 

５.５.１.２.３ 選任数 
 規則、行為準則共に、労組に選任される

べき安全代表の数を特定しておらず、特に

複数の労組が併存する場合、一定の困難が

生じ得る。前掲の L146（労働安全衛生に関

する労働者との協議（Consulting Workers 

on Health and Safety）：１９７７年安全

代表及び安全委員会規則（修正版）（Safety 

Representatives and Safety Committees 

Regulations 1977 (as mended)に付随する

ガイダンス・ノート）によれば、適切な判

断基準が依拠すべき事項は、以下の通り（第
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２６項）。 

 (a)職場にいる被用者の総数 

(b)職種の多様性 

(c)職場の規模及び職場の設置条件の

多様性 

(d)交替制システムの運用 

(e)作業活動のタイプ並びに内在する

危険の程度及び性質 

 

５.５.１.２.４ 離任義務が発生する

条件 
７７年安全代表等規則第３条第３項によ

れば、安全代表に選任された者は、以下の

場合には、その職を離れねばならない。 

 

(a)彼を選任した労働組合が、雇用者に

対して当該選任を解除した旨を書面で通

知した場合 

(b)当該職場での雇用が終了した場合。

ただし、仮に彼が複数の職場の被用者を

代表する旨の選任を受けていた場合、そ

のうちのいずれかに雇用されている限

り、安全代表職を離れるには及ばない 

(c)彼が辞職した場合 

 

 

５.５.１.３ 権限及び役割 
５.５.１.３.１ 基本 
７７年安全代表等規則第４条によれば、

安全代表が実施権限を認められている主な

役割は以下の通り。 

 

(a)職場にある潜在的な危険源や危険

な出来事を調査すること（彼が代表する

被用者が既に注目しているか否かを問わ

ない）及び、職場で生じた災害原因を調

べること。ただし、調査のため、社外出

張の必要が生じることもある。 

(b)自身が代表する被用者からの、労働

安全衛生と快適職場形成に関する申告に

ついて調査すること 

(c)前号の事項について雇用者に申し

入れを行うこと 

(d)労働安全衛生及び快適職場形成に

関する一般的な事柄について雇用者に申

し入れを行うこと 

(e)査察を実施すること 

(f)HSE その他の執行機関の検査官と

の職場での協議に際して被用者を代表す

ること 

(g)検査官から情報を受け取ること 

(h)安全委員会の会合に、前各号の職務

に関連して、安全代表として参加するこ

と 

 

安全代表は、上記の役割を実効的に果た

すため、種々の法的保護を受ける。 

第１は、職務の権利性である。彼らは、

被用者の一員として HSWA 第７～８条によ

り課された一般的義務の適用を受けるが、

安全代表としての職務の不履行や不完全履

行を理由に民刑事上の責任を負わされるこ

とはない。つまり、上述の役割は、権利で

あって義務ではない。 

 第２は、不利益取扱いからの保護である。

１９９３年労働組合改革及び雇用権利法

（the Trade Union Reform and Employment 

Rights Act 1993）の制定以後、安全衛生ア

シスタント、安全代表、安全委員会委員、

被用者は、その役割や安全衛生一般に関連

する行動を理由とする解雇その他不利益な

取り扱いから保護されることとなった。 
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ただし、その職務に関連して、ネグリジ

ェンス法による通常の訴求を受けることは

あり得る。また、安全代表は、責任をもっ

た行動を期待され、特に、確立した内部手

続きを遵守せねばならない。O’Connell v. 

Tetrosyl Ltd.事件(Industrial Relations 

Review & Report, 367, 6 May 1986)では、

安全代表が、所属企業での安全規則違反に

関 連 し て 工 場 監 察 官 （ Factory 

Inspectorate）に直接通報した行為につき、

外部機関に行く前に管理職の注意を促さな

かった点で非違行為を犯したとして、解雇

された。雇用審判所は、過半数をもって、

彼の解雇は公正と判断し、雇用上訴審判所

（Employment Appeal Tribunal (EAT)）も、

本件では、安全代表が内部手続きを迂回し

たと信じるに足る合理的根拠があり、解雇

の公正な理由に当たるとした。 

 

５.５.１.３.２ 協議 
 雇用者が、労働組合かその代理人より、

書面をもって、ある人物の安全代表への選

任及び、同人が代表する被用者集団につい

て通知を受けた場合、当該安全代表は、労

使が労働安全衛生の確保のための措置の促

進や展開、そうした措置の効果の審査に際

して効果的に協働できるよう、当該雇用者

から協議を持ちかけられる権利を付与され

る（HSWA 第２条第６項）。 

また、７７年安全代表等規則第４Ａ条は、

９９年労働安全衛生管理規則の制定によっ

て、新たに以下の点について、適宜、雇用

者に安全代表との協議を義務付ける規定を

設け、現在に至っている。 

 

 (a)自身が代表する被用者の安全衛生

に実質的に影響する可能性のある措置の

職場での導入 

(b)安全衛生アシスタント／アドバイ

ザー及び避難手続の担当責任者の選任に

関する取り決め 

(c)自身が代表する被用者に雇用者が

提供せねばならない安全衛生関連情報 

(d)自身が代表する被用者に雇用者が

提供せねばならない安全衛生教育の計画

及び体系化 

(e)新たな技術の導入による安全衛生

への影響 

 

また、雇用者は、安全代表が法的役割を

果たすうえで合理的に必要となる便宜

（facilities）や支援（assistance）を提

供せねばならない（第２項）。 

 

５.５.１.３.３ 査察 
 安全代表は、職場の適当な部分を、以下

の３条件下で査察する権限を持っている

（７７年安全代表等規則第５条）。 

 

 ①過去３か月間に査察が行われていな

い場合（第５条第１項）。 

この条件下での査察では、その実施の

意図を、雇用者に書面で合理的に通知せ

ねばならない。雇用者の合意があれば、

より頻繁に査察を行い得る。 

 ②作業の条件に著しい変化があった場

合（Ex.新たな機械が導入された場合等）

か、HSE から新たなリスク関連情報が公

表された場合。 

この場合、たとえ先の査察から３か月

が経過していなくても、雇用者との協議
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を経て、追加の査察がなされ得る（第５

条第２項）。 

 ③届出義務のある災害や危険な出来

事、届出義務のある疾病が生じた場合で、 

 (a)査察の実施が安全に貢献し、 

 (b)安全代表が代表する被用者集団の

利益に繋がる場合（第６条第１項）。 

 

 このような場合、安全代表は、職場の適

当な部分を査察できるが、可能な条件下で

は、実施に際して雇用者に予告しなければ

ならない（第６条第１項）。 

 協議（第４Ａ条関係）におけると同様に、

雇用者は、安全代表が法的役割を果たすう

えで合理的に必要となる便宜や支援を提供

せねばならず、独立した調査も被用者との

意見交換もその対象となるが、雇用者、安

全代表共に、査察の間は職場に滞在する権

利を保障される（第５条第３項）。 

 とはいえ、査察を含めた安全代表による

安全衛生関連業務は、雇用者の設置した施

設内での調査活動にとどまるわけではない
９８。 

Healey v. Excel Logistics Ltd.事件

（[1997] UKEAT 846.97.2710）では、安全

代表が申立人となった。その同僚が、ある

スーパーマーケットに荷物を運ぶ途中に重

大な災害に見舞われたため、その現場を訪

問し、スーパーマーケットの管理者にも接

触したところ、この行為が重大な非違行為

に当たると考えた雇用者から解雇された。 

雇用審判所は、この解雇につき、同人が

７７年安全代表等規則に基づく職場内の査

察を行わず、かつ何らの許可もなく、スー

パーマーケットに赴いた以上、公正である

とした。しかし、雇用上訴審判所は、原判

決を覆し、当該解雇を不公正と判断した。

いわく、安全代表の職務の１つは、「職場

（workplace）」にある潜在的な危険源や危

険な出来事を調査することであるところ、

本件解雇は、彼がまさに「職場」で生じた

災害の原因を調べるため、スーパーマーケ

ットで災害報告書の記載について確認しよ

うとしたこと、すなわちその正当な職務範

囲内の行動ゆえになされた、と。 

要するに、７７年安全代表等規則第５条

所定の「職場（workplace）」は、雇用者の

設置した施設内に限らないという趣旨であ

る。 

 

５.５.１.３.４ 書類の閲覧 
 安全代表は、その職責を果たすため、雇

用者への合理的な予告を経て、職場や彼ら

が代表する被用者に関するものであって、

雇用者が HSWA 関連法規に基づき記録を義

務付けられた書類を閲覧し、謄本を取得す

る権限をもつ（安全代表等規則第７条第１

項）。 

よって、汎用レジスタ、ホイスト、リフ

ト、クレーンの調査報告書等の一般性のあ

る資料を閲覧し、謄本を取得することはで

きるが９９、特定可能な個人の健康情報に関

する資料を閲覧したり、謄本を取得するこ

とはできない（第７条第１項）。 

 

５.５.１.３.５ 活動のための有給休

暇 
 安全代表等規則第４条によれば、安全代

表は、以下の目的のため、有給休暇（time 

off work with pay）を取得する権利を付与

される（第２項）。 

 (a)HSWA 所定の安全代表としての職務の
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遂行 

(b)HSEが発出する行為準則に照らし合理

的と解される職務の遂行のための教育訓練

への参加 

この場合に保障される賃金額は、以下の

ように計算される（安全代表等規則第４条

第２項にかかる附則第２条）。 

①作業量と無関係に給与が支払われる場

合：その時間全て作業を行った前提での支

払い。 

②作業量によって給与金額が変動する場

合：平均的な時間給か、その方法では不公

正となる場合、同種の職にある（in 

comparable employment）人物の職務記述書

上の作業に支払われる平均的な時間給。仮

にそのような人物もいない場合、状況に応

じて合理的な平均的時間給。 

なお、パートタイム労働者が、フルタイ

ムの安全衛生に関する教育訓練課程に参加

する場合、当該課程に参加するフルタイム

労働者と同じベースでの支払いを受ける

（Davies v. Neath Port Talbot Country 

Borough Council [1999] IRLR 769１００）。 

また、前々項で述べたところとも関連す

るが、安全代表が有給休暇を取得して危険

源や危険な出来事を調査する権限の場所的

範囲は、職場内に限られない。 

Dowsett v. Ford Motor Co. [1981] IDS 

Brief 200 では、ある被用者が被災したが、

安全代表の職にあった申立人は、その災害

を調査したうえで、それ以上の措置は不要

と結論づけた。しかし、その５週間後に職

場の安全委員会に出席した際に安全技術者

が当該災害について行った報告を聴き、改

めて被用者宅を訪問するため有給休暇を取

得したいと申し出たところ、雇用者に拒否

された。そこで、雇用審判所に申立てを行

ったところ、次のように判示された。 

すなわち、たしかに安全代表等規則は、

安全代表の職務遂行上必要な限り、職場外

に赴くことを許容しているが、それは事実

関係と程度による。本件で、申立人は５週

間何もしておらず、仮に安全委員会で報告

を聴かなければ、何らの行動も起こさなか

っただろう。となると、追加での質問は不

要だったと解さざるを得ない、と。 

もっとも、雇用審判所は、被災した人物

の意見を聴取する場合等、安全代表がその

職責を果たすために職場外に赴く必要が生

じること自体は明言している１０１。 

 

５.５.１.４ 情報の入手 
 安全代表は、法制度上、２つの主要な情

報ルートを持つ。 

第１は、安全代表等規則第７条第２項に

基づく雇用者保有情報の入手である。同条

は、雇用者が、自身の保有する知識の範囲

内で、以下のものを除き、安全代表の職務

遂行に必要な情報を提供する義務を課して

いる。 

 

 (a)その開示が国の安全保障上の利益

を侵す可能性のある情報 

(b)その開示が法令上禁止されている

情報 

(c)個人情報―ただし、当該個人が開示

に同意しているものを除く― 

(d)その開示が、労働安全衛生や快適職

場形成への影響以外の理由により、雇用

者の事業に著しい被害をもたらすか、当

該情報が第三者から提供された場合、当

該第三者の事業にそうした被害をもたら



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

195 
 

すような情報 

(e)訴訟の提起、訴追、防御などの法的

手続を目的として雇用者が獲得した情報 

 

このうち(e)の法的手続を目的とする資

料に関する制約は、Waugh v. British 

Railways Board 事件（Waugh v. British 

Railways Board [1980] AC 521 (HL)１０２）

において、貴族院（House of Lords）で争

われ、ある資料に調査対象から除外される

特権が認められるためには、それを準備す

る主な目的が、今後生じ得る訴訟での活用

になければならないと判断された。したが

って、仮に災害報告書が災害原因を特定す

るために定例的に作成され、副次的に訴訟

で必要とされることとなった場合、安全代

表は、それを閲覧する権限を持つ。 

 とはいえ、規則は、雇用者に対して、労

働安全衛生や快適職場形成に関係しない資

料の開示や閲覧の許可まで求めているわけ

ではない。 

行為準則には、安全代表に開示されるべ

き情報として、以下のようなものが列挙さ

れている（L146 第６６項）。 

 

(a)労働安全衛生に関わる限り、事業の

計画及び遂行状況並びに変更案に関する

情報 

(b)プラント、機械、器具、工程、作業

の仕組み、職場で用いられる化学物質に

関する健康上のリスク要因の技術的特質

及びそれらを低減ないし最小化させるた

めに必要と解される予防策―これには、

職場で用いられる物品（article）や化学

物質（substance）のコンサルタントや設

計者、製造業者、輸入業者、販売業者か

ら入手した情報も含まれる― 

(c)雇用者が、何らかの災害等や届出義

務のある疾病、これらについて保存して

いる統計的な記録 

(d)その他、雇用者（又はその代理・代

行者）が安全衛生の改善のために講じた

措置の結果を含め、労働安全衛生に影響

する事柄に特に関連する情報 

(e)雇用者が家内労働者（homeworkers）

に提供する物品や化学物質に関する情報 

 

第２は、HSWA 第２８条第８項に基づく、

検査官が持つ情報の入手である。同条は、

検査官を名宛人として、被用者又はその代

表に対して、彼らがその安全衛生や快適職

場形成に影響する事柄について知尽できる

よう情報提供する権限を与えている。同条

では、提供対象となる情報として、雇用者

の管理する施設やその内部にあるもの、検

査官が現に講じたか講じようとした措置

（禁止・改善通告の発行など）などが挙げ

られている。また、同条では、検査官が、

当該情報を雇用者にも提供すべきと定めて

いる。 

 

５.５.１.５ 教育訓練関係 
安全代表の教育訓練のための有給休暇に

ついて定めた行為準則（L146：労働安全衛

生に関する労働者との協議（Consulting 

Workers on Health and Safety））は、安

全代表が教育訓練を受ける権利を保障され

る条件や、賃金保障を含めて雇用者から受

けられる便宜、合理的な教育訓練の内容な

どを定めている。 

 

５.５.１.５.１ 有給教育訓練休暇権
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の発生要件～行為準則の定める原則

～ 
先ず、安全代表等規則第４条第２項(b)

に 基 づ き 承 認 さ れ た 行 為 準 則 （ SI 

1977/500）によれば、安全代表は、その選

任後可及的速やかに、TUC（イギリス労働組

合会議）か彼ら自身が加入する組合の承認

を受けた基礎的な教育訓練に参加するため

の有給休暇の取得機会を与えられねばなら

ない（L146 第３３項）。 

特別な職責を担う場合や、状況の変化や

新たな法制度への対応のために必要となる

場合、同様の承認を受けた追加的教育訓練

が実施されるべきである（同前）。 

承認に当たる労働組合は、自身が承認し

た課程を管理者に通知し、雇用者から求め

があれば、シラバスのコピーを提供せねば

ならない。労働組合は、（教育訓練への安

全代表の参加について）数週間前に事前通

知を行わねばならず、同じ雇用者の下から

一度に参加する安全代表の数は、関係する

課程の許容人数や、当該雇用者の操業上の

都合を勘案し、状況に応じて合理的なもの

とせねばならない。労使は、参加者の適切

な数や条件にかかる合意に向けて互いに努

力せねばならず、その他関連するあらゆる

問題につき合意済みの手続きに照らして解

決を図らねばならない（L146 第３６項）。 

安全代表のための安全衛生教育は、その

職務遂行との関係で直接「必要な」ものに

限られず、その職務に照らして「合理的」

であれば良い。このことを明言した Rama v. 

South West Trains [1997] EWHC Admin 

976１０３では、安全代表が、安全代表向けの

教育訓練課程に参加するための有休を認め

られなかったため、やむなく休暇中に参加

し、その分の手当の支払いを求めた。審理

に 当 た っ た 高 等 法 院女 王 座 部 （ the 

Queen’s Bench Division）は、「問われる

べきは、当該教育訓練がその職務遂行上合

理的か否かであり、必要か否かではない」

とした。その一員である Forbes 判事は以下

のように述べている。 

「たしかに、総合事情を勘案して安全代

表の職務の合理性を考えた場合、安全代表

等規則第４条所定の職務を果たすうえで必

要な教育訓練こそが、その職責の履行に求

められる教育訓練の主軸になるだろう。し

かし、私見では、個別事情による面はある

にせよ、『必要性』は必ずしもその目的に

照らした合理性の決定打にはならない」、

と。 

 

５.５.１.５.２ 有給教育訓練休暇権

の発生要件～求められる教育訓練の

内容～ 
雇用上訴審判所によれば、雇用者が安全

代表の要望に応じて有給教育訓練休暇を付

与するか否かの判断に際しては、行為準則

の定めに照らし、あらゆる事情を考慮し、

合理性の有無が判断されねばならない。こ

の際、当該課程の内容、その被用者の安全

衛生業務との関連性、職務遂行への貢献度

などが考慮される。基本となる基準は、あ

らゆる事情を考慮したうえで、当該教育訓

練が「合理的」か否かであり、「必要」か

否かではない（Duthie v. Bath＆North East 

Somerset Council [2003] ICR 1405）。 

行為準則には、教育訓練の内容に関する

定めもある。たとえば、基礎的な教育訓練

には、安全代表、安全委員会、労働組合が

設定する方針の中での役割のほか、以下の
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事項に関する実務が盛り込まれるべきとさ

れている（L146 第２９項）。 

 

(a)労働安全衛生に関する法的要件 

(b)職場にある危険源の性質及び程度、

それらを低減するために必要な措置 

(c)雇用者の安全衛生方針並びにその

実施に必要な組織及び条件 

 

 安全代表は、常に、査察の実施方法、法

的知識その他公的な情報の活用法を含め、

新たな技術の習得に努めねばならない１０４。 

また、危険源に関する知識を深めるため

の特別な教育訓練課程に参加する権利も持

つ。 

Howard v. Volex Accessories Division 

[1988] HSIB 154 では、安全代表であった

申立人が、その作業上鉛や種々の化学物質

にばく露することに気が付いたため、TUC

が主催する化学的危険源に関する教育訓練

課程に参加するとして使用者に有休を申請

した。しかし、従前のリスク管理手法によ

り、雇用者として可能な措置は尽くしてい

るとして拒絶された。そこで、所与の休日

のうち２日を利用して当該課程に参加する

と共に、安全代表等規則第４条第２項に基

づいて雇用審判所に申立を行った。同審判

所は、安全代表には、職場の化学的危険源

などについて、より詳しく学ぶ権利があり、

TUC の提供する課程は、彼女がそうした知

識を修得する上で助けとなるだろうと判示

した。結果的に、当該課程への参加の際の

給与の受給権と、２日間にわたる休日の喪

失について£50の補償金の支払いが認めら

れた１０５。 

もっとも、ある企業に実際の安全上の必

要より多くの安全代表がいる場合、「安全

代表としての職務の遂行を目的として必要

な限り」（安全代表等規則第４条第２項）

との要件に合致しないため、雇用者は、個

別的に有休取得を拒否しても正当化される

（Howard＆Peet v. Volex plc [1991] HSIB 

181）１０６。 

 

５.５.１.５.３ 有給教育訓練休暇権

の発生要件～合理性の判断基準①：判

断のプロセス～ 
 前述した通り、ある状況下での有給教育

訓練休暇の取得が合理的か否かについての

雇用者の決定は、不当解雇事件の場合と同

様 の 「 合 理 性 基 準 （ standards of 

reasonableness）」によって判断されねば

ならない。 

たとえば、Scarth v. East Hertfordshire 

District Council [1991] HSIB 181 では、

ある地方自治体の安全代表が、それ用にア

レンジされた教育訓練課程への参加を目的

に有休申請したところ、判断に当たった管

理者が、当該課程に関するシラバスを見る

までもなく内容的に不適当と考え、拒否さ

れた。しかし、その３日後にシラバスをみ

て考えを改め、３日分の有休を付与したが、

不満を抱いた安全代表が、管理者の当初の

判断の違法性の確認と共に、更に３日分の

有休の付与を求めた。 

審理に当たった雇用審判所は、その管理

者の判断時点では、シラバスを見ていなか

ったため、合理的に行動していたとはいえ

ず、その後に付与された有給休暇の日数に

も確たる根拠はない。よって、申立人は不

合理に有給休暇を拒否されたものであり、

３日分の有休の追加を求めたことにも理由
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があるとした１０７。 

合理性の有無が雇用者による判断のプロ

セスから審査され得ることの証左といえよ

う。 

 

５.５.１.５.４ 有給教育訓練休暇権

の発生要件～合理性の判断基準②：判

断の主体～ 
 安全代表による有給教育訓練休暇の取得

の合理性は、同人の当該教育訓練への参加

が、総合的観点で合理的か否かによって判

断される事柄であり、管理者の合理的判断

によるわけではない。 

Gallagher v. Drum Engineering Co Ltd. 

HSIB 182 では、安全委員会に所属する労使

の委員の教育訓練機会の不均衡が紛争の直

接のきっかけとなった。すなわち、被告会

社（被申立人）は、３名の使用者側委員の

うち２名を危険有害物質管理規則（COSHH 

Regulations : Control of Substances 

Hazardous to Health Regulations）の緊急

的な現場適用に関する教育訓練課程に派遣

し、残り１名をその他の課程に派遣した。

他方、労働者側は、組合員の委員３名を TUC

主催の課程に派遣しようとしたが、１名を

除き、雇用者側に拒否されたため、そのう

ち１名が安全代表等規則を根拠に雇用審判

所に訴えを提起した。 

 同審判所は、３名の組合の代表を彼らが

望む課程に参加させても何ら不合理な出費

にはならず、事業運営上の問題も生じない

うえ、その組合の委員らは、上記規則の適

用について大きな役割を担っていた旨を述

べ、結論的に、TUC が支援する課程への参

加に有休を付与する措置を合理的と判示し

た。 

 

５.５.１.５.５ 有給教育訓練休暇権

の発生要件～組合の承認の要否～ 
先述した通り、L146 は、安全代表が TUC

か彼ら自身が加入する組合の承認を受けた

教育訓練につき、有給休暇権を認めている

が、行為準則は法規ではなく、好ましい実

務を実現するためのガイダンスに過ぎない。

よって、安全代表が参加する教育訓練が組

合の承認を受けた課程でなければならない

とする絶対的ルールはない。 

White v. Pressed Steel Fisher Ltd. 

[1980] IRLR 176 (EAT)）において申立人は、

T＆GWU（運輸・一般労働組合：Transport and 

General Workers' Union）により安全代表

に選任された。同組合は、彼を組合が支援

する教育訓練課程に参加させようとしたが、

管理者側は企業内の課程に参加させようと

して、そのための有給休暇の付与を拒否し

た。 

雇用上訴審判所 (EAT)は、概ね以下のよ

うに判示した。すなわち、雇用者が組合の

支援する課程に参加するための有給休暇の

付与を拒否したことは特に不合理でない。

安全代表等規則第４条第２項は、あらゆる

事情を総合考慮して合理的と解される教育

訓練を規定している以上、まさに行為準則

を含め、あらゆる事情を勘案する必要があ

る。労組による課程の承認は考慮されるべ

き要素ではあるが、（労組関連業務のため

の教育訓練にかかる有給休暇について定め

た１９９２年労働組合及び労使関係（調

停：consolidation）法第１６８条とは異な

り、）安全代表等規則は、当該課程につき

労組による承認を求めていない。よって、

仮に雇用者が提供する課程が内容的に充分
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で、組合的視点での安全を含めて必要な要

素を含んでいれば、雇用者が企業内の課程

への参加を主張しても不適切な点はない、

と。 

 

５.５.１.６ 承認された労組に属し

ない者の安全代表 
EC 安全衛生枠組み指令（89/391EEC）は、

承認を受けた労働組合に所属しているか否

かを問わず、全ての被用者に適用される。

その要請を充たすため、９６年安全衛生（被

用者との協議）規則（Health and Safety 

(Consultation with Employees) 

Regulations 1996）（以下、「被用者との

協議規則」ともいう）が制定され、安全問

題の労使間協議に関する国内の既存の規則

条項が、労組の組合員以外の全被用者に拡

張的に適用されることとなった。 

 すなわち、本規則の下で、雇用者は、７

７年規則（１９７７年安全代表及び安全委

員 会 規 則 （ 修 正 版 ） （ Safety 

Representatives and Safety Committees 

Regulations 1977 (as mended)））に基づ

いて安全代表に代表されない被用者との協

議につき、２つの選択肢を持つこととなっ

た。一方は、当該被用者と直接個別に協議

する方法であり、他方は、協議を目的に選

任され、労働安全に関する代表と認められ

る、当該被用者集団のうちの一人か複数の

人物（以下、「非正規安全代表」という）

と協議する方法である１０８。 

規則の中に、当該代表選出のための選挙

を雇用者がどう実施すべきかに関する定め

はなく、選挙自体マストではない（R v. 

Secretary of State for Trade＆Industry, 

ex parte Unison [1996] IRLR 438）。 

 雇用者は、以下のような労働安全衛生関

連事項について、適宜、その被用者（又は

代表）と協議すべきこととなる（被用者と

の協議規則第３条）。 

 

 (a)自身の被用者の安全衛生に実質的

に影響する可能性のある措置の職場での

導入 

(b)法的要件の遵守や、（安全衛生管理

規則第７条第１項及び８条第１項(b)に

より求められる）緊急避難手続の実施の

支援者として適任な人物の選任条件の設

定 

(c)雇用者が法的に被用者への提供義

務を負う安全衛生情報 

(d)雇用者が提供せねばならない安全

衛生に関する教育訓練の計画と組織 

(e)新たな技術を職場に導入した場合

に被用者に生じる安全衛生面での影響 

 

雇用者が被用者と直接協議する場合、協

議に包括的かつ効果的に参加するうえで必

要な情報を活用できるようにせねばならな

い。雇用者が非正規安全代表と協議する場

合にも、その役割上必要となる情報や、

RIDDOR（Reporting of Injuries, Diseases 

and Dangerous Occurrences Regulations：

災害疾病及びヒヤリハット事例の報告に関

する規則）に基づき保存された記録のうち

当該職場や自身が代表する被用者集団に関

する情報を活用できるようにせねばならな

い。ただし、安全代表等規則第７条第１項

所定の特定可能な個人の健康情報から成る

かそれに関する資料については、雇用者に

開示が強制されない（被用者との協議規則

第５条）。 
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非正規安全代表は、正規安全代表と同様

に、その職務遂行や教育訓練への参加につ

き賃金の支払いを受ける権利を持ち、その

金額については被用者との協議規則附則第

１条に基づいて計算される（通常賃金か、

平均的な時間給か、関連事情を総合的に判

断して算出される平均的な時間給のいずれ

か）。 

その点にかかる苦情処理についても正規

安全代表と同様の取り扱いを受ける。すな

わち、苦情は３か月以内に雇用審判所に申

立てられねばならず、仮に当該申立に充分

な根拠があると認められれば、雇用審判所

はその効力を宣言し、正当かつ均衡がとれ

ていると解される補償か、本来支払うべき

金額（amount due）の支払いを命じる（被

用者との協議規則附則第２条）１０９。 

同じく非正規安全代表は、その職務遂行

を理由として、解雇に至らない不利益取扱

いを受けたり、その職務の遂行を阻害され

たりしない権利を有し、雇用者との協議に

合理的に参加したことを理由とする解雇は

不当解雇となる（被用者との協議規則第８

条）。 

なお、９６年安全衛生（被用者との協議）

規則上の雇用者の義務違反は、当該義務が

第三者（：当該雇用者と雇用関係にない者）

の保護を目的とするものでない限り、民事

訴訟を提起する権利をもたらさない（２０

０６年安全衛生管理（修正）規則第２２条

第１項等）。 

HSE は、本規則に伴う行為準則として、

L146：労働安全衛生に関する労働者との協

議（Consulting Workers on Health and 

Safety）を発出しており、２０１４年末ま

でに小規模な改訂が行われる予定である。 

 

５ . ５ . ２  安 全 委 員 会 （ Safety 
committees） 
５.５.２.１ 基本的な関係規定 
 １９７７年安全代表及び安全委員会規則

（修正版）（Safety Representatives and 

Safety Committees Regulations 1977 (as 

mended)）第９条は、２名の組合選任安全代

表から書面による要請があった場合、雇用

者は、安全委員会を設置せねばならない旨

を定めている。 

 委員会の責務は、交渉や協定ではなく、

あくまで「協議」なので、その構成は雇用

者が決定すべきだが、設置の際には、設置

を要請した安全代表のほか、設置予定の職

場の（承認を受けた）労働組合の代表と協

議せねばならない（安全代表等規則第９条

第２項）。 

その設置は、要請後３か月以内に行わね

ばならず、雇用者は、委員会の構成とその

適用を受ける職場を通知し、その通知は被

用者が読みやすい場所に掲示されねばなら

ない（同前）。 

 

５.５.２.２ 役割 
 HSWA 第２条第７項は、安全委員会の役割

を、労働安全衛生のための措置のレビュー

その他と規定しているが、単一のパターン

はないため、規則にも行為準則にも、それ

以上の説明はない。しかし、ガイダンス・

ノートに一定の示唆があり、その余は、個々

の職場のニーズを踏まえ、当事者間の交渉

等で決せられると解されている（L146 第７

０項）。 

安全委員会は、それぞれ独自の特性を持

つべきであり、たとえ（中央安全衛生委員
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会のような）委員会の集合体（group 

committees）が設置される場合にも、単一

の委員会が独自性を持って職務に当たらね

ばならない（L146 第７２、７３項）。また、

その役割は個別的に明確に定義されねばな

らない１１０。 

HSWA の体系書（Selwyn,Norman / Revised 

by Moore, Rachael: The Law of Safety and 

Health at Work 2013/2014(22nd edition), 

2013）は、その典型的職務を以下のように

整理している１１１。 

 

 (a)災害、ヒヤリハット事例、届出義務

のある疾病の傾向分析（結果的に講ずべ

き措置について管理職に勧告がなされる

場合もある） 

(b)改善され得る場所を特定するため

の安全監視報告（safety audit reports）

の調査 

(c)強制執行機関から得られた報告や

情報の検討 

(d)安全代表が作成した報告の検討 

(e)職場の安全に関するルールやシス

テムの開発の支援 

(f)被用者向けの教育訓練の安全面の

効果の評価 

(g)安全衛生に関するコミュニケーシ

ョンや情報伝達が充分かの監視 

(h)企業と執行機関の橋渡し 

(i)安全に関する方針の評価とその改

善の勧告 

 

 なお、同書は、「当事者の自発的な決定

を妨げる趣旨ではないが」と断りつつも、

「安全委員会は、快適職場形成に関する課

題を取り扱う権限を特に与えられてはいな

い」と記している１１２。 

 

５.５.２.３ 構成 
 委員会構成の原則は、①全ての関係当事

者の代表を充分に得ること、②構成を合理

的範囲内でコンパクトにすることの２点に

置かれる（L146 第８４項）。 

管理職側の代表には、職場の技術者

（works engineer）、産業医（works doctor）、

安全管理者（safety officer）など、安全

衛生問題に関わる人物が含まれていなけれ

ばならない（L146 第８６項）。 

また、HSWA の体系書には、以下の示唆が

ある１１３。 

 

①上級管理職者が委員会の勧告を検

討・実施できるようなメカニズムを設け

る必要がある。 

②安全衛生上の課題を評価し、解決法

を導く能力のある専門家を含めなければ

ならない。 

③外部の専門家も職権で委員に任命さ

れ得る。 

④安全代表が委員会の委員にならねば

ならない旨の法的要件はないが、委員数

に応じた参画が望ましい。 

⑤委員会への参加を有給とすべき旨の

規定はないが、そうすべきことは明らか。 

⑥社長や役員など、企業幹部が委員会

に参加して主導的役割を果たすことも望

まれる。 

 

 

５.５.２.４ 開催要領 
 HSWA の体系書には以下の示唆がある１１４。 
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①安全委員会の会合は、事業規模に応

じ、必要な限り頻繁に、定期的に行われ

ねばならない。 

②会合日程は事前に通知されねばなら

ず、適宜、緊急会合も開催されねばなら

ない。 

③議題が明記され、時間が管理され、

講ずべき措置は記録されねばならない。 

④委員会にとって最も重要な役割は、

実施した勧告に沿って講じられた措置の

監視ではなかろうか。 

 

５.５.２.５ 労組がない職場の場合 
 正式な（：承認を受けた）労働組合組織

がなく、したがって安全委員会を設置すべ

き法的義務もない施設（premise）では、た

とえそれを設置する場合にも、管理者側が

主導権を握ることになる。もっとも、HSE

が発行して来た複数のガイダンスに則れば、

やはり適切なマネージメント・スキルを持

つ代表者や、被用者の立場を代表する者が

選任される必要がある。なお生じる困難に

ついては、HSE が個別的なガイダンスを提

供することになる１１５。 

 

５.５.３ 安全衛生アシスタント 
５.５.３.１ 選任を義務付ける規則 
 ４.２.５で述べたように、１９９９年安

全衛生管理規則及び２００５年規制改革

（防火）命令に基づき、雇用者は、労働安

全衛生面でのリスク管理、特にリスク調査

を踏まえたリスク対応につき、それを支援

する１名以上の「適任者（ competent 

person）」を選任せねばならない。  

とりわけ、１９９９年電離放射線規則（the 

Ionising Radiations Regulations 1999）、

２００７年建設業における計画調整（設計

と 管 理 ） に 関 す る 規 則 （ a planning 

co-ordinator under the Construction 

(Design and Management) Regulations 

2007）など法的要件の遵守に一定の専門性

を要する複数の規則では、安全衛生監督者

（safety supervisors）その他の適任者の

選任につき、まさにその法的要件の履行を

支援できるだけの適格性が要件づけられて

いる。そこで求められる要素には、職務遂

行を可能にする充分な時間の付与、経験や

専門性に加え、権限の付与がある。 

 また、２００９年危険有害性のある物品

の運搬及び可動式圧力装置の利用に関する

規則（the Carriage of Dangerous Goods and 

Use of Transportable Pressure Equipment 

Regulations 2009）は、自動車や鉄道等に

よる運送業者を名宛人として、安全アドバ

イザーの選任や職務について定めた法規の

遵守を義務付けており、やはり専門知識を

持つ支援者の役割を重視していることが窺

われる。 

 

５.５.３.２ 適格性要件 
 数多くの法規が、支援者の条件として、

「資格を持つ（qualified）」又は「必要な

教育訓練を受けた（trained）」被用者であ

ることを求めている。 

 もっとも、「適任者」の定義を明確化す

る規定は殆どなく、個別具体的な事件で雇

用者側がその立証責任を負うのが当然と解

されて来た。その際、まさに社会的に承認

された資格の保有や教育訓練課程を経たこ

と等が証明力を持つ１１６。 

 以下、この点について論じる。 
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５.５.３.２.１ 関連資格 
 イギリス（UK）では、日本とは異なり、

労働安全衛生に関する代表的な資格は民間

団体が発行している。 

彼国には、安全衛生問題の専門家を束ね

た組織として、日本では概ね一般社団法

人・日本労働安全衛生コンサルタント会等

に相当する労働安全衛生協会（IOSH : 

Institution of Occupational Safety and 

Health）がある。同協会は１９５３年に創

設され、３９０００名を超える会員を擁し

ている。 

また、その関連団体であり、日本では概

ね公益財団法人・労働安全衛生試験技術協

会等に相当する全国労働安全衛生試験委員

会（NEBOSH : National Examination Board 

in Occupational Safety and Health―民間

の登録慈善団体―）があり、以下の２種類

の資格を発行している１１７。 

なお、NEBOSH 自身は、資格取得のための

講座は開講しておらず、講座を実施する団

体向けのシラバス等を提供している。 

 

１．免状（Certificate） 

①安全衛生管理 

②職場の危険源 

③安全衛生実務 

に関するペーパー試験で審査される。 

 

２．上級免状（Diploma） 

①安全衛生管理 

②職場の危険有害物質 

③職場及び作業上の器具の安全 

④安全衛生の理論と実務 

⑤コミュニケーション技法と教育訓練

法 

に関するペーパー試験で審査される。 

 

１９９７年９月から、労働安全衛生に関

する全国統一的な上級免状制度が、２段階

構成へ向けて段階的に変更されて来ており、

現段階で、最初の段階の資格取得のための

新たなカリキュラムは以下の４項目から成

っている。 

 

UnitA（安全衛生管理） 

UnitB（職場の危険有害物質） 

UnitC（職場及び作業上の器具の安全に

かかる危険源） 

UnitD（安全衛生の理論と実務への適

用） 

 

上級免状はスコットランド資格認定機構

（Scottish Qualifications Authority）に

よる品質認定とランク付けがなされており、

スコットランド認証・資格フレームワーク

（ SCOF: Scottish Credit and 

Qualifications Framework）に組み込まれ、

レベル１０のランクにある（認証ポイント

は４８）。SCOF のレベル１０は、イングラ

ンド・ウェールズ・北アイルランドの統一

的 職 能 評 価 基 準 で あ る NQF(National 

Qualifications 

Framework)/QCF(Qualifications and 

Credit Framework)のレベル１０に相当す

る１１８。報告者の調べでは、現在、NQF や

QCF のレベルは８段階で、NEBOSH が発行す

る労働安全衛生上級免状（NEBOSH National 

Diploma in Occupational Health and 

Safety）は、学士相当のレベル６に位置付
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けられている。とはいえ、同じ上級免状で

も、以下の３種類があり、取得の難易度も

一様ではないと察せられる。 

 

 ①労働安全衛生上級免状 

National Diploma in Occupational 

Health and Safety 

②労働安全衛生国際上級免状 

International Diploma in 

Occupational Health and Safety 

 ③環境管理上級免状 

Diploma in Environmental Management 

 

 他方、免状は、以下のように、基礎免状

の他は、（専門家による支援のニーズが高

い）分野に応じて細分化されている。 

 

 ①労働安全衛生基礎免状 

National General Certificate in 

Occupational Health and Safety 

②建設安全衛生免状 

National Certificate in Construction 

Health and Safety 

 ③防火及び関連リスク管理免状 

National Certificate in Fire Safety 

and Risk Management 

 ④労働安全衛生国際基礎免状 

International General Certificate in 

Occupational Health and Safety 

 ⑤環境管理免状 

National Certificate in 

Environmental Management 

⑥労働衛生及び快適職場管理免状 

National Certificate in the 

Management of Health and Well-being at 

Work 

⑦建設安全衛生国際免状 

International Certificate in 

Construction Health and Safety 

⑧石油・ガス操業国際技術免状 

International Technical Certificate 

in Oil and Gas Operational Safety 

 

上級免状を取得し、一定期間の実務経験

を積んだ者は、IOSH の会員として入会申請

できる。会員には、有する資格や経験に応

じて定まる複数のグレードがある。 

免状や上級免状を取得するためのプログ

ラムを提供する教育訓練施設は、国内に５

０件ほど存在する。 

 なお、産業保健に従事する医師や登録を

受 け た 看 護 師 （ Registered General 

Nurses(RGNs)）は、産業医学協会（Faculty 

of Occupational Medicine(AFOM)）の準会

員資格（associateship）を得られる。産業

保健看護の免状や上級免状（Certificate 

or Diploma in Occupational Health 

Nursing）を取得することもできる 。医師

であれば、産業医学の上級免状（Diploma in 

Occupational Medicine）や、同じく理学修

士（MSc in Occupational Medicine）を取

得できる。 

 

５.５.３.２.２ 改めて、適任者とは？ 
 おそらく、イギリスの法律上、「適任者」

の如何を論じること自体、さほど意味を持

たない。 

 なぜなら、彼国における雇用者の義務は、

あくまで、実際に被用者の安全衛生を確保

する措置を講じ、立法及びコモン・ロー上

の義務を果たすことにあり、形式的に「適

任者」を選任したところで、その責任が果



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

205 
 

たされたことにはならないからである。 

 また、先述した通り、現に、一定の作業

について「適任者」の担当を定める法規は

多いものの、その具体的定義も、必要とな

る能力や専門性に関するガイダンスも殆ど

ない１１９。 

 確かに、「適任者」の選任は、立法及び

コモン・ロー上、雇用者が法的責任を果た

そうとした証拠にはなる。そして、９９年

労働安全衛生管理規則には、課題に応じた

職務を「適切に遂行できるだけの教育訓練

や専門性、知識その他の資質を備えている

場合」、その人物は適任とされるべきとの

定めがある（第７条第５項）。また、２０

００年圧力システムに関する安全規則（the 

Pressure Systems Safety Regulations 

2000）に基づき発出された行為準則（L122）

のように、当該規則の目的に沿うように、

適任者に関する詳細な定義を設けるものも

ある１２０。 

 とはいえ、「適任者」か否かは、事件化

した個々のケースで、司法により事後的に

判断されることになる（Brazier v Skipton 

Rock(1962)1 All ER 955）。そしてそれは、

達成が求められる課題との関係で定まるこ

とになる。たとえば、法律上「査察

（inspection）」が求められている場合、

「調査（inspection）」ほどの精度は求め

られないため、それに応じた専門性があれ

ば足り、逆もまた然りとなる。 

なお、たとえプロとしての資質が求めら

れるにせよ、スーパーマン基準が求められ

るわけではなく、プロとして通常の人物な

ら備えているはずの資質を示すことをもっ

て足りる１２１。 

 

５.５.３.３ 外部資源 
５.５.３.３.１ 安全衛生コンサルタ

ント 
 上述の通り、雇用者は、安全衛生管理規

則等に基づき、１名以上の安全衛生支援者

の選任を義務付けられているが、組織内部

の者か外部の者かについて特段の規制はな

い。 

 通例、組織内部で、その企業の組織事情

や職場事情、製品、リスク要因や問題に詳

しい人物が選任されることが望ましく、内

部要員のみでの対応が難しい場合、事業主

団体や職能団体を含めた外部資源へのリフ

ァーによって知識を補うこともできる１２２。  

 しかし、以下のような条件を充たせば、

適切な外部コンサルタントへの委託が必要

かつ適当な場合も生じ得る１２３。 

 

 ①コンサルタント業務に関する正式な

取り決めが明文化され、実施すべき業務

と目的が示されていること。 

 ②負うべき責任、タイム・スケジュー

ルが明確化されていること。 

 ③職務状況がモニターされること。 

 ④報酬が合意されること。 

 ⑤人選に際して、候補者の資格、経験、

紹介状などに基づき、適切な審査が行わ

れること。 

  

 コンサルタントの選任後は、以下のよう

な業務を果たさせる必要がある１２４。 

 

 ①組織が現在直面する課題についての

再調査、報告書の作成、解決策の提示。 

 ②業務委託契約の期間内に、①の課題

を完全に解決するか、適切な再発防止手
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続きを策定するか、組織内部のスタッフ

に対応方法を伝達すること。 

 

５.５.３.３.２ 労働衛生支援サービ

ス  
 イギリス（UK）には、業務上のリスクに

応じた被用者への適当な衛生管理（health 

surveillance）を義務づける規定はあるが

（安全衛生管理規則第６条）、産業医の選

任義務はなく、健診を含め、職場での医療

サービスの提供を一般的に義務づける規定

はない１２５。 

 しかし、実際には、産業保健の知見を持

つ医療人を活用する雇用者が増加傾向にあ

り、労災職業病等への迅速な対応、採用前

健診、現存ないし潜在する医学的危険源の

調査、福利厚生の一環としての被用者への

一般的なヘルスケアサービスに従事させて

いる。労働衛生支援サービスは、通常は大

企業で活用されることが多いが、最近では、

より小規模な企業でも、共同的に活用され

る傾向にあり、関係データの蓄積や分析が

図られている。災害疾病抑制ニーズが活用

のモチベーションとなり、現にアブセンテ

ィズムによる逸失労働日数の減少に結び付

くこともあるし、企業理念としての福利厚

生の一環となる場合もある１２６。 

 

５.６ リスク管理に関する法規則の

履行確保 
 リスク管理の観点で重要視されるのは、

①安全代表の活動の保障に関する規定、②

被用者との協議に関する規定、③被用者へ

の情報提供に関する規定、④リスク管理自

体を義務づける規定の履行確保である１２７。 

 

５.６.１ 雇用審判所による履行確保

～安全代表の活動保障に関する規定

関係～  
 ４.５.１.３.１等で先述した通り、安全

代表等規則第４条に基づき、安全代表は、

以下の目的のため、有給休暇（time off work 

with pay）を取得する権利を付与される（第

２項）。 

 (a)HSWA 所定の安全代表としての職務の

遂行 

(b)HSEが発出する行為準則に照らし合理

的と解される職務の遂行のための教育訓練

への参加 

また、非正規安全代表に関する被用者と

の協議規則第７条には、以下の規定がある。

非正規であっても安全代表である以上求め

られるという意味で、安全代表に求められ

る活動保障の要点を端的に示していると解

されるため、その全文を掲示する。 

 

（試訳） 

(1)Where an employer consults 

representatives of employee safety, he 

shall – 

 雇用者が安全代表と協議する際には、

以下の事柄を行わねばならない。 

 

(a)ensure that each of those 

representatives is provided with such 

training in respect of that 

representative’s functions under 

these Regulations as is reasonable in 

all the circumstances and the employer 

shall meet any reasonable costs 
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associated with such training 

including travel and subsistence 

costs; and 

 各安全代表が、本規則に基づき与えら

れた職務に照らし、事情を総合的に勘案

して合理的な教育訓練を提供されるよう

にすること、並びに、雇用者が、旅費及

び日当を含め、当該教育訓練に関わる合

理的な費用を支給すること 

 

(b)permit each of those 

representatives to take such time off 

with pay during that representative’s 

working hours as shall be necessary for 

the purpose of that representative 

performing his functions under these 

Regulations or undergoing any training 

pursuant to paragraph (1)(a). 

 各安全代表が、本規則に基づく職務を

遂行するか、前項所定の教育訓練を受け

る上で必要な限り、勤務時間内に有給教

育訓練休暇を取得するのを認めること 

 

(2)An employer shall permit a 

candidate standing for election as a 

representative of employee safety 

reasonable time off with pay during 

that person’s working hours in order 

to perform his functions as such a 

candidate. 

 雇用者は、安全代表の選挙に立候補す

る候補者が、当該候補者としての活動の

ため、勤務時間内に合理的な時間の有給

休暇を取得することを認めねばならな

い。 

 

(3) Schedule 1 (pay for time off) and 

Schedule 2 (provisions as to 

industrial tribunals) shall have 

effect. 

有給教育訓練休暇に関する附則第１条

及び雇用審判所の管轄に関する附則第２

条は、有効である。 

 

(4)An employer shall provide such 

other facilities and assistance as a 

representative of employee safety may 

reasonably require for the purpose of 

carrying out his functions under these 

Regulations. 

 安全代表が本規則に基づく職務の遂行

のため、合理的な要求をなした場合、雇

用者は第１項や第２項の定め以外の設備

や支援を提供せねばならない。 

 

 また、安全代表等規則は、第４条第２項

に対応し、同第１１条第１項において、雇

用者が、(a)安全代表としての職務の遂行に

必要な有給休暇を認めなかったこと、もし

くは教育訓練課程への参加を認めなかった

こと、又は、(b)その有給休暇につき給与を

支給しなかったことにつき、雇用審判所に

申立をなし得る旨を規定している。 

 他方、被用者との協議規則は、非正規安

全代表につき、第７条第１項、第２項及び

第３項に関する附則第１条の定めを受け、

第７条第３項に関する附則第３条第２項に

おいて、同旨の定めを設けている。  

申立は、過誤が生じてから３か月以内に

提起されねばならないが、仮にそれが合理

的に実現不可能な場合、雇用審判所が合理

的と認める延長期間内の提起が認められる
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（安全代表等規則第１１条第２項。被用者

との協議規則第７条第３項に関する附則第

２条第３項にも同旨の規定あり）。 

雇用審判所が、上記(a)の申立を認容すれ

ば、その効果を認める宣言が発せられる。

また、雇用審判所は、雇用者から被用者に

支払われるべき補償（compensation）の支

払いを命じ得る（安全代表等規則第１１条

第３項。被用者との協議規則第７条第３項

に関する附則第２条第４項にも同旨の規定

あり）。これは、雇用者が有給休暇を認め

なかったことによる義務違反と被用者がそ

の違反により被った被害にかんがみ、事情

を総合的に考慮したうえで、正当かつ均衡

がとれていると考える金額とされねばなら

ない（同前）。もっとも、被用者が実際に

損害を受けることは稀なため、通常、実際

に命じられる補償金額はさほど高額には至

らない１２８。 

Owen v. Bradford Health Authority 事

件（[1980]IDS Briefs 183）では、労働組

合が、１年以内に退職する人物を安全代表

に選任した。彼は教育訓練課程に参加しよ

うとしたが、雇用者は、退職間際の安全代

表が教育訓練課程に参加するのは不合理と

考え、それを認めなかった。雇用審判所は、

被用者の申立を支持し、彼への£50 の補償

金の支払いを命じた。いわく、安全代表の

選任は労組の特権であり、その人物が退職

間際であることを理由に教育訓練課程への

派遣を拒むことは不当であった、と１２９。 

 なお、仮に申立内容が有給休暇への支払

いを怠ったことであり、雇用審判所がそれ

を支持すれば、支払うべき金額の支払い命

令が下される（安全代表等規則第１１条第

４項。被用者との協議規則第７条第３項に

関する附則第２条第５項にも同旨の規定あ

り）。 

 

５.６.２ 執行機関による履行確保～

協議・協議機関の設置・情報提供に関

する規定関係～ 
 安全代表の活動保障以外で、法や規則に

定められた義務の執行は、適切な執行機関

の責務である。 

 特に、以下のような規定違反は、刑事処

罰の対象となる。 

 

法第２条第４項：安全代表との協議関

係（法第３３条第１項(a)及びそれを受け

た附則第３Ａ条により、１２月以下の自

由刑もしくは£２０，０００以下の罰金

又はその双方） 

法第２条第７項：安全委員会の設置関

係（同上） 

安全代表等規則第７条：安全代表への

情報提供関係（法第３３条第１項(c)１３０

及びそれを受けた法第３Ａ条により、上

と同じ） 

 

HSE は、２０１１年６月に、これらの課

題の執行のあり方について、話題の特集

（Topic Pack）「安全衛生（被用者との協

議）規則の執行について（Enforcement of 

Consultation Regulations, June 2011）」

と称する資料を公表した。 

 HSE は、労働安全衛生管理における協議

ないしその管理の必要性を認識している。

前掲資料の中では、検査官向けに、次の特

に連続性のない３つの執行手順が示されて

いる１３１。 

 



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

209 
 

 ①アドバイス 

検査官は、雇用者と安全代表にアドバ

イス、ガイダンスや支援を提供すべきで

ある。 

 ②リスクに基づいた執行 

検査官が検査の際に何らかのリスク

を特定した場合、たとえ当該リスクが協

議の不実施に関わる可能性があっても、

そのリスクに最も適応する法律が活用

されるべきである。 

とはいえ、こうした場合、HSE は、労

働者との協議の実施を改善通告の添付

文書に記載するか、協議不実施による法

令違反を指摘する文書を発行するよう

勧めている。 

 ③９６年安全衛生（被用者との協議）

規則の執行 

リスク管理上のミスが数多くあり、協

議の懈怠がその要因となっている場合

で以下のような場合、そのリスクを示す

通告に加え、当該協議規則の執行が検討

されねばならない。 

 －雇用者が協議不開催の問題に取り

組もうとしない場合 

 －労働者が特に無防備な状態にある

と解される場合 

 －労働者が職責、労働環境の変化割合

などの事情から、安全衛生管理上、労働

者との協議が重要と解される場合 

 －協議不開催のゆえにリスク管理上

のミスが多発している場合 

 

 なお、海上設備事業では、安全衛生管理

にかかる協議が特に重視されており、１９

８９年海上設備（安全代表及び安全委員会）

規則（ Offshore Installations (Safety 

Representatives and Safety Committees) 

Regulations 1989）が施行されている。こ

こでは、全労働者による安全代表の選挙が

求められ（ただし、１人で４０人を超える

労働者の代表はできない）、安全委員会の

設置が義務付けられている。 

 総じて、イギリス安衛法体系下のリスク

管理政策における労使間協議の重要性認識

がうかがわれる。 

 

５.７ 安全衛生担当者の不利益取扱

いからの保護 
安全衛生担当者の不利益取扱いからの保

護も、リスク管理の推進に不可欠な要素と

認識されている１３２。 

 

５.７.１ 安全代表・安全委員会委員、

安全衛生アシスタントを対象とする

法的保護 
 イギリスでは、当初、１９９２年海上安

全（不公正な措置からの保護）法（The 

Offshore Safety (Protection Against 

Victimisation) Act 1992）が、海上設備で

就労する安全代表及び安全委員会の委員の

解雇保護（ないし解雇に至らない不利益取

扱いからの保護）を規定し、全産業への拡

張を企図した。しかし、その適用対象は、

あくまで労組の承認を受けた安全代表に限

られており、そうした保護は、安全衛生に

責任を持つ全ての者に及ぶべき旨を定める

EC 安全衛生枠組み指令（89/391EEC）の要

請を充たしていなかった。 

 結果的に、同法は９３年労働組合改革及

び雇用権利法（the Trade Union Reform and 

Employment Rights Act 1993）によって廃

止され、９６年雇用権利法の制定に際して
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安全衛生に関わる被用者の保護に関するよ

り包括的な権利規定が挿入されて現在に至

っている。 

同法は、被用者は、以下の理由に基づい

て、いかなる不利益も受けず（第４４条）、

解雇されない（第１００条）権利を持つ旨

を定めている。 

 

 (a)労働安全衛生上のリスクの防止又

は低減に関わる活動の実施について雇用

者から指名を受け、現にそうした活動を

した（かしようと提案した）こと（第４

４条第１項(a)、第１００条第１項(a)） 

(b) （法的手続によるか任意の手続き

によるかを問わず、）労働安全衛生問題

に関する労働者の代表か安全委員会の委

員であるため、当該代表として、又は委

員会の委員としての職務を果たした（か

果たそうと提案した）こと（第４４条第

１項(b)、第１００条第１項(b)） 

(c)被用者が、安全衛生管理規則に基づ

いて、もしくは安全代表の候補者などと

して、雇用者との協議に参加した（かそ

の旨の提案をした）こと（第４４条第１

項(ba)。＊第１００条第１項に直接的な

対応規定はないが、内容的に第１項(b)

の適用が可能と思われる[三柴注]） 

 

これらの規定は、労働組合の選任を受け

たか、労働者から選出されたか、労組がな

い職場で雇用者から指名ないし選任された

安全代表や安全委員会委員はもとより、（上

掲の 99 年安全衛生管理規則の下で選任さ

れた）安全衛生アシスタントの職にある被

用者も射程に収めている１３３。 

とはいえ、安全代表向けの法的保護の対

象は、被用者に限られる。その範囲につい

て述べたのが、以下の Costain Building & 

Civil Engineering v. Smith & Anor [1999] 

UKEAT 141_99_0505 (5 May 1999)である１３４。 

 

【事実の概要】 

１審原告（申立人）は、建設業者に労

働力を提供する、さまざまな人材供給業

者で就業する経験豊かな監理技師であ

り、独立的な技術系コンサルタントだっ

た。彼は、ある人材供給業者（Chanton

社：原審での第２の被告（被申立人））

より、Costain Building 社が造成中の場

所で監理技師を求めている旨の連絡を受

けて、現地に赴いたところ職務を任され

た。 

その後、その場所で実施中の作業に関

して、労働組合から安全代表に選任され

た。複数の批判的な安全報告を執筆した

ところで、Costain Building 社から人材

供給業者に、これ以上彼を働かせたくな

いとの連絡が入り、以後就業を拒否され

た。そこで彼は、安全衛生に関する理由

により、不当解雇を受けたと主張した。 

雇用審判所は彼の申立を支持したが、

その審判は雇用上訴審判所（Employment 

Appeal Tribunal (EAT)）で覆された。 

 

【判旨～上訴認容、原判決破棄～】 

本件で、人材供給業者（Chanton 社）

－１審原告（申立人）間に就労先（Contain 

Building 社）での就労に対して時給£１

３を満額支払う旨の契約、就労先－人材

供給業者間には、１審原告（申立人）の

役務につき時間£１５を支払う旨の契約

があったことは明らかである。 
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９６年雇用権利法第１００条に基づく

擬制解雇の訴えを審査する上での最初の

論点は、就労先－１審原告（申立人）間

に何らかの契約があったか否かである。 

 この点につき原審は、１審原告（申立

人）は９６年法第２３０条第１項所定の

被用者の範囲内にあると判断したが、

Costain 社が上訴した。 

 結論的に、彼の契約は人材供給業者と

のものであり、Costain Building の被用

者ではなかった。よって、労働組合が彼

を安全代表に選任したのは、法律上は明

らかに無効である。雇用権利法第 100 条

による保護の射程は被用者である者に限

られる。 

 

 安全代表向けの保護規定は、無責任資格

や全面的免責を企図したものではない。よ

って、仮に安全代表が、自身が代表を務め

る職場範囲外の問題について行動したり、

明示された手続から逸脱したり、悪意に基

づく（in bad faith）行動をとれば、真正

な安全衛生活動ではなく、雇用者を害する

ための個人行動とみなされ、懲戒処分を受

けることもあり得る（Shillito v. Van 

Leer(UK) Ltd [1997] IRLR 495 (EAT)）。

また、その職務の遂行方法が安全衛生活動

の範囲外との評価を招く場合もある。 

しかし、安全代表が付託の範囲内で行動

している限り、仮に「行き過ぎ」があった

としても、法的保護は及ぶ。これは、彼ら

が適切な職務遂行について管理者から威迫

されない権利を有していることによる

（Bass Taverns Ltd v. Burgess [1995] EWCA 

Civ 40）。 

 なお、安全代表に保障された法的保護は、

あくまで不利益からの保障であり、利益を

もたらすものではない。よって、たとえ所

定業務外の活動がなされても、遂行された

所定業務を基準に職務評価される必要があ

り、雇用者はプラスにもマイナスにも、安

全衛生活動を考慮に入れてはならない。そ

れをプラスに評価すれば肯定的差別

（positive discrimination）となり得るが、

他の被用者との関係で差別になりかねない

ことによる１３５。 

 

５.７.２ 安全衛生を担当する全被用

者を対象とする法的保護 
 

５.７.２.１ 雇用権利法上の原則規

定 
雇用権利法第４４条及び第１００条は、

安全代表等に限定せず、安全衛生を担当す

る全被用者を対象とした保護規定も設けて

いる。以下の場合、彼らは解雇その他不利

益な取り扱いを受けない権利を有する。 

 

(a)安全代表や安全委員会が存在しな

いところで（または、存在はするが、そ

の活用が現実に期待できない条件にある

ところで）、合理的な手段により、安全

衛生上有害（または潜在的に有害）であ

ると合理的に信じる作業関連条件に雇用

者の注意を向けたこと（第４４条第１項

(c)、第１００条第１項(c)） 

(b)重大かつ切迫しており、合理的に回

避困難と認められる危険状況に際して、

（その危険状況が継続する限り）自身の

職場またはその危険個所から退避した

（もしくはしようと提案した）か、そこ

への復帰を拒んだこと（第４４条第１項
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(d)、第１００条第１項(d)） 

(c)重大かつ切迫していると合理的に

信じた危険状況に際して、自己又は他人

（other persons）をその危険から防衛す

るため、適切な措置を取った（か取ろう

と提案した）こと（第４４条第１項(e)、

第１００条第１項(e)） 

 

典型例として、Harris v Select Timber 

Frames Ltd [1994] 222 HSIB(Health and 

Safety Information Bulletin) 16 が挙げ

られる。本件では、ある被用者が、当該職

場に安全代表がいなかったため、自ら労働

安全衛生基準（違反）に関する苦情を申立

て、その結果 HSE の検査官が来訪すること

となった。彼は、HSE の産業医療アドバイ

ザー（Employment Medical Advisor）を務

める医師の健康診断を受けることになって

いたが、その直前に解雇された。雇用審判

所は、本件解雇は彼の安全衛生に関する問

題提起を理由になされたと解される以上、

不当解雇に当たると判断した１３６。 

なお、第１００条第１項(c)にいう「他人

（other persons）」には、被用者のみなら

ず、公衆一般も含まれる。Masiak v City 

Restaurant Ltd [1999] IRLR 780１３７では、

あるシェフが、調理場で解凍中だった鶏肉

が、予定された当日午後７時時点では衛生

面で未だ客に提供できる状態にはないと判

断 し 、 地 方 環 境 衛 生 監 視 官

（EHO:Environmental Health Officer）に

懸念を伝えると共に、管理者にその健康有

害性を指摘してメニューから外すよう伝え

た。しかし、実際には解凍は適切に進み、

部分的には調理もなされており、管理者は

その意見に同意せず、しっかり調理するか

自宅に帰るか選択せよと伝えた。すると彼

は職場を去り、しばらくして、既に完全に

解凍した鶏肉の調理を指示された。しかし、

自分には法的責任があって働ける状態にな

い旨に加え、自宅待機か就労か、雇用者の

指示に従う旨を述べたところ、不公正に解

雇されたとして雇用審判所に訴えを提起し

た。 

原審（雇用審判所）の判断の詳細は不明

だが、おそらく、雇用権利法第１００条第

１項(e)の保護対象を被用者に限る前提で、

１審原告（申立人）の請求を棄却したと思

われる。対して雇用上訴審判所は、雇用権

利法第１００条第１項(e)は、保護対象とな

る人物を被用者に限定していないと判示し

つつ、１審原告（申立人）は実際に解雇さ

れたのか、その不公正解雇の主張は正当か

等の問題の審査が尽くされていないとして、

原審に差し戻した。 

安全衛生担当者が、現に講じたか講じよ

うとした措置の適切さは、その者の持つ知

識、施設の状況、その者が当時受けていた

示唆を含め、全事情を総合的に勘案して判

断されねばならない。仮にその行動が過失

の不法行為に当たる場合、雇用者が講じた

対抗措置は、不利益措置や不当解雇に当た

らなくなる場合もある１３８。 

 

５.７.２.２ 様々な係争実例 
雇用審判所は、これまでに雇用権利法第

１００条の解釈適用に関する多くの課題を

検討して来た。 

たとえば、自動車運転手向けの労働時間

規則（the Drover’s Hours Regulations）

違反その他の劣悪な労働条件や過積載に関

する運転手からの苦情の申立、安全衛生代
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表に選任されていない被用者から（現在の

代表について）の利益相反に関する代表性

の疑義の提起、公衆一般を保護するために

被用者が提起した訴訟などが挙げられる
１３９。 

珍しいケースとして、ある被用者が同僚

の乱暴で脅迫的な行動を理由に職場を離脱

したという、以下の Harvest Press Ltd v 

McCaffrey(EAT). (1999)IRLR 778１４０が挙

げられる。 

 

【事実の概要】 

 １審原告（申立人）（Mr McCaffrey）

は、１審被告（被申立人）（Harvest Press 

Ltd.）に機械の保守担当者として雇用さ

れ、約２年半、彼より若年の同僚（B）と

共に深夜時間帯に就労していた。彼は、B

が同人に乱暴な行動をとっていると感

じ、管理者に通報したところ、９８年９

月１０日の朝に本人同席のうえ話し合い

の場が設定されることとなった。しかし、

その前日のシフトで、B が特に乱暴な行

動に出たため脅威を感じ、管理者に電話

をかけようとしたところ、B がその様子

を見ていて彼に向けて怒鳴りつけた。そ

こで、いったん帰宅したうえで管理者に

電話することとした。 

 １審原告（申立人）は、管理者と役員

に対し、身の安全が保障されるまで復職

する意思がないことを伝え、間接的に、B

の解雇又は深夜勤務からの排除を求め

た。対して役員は、彼自身に事情の聞き

取りはせず、B 側にそこまでの出来事を

伝え、外観上その説明を聞き入れた。 

 しばらくして、当該役員は１審原告（申

立人）に電話して、会社（１審被告（被

申立人））は彼が辞職したものとみなし、

離職票（P45）を送付したと伝えた。 

 そこで彼は、雇用審判所に対し、雇用

権利法第１００条第１項(d)の適用を受

ける不当解雇がなされたと申し立てた。 

 対する１審被告（被申立人）側は、同

条項の趣旨からして、そこにいう「危険

（Danger）」は、職場すなわち作業や作

業施設から生じる危険に限られ、他の労

働者の行為に起因する条件を含まないと

主張した。 

しかし、雇用審判所は、当該「危険」

について明文上制約はなく、元の趣旨に

関わらず、あらゆる危険を射程に収めて

いる旨判示し、続いて、本件でその危険

が実存したか、彼は当該危険が「重大か

つ切迫したもの」と合理的に認識したか、

について審理を進めた。 

そして、①工場には B 以外彼しかいな

かったこと、②B は彼の半分程度の若年

だったこと、③彼には B の行動が予測で

きなかったこと、の３点から、「重大か

つ切迫した」危険状況にあったものと認

定した。そのうえで、彼にとって当該危

険を避ける方法は職場を離脱する以外に

はなかったと認め、法第１００条第１項

(d)所定の不当解雇に当たると判示した。 

 そこで１審被告（被申立人）は控訴し、

１審原告（申立人）は、B を異動させな

ければ辞任するとの最後通牒を１審被告

（被申立人）に示したため辞任したもの

と受け止め、受理したに過ぎず、証拠上、

原審が解雇と解釈するに足る根拠はない

と主張した。また、再度、「危険状況に

際して（in circumstances of danger）」

の文言には、作業場の施設に関連する危
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険のみが含まれ、同僚の個人的な行動に

起因する危険は含まれない、との主張も

展開した。さらに、会社の B に対する雇

用者責任もしんしゃくされるべきと述べ

た。総じて、雇用審判所の判断は、企業

に解雇さるべき者に関する選択上のジレ

ンマを科すものだと論じた。 

 

【判旨～控訴棄却～】 

 控訴人は、法的論点につき主張立証を

尽くしておらず、原審による１審原告（申

立人）は不当解雇されたとの判断は正当

である。 

 「危険状況に際して」との文言につい

て、その一般的な表現に比して控訴人主

張の解釈は狭すぎ、採用できない。未熟

な労働者が危険な工程で他者と就労する

場合のように、職場は、被用者の作為や

不作為により危険になることもある。そ

うした被用者の存在は、その過失が本人

と同僚の双方に影響する可能性がある限

り、職場の危険となり得る。そうした状

況は法第１００条第１項(d)の適用範囲

内であり、よって同僚労働者が退避した

際、その保護を受ける。原審が「危険

（danger）」の文言に制限は設けられて

おらず、議会（立法者）も職場で生じた

危険をあまねく包括する意図だったとし

た判断を支持する。 

 また、理性的な雇用者であれば、１審

原告（申立人）から関連事情を聴取し、

彼の安全上の懸念が真摯なものかを判断

しただろうが、控訴人はそうしなかった。

仮に控訴人が適切な調査を行ない、同僚

B に将来的に特段の危険がないと判断し

ていれば、１審原告（申立人）にその調

査結果を伝え、復職拒否は、ひいては雇

用の終了をもたらす重大な契約違反とみ

なされることを伝えることもできただろ

う。 

 よって、彼は不当に解雇されたことに

なる。  

 

もっとも、法律上の保護を求めるために

は、被用者が安全衛生上の問題があると信

じたことについて合理的な根拠が示されね

ばならない。 

たとえば、Kerr v Nathan’s Wastesavers 

Ltd (1995) EAT 91/95 において、申立人は、

複数の場所からゴミ袋を回収する運搬用ト

ラックの運転手として採用された。ある日、

彼は、このまま作業を続ければ過積載にな

ると信じ、運転を拒否したところ解雇され

たため、不当解雇だと主張した。司法審査

では、彼が収集を終えるまでにトラックが

過積載になるだろうと信じたことは合理的

であり、当時の状況が潜在的に危険だと誠

実に信じたと認められた。しかし、その職

場には、過積載となる可能性を認識した運

転手は、停車場に引き返すか、別の車の手

配のため電話する慣行があったにもかかわ

らず、彼はこれを考慮しなかった。その結

果、彼には、その認識を維持する合理的根

拠がなかったこととなるとして、その申立

は雇用審判所と雇用上訴審判所の双方で棄

却された１４１。 

他方、未熟な協働労働者に関する問題提

起による不利益取扱いが問題となったケー

スとして、以下の Barton v Wandsworth 

Council(1994) 11268/94 ET１４２が挙げられ

る。 
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【事実の概要】 

 申立人は、Wandsworth 地区協議会技術

サービス部門の救急車の運転手として採

用され、様々な種類の身体・精神障害を

抱える患者を乗せ、自宅への送迎を行っ

ていた。申立人には必ず搬送者が付き添

っており、その者が患者対応について包

括的な責任を負っていた。たとえば患者

が車イスに乗っている場合、その車いす

を救急車の後部にあるテールリフトに押

し上げ、それを操作して救急車内に乗せ、

社内でしっかり固定する作業や、その逆

の作業は彼が行う役割を担っていた。 

 申立人は、未熟又は全く訓練を受けて

いない搬送者と共に業務をする際に危険

を感じていた。また、少なくとも２つの

車輪上のテールリフトの状態について問

題を指摘していた。 

 彼は、安全衛生に関する懸念事項と作

業に関わる危険事項を提起したところ、

最終的に懲戒処分を受け、一定期間停職

となって時間外手当分を喪失したうえ、

彼の主張では根拠のない（契約に基づく）

２年間有効な警告により不利益を被った

旨を申し立てた。 

 申立人は、１９７８年雇用保護（統合）

法第２２Ａ条第１項(e)に基づくものを

含め、様々な主張を展開した。同条項に

基づき、被用者は、重大かつ切迫した状

況と合理的に信じる条件下で、危険から

自己又は他人を守るために行動した（か

しようとした）ことを理由として、雇用

者から作為又は意図的な不作為にかかる

不利益取扱いを受けない権利を有する。 

 

【判旨～請求認容～】 

 ７８年雇用保護（統合）法第２２Ａ条

第１項(e)の適用は、厳に災害が生じよう

としている場合に制限されるわけではな

く、一定期間継続する「危険状況

（dangerous situation）」があれば可能

である。ここで「危険状況」とは、危険

な事情へのばく露を原因として、いつで

も重大な災害を生じかねない現存する

（ongoing）状況を意味する。 

 本件事情の下で、申立人が重大かつ切

迫した危険の存在を信じたことには合理

性が認められる。 

 この職場では過去に災害が発生し、そ

の原因となった状況が改まっていなかっ

た。労使間の協議の場でも議題とされ、

幾度となく論じられて来たが、結局何ら

対策が講じられなかった経緯からも、HSE

に懸念を抱かせる程度の重大性は帯びて

いた。 

 よって、申立人が受けた不利益は、部

分的には彼が提起した安全衛生問題に起

因すると認められ、その請求は認められ

る。 

 

５.７.２.３ 民亊契約法理による保

護 
雇用契約には、雇用者がその被用者の安

全を確保するために合理的な措置を講じる

旨の黙示の条件があり、仮に雇用者が真正

の脅威への対応や、正当な苦情にかかる調

査を怠れば、雇用者による基本的な契約違

反（fundamental breach of contract）と

なり得、被用者に辞職のうえ擬制解雇を申

し立てる権利を与えることになる。 

こうした場合、被害を受けた被用者は、

通常３か月以内であれば雇用審判所に申立
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を行うことができる（雇用権利法第４４条、

第４８条。その他１９９６年雇用審判所法

（Employment Tribunals Act 1996）第３条

も参照されたい）。不当解雇された場合（そ

うみなされる場合を含む趣旨と解される）

には暫定的な救済手続き（interim relief）

を活用できるが、７日以内に申立がなされ

ねばならない（雇用権利法第１２８条）。 

 

５.７.２.４ ９８年公益通報者保護

法による保護 
１９９８年公益通報者保護法（the 

Public Interest Disclosure Act 1998（通

称ホイッスルブロワー法：Whistleblowers 

Act））により、一定条件下において、特定

の（：保護対象となる）開示を行った労働

者（＊被用者のほか従属的な自営業者を含

めた労務従事者）は、その保護を受ける。 

この法律の制定によって、雇用権利法が

改正され、労働者は、保護対象となる開示

を行ったことを理由として、不利益な取扱

いを受けず（雇用権利法第４７Ｂ条）、解

雇されず（同法第１０３Ａ条）、余剰人員

とされない（同法第１０５条第６Ａ項）権

利を有する旨が規定された。 

不当解雇となる事案と同様に、適用要件

となる（最低）雇用期間はなく、６５歳を

超える労働者も申し立てられる。 

保護対象となる開示には、以下の事柄が

該当する（雇用権利法第４３Ｂ条）。 

 

(a)刑事犯罪が生じたか、生じている

か、生じそうな場合 

(b)ある人物が、法的義務に反したか、

反しているか、反しそうな場合 

(c)冤罪（誤審）が生じたか、生じそう

な場合 

(d)ある個人の安全衛生が危険に晒さ

れている場合 

(e)環境が破壊されたか、されている

か、されそうな場合 

(f)上記の事態が、隠匿されたか、され

そうな場合 

 

情報の開示は、上記の問題に関わる行為

について、雇用者その他の者に対して、真

摯に（in good faith）行われねばならない

（雇用権利法第４３Ｃ条第１項）。 

雇用者以外の者へ情報開示する場合、法

の保護を受けるためには、当該開示を行う

者が、真摯に行うと共に、その情報が実質

において真実であると合理的に信じていな

ければならず、個人的利益が目的とされて

はならない。また、労働者は、雇用者に開

示すれば不利益な取り扱いを受けるか、証

拠が隠滅されるか、既に開示済みと信じて

いなければならない（雇用権利法第４３Ｇ

条第１項、第２項）。加えて、関連する事

情を総合的に考慮して、その者が情報を開

示することが合理的でなければならない。

すなわち、情報開示先、問題の深刻さ、以

前に開示した際の雇用者の対応、雇用者の

設定した手続きなどの事情が考慮されねば

ならない（雇用権利法第４３Ｇ条第１項(e)、

第３項）。 

よって、情報開示の宛先は、通常、関係

する法の執行機関や、法律家（legal 

advisor）その他責任職に限られるべきだろ

う１４３。 

 

５.８ 中小企業用のリスク管理施策 
（未了） 
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Ｄ及びＥ．考察及び結論 
 今年度までの調査から得られた示唆は以

下の通り。 

 ・日本の関連法制度と比較して、HSWA

（イギリス労働安全衛生法典）を中心とす

るイギリスの労働安全衛生法制度が持つ特

徴は、①メリハリ（アメとムチ）、②単純

明快さ、③多角性・多面性、④自律性と労

使協議の重視、⑤専門性と柔軟性（法執行

機関とビジネスの親和性）、⑥それらを支

える物的・人的資源である。これらの背景

には、ILO１８７号条約が示唆する政労使

が安全衛生を重視する文化がある。 

①は、安全・衛生・快適性の全てにわた

り、雇用者に限らず、リスクを生み出す者

を名宛人として実効性確保を求める罰則付

きの一般条項を置き、法違反に多額の罰金

を科す定めと運用を行う（２０１１／１２

年の平均金額は£３０，０００弱／件だっ

たほか、かつて Balfour Beatty 社が£１０

００万（控訴審で£７５０万に減額された）

にのぼる罰金を命じられた例もある）と共

に、適切な管理を怠る役員への身体刑を定

め、運用する一方で、規制内容の単純化、

規制方法の柔軟化により、法の遵守を容易

にすると共に、遵守の方法については各雇

用者にできる限りの裁量を与えるほか、⑤

で後掲するスキームなど、事業活動を阻害

しないための配慮が尽くされている点など

に現れている。 

②は、HSWA が労使その他関係者の安全

衛生や快適性の確保のために設定している

要件そのもののほか、(a)その要件を補完す

る規則、(c)履行を支援するガイダンス、(b)

両者の中間に位置する行為準則というルー

ルの体系が明確である点などに表れている

（とはいえ、行為準則の法的性格は、意図

的にグレーなものとされており、それゆえ

のメリット・デメリットや、生じている問

題や議論がある）。 

③は、そもそも安全衛生の実効性は、何

か１つの方策によってなし得るものではな

いという彼国での経験則の反映であり、法

規則の集積、現実的で均衡のとれた法執行、

検査官の専門性の高さ、事業場ごとの安全

衛生管理を監視・支援する安全代表制度、

業務プロジェクトのリーダーによる安全リ

ーダーシップ（職場に応じた標準の策定と

信賞必罰など）の涵養、安全意識を高め行

動変容を促す規格（BS:British Standard

など）、専門的行政機関による災害疾病や

ヒヤリハット情報の確実な収集、建設業な

どにおけるプロジェクトの設計者、発注者、

関係請負人などへの安全管理義務の賦課、

民間レベルでの安全衛生に関する専門家の

養成と適格性認証、リスク管理等に適任者

を選任すべき旨の法的要求、技術革新によ

る設備・器具自体の安全性の向上などの総

合的な取り組みの「厚み」に表れている。 

 ④は、労働組合により選任され、事業場

ごとの安全衛生を監視・支援する安全代表

制度や彼らの学習機会や活動に必要な情報

（雇用者・検査官が保有する情報を含む）

の獲得、諸活動の有給での保障、彼らが重

要ないし主導的役割を果たす安全委員会制

度などに現れている。イギリスでも、安全

衛生対策における労使協議は重視されてお

り、安全代表にかかる法的保障のうち重要

なものは、非労働組合員を代表する非正規

安全代表にも適用される。安全代表ではな
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くても、安全衛生活動に携わる被用者であ

れば、それゆえの不利益取扱いなどについ

て雇用権利法の保護を受ける。そもそも、

国の法律や規則、行為準則、ガイドライン

などのルール形成にも労働者側の意見は反

映されるが、このような事業場ごとの関与

と協議の仕組みが、国による法政策を展開

するうえで毛細血管の役割も果たしている

と解される。 

 ⑤は、彼国の検査官制度に特によく現れ

ている。彼国の安全衛生法は、国と地方自

治体の双方が執行を担っており、そのうち

自治体による法執行には、「主な管轄機関

特 定 ス キ ー ム （ Primary Authority 

Scheme）」と呼ばれる制度があり、広い地

域に事業所を展開する企業が、安全規制の

監督を主導するパートナーとなり、リスク

管理について最善の方法を合意できる自治

体を主な管轄機関として選択できる。選択

された自治体は、その企業の事情をよく知

ったうえで他の自治体にアドバイスを与え、

彼らの監督業務をリードする。他方、国の

機関である HSE は、後述するように、工場

検査官のほか、爆発物検査官、鉱業採石検

査官、核施設検査官、アルカリ換気検査官

など技術的な専門性に応じて検査官を任用

し、一定期間の研修とスクリーニングを経

て就業させている。彼らの中には、民間企

業で安全衛生関係業務を経験し、民間団体

が発行する安全衛生関係資格を持っている

ベテランが多く、民間企業が支払う給与額

を基準として魅力を感じさせる金額の報酬

を年俸制（雇用期間は無期限の場合が多い）

で支給している。報告者がイギリスで実施

した労使団体や専門家等へのインタビュー

で、彼らの専門性の高さを否定した者はお

らず（別添資料６～８）、有益なアドバイ

スを期待して彼らの来訪を歓迎すると述べ

た企業経営者もいた（別添資料８）。 

 また、インタビューの際、企業経営者や

使用者団体は批判していたが、介入手数料

制度（”Fee for Intervention” scheme）に

象徴される HSE による活動資金確保の動

きが特筆される。この制度は、２０１２年

安全衛生（手数料）規則（The Health and 

Safety (Fees) Regulations 2012）に基づき、

同年１０月１日から施行されており、安全

衛生法規に違反した者に検査、捜索、是正

措置等の費用負担の義務を負わせるもので

ある。 

 ⑥は、年間約£１億５０００万（１５０

円／£とすると、約２２５億円）にのぼる

HSE の運営コスト（Health and Safety 

Executive : The Health and Safety 

Executive Annual Report and Accounts 

2013/14 (HC228)）によく示されているが、

連合政権の意向で、２０１０年に２０１１

／２０１２年から２０１４／２０１５年に

かけて４割の歳出削減方針（Spending 

Review 2010 Settlement）が打ち出され、

検査官の査察の対象も重大なリスクのある

事業場に集中させ、人員を削減する方針が

採られて現在に至っている。 

 総じて、組織による安全衛生の学習を促

進する仕組みともいえる。 

 ・HSWA の解説書は、労働安全衛生管理

の要素を、①組織の責任者による真摯で具

体的な関与、②構造的で計画的な取り組み、

③適切な人的・物的資源が利用できる条件

の整備、④全ての管理者による安全衛生の

重視、⑤直面課題に応じた柔軟な対応、⑥

安全衛生と組織の生産性や競争力との一体
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視の６点としている。すなわち、「ルール・

制度」と「人・組織の意識・知識」の相互

作用を想定した法社会学的課題であり、か

つ安全衛生の専門知識ないし専門家の支援

を要する経営組織論的課題であると認識し

ている。仕組みや技術の整備は重要な課題

だが、その策定と運用を担う人材が育成さ

れ、関係当事者間の有機的なコミュニケー

ションが促進されなければ、仕組みや技術

が膨大・複雑化する一方、安全衛生の実効

性が挙がらなくなることも示唆されている

と解される。 

 ・ローベンス報告の骨子（①安衛法体系

の一本化による遵法のための参照物の簡素

化と規制目的の明確化、②形式的コンプラ

イアンスより適確かつ自主的な安全衛生活

動の推進、③行為準則を中心とする柔軟性

のある規制、④リスクの高い状況への強制

的措置（禁止命令・改善命令等）の根拠づ

け等）は HSWA（イギリス労働安全衛生法）

下の現行リスク管理政策の底流にあり、実

効性を失っていない。というより、そもそ

もローベンス報告自体がリスク管理の発想

と親和的だったことから、それを土台とす

る HSWA も然りといえる。 

 すなわち、HSWA 自体及びその下でのリ

スク管理政策には、①名宛人や保護対象の

範囲が広く、快適性という高い水準を求め

つつ、罰則が付された一般的義務条項、②

それを運用する専門機関や検査官に付与さ

れる権限と広い裁量、③行為準則の多面的

な役割（ある面では強制規範的な基準、他

面ではベスト・プラクティスを反映した柔

軟なガイドライン）、④コンプライアンス

と安全衛生の実効性の双方を図るための行

政－労使その他関係者間のコミュニケーシ

ョンの重視、⑤④の原動力としての安全代

表制度や安全委員会制度、⑥規制の内容及

び体系の分かり易さの促進、といった特徴

がみられる。被用者側に罰則付きで一般的

な安全衛生上の注意義務を定めた法第７条

が存在する点も特徴的である。 

 ・HSWA 違反に科される罰金額は、基本

的には違反の重大性に応じて決定されるが、

１９９９年に控訴院が治安判事裁判所等で

の活用（参照）を予定したガイドラインを

示してから、かなり金額が上昇した。他の

判例（ R v. Howe ＆ Sons (Engineers) 

Ltd.[1999]2 Al1 ER 249,(1999)HSB 275）

では、企業の経営者や株主などの利害関係

者に充分なメッセージ性を持つ必要がある

ことも示されており、現在、企業の売上高

に罰金額を連動させる法案が検討されてい

る。また、HSWA 第３７条や２００７年法

人故殺罪法により、企業役員などは、企業

体による法違反がその怠慢等により生じた

と認められる場合、身体刑や罰金刑を科さ

れ得る。前者は、役員（directors）、管理

者（managers）、秘書（secretaries）など

の怠慢等を対象とした処罰の規定を置き、

後者は、企業の重要な決定権を持つ上級管

理者（senior management）にも法人故殺

罪の適用が可能な旨を定めている。実際に、

禁止通知の不遵守を根拠に禁錮刑を命じら

れたり、執行猶予付の懲役刑を命じられた

例がある。また、１９８６年企業役員解任

法 （ the Company Directors 

Disqualification Act 1986）第２条には、

個々の企業役員が有罪とされた場合、裁判

所がその地位をはく奪できる旨の定めもあ

る。 

 ・イギリスの規則は、法律の時代即応性
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などを担保する役割を与えられ、法律の改

廃等の強い効力を持っている（とはいえ、

議会の承認を含めた煩雑な手続きの必要性

から、新たな規則の制定などには時間を要

することもあり、より策定が容易で迅速な

ガイダンス・ノートに代替される傾向にあ

る。）。その意味でやや異色の性格を持つ

９９年労働安全衛生管理規則は、８９年 EC

安全衛生枠組み指令や９１年非典型労働者

指令を含めた複数の関連 EC 指令の国内法

化の要請を受け、５名以上の被用者を雇用

する雇用者にリスク調査を含めたリスク管

理義務を課している。これには、リスクに

ばく露している被用者（集団）の如何を含

めた重要な結果の記録、判明したリスクへ

の対策のための条件整備、適任者の選任、

情報提供、教育訓練などが含まれ、以下の

よう方針を採用している。 

 ①リスク回避を第１としつつも、回避不

能なリスクには評価を実施したうえ、根本

的対応を志向しつつ、最小化を図るべきこ

と（第４条関係） 

 ②仕事を個人に適応させるべきこと、ま

た、個人対応より集団対応を旨とすべきこ

と（第４条関係） 

 ③技術、作業組織、労働条件、人間関係

を含め、労働環境と健康の関係に関する事

項を包括的にカバーすべきこと（第４条関

係） 

④安全衛生に関わる者のコンピテンスの

確保が重要であるため、充分に図るべきこ

と（第５条関係：L21 第３４項） 

 ⑤計画（体系的な設計図の作成）、組織

（関係者の巻き込み）、管理（監督体制と

責任体系の設定）、監視（output と outcome

の定期的なチェック）、見直し（１～４の

改善）を基本的要素とすべきこと（第５条

関係） 

 ⑥個々人の健康記録の収集は、適切な労

働衛生監査と取引関係にあること、適切な

労働衛生監査のためには個々の事業の条件

に依存して設計・遂行すべきこと（第６条

関係：L21 第４５項） 

 ⑦雇用者は、組織内部又は外部の安全衛

生アシスタント（外部の場合、安全衛生コ

ンサルタント等）の選任により法的要件の

遵守を図るべきこと、組織外部より内部の

者の選任が優先されるべきこと、被選任者

に対して被用者の構成等の内部事情を含め、

活動に必要な情報や資源を提供すべきこと

（第７条関係） 

 ⑧リスク管理において、緊急時対応は重

要な意味を持つため、そうした場面に遵守

すべき手続を策定し、そこに予想されるリ

スクの性格、対応措置等を記載し、実施責

任者を選任し、必要な権限を付与すると共

に、被用者の退避や、リスクが残存する状

況下での就業停止などを保障すべきこと。

再発防止策も講ずべきこと（第８条、第９

条関係） 

 ⑨リスク・コミュニケーションは、被伝

達者の教育、知識、経験を踏まえて実施す

べきこと（第１０条関係） 

 ⑩混在作業では、主たる雇用者がいる場

合、彼が安全衛生条件の整備を図り、他の

雇用者はそれを支援すべきこと。そうした

者がいない場合、コーディネーターの選任

を検討すべきこと（第１１条関係） 

 ⑪社外工を受け入れる雇用者は、当該社

外工とその雇用者の双方に対して、リスク

や管理措置に関する情報提供、適切な指示

等により当該社外工の安全衛生を図るべき



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

221 
 

で あ り 、 情 報 提 供 に 際 し て は 、

“permit-to-work システム（潜在的に危険

有害性を孕む作業のリスクを最小化するた

めに開発された文書による管理制度）”の活

用も検討されるべきこと（第１２条関係） 

 ⑫安全衛生教育は、労働者の教育、知識、

経験を踏まえ、職場リスクの変化に適応で

きるよう、雇い入れ時を手始めに、定期的

に繰り返し、また必要に応じて臨時的に行

うと共に、参加時間を勤務時間として取扱

い、賃金保障すべきこと（第１３条関係） 

 ⑬被用者が作業活動に関連する職場の重

大な危険状況や安全衛生上の条件の不備に

気づいた場合、雇用者に伝達すべきこと。

ただし、その懈怠によって雇用者自身の法

的義務が軽減されるわけではないこと（第

１４条関係） 

 ⑭有期雇用や派遣労働では、安全な作業

に必要な技能や資格、彼らの遂行する職務

に内在するリスクの伝達が重視さるべきこ

と（これは、その雇用・就業形態ゆえに構

造的に生じ得るリスクへの対応と、無期雇

用であれば当然になされるべき対応の最低

保障の両面を求める趣旨と解される）。派

遣では、派遣元と派遣先の双方がそうした

情報を提供すべきこと（第１５条関係） 

 ⑮母性に関わる安全衛生管理では、母体

とその子の双方の健康が顧慮されねばなら

ず、職場に出産年齢の女性がいれば、母性

を顧慮したリスク調査がなされるべきこと

（第１６条関係）。母性リスク関連事案で

は、性差別禁止法の適用可能性も問われる

ことが多いが、「女性だからリスク調査・

管理を怠った」といえない限り同法の適用

は困難なこと、また、安全衛生管理規則の

私法的効果が原則的に否定されていること

から、たとえ母性リスクの調査義務違反が

あっても、それが個人の傷害や解雇等をも

たらさない限り法的救済が困難なこと。妊

産婦の就労の可否や条件、とりわけ夜間就

労については、専門性を持つ臨床医等の判

断によるべきこと。すなわち、ばく露管理

的な保護ルートも確保すべきこと（第１８

条関係） 

 ⑯若年労働者の安全衛生管理では、若年

労働者の人的問題（知識・経験不足、未熟

さなど）のほか、身体的な脆弱性、発育阻

害・後遺障害をもたらす要因などを顧慮し

た就業制限を設けるべきだが、適任者によ

る監督、適切なリスク管理が可能であれば、

教育訓練の必要性等を理由に、雇用を妨げ

るべきでないこと（第１９条関係） 

 ・行為準則には、規制における柔軟性、

積極性、即応性の担保が期待され、ローベ

ンス報告では、安全衛生規制の中心となる

べき旨が示されていた。しかし、その違背

は、刑事手続上法規則違反を推定させ、民

事手続上ネグリジェンスを推定させる。労

使団体や専門家等には、法規則の遵守を支

援するための具体的手段を示すツールとし

ておおむね好意的に受け止められているが

（＊現地でのインタビュー調査に応じた企

業経営者は、それを遵守していれば検査官

らに合法性確保を示せるメリットもあると

述べていた）、現にそれを逸脱した事業場

ごとの法運用が合法と認められた例は少な

く、調査に際して実例を挙げられた方はい

なかった。すなわち、実質的には法規則、

特に規則に近い法規範性を帯びており（日

本では解釈例規に近い性格）、いったん策

定されると変更にも煩雑な手続きを要する

ため、最近はガイダンス・ノートにその役
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割が代替される傾向にある。もっとも、そ

うなれば、ガイダンス・ノートの実質的な

法規範性が高まる可能性もある。 

 ・検査官制度は、工場検査官のほか、爆

発物検査官、鉱業採石検査官、核施設検査

官、アルカリ換気検査官など技術的な専門

性に応じて区分されており、それぞれが別

個の枠で任用され、一定期間の研修とスク

リーニングを経て職務適性を修得すると共

に審査され、就業する。一部の職種を除き、

任用の際に専門性を図るような難関試験は

課されない。日本でいえば、技官（技術官

僚）が法の執行権限を持つようなスタイル

と思われる。なお、イングランドとウェー

ルズでは、陪審に拠らない有罪判決を得る

ものにつき、検査官が訴追の権限を有して

いる。 

 ・HSWA 下でのリスク管理政策の実効性

確保には、安全代表と安全委員会が果たし

ている役割が極めて大きい。両者共に労使

間の協議を促す制度であり、その役割の根

幹は、雇用者による安全衛生管理のチェッ

クにある。労使間の利害対立を前提とする

労働組合や団体交渉などとは性格が異なる

が、この制度の機能の背景には、「自分の

安全は自分で守る」という自己責任意識、

労使の階級意識や労働組合の実質的な活動

などがあると考えられ、日本の法政策への

反映に際しては、それ独自の背景脈絡を考

慮する必要がある。 

 ・HSWA のような予防法と補償・賠償法

の関係は、切り分ければ、予防法の独自の

発展を促せるが、補償・賠償法による予防

へのインセンティブは下がる。逆に、連結

すれば、補償・賠償法への影響を慮り、予

防法の発展の障害となり得る。HSWA 以前

は、両者を連結する判例傾向が見られたが、

ローベンス報告の問題指摘を踏まえて両者

を切り分ける方針が採られ、HSWA の一般

規定の私訴権排除を定める法第４７条第１

項が設けられた。しかし、安全衛生規則に

ついては私訴権を肯認する同条第２項及び

当該規則自体の定めがあった。もっとも、

第１項が私訴権排除を定める本法の一般規

定についても、「第１・２項の規定は本法

の条項と無関係な請求権に影響を与えな

い」とする第４項の定めなどから、制定法

上の義務違反に基づく不法行為訴訟は可能

である。リスク管理に関する安全衛生管理

規則は、同規則第２２条により原則として

私訴権が排除されるが、２００６年の規則

修正（私訴権排除を同規則が第三者保護に

適用される場合に制限する旨の第２２条の

修正）を受け、雇用者と雇用関係にある被

用者であれば、民事訴訟で活用可能とする

説もあり、もとより不法行為法上の活用は

排除されていない。安全衛生規則について

も、２０１３年の企業及び規制改革法（the 

Enterprise and Regulatory Reform Act）

第６９条により、HSWA 第４７条が修正さ

れ、原則として私訴権が排除されることと

なったが、やはり不法行為法上の活用は排

除されていない。さらに、民亊証拠法第１

１条により、犯罪に該当する HSWA 違反に

際しては、ネグリジェンス不存在の立証責

任が被告側に転換するなど、予防法と補

償・賠償法の切り分けは不完全といえる。

これを安全規定・衛生規定・快適性規定の

区分からみれば、（未だ調査不足ながら）

概ね後２者の私法的効果に疑義が挟まれて

いる状況と察せられる。 

 ・HSWA の一般規定違反に基づく民事上
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の履行請求は原則として認められず、安全

衛生規則違反に基づく場合につき学説の争

いがあった（＊２０１３年企業及び規制改

革法の施行以後、状況が変化したと思われ

る）。同じく労務給付拒絶は、基本的な契

約違反と認められた場合に解雇を含めた不

利益取扱いからの法的救済を受けるが、

HSWA 違反は直接の根拠とはなり得ない。

なお、労働安全衛生管理規則第８条には、

雇用者を名宛人として、緊急時の職場から

の退避措置と安全状態が確保されるまでの

就業停止が規定されており、これらを基本

的な契約内容と解して被用者の民事上の権

利と構成することも可能と思われる。 

 ・リスク管理義務違反に基づく刑事責任

の認定に際しては、特にリスク調査の不充

分さ（：適切さや充分さの欠如）の具体化

が求められる。それを十全に行うには、司

法実務的に事後的な災害調査が鍵となるこ

とが多い。また、何らかの被害を前提にし

ない刑事罰の科刑は理論と実務の両面で困

難なことからも、事後送検が中心とならざ

るを得ない。 

 ・安全衛生管理規則第２１条は、雇用者

は、HSWA 関連法規違反による刑事手続き

において、それが自身の被用者や安全衛生

アシスタントの作為・不作為によると主張

しても抗弁にならない旨を明文化している。

もっとも、HSE が発行するガイダンス・ノ

ートには、法の執行機関が、個々の事案の

事情を考慮して強制措置の適正さを確保す

る旨が記載されており、雇用者が関係者の

資質を見極めるための合理的手続を尽くし、

適切な監督、就労条件の整備や資源の提供

等も行っていれば、減刑事情（≠免責事情）

として考慮される。 

 ・リスク管理義務違反に基づく民事責任

の認定については、生じた傷病が業務上で

あり、リスク調査が実施されていれば当該

傷病を防止できたと解される場合、被災の

予見可能性ありとして、雇用者のネグリジ

ェンスを認める旨の判例がある。 

 ・HSWA 第３７条は、法人の安全衛生に

関する法規則違反が役員等の承諾もしくは

黙認下で行われたか、彼らの怠慢に起因す

る場合の刑事両罰規定を設けている。実務

上も、労働安全衛生にかかるリスク管理の

実施責任者は役員（Director）及び役員会

（Board）と解されており、HSC と経営者

協会が共同して彼らのリーダーシップ行動

論に関するガイダンスを発行している。ま

た、安全衛生担当役員の存在は、その課題

の重要性と戦略的な重要性が理解されてい

ることの象徴とする体系書の記載もある。

その他、非常勤役員による安全衛生活動の

監査、安全衛生条件整備への投資、役員・

職員等が専門家から適切なアドバイスを受

けられる条件の確保、安全衛生に理解のあ

る管理職の選任、労働者（代表）を関与さ

せること、役員会による安全衛生活動の

PDCA サイクルの推進と監視等の必要性も

指摘されている。ただし、日本の会社法第

４２９条のような取締役個人の民事特別責

任に関する規定はなく、一般的なネグリジ

ェンス訴訟の被告とされることはあるが、

支払い能力の問題からも件数は多くないと

いう。 

 ・安全代表制度は、HSWA の制定により

初めて設けられ、当時はイギリスでも画期

的な制度だった。選出母体である自主性を

持った労働組合の代表という側面を持つが

（ただし、安全代表自身が当該組合の組合
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員である必要はない）、基本的な役割は、

職場の安全衛生リスクの調査、労使間のコ

ミュニケーション（協議）と協働を通じて、

雇用者が担う安全衛生管理の改善を支援す

ること等にある。HSE 等の検査官との情報

交換やコミュニケーション、安全委員会へ

の参与も重要な役割の１つである。職場の

同僚を代表する職場代表（shop steward）

を就任させると、安全ルール違反を犯した

被用者への対応を巡り利益相反に陥る場合

もあるなど、適任者の基準については議論

があり、実際の状況に応じた柔軟な判断が

必要と解されている。 

 ・安全代表は、①職務の権利性（その職

務は権利であって義務ではなく、その職務

の不履行等を理由に民刑事法上の責任を負

わない）、②不利益取扱いからの保護（そ

の役割や安全衛生に関する行動を理由に解

雇その他不利益な取扱いを受けない）、と

いう２つの特権をもち（但し、②の保護は、

安全代表だけでなく、安全衛生を担当する

被用者＋α全体に及ぶ）、その職務の実効

性が図られている。加えて、雇用者は、安

全代表が法的役割を果たすうえで合理的に

必要となる便宜や支援を提供する義務を負

う。しかし、相応に責任をもった行動を期

待され、安全規則違反に関する外部への通

報に際しても、先ず管理職の注意を促すな

ど内部手続きを遵守せねばならない。 

 ・安全代表は、雇用者から協議を持ちか

けられる権利を有し、９９年労働安全衛生

管理規則の制定により、７７年安全代表等

規則第４Ａ条が設けられ、新たに安全衛生

アシスタントの選任や（自身が代表する）

被用者への安全衛生関連情報の提供、同じ

く安全衛生教育の計画等も協議対象とされ

ることになった。 

 ・その他に安全代表に保障される主な権

利は以下の通り。 

 ①職場（workplace）の適当な部分の定期

的、臨時的な査察（７７年安全代表等規則

第５条）（ただし、ここでいう職場は、雇

用者の設置施設内とは限らない） 

 ②HSWA 関連法規に基づき雇用者が記

録を義務付けられた書類の閲覧（個人の健

康情報等は含まれない） 

 ③職務遂行、教育訓練への参加のための

有給休暇の取得。なお、有給休暇が保障さ

れる合理的な教育訓練内容、賃金保障等の

便宜の詳細は、概ね以下のように行為準則

（L146）に定められている。 

 (a)教育訓練課程は、TUC 等の労働組合が

承認したものであることが望ましく、その

場合、雇用者の求めがあれば、そのシラバ

スを雇用者に提供せねばならない（＊TUC

は独自に教育訓練課程を開設している）。

とはいえ、労組の承認は絶対ではなく、「組

合的視点での安全」を含めて必要な要素を

内包していれば、雇用者が企業内の課程へ

の参加を主張しても良い。 

(b)教育訓練課程は、安全代表としての職

務遂行との関係で直接「必要な」ものに限

られず、その職務遂行に照らして「合理的」

であれば良い。その合理性は、当該安全代

表（≠雇用者）を基準に判断されねばなら

ず、雇用者が必要な資料に基づいて諾否を

決したかなど、その判断のプロセスからも

判断される。 

(c)選任後、速やかに基礎的な教育訓練が

施されるべきであり、労働安全衛生に関す

る法的要件、職場にある危険源と除去・低

減措置、雇用者の安全衛生方針と実施体制
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等が盛り込まれる必要がある。危険源に関

する知識を深めるための特別訓練課程への

参加も認められる必要がある。 

 ④雇用者保有情報の入手（安全代表等規

則第７条第２項）と検査官保有情報の入手

（HSWA 第２８条第８項）。行為準則では、

前者の例として、労働安全衛生に関わる事

業計画、作業工程、職場で用いられる化学

物質関連情報、雇用者が届出義務を負う災

害疾病情報やその統計、雇用者が講じた安

全衛生措置とその効果等が挙げられている。

ただし、(a)個人情報、(b)雇用者の事業に著

しい被害をもたらすもの、(c)法的手続を目

的とするもの等に例外が設けられており、

特に(c)について争訟が生じ、作成の主な目

的が何かが判断基準となる旨の判例が出て

いる。後者の規定は、検査官側の情報提供

権限を定めており、雇用者の管理施設や検

査官が雇用者に対して講じる予定の措置等

が想定されており、インターラクティブで

コミュニカティブな遵法支援の方針が窺わ

れる。 

 ・承認を受けた労働組合の組合員ではな

く、法定の安全代表による代表を受けない

者にも安全問題に関する労使間協議の枠組

みを提供するため、９６年安全衛生（被用

者との協議）規則が、彼らのための非正規

安全代表制度を設け、協議すべき事項と共

に、活動上必要な安全衛生関連情報の提供、

職務遂行や教育訓練への参加にかかる賃金

保障、同じく正当な職務遂行を理由とする

不利益取扱いからの保護等を規定している。 

 ・イギリスでは、安全代表制度と共に、

安全委員会制度もリスク管理の推進に少な

からぬ役割を果たしている。同委員会は、

２名の組合選任安全代表からの書面による

要請によって雇用者により設置されるが、

交渉や協定ではなく、安全という労使の共

通目的のための協議を目的としており、そ

の構成は、基本的には雇用者に委ねられる。 

 ・HSWA は、安全委員会の基本的役割に

ついて、主に雇用者が行う労働安全衛生の

ための措置のレビューと規定しているが

（第２条第７項）、行為準則において、個々

の委員会がその適用を受ける職場の特性を

踏まえ、独自の役割を規定すべきとされて

いる。HSWA の体系書には、典型的職務と

して、当該職場の災害疾病の傾向分析、安

全代表や行政から得られた情報の分析、安

全衛生に関するルールやシステムの開発支

援、安全衛生に関するコミュニケーション

や情報伝達状況の監視等が示されている。

他方、快適職場形成（welfare）に関する課

題の取扱いは、望ましいもののマストでは

ないと記されている。 

 ・委員会構成の原則は、①全関係当事者

の代表、②合理的範囲内でのコンパクトさ

の２点である。行為準則で、管理職者側の

代表に、産業医、技術者など安全衛生に専

門性を持つ者を含めるべきことが定められ

ているほか、HSWA の体系書では、経営幹

部や上級管理職者など、委員会での協議や

勧告を検討、実施できる者の関与の必要性

が強調されている。 

 ・上述の通り、雇用者は、安全衛生管理

規則等により、リスク管理を支援する１名

以上の適任者の選任を義務付けられている。

特に、電離放射線規則や、建設業における

計画調整に関する規則等、法定要件の遵守

に一定の専門性を要する規則では、安全衛

生監督者（safety supervisors）かそれに相

当する適任者の選任が義務付けられ、適格



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

226 
 

性の担保のため、経験や専門性のほか、職

務遂行上充分な時間、権限の保障が求めら

れている。 

 ・安全衛生管理規則を筆頭に多くの法規

則が、適任者について「資格を持つ

（qualified）」又は「必要な教育訓練を受

けた（trained）」等の文言をもって、支援

者として必要な知識経験の担保を図ろうと

しているが、２０００年圧力システムに関

する安全規則のような例外を除き、その具

体化は図られていない。そもそも、雇用者

は、適任者の選任によっても自身の安全衛

生に関わる立法及びコモン・ロー上の責任

を免れるわけではないし、支援の場面等に

より基準も多様なため、無理な具体化が望

ましいともいえない。とはいえ、適任者の

選任は、立法及びコモン・ロー上、雇用者

が法的義務を「果たそうとした」証左には

なり得る。また、社会的に承認された資格

の保有や教育訓練課程の修了は一定の証明

力を持つ。 

 ・イギリスでは、日本とは異なり、労働

安全衛生に関する代表的な資格は民間団体

が発行している。代表的な資格発行団体と

して、民間の公益団体である全国労働安全

衛生試験委員会（NEBOSH）があり、そこ

から資格を得た者が一定期間の実務経験を

積んだ後に入会申請できる労働安全衛生協

会（IOSH）がある。資格は大別して免状

（certificate）と上級免状（diploma）に分

かれており、免状には、労働安全衛生一般、

建設安全、防火、環境管理、労働衛生及び

快適職場管理、石油・ガス操業等の分野ご

との区分のほか、国内・国際による区分も

ある。免状試験では、①安全衛生管理、②

職場の危険源、③安全衛生実務が審査され

るが、上級免状試験では、②が「職場の危

険有害物質」に、③が「安全衛生の理論と

実務」に代わるほか、「職場及び作業上の

器具の安全」のほか、「コミュニケーショ

ン技法と教育訓練法」が加わる。危険有害

物質や機械器具安全に関する知識、安全衛

生理論、コミュニケーションや教育技法は

相応に高度なものと認識されていることが

分かる。 

 ・安全衛生アシスタントの所属について

特段の規制はなく、ほんらい組織や職場、

製品やリスク要因等に明るい内部者とする

ことが望ましいが、①果たすべき業務と目

的、負担する責任、タイム・スケジュール

の明確化、②職務状況のモニタリング、③

候補者の資格経験等に関する適切な審査等

の条件を充たす限り、外部コンサルタント

とする方が適当な場合も生じ得る。その場

合、組織の直面する課題についての再調査

や契約期間内での解決・再発防止の支援か、

組織内部スタッフへの対応策の伝達等が求

められる。 

 ・イギリスでは、業務上のリスクに応じ

た被用者の衛生管理（health surveillance）

を義務付ける規定はあるが、産業医の選任

義務の規定や、健診を含めて職域での医療

サービスの提供を一般的に義務付ける規定

はない。しかし最近では、外部の労働衛生

支援サービスを活用し、労災職業病への迅

速な対応、採用前健診、職場の医学的危険

源の調査、福利厚生としての被用者への一

般的ヘルスケアサービスの提供等を行わせ

る雇用者が増加傾向にあり、中規模企業で

も共同的に活用される傾向にある。 

 ・イギリスの法制度上、リスク管理の担

保のために重視されているのは、①安全代
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表の活動保障に関する規定、②被用者（の

代表）との協議の実施、協議機関の設置な

ど協議に関する規定、③被用者への情報提

供に関する規定、④リスク管理自体を義務

付ける規定の履行確保である。 

①の核心は、安全代表の職務遂行と教育

訓練への所得保障にあり、履行確保は主に

雇用審判所が管掌する。また、(i)安全代表・

安全委員会委員・安全衛生アシスタントの

ほか、(ii)安全衛生を担当する全被用者につ

いて、その立場に基づく活動やその立場を

得るための活動等を理由とする不利益取扱

いからの法的保護もリスク管理の推進にと

って重要な要素と解されており、(i)につい

ては、９６年雇用権利法第４４条第１項

(a)(b)(ba)、第１００条第１項(a)(b)が、被用

者であることを条件に、あらゆる不利益と

解雇からの保護を定め、(ii)については、同

法第４４条第１項(c)(d)(e)、第１００条第１

項(c)(d)(e)が、雇用者に安全衛生上のリスク

に注意を向けさせたこと、重大かつ切迫し

た危険条件下で職場を退避したこと、同じ

く自他の防衛措置をとったことを理由に、

あらゆる不利益と解雇からの保護を定めて

いる。 

これらの規定の関係判例も多く出ており、

中には「他人（other persons）」の防衛措

置を理由とする解雇保護に関連して、「他

人」に公衆一般が含まれると解釈した雇用

上訴審判所の判例もある。その他の著名な

判例は、概ね雇用者が不利益に取扱った被

用者の行動が、雇用権利法第１００条その

他の関係法令が保護を図る安全代表等の被

用者の安全衛生関連活動に該当するか否か

を審査したものである。例えば、同僚労働

者による乱暴な行動や言動を理由に職場か

ら退避し、身の安全が保障されるまで復職

を拒否した労働者を退職扱いとしたため不

当解雇との申し立てがなされたケースでは、

雇用権利法第１００条第１項(d)所定の「危

険（danger）」には物理的危険のみならず、

人的な危険も含まれることを前提に、現に

そのような危険が存在したことや、原告か

らの申告にもかかわらず、被告が原告から

関連事情を聴取しなかったことを含め適切

な調査を怠ったこと等を根拠に、不当解雇

と認められた。また、未熟な搬送者とテー

ルリフトの物理的危険性について問題提起

したところ懲戒処分を受けたとして、被用

者が雇用保護（統合）法第２２Ａ条第１項

(e)所定の救済を求めたケースでは、同規定

にいう「危険状況（dangeraou situation）」

とは、災害直前状況のみならず、重大災害

を生じかねない可能性が継続している状況

（高リスク状態）を含むとして、当該懲戒

処分の効力を否定した。他方、ゴミ回収車

の運転手が、過積載となるリスクを確信し

て運転を拒否したため解雇されたケースで

は、過積載のリスクへの確信は合理的だが、

それへの対応法は慣例（雇用者に電話連絡

して対応を図る等）に従っていないとして、

その申立が棄却された。 

その他、９８年公益通報者保護法（ホイ

ッスルブロワー法）は、法的義務違反や安

全衛生上の危険状況等の「保護対象となる

開示」への不利益取扱いを禁じているが、

雇用者以外への情報開示の保護に際しては、

不利益取り扱いを受けるか、証拠が隠滅さ

れるか、既に開示済みと信じていなければ

ならず、情報開示先、問題の深刻さ、以前

の雇用者の対応、雇用者の設定した手続等

の要素も総合的に考慮される。 
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②と③に関する法規則の違反には、１２

月以下の自由刑もしくは£２０，０００以

下の罰金又はその双方が課され得る定めと

なっており、彼国の労働安全衛生面でのリ

スク管理政策の展開に際して、労使間協議

がかなり重視されていることが窺われる。

もっとも、実際には、関連規定の執行に関

する文書により、アドバイスを先行させる

べきこと、仮に職場で特定されたリスクが

協議に関する規定違反に関わる可能性があ

っても、当該リスクに適応する規定違反に

よる処置を中心とすべきことなどが示され

ており、労使協議関連規定違反への罰則の

適用を最小限にとどめようとの意図も窺わ

れる。 

・リスク管理の担保には、民亊契約法理

も貢献する。イギリスの契約法理では、雇

用者にその被用者の安全確保措置を講ずべ

き黙示の条件があるとされ、被用者からの

正当な苦情への対応を含め、リスク調査や

管理を怠れば、基本的な契約違反となり、

被用者は辞職の末、雇用審判所に不当解雇

を申し立てられるとされている。 
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 該当せず。 

 

3．その他 

 該当せず。 

 

Ｈ．引用文献 
（直接参照文献） 

【著書】 

Barrett,Brenda / Howells,Richard: Safety 

Law : Text and Materials(2nd edition), 

2000 

Barton v Wandsworth Council(1994) 

11268/94 ET 

Selwyn,Norman / Revised by Moore, 

Rachael: The Law of Safety and Health at 

Work 2013/2014(22nd edition), 2013 

【論文】 

小畑史子:労働安全衛生法規の法的性質(2).

法学協会雑誌,112:377-425, 1995 

三柴丈典：安全配慮義務の意義・適用範囲,

労働法の争点第 4 版, 128-130, 2014 

【報告書】 

日本労働研究機構：調査研究報告書 No.148 

労災補償制度の国際比較研究,2002 

三柴丈典（主任研究者）:諸外国の産業精神

保健法制度の背景・特徴・効果とわが国へ

の適応可能性に関する調査研究,平成 25 年

度厚生労働科学研究費補助金（労働安全衛

生総合研究事業）,2013 

日本労働研究機構：調査研究報告書 No.148 

労災補償制度の国際比較研究,2002 

HSE: Topic Pack Enforcement of 

consultation Regulations(June 2011) 

Robens Report: SAFETY AND HEALTH 

AT WORK (Hansard, 19 July 1972) 

WHO Profile Report 2009: Overview of 



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

229 
 

Occupational Health and Safety, United 

Kingdom, 2009 

 

（間接参照文献） 

【著書】 

Dawson,Sandra et al., Safety at Work: 

the limits of self-regulation,1988 

Dewis,Malcolm, The Law on Health and 

Safety at Work,1978 

Selwyn,Norman, Law of Health and 

Safety at Work 1982 

Whincup,Michael, Modern Employment 

Law(7th ed.),1991 

【論文】 

 なし。 

【報告書】 

 なし。 

 

【掲載判例一覧】 

Bass Taverns Ltd v. Burgess [1995] 

EWCA Civ 40 

Brazier v Skipton Rock(1962)1 All ER 

955 

British Aircraft Corpn.v. Austin[1978] 

IRLR 332 EAT 

Cleverland County Council v. Springett 

[1985] IRLR131 (EAT) 

Costain Building & Civil Engineering v. 

Smith & Anor [1999] UKEAT 

141_99_0505 (5 May 1999) 

Day v. T Pickles Farms[1999] IRLR 217 

EAT 

Davies v. Neath Port Talbot Country 

Borough Council [1999] IRLR 769 

Donoghue v Stevenson [1932] UKHL 100 

Dowsett v. Ford Motor Co. [1981] IDS 

Brief 200 

Duthie v. Bath＆North East Somerset 

Council [2003] ICR 1405 

Ebbs v. James Whitson＆Co.Ltd.[1952]2 

All ER 192,CA 

Godfry v. Bernard Matthews plc 21 June 

1999 County Court 

Graham Oxley Tool Steels Ltd.v. 

Firth[1980]IRLR 135 EAT 

Groves v Lord Wimborne [1898] 2 Q.B. 

402 

Harris v Select Timber Frames Ltd 

[1994] 222 HSIB(Health and Safety 

Information Bulletin) 16 

Harvest Press Ltd v McCaffrey(EAT). 

(1999)IRLR 778 

Healey v. Excel Logistics Ltd.[1997] 

UKEAT 846.97.2710 

Heeremac VOF v Munro 1999 SLT 492 

HC 

Howard v. Volex Accessories Division 

[1988] HSIB 154 

Kerr v Nathan’s Wastesavers Ltd (1995) 

EAT 91/95 

Mariner v. Domestic and Industrial 

Polythene Ltd.(1978)HSIB 26 

Masiak v City Restaurant Ltd [1999] 

IRLR 780 

National Union of Tailors and Garment 

Workers v. Charles Ingram ＆ Co Ltd 

[1977] IRLR 4 

O’Connell v. Tetrosyl Ltd.Industrial 

Relations Review & Report, 367, 6 May 

1986 

Owen v. Bradford Health 

Authority[1980]IDS Briefs 183 



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

230 
 

R v. Howe＆Sons (Engineers) Ltd.[1999]2 

Al1 ER 249,(1999)HSB 275 

R v. Nelson Group Services 

(Maintenance) Ltd.[1999] IRLR 646 

R v. Secretary of State for Trade ＆

Industry, ex parte Unison [1996] IRLR 

438 

Rama v. South West Trains [1997] 

EWHC Admin 976 

Reid v. Westfield Paper Co.Ltd.[1957]SC 

218 

Scarth v. East Hertfordshire District 

Council [1991] HSIB 181 

Shillito v. Van Leer(UK) Ltd [1997] IRLR 

495 (EAT) 

Smedley v. S P Roadways(1980) COIT 

1015/54 

Waugh v. British Railways Board [1980] 

AC 521 (HL) 

White v. Pressed Steel Fisher Ltd. [1980] 

IRLR 176 (EAT) 

Wightman v. Grant Die Castings(1966) 

COIT 928/222 

Wilsons and Clyde Coal Co Ltd v.English 

[1937]3 All ER 628,HL 

 

【本調査研究の実施に際しては、厚生労働

省労働基準局安全衛生部計画課の武部憲和

主任労働衛生専門官、在英国日本国大使館

１等書記官和田幸典氏ほか多くの方々から

ご協力を賜った。この場を借りて深甚の謝

意を表する。】 



分担研究報告書（イギリスの法制度） 

231 
 

 

 
                             
１ Hugh Robertson 氏（TUC）へのインタビ
ューでの回答（別添資料６）でも指摘され
た。 
２ Rachel Moore 弁護士へのインタビューで
の回答（別添資料５）。 
３ 小畑史子:労働安全衛生法規の法的性質
(2).法学協会雑誌,112:378,1995. 
４ Robens Report: SAFETY AND HEALTH AT 
WORK (Hansard, 19 July 1972). 
５ 小畑前掲論文 378-379 頁。 
６ 小畑前掲論文 388 頁。 
７ 小畑前掲論文 381 頁。 
８ 小畑前掲論文 381-382 頁。 
９ 三柴丈典（主任研究者）:諸外国の産業精
神保健法制度の背景・特徴・効果とわが国
への適応可能性に関する調査研究,平成 25
年度厚生労働科学研究費補助金（労働安全
衛生総合研究事業）,2015,159 頁。 
１０ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
１１ 小畑前掲論文 385 頁。 
１２ M.Dewis, The Law on Health and Safety 
at Work,1978,at 7; M.Whincup, Modern 
Employment Law(7th ed.),1991,at 264（双
方とも、小畑前掲論文 383(390)頁に掲載さ
れた間接参照文献）. 
１３ 小畑前掲論文 383 頁。 
１４ 小畑前掲論文 383 頁を参照した。 
１５ 小畑前掲論文 384 頁。 
１６ 典型は、さまざまな会社に店舗を貸し
ている１ブロックの商店街の所有者などで
ある（小畑前掲論文 385 頁）。 
１７ 本規定は、まさに一般公衆の安全衛生
も目的に含めた規定である。この規定のも
とに規則や附則（schedule）が策定され、
有害物質の取扱いにライセンス・登録が要
求されている（小畑前掲論文 385 頁）。 
１８日本の安衛法でも、第４条（努力義務、
罰則なし）、第５章第１節（機械等に関す
る規制）、同第２節（危険物及び有害物に
関する規制）などに同様の規制がある。 
うち第５章第１節の規定に付された罰則

は以下の通り。 
・第３７条第１項、第４４条第１項、第

                                        
４４条の２第１項：１年以下の懲役又は１
００万円以下の罰金（第１１７条） 
・第５３条（第５３条の３から第５４条

の２までにおいて準用する場合を含む。）、
第５４条の６第２項の規定による業務停止
命令違反：当該違反者たる登録製造時等検
査機関等の役員又は職員に対して１年以下
の懲役又は１００万円以下の罰金（第１１
８条） 
 ・第３８条第１項、第４０条第１項、第
４２条、第４３条、第４４条第６項、第４
４条の２第７項：６か月以下の懲役又は５
０万円以下の罰金（第１１９条第１号） 
 ・第４３条の２の規定による命令に違反
した場合：当該違反者に対し同上（第１１
９条第２号） 
 ・第４０条第２項、第４４条第５項、第
４４条の２第６項、第４５条第１項若しく
は第２項：５０万円以下の罰金（第１２０
条第１号） 
 ・第４４条第４項又は第４４条の２第５
項の規定による表示をせず、又は虚偽の表
示をしたとき：当該違反者に対し同上（第
１２０条第３号） 
 ・第４９条（第５３条の３から第５４条
の２までにおいて準用する場合を含む。）
の規定による届出をせず、又は虚偽の届出
をしたとき：当該違反者たる登録製造時等
検査機関等の役員又は職員に対し５０万円
以下の罰金（第１２１条第１号） 
 その他、製造時等検査、性能検査、個別
検定又は型式検定の業務に従事する登録製
造時等検査機関、登録性能検査機関、登録
個別検定機関又は登録型式検定機関の役員
又は職員の収賄等については、懲役刑の定
めが設けられている（第１１５条の２）。 
他方、第５章第２節の規定に付された罰

則は以下の通り。 
・第３７条第１項、第４４条第１項、第

４４条の２第１項：１年以下の懲役又は１
００万円以下の罰金（第１１７条） 
・第５５条：３年以下の懲役又は３００

万円以下の罰金（第１１６条） 
・第５６条第１項：１年以下の懲役又は

１００万円以下の罰金（第１１７条） 
・第５６条第３項もしくは第４項、第５

７条の３第５項、第５７条の４第５項：６
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月以下の懲役又は５０万円以下の罰金（第
１１９条第１号） 
・第５６条第５項の規定による命令に違

反した場合：当該違反者に対し同上（第１
１９条第２号） 
・第５７条第１項の規定による表示をせ

ず、もしくは虚偽の表示をし、又は同条第
２項の規定による文書を交付せず、もしく
は虚偽の文書を交付した場合：当該違反者
に対し同上（第１１９条第３号） 
・第５７条の３第１項：５０万円以下の

罰金（第１２０条第１号） 
・第５７条の４第１項の規定による命令

又は指示に違反した場合：当該違反者に対
し同上（第１２０条第２号） 
１９ 「協力」義務は工場法等既存の労働安
全衛生立法には規定されておらず、HSWA で
初めて設けられた義務であったという（小
畑前掲論文 385 頁）。 
２０ もっとも、本条違反は、使用者が第２
条所定の義務を果たしていたことが明らか
にされた場合にのみ問題とされるのが通例
であるという（小畑前掲論文 385 頁）。 
２１ 小畑前掲論文 386 頁。 
２２ 小畑前掲論文 387 頁。 
２３ 小畑前掲論文 386 頁。 
２４ HSC(Health and Safety Commission)は、
従前は、HSWA に基づき創設された、いずれ
の省庁にも属さないイギリス（UK）の独立
国家機関であり、HSE の上位にある雇用年
金省の外局だったが、２００８年に HSE 内
部の役員会となった。委員長と公労使を代
表する６～９名の委員から構成され、いず
れも国務長官―現在は雇用年金大臣―によ
り任命される。その職務は、①HSWA の運用
に携わる要員を支援すること、②そうした
業務に関連する調査や出版、教育訓練や情
報提供を実施・支援すること、③そうした
問題について、政府の省庁・部局、雇用者、
被用者、両者がそれぞれ組織する団体など
が必要な情報やアドバイスを受けられるよ
うな条件を整えること、④規則を提案する
ことなどである。また、従前は、国務長官
に自身の立案する計画について報告し、長
官の政策との整合性を維持する義務を負い、
国務長官は、HSC に対して指令（direction）
を与える権限を持っていた。 

                                        
２５ WHO Profile Report 2009: Overview of 
Occupational Health and Safety, United 
Kingdom, 2009 at 39-40. 
２６ Id. at 40. 
２７ 小畑前掲論文 379 頁。 
２８ 小畑前掲論文 389 頁。 
２９ Selwyn,Norman / Revised by Moore, 
Rachael: The Law of Safety and Health at 
Work 2013/2014(22nd edition), 2013 at 
23. 
３０ 英国健康保護局（HPA）は、同国政府に
より２００３年に設立された独立機関であ
り、公衆を感染症や環境上の危険から保護
することをその目的としていた。その主な
方法は、公衆一般、医師・看護師等の衛生
専門職、国・地方政府へのアドバイスの提
供である。ロンドンを含め計４か所にセン
ターを持っていたが、２０１３年４月に、
そのうち１箇所を除き、英国保健省に新た
に設置された英国公衆衛生庁（Public 
Health England）に組み込まれた。 
３１ Selwyn(2013) at 22-23. 
３２ Selwyn(2013) at 23-24. 
３３ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
３４ 三柴前掲報告書 139-140 頁。 
３５ 小畑前掲論文 387 頁。 
３６ 小畑前掲論文 391 頁。 
３７ 小畑前掲論文 399 頁。 
３８ Selwyn(2013) at 89-. 
３９ 小畑前掲論文 394 頁。 
４０ 小畑前掲論文 400 頁。 
４１ 小畑前掲論文 408-409 頁。 
４２ 小畑前掲論文 401 頁。 
４３ Selwyn(2013) at 176. 
４４ 小畑前掲論文 408,413-414 頁。Rachel 
Moore 弁護士へのインタビューでの回答（別
添資料５）でも、同旨の発言がなされた。 
４５ 小畑前掲論文 403-404 頁。 
４６ 小畑前掲論文 408 頁。 
４７ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
４８ 小畑前掲論文 402 頁。 
４９ Groves v Lord Wimborne [1898] 2 Q.B. 
402.原告（Grove）は、被告（Wimborne 卿）
に雇用されて就業していたところ、蒸気ウ
ィンチ（巻上機）の歯に右手を挟まれて切
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断した。この際、従前は設置されていた保
護用フェンスが取り外されていた経緯があ
ったため、原告は、フェンスの設置義務を
定める１８７８年工場及び作業場法
（Factory and Workshop Act 1878）第５条
違反を根拠に損害賠償請求したところ、被
告側は同法には刑事罰が規定される一方、
民事責任への言及はないと反論した。しか
し裁判所は、たとえ制定法がその違反に際
しての民事損害賠償の権利を規定していな
くても、損害の救済は図られ得るとした。
この際、Vaughan 判事は、以下のように述
べていた。「制定法がある人物に特定の義
務の遂行を規定し、制定法がその利益と保
護のために義務を課している対象者が、そ
の不履行のために傷害を負った場合、特段
の反証がない限り、当該被災者が義務を履
行しなかった者に対して提起する訴訟にお
いて、有利な証拠となるだろう」、と（以
上の記述につき、
https://dominicdesaulles.wordpress.com
/2013/08/22/groves-v-lord-wimborne/を
参照した）。 
５０ １８９７年労災補償法が使用者の無過
失責任補償制度を法定し、１９４６年国民
保険法がその仕組みを社会保険の枠組みに
組み入れ、更に１９７５年社会保障法がそ
れを社会保障化（：社会保険のみならず、
保健・医療サービスを含めた総合的な補償
制度とすること）した経緯がある（詳細は、
日本労働研究機構：調査研究報告書 No.148 
労災補償制度の国際比較研究,2002（第 2
章：上田達子執筆）を参照されたい）。 
５１ 小畑前掲論文 406-407 頁。 
５２ Selwyn,N.M.,Law of Health and Safety 
at Work 1982 at 247（小畑前掲論文 407(410)
頁に掲載された間接参照文献）. 
５３ 小畑前掲論文 407 頁。 
５４ 小畑前掲論文 404-405 頁。 
５５ Ebbs v. James Whitson＆
Co.Ltd.[1952]2 All ER 192,CA. 
５６ Reid v. Westfield Paper 
Co.Ltd.[1957]SC 218. 
５７ 小畑前掲論文 414-415 頁。 
５８ Donoghue v Stevenson [1932] UKHL 100.
「瓶入りカタツムリ」事件とも称され、イ
ギリスでネグリジェンス法の礎石となった

                                        
著名な事件。１審原告の Donohue 氏（女性）
が、ペイズリーのカフェで、友人が購入し
てくれたジンジャービールを飲んでいたと
ころ、腐ったカタツムリがその瓶から出て
来た。それを見た彼女は、重度の胃腸炎と
精神的ショックに苛まれた（現にその旨の
診断を受けた）として、そのビールの製造
業者を経営する Stevenson 氏を相手取り、
ネグリジェンスによる損害賠償請求訴訟を
提起した。製造物に起因する損害について
は、通例、販売者と消費者間の売買契約に
基づく請求がなされるが、このケースでの
購入者は友人であって１審原告自身ではな
かったうえ、被告は販売業者ではなく製造
業者であったため、ネグリジェンス訴訟と
された経緯がある。 
 貴族院では、Atkin 卿が、多数意見の一
環として、以下のようにネグリジェンスの
責任範囲について隣人原則を述べた。 
「英国法には、注意義務を発生させる関係
についての、何らかの一般概念が必然的に
存在しなければならず、それは現に存在し、
判例集に現れる事件はその事例に過ぎない
ことを、ここでは指摘するに留めよう。ネ
グリジェンスの責任は、ネグリジェンスと
呼称しようが、他の法制に於けるように過
失と論じようが、何れにしても、道徳的不
正行為には行為者が責任を負わねばならぬ
との一般市民感情に、基礎があることは疑
いない。しかし、現実社会では道徳律の咎
める作為ないし不作為があっても、被害を
受けた全ての人に救済を求める権利を与え
る訳にはいかない。このようにして、１審
原告の範囲と救済の程度を制限する法原則
が生まれた。汝の隣人を愛せよとの教義が
法になり、吾人は隣人を害してはならぬこ
ととなる。吾人の隣人とは誰かとの法律家
の質問には意義の限定された回答が返され
る。隣人を害することあるべしと合理的に
予測できる作為乃至不作為を避ける合理的
注意を、吾人は払わねばならぬ。然からば
法律上隣人とは誰か？ 答えは次の通りと
なろう。吾人の行為によって近接的且つ直
接的に影響を受けるため、当該作為乃至不
作為に注意を向けたとき、そのように影響
を受ける者として当然念頭に置かねばなら
ぬ人々のことである」（事実関係について
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は、
http://lawgovpol.com/case-study-donogh
ue-v-stevenson-1932/を参照し、カッコ内
の邦語訳は、安藤誠二弁護士の WEB サイト
[http://www7a.biglobe.ne.jp/~ando/Neg1
.pdf]より抜粋した）。 
５９ なお、その５年ほど後に、Wilsons and 
Clyde Coal Co Ltd v.English 事件（Wilsons 
and Clyde Coal Co Ltd v.English [1937]3 
All ER 628,HL）で、雇用主（master）が使
用人（servant）に対して負う３つの注意義
務（①適任なスタッフを選任すること、②
適切な素材を提供すること、③安全な作業
システムを提供すること）が示され、先例
となった。 
６０ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
６１ Selwyn at 246（小畑前掲論文
415-416(420)頁に掲載された間接参照文
献）. 
６２ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
６３ Ibid. 
６４ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
６５ 小畑前掲論文 410 頁。 
６６ 小畑前掲論文 413 頁。 
６７ Dawson,Sandra et al., Safety at Work: 
the limits of self-regulation,1988 at 24
（小畑前掲論文 410(413)頁に掲載された間
接参照文献）. 
６８ 小畑前掲論文 417 頁。 
６９ Mariner v. Domestic and Industrial 
Polythene Ltd.(1978)HSIB 26. 
７０ Wightman v. Grant Die Castings(1966) 
COIT 928/222. 
７１ Smedley v. S P Roadways(1980) COIT 
1015/54. 
７２ 小畑前掲論文 418 頁。 
７３ Graham Oxley Tool Steels Ltd.v. 
Firth[1980]IRLR 135 EAT. 
７４ 小畑前掲論文 417-419 頁。 
７５ British Aircraft Corpn.v. 
Austin[1978] IRLR 332 EAT. 
７６ 小畑前掲論文 418 頁。 
７７ Selwyn(2013) at 159. 
７８ Selwyn(2013) at 159-160. 

                                        
７９ Selwyn(2013) at 160-161. 
８０ 
http://www.hse.gov.uk/pubns/books/l21.
htm（2014 年 10 月 27 日にアクセス） 
８１ 以下の概要の記述に際し、
http://www.bailii.org/uk/cases/UKEAT/1
998/369_98_0111.html、
http://www.thompsons.law.co.uk/ltext/l
0450002.htm 等の WEB サイトを参照した。 
８２ Selwyn(2013) at 174-175. 
８３ Selwyn(2013) at 163. 
８４ Heeremac VOF v Munro 1999 SLT 492 HC. 
概要の記載に際し、
http://www.xperthr.co.uk/law-reports/h
se-must-detail-risk-assessment-defects
-in-charges/6485/等の WEB サイトを参照
した。 
８５ 以下の概要の記述に際し、
http://www.safetyphoto.co.uk/subsite/c
ase%20q%20r%20s%20t/r_v_nelson_group_s
ervices.htm 等の WEB サイトを参照した。 
８６ Selwyn(2013) at 176.  
８７ 以下の概要の記述に際し、
http://www.xperthr.co.uk/law-reports/a
ssessment-and-rotation-failure-caused-
wruld/6507/等の WEB サイトを参照した。 
８８ Ibid. 
８９ 三柴丈典：安全配慮義務の意義・適用
範囲,労働法の争点第 4版, 128-130, 2014. 
９０ Rachel Moore 弁護士へのインタビュー
での回答（別添資料５）。 
９１ Selwyn(2013) at 190. 
９２ ACAS は、労使関係の調整により、組織
の生産性と労働者の職業生活の質の向上を
図る目的で設置された公益的な非政府組織
（NDPB:non-departmental public body）で
ある。日本でそのまま相当する機関は見当
たらないが、個別労働紛争解決制度の実施
を担当している総合労働相談機関、都道府
県労働局長、紛争調停委員会のほか、労働
委員会などが、これに近い機能を果たして
いるといえよう。 
９３ Selwyn(2013) at 192. 
９４ Ibid. 
９５ Ibid. 
９６ Selwyn(2013) at 204. 
９７ Selwyn(2013) at 192-193. 
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９８ Selwyn(2013) at 196. 
９９ Selwyn(2013) at 197. 
１００ ウェールズにある Neath Port Talbot
特別市の工場でパートタイマーとして勤務
していた女性が、大規模な労働組合である
GMB の安全代表に選任され、同労組の主催
する２つの教育訓練課程に参加したところ、
フルタイムの課程だったにもかかわらず、
パートタイム・ベースの賃金しか支給され
なかった。そこで、GMB の支援を受け、９
２年労働組合及び労使関係（調停：
consolidation）法第１４１条（以前の第１
１９条）に基づき、共にその課程に参加し
ていた同僚を比較の基準として、同市を相
手取り、訴訟を提起したもの（以上の記述
に際し、
http://www.thompsons.law.co.uk/ltext/l
0560007.htm を参照した）。 
１０１ Selwyn(2013) at 199-200. 
１０２ 衝突事故で鉄道運転手の夫を失った
妻（１審原告）が、重大災害法（Fatal 
Accidents Act）の下で夫の雇用主であった
鉄道事業団（１審被告）を相手方として訴
訟を提起したケース。貴族院は、事故後ま
もなく事業団が作成した災害報告書は、訴
訟のための秘匿特権（litigation 
privilege）の対象にはならないと判断した。
いわく、当該「報告書は、鉄道事業の運営
及び安全対策と、訴訟を見越して法的アド
バイスを得るという２つの目的で作成され、
前者が後者より差し迫っていたが、双方と
も等価値と記載されている」。「秘匿特権
を申し立てるには、訴訟上の目的が支配的
でなければならず、本件はそれに当たらな
い」、と（以上の記述に際し、
http://hsfnotes.com/litigation/privile
ge-guide/dominant-purpose-of-litigatio
n/を参照した）。 
 その他の判例の多くも、問題の解消や再
発防止が訴訟対策と同レベルの目的だった
として、秘匿特権を否定しているが、結局
は事案によると解されている
（https://www.jniosh.go.jp/index.html
（2014 年 12 月 8 日にアクセス））。 
１０３ 概要の記述に際し、
http://www.xperthr.co.uk/law-reports/p
aid-leave-covers-aspects-of-safety-rep

                                        
s-functions/6504/等の WEB サイトを参照
した。 
１０４ Selwyn(2013) at 203. 
１０５ Ibid. 
１０６ Ibid. 
１０７ Selwyn(2013) at 202. 
１０８ Ibid. 
１０９ Selwyn(2013) at 205. 
１１０ Selwyn(2013) at 206. 
１１１ Selwyn(2013) at 207. 
１１２ Ibid. 
１１３ Ibid. 
１１４ Selwyn(2013) at 208. 
１１５ Ibid. 
１１６ Selwyn(2013) at 216. 
１１７ Selwyn(2013) at 217. 
１１８ Ibid. 
１１９ Selwyn(2013) at 218. 
１２０ Ibid. 
１２１ Ibid. 
１２２ Selwyn(2013) at 219. 
１２３ Ibid. 
１２４ Ibid. 
１２５ ただし、１９８１年安全衛生（緊急対
応）規則の行為準則は、緊急対応に当たる
人物として、EFAW:Emergency First Aid at 
Work や、FAW:First Aid at Work 等の緊急
対応の適格性認証を得た者か、（行政機関
であり、前医師の登録が義務付けられてい
る）英国医事委員会（General Medical 
Council:GMC）が認定した医師、（看護師の
登録が義務付けられている）英国看護師・
助産師協会（Nursing and Midwifery 
Council:NMC）が認定した看護師や、（診療
補助者の法的な登録団体である）診療補助
者協会（Health and Care Professions 
Council:HCPC）が認定した診療補助者であ
るべき旨を定めている（L74:First aid at 
work）。 
１２６ Selwyn(2013) at 220. 
１２７ Selwyn(2013) at 208-210. 
１２８ Selwyn(2013) at 209. 
１２９ Ibid. 
１３０ 「あらゆる安全衛生規則（any health 
and safety regulations）」違反をもって
犯罪としている。附則第３Ａ条は、当該犯
罪の量刑（範囲）を定めている。 
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１３１ HSE:Topic Pack Enforcement of 
consultation Regulations, June 2011 at 
6. 
１３２ Selwyn(2013) at 210-216. 
１３３ Selwyn(2013) at 211. 
１３４ 概要の記述に際し、
http://www.bailii.org/uk/cases/UKEAT/1
999/141_99_0505.html 等の WEB サイトを参
照した。 
１３５ Selwyn(2013) at 211-212. 
１３６ 以上の記述に際し、Barrett,Brenda / 
Howells,Richard: Safety Law : Text and 
Materials(2nd edition), 2000 at 446 等
を参照した。 
１３７ 概要の記述に際し、
http://www.hrcompanion.co.uk/employmen
t-law-case-info/unfair-dismissal/autom
atic-unfair-dismissal/2928-masiak-v-ci
ty-restaurants-uk-ltd-1999-irlr-780-ea
t 等の WEB サイトを参照した。 
１３８ Selwyn(2013) at 213. 
１３９ Ibid. 
１４０ 概要の記述に際し、
http://www.thompsons.law.co.uk/ltext/l
0570006.htm、
http://www.bailii.org/uk/cases/UKEAT/1
999/488_99_0707.html 等の WEB サイトを参
照した。 
１４１ Selwyn(2013) at 213-214. 
１４２ 概要の記述に際し、
http://www.xperthr.co.uk/law-reports/b
arton-v-wandsworth-council/49725/等の
WEB サイトを参照した。 
１４３ Selwyn(2013) at 215. 
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○別添資料３（HSWA（イギリス労働安全衛生法）に関する解説書の翻訳（１）） 

 

Selwyn, Norman / Revised by Moore, Rachael: The Law of Safety and Health at Work 

2013/2014(22nd edition), 2013 at 159- 

 

第４章 HSWA に基づく安全衛生管理 
 安全衛生管理を奏功させるには、組織内の関係者全ての関与が前提となるが、中でもその

作為や不作為が全従業員の態度に大きく影響する意思決定者（：組織の責任者）の関与が重

要な前提となる。ここでの「関与」は口先だけのものであってはならない。構造的で計画的

な取り組みが採用され、実施され、そのために必要となる適切な資源が利用できる条件が求

められる。安全衛生は、常に、その担当者のみではなく、全てのレベルの管理者にとっての

最優先課題と認識されねばならない。上位の立場にいる者の無関心や無知の態度は、すぐ組

織中に拡散してしまう。 

 安全衛生管理計画の成功は、その問題への構造的取組への注力度合いに比例する。有効な

取り組みのためには、５段階のステップが踏まれるべきであり、各ステップで求められる措

置は、通例、直面する課題と選択される解決策に応じて決まる。HSE は、実務でも充分参

考になる、「HSG65：効果を上げる安全衛生管理（Successful Health and Safety 

Management）」という小冊子を発刊している。新刊は、２０１３年暮れに発刊される予定

である。新たなガイダンスがよって立つ原則は、安全衛生は、組織の生産性、競争力、利益

と不可分の要素として取り扱われるべきだという点にある。新たな HSG65 の草案とその背

景 と な っ た 議 論 は 、

http://www.hse.gov.uk/aboutus/meetings/hseboard/2013/300113/pjanb1313.pdf に掲載さ

れている。 

 １．方針：安全衛生に関する方針は、HSWA 第２条第３項に基づき被用者に提供される

べき「文書による宣言（written statement）」に限られず、安全衛生への配慮が、あらゆる

レベルの管理者によって最優先課題とされ、その方針の実現に適う資源の発掘への取り組

みが求められるような方針でなければならない。適切な安全衛生上のルールや手続きの採

用は、作業システム面のみならず、作業手段、設備、材料、支援などの調達についてもなさ

れねばならない。組織の活動の全ては、その方針の実施を視野に行われねばならない。 

 ２．組織：方針の実施を管理する総合的な役割は上位の管理者が負うべきだが、特定の役

割は特定の部署に委ねられても良い。効果的なコミュニケーション、職務遂行上のコンピテ

ンスの確立が求められ、あらゆるレベルでの参加が奨励される。 

 ３．計画：計画の目的は、安全衛生文化が確立した組織による実際の方針の実施にある。

リスク調査が実施され、適切な教育訓練が設定され、職場の問題点が記録され、修正され、

管理手法が導入される等、さまざまな措置が盛り込まれねばならない。各組織は、それぞれ

が抱える特有の問題への対応に最も適した手法を採用し、解決策を見出すことになる。 
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 ４．実施状況の評価：ひとたび基準や目的が設定されれば、その達成度を測ることが可能

となり、更なる措置や改善が必要な領域も特定できるようになる。背景にある原因や弱点も

特定し、それまでの成功事例に倣ってそれらの低減を図るべきである。 

 ５．実施状況の見直し：安全衛生監査が体系的かつ定期的に実施されていれば、直にその

効果が現れるか、別の安全衛生管理計画の必要性が示されることになる。統計の分析、事故

の調査、教訓からの学びなどが有効であろうし、それらを踏まえて追加的措置の勧告もなさ

れ得る。新しい、又は開発途上の知識の記録と検討も有効であろうし、他の組織の事例も考

慮に値する。安全衛生管理の実効性は、既に生じた問題への事後的対応よりも、未然防止の

能力に依る場合が多い。 

 

１９９９年労働安全衛生管理規則 
 同規則のオリジナル・バージョンは、EC 安全衛生枠組み指令（89/391EEC）と非典型労

働者指令（91/383/EEC）の国内での実施を目的に、１９９２年に公布された。当該規則は

妊娠中の労働者のための指令（92/85/EEC）の実施のために１９９４年に修正され、職場に

おける若年労働者の保護のための指令（94/33/EC）の実施のために９７年に再度修正され

た。 

 これらの条規は、すべて１９９９年労働安全衛生管理規則に統合され、８９年枠組み指令

に示された予防の一般原則に関する追加規定と共に、その年の暮れに施行された。また、（＊

９９年規則への統合によって＜訳者注＞）１９８１年安全衛生（緊急対応）規則、１９９５

年炭鉱関係安全衛生規定総合規則、１９９６年建設（安全衛生・快適性）規則、１９９７年

消防（職場）規則にも小規模な修正が加えられた。この規則は、更に、２００３年労働安全

衛生及び消防管理（職場）（修正）規則、２００５年労働安全衛生管理及び安全衛生管理（被

用者との協議）（修正）規則、２００５年規制改革（防火）命令、２００６年安全衛生管理

（修正）規則によって修正を受けた。 

 この規則は、海洋活動、教育訓練を含め、HSWA が適用される全ての労働に適用される

が、商用船舶には適用されない。国防大臣は、国の安全保障上の利益のため、一定の義務（た

だし、第１６～１８条を除く）について軍隊を免除できるほか、軍隊の一部の者について（第

１４条を除き）一定の要件を免除できる。 

 ９９年安全衛生管理規則には、行為準則 L21（９９年労働安全衛生管理規則の施行にかか

る行為準則）及びガイダンス・ノートが付されている。本行為準則は、上掲の HSG65 が改

訂され次第廃止される方向で検討されている。 

 

リスク調査 
 雇用者は、彼自身の雇用する者の労働安全衛生上のリスク並びに自身と雇用関係にはな

い者の安全衛生上のリスクであって、雇用者自身かその者の営む事業に起因するか、それと

関連するものの双方に関する適切かつ充分な調査を実施せねばならない。これは、関係法規
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及び２００５年規制改革（防火）命令により、又はそれに基づき課された要件や禁止事項を

遵守するために求められる、講ずべき手段を特定する意味を持つ。 

 同様の義務は、当人自身の安全衛生上のリスクや、雇用関係にはない者の安全上のリスク

について、自営業者にも課されている。 

 調査（の結果）がもはや有効でないと疑うべき理由がある場合や、関連事情に重要な変化

があった場合には、雇用者や自営業者による見直しが求められる。また、見直しに際して調

査（の方法）自体に変更を加える必要がある場合には、果断になされる必要がある。 

 雇用者が 18 歳未満の若年者を雇用するには、以下の点に特に留意して、調査を実施する

ことが条件となる。 

 (a)若年労働者の未経験、リスク意識の欠如、未熟さ 

 (b)職場や個人ごとの作業場の装備やレイアウト 

 (c)物理的、生物学的、化学的な物質へのばく露の性格、程度、時間 

 (d)作業器具の形状、範囲、活用及び取扱い方法 

 (e)さまざまな工程や活動の組織 

 (f)若年者に現に実施されているか実施予定の安全衛生教育の程度 

 (g)若年者の保護に関する EC 指令（94/133/EC）附則に記された物質、工程、作業に起因

するリスク（附則 A は、電離放射線、高圧条件下での作業、生物学的物質および一定の化

学物質、爆発物に関わる一定の種類の作業、高電圧の電気的障害、危険性の高い動物、危険

性の高いガス、構造上倒壊のリスクのある場所での作業などを取り扱っている） 

 若年者のための調査実施要件は、私宅での家事労働を含む一時的な労働や、家族経営的な

事業で若年者への危険有害性が及ばないよう調整された作業には適用されない。 

 ５人以上の被用者を雇用する雇用者は、調査による重要な発見事項と、特に危険な状態に

あると認められた被用者の集団を記録せねばならない。この作業は、通例、手書きでなされ

るだろうが、その活用や検証が可能な限り、電磁的手段など他の方法によることもできる。 

 仮にリスク調査を怠り、それがなされていれば災害の潜在要因を特定できたであろうと

解される場合（たとえば、作業に関連する上肢障害へのり患を避けるため、作業慣行を変え

る必要性があった場合など）、民事損害賠償請求訴訟における過失の不法行為の裏付けとな

り得る（Godfry v. Bernard Matthews plc）。刑事事件では、仮に雇用者がその場にあるリ

スクを適切に調査するために充分なリスク調査を実施していなかったとして告発した場合、

検察官は、当該調査が、どのような点で不充分だったのかを特定しなければならない。単に

災害が発生したという事実に依拠しても、充分とはいえない（Heermac VOF v. Munro）。 

 危害、損失、災害その他悪しき結果が生じる可能性がある状態を「リスク」という。した

がって、リスクのレベルは、危害が生じる確率、危害の潜在的な重大性、悪しき影響を受け

る可能性のある人物や集団により決まる。 

 「ハザード（危険源）」は、危害をもたらす潜在性を持つものを意味する。よって、リス

ク調査では、そうした潜在的ハザードが現実化する可能性を確認することになる。安全衛生
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管理規則と共に発出された行為準則には、「リスク調査は、作業もしくはその事業上の行為

に起因して、又はそれに関連して、人体の安全衛生に及ぶリスクを特定するために実施され

るものである」、と記されている。それは、リスクが発生し、関係者に影響する機序を特定

するものでなければならない。その情報は、そうしたリスク管理手法の決定が充分な情報に

裏付けられ、合理的かつ体系的になされ、講じられる対応措置を適切なものとするために必

要とされる。 

 リスク調査を実施する際には、ルーティンの活動もそうでない活動も含め、労働活動の全

てが調査されねばならない。HSE は、「リスク調査のための５ステップ（Five Steps to Risk 

Assessment）」と題するガイダンス・ノートを発行しているが、その中では、リスク調査に

絶対的な確固たるルールはなく、柔軟性と常識感覚が求められる旨が記されている。 

 リスク調査は、それによって雇用者（や自営業者）が労働から生じるリスクを特定できる

ものであれば、「適切かつ充分」といえる。その実現のため、雇用者は、関連する法制度、

サプライヤーの作成したマニュアル、製造業者による取扱要領、業界誌などの適切な情報源

を探さねばならず、適切な人物からのアドバイスも求めねばならない。リスク調査は、作業

の性格に沿うものでなければならず、有効性が保たれる期間が特定される必要もある。ハザ

ードが何で、いかにしてリスクを評価するかと共に、誰がそれにばく露する可能性があるか

を特定せねばならない。これにより、雇用者は、関連法規を遵守するために求められる措置

の「優先づけ」ができるようになる。 

 リスク調査（のあり方）は、定期的に見直されねばならない。作業の性格が変わった場合

や、従前認識されていなかったハザードやリスクが新たに発見された場合には特にそう言

える。規則第５条によって求められる安全衛生条件の監視から新たなハザードがみつかる

こともあり、これは改善された調査の対象にもなり得る。 

 リスク調査の実施方法は、事業の性格やハザードやリスクの類型によって決まるため、黄

金律はない。一般に、小規模事業の場合には、裁判例が示す最低限のプロセスのみでよく、

専門家的なスキルや複雑な技術までは求められないであろう。他方、リスク調査が完成度の

高い安全事例の基礎となることもある。その間をいくようなケースでは、特に未知のリスク

への対応に際して、専門家のアドバイスが有効に働く場合もあろう。ハザードに関わる特定

の作業や集団への対応に際しては、日常とは異なる調査の実践が必要になるかもしれない。

被用者、安全代表、アドバイザーなど、さまざまな関係者の意見が考慮されねばならない。

常に、体系的なアプローチが図られねばならない。 

 その実効性を高めるため、行為準則がリスク調査に求める条件は以下の通り。 

 (a)重大なリスクやハザードが申告される条件をつくること 

 (b) ルーティンの活動とそうでない活動、下請業者、派遣労働者、自営業者、自宅で就労

する者、外勤労働者など、日頃雇用者の監視下にない者も含め、労働活動の全側面が審査さ

れるようにすること 

(c)機械器具等のメンテナンス、清掃、自動車への荷物の積み下ろし、緊急対応のようなル
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ーティンでない作業にも注目すること 

(d)従うべき手続を含め、作業活動の妨害などの事故管理に注意を払うこと 

(e)リスクやハザードの特定を体系的に行うこと：調査の対象は、機械関係、物流関係、化

学物質関係、電気関係など、一定の集団（部門）ごとに設定されるべきこと、また、製造、

製品の発送、事務作業など作業種別ごとのアプローチが有効な場合もある 

(f)作業の体系化の方法（経緯）、それが健康に及ぼす影響を注視すること 

(g)公衆に対するリスクを考慮すること 

(h)火災のリスクを検討する必要性を考慮すること：必要な場合には、別個の調査が実施

されるべきである 

健康障害をもたらす化学物質の管理に関する規則（COSHH）のように、安全衛生管理規

則と一部重複してリスク調査の義務を定める規則がある場合、それに基づく調査は、有効性

を維持する限り、重複して実施される必要はない。他方、同管理規則に基づく調査の結果、

他の規則に基づく調査の必要性が認識されることもある。 

 

適用されるべき予防の原則（規則第４条） 
 雇用者が予防的な措置を講じる場合、規則の附則第１条に示された原則に基づく必要が

ある。これには、以下の内容が含まれている。 

 (a)リスクを避けること 

(b)避けられないリスクを評価すること 

(c)リスクには根本から対処すること 

(d)特に、職場の設計、作業器具の選択、作業方法や生産方法の選択に際して、単調な作業

を避け、事前に設定したペースで働き、健康への影響を最小化することなどを視野に、仕事

を個人に適応させること 

(e)技術の進歩に適応すること 

(f)危険性のあるものを、無害か危険性の低いものに代えること 

(g)技術、作業組織、労働条件、人間関係、その他労働環境と健康の関係に関する事項をカ

バーする首尾一貫した、包括的な予防方針を開発すること 

(h)個人的な保護措置よりも集団的な保護措置を優先すること 

(i)被用者に適切な指示を与えること 

 

安全で衛生的な条件の整備（規則第５条） 
 雇用者は、その活動の性質や事業規模に照らし、効果的な計画、組織、予防的・保護的な

措置の監視と見直しにとって適切な条件を整備せねばならない。５名以上の被用者の雇用

者は、この条件整備の状況について記録せねばならない。 

 行為準則には、安全衛生管理システムは以下の５つの要素から成ると記されている。 

 １．計画 
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 リスク調査を遂行するための体系的なアプローチが採用されれば、ハザードの最小化と

リスク低減を目的として、優先づけと目標値の設定がなされ得る。先ずは計画が採用され、

併せて、期限が設定され、リスク管理の手法が選択され、実績評価基準の開発が進められね

ばならない。 

 ２．組織（化） 

 これには、リスク調査の実施、予防・保護措置の選択や要件の実施などに被用者やその代

表を関与させることも含まれる。その他、効果的なコミュニケーション手段の確立、被用者

への安全衛生関連情報の伝達、充分な情報提供、指示、教育訓練による関係者のコンピテン

スの確保も求められる。 

 ３．管理 

 安全衛生に関する責任関係が明確化され、その責任を負うこととなった者には、その責務

を効果的に全うするための時間と資源が与えられると共に、基準が設定され、充分かつ適切

な監督体制が設けられねばならない。 

 ４．監視 

 予防的・保護的な措置が現に実施され、実効性を挙げるため、充分な定常的査察や検査が

行われねばならない。災害の潜在的要因については充分な調査がなされ、改善措置が講じら

れ、教訓が学び取られねばならない。 

 ５．審査（見直し） 

 適切な措置が必要なタイミングで実施され、完遂するように、監視の結果必要性が判明し

た改善措置に優先順位が付されねばならない。管理システムのあらゆる面が、その効果を維

持するため、見直されねばならない。 

 

労働衛生監査（規則第６条） 
 雇用者たる者は全て、その被用者が、リスク調査により特定された安全衛生上のリスクに

照らして適切な労働衛生監査の提供を受けられるようにしなければならない。 

 行為準則の示唆によれば、リスク調査が実施されさえすれば、特定の安全衛生規則に基づ

いて労働衛生監査が求められる条件はおのずと明らかになる。労働衛生監査は、以下の場合

にも導入されねばならない。 

 (a)作業関連疾患や健康状態の悪化がみられる場合 

(b)有効なリスクの検出技術を利用できる場合 

(c)特定の作業条件下で疾病や健康状態の変化が生じることを合理的にうかがわせる事情

がある場合 

(d)監査によって被用者の保護が促進される可能性がある場合 

労働衛生監査の目的は、健康リスクがもたらすマイナス効果を早い段階で探知し、それ以

上の被害を防止することにある。また、リスク調査の正確性に加え、管理措置の有効性もチ

ェックされねばならない。衛生監査が適切になされることを前提に、個々人の健康記録が保
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存されねばならない。その適切さを確保するためにも、衛生監査の手続きは条件依存的に設

計、遂行される必要がある。 

 

安全衛生アシスタント（health and safety assistance）（規則第７条） 
 雇用者は、関連法規及び２００５年規制改革（防火）命令の要件を充たすために必要な措

置について、１名以上適任者を選任し、自身を支援させねばならない。この原則は、その者

がそうした措置を自らとるうえで充分な教育、経験、知識を有している限り、（他者と協働

関係にない）自営業者には適用されない。また、共同経営者のうちのいずれかが、教育、経

験もしくは知識その他法的要件の遵守の確保に求められる措置を実施するための資質を有

する者と関係しており、当該経営者はもちろん、他の共同経営者がそうした措置を講じるう

えで適切に支援できる場合、当該協働関係にも適用されない。 

 雇用者が複数の者を選任した場合、充分な協働がなされるよう便宜を図らねばならない。

選任者の数や、その職責を果たすために与えられる時間や手段は、事業規模、被用者がばく

露するリスク、事業におけるリスク分配との関係で充分なものでなければならない。 

 安全衛生支援のために選任される者は、当該雇用者の被用者である必要はない。ただし、

外部のコンサルタントを指名する場合、雇用者は、人の安全衛生に影響を及ぼし得る事業活

動について、自身が知る限りの情報を彼に提供せねばならない。また、雇用者は、外部のコ

ンサルタントに対し、有期労働者（persons working under a fixed-term contract）や派遣

労働者（persons employed in an employment）の情報に加え、規則第１０条所定の情報へ

のアクセスを保障せねばならない。しかし、仮に雇用者自身の被用者の中に適任者がいれば、

外部のコンサルタントに優先して、規則第７条所定の安全衛生アシスタントに選任される

べきである。 

 安全衛生アシスタントとして適格と認められる要件は、雇用者が関連法規の遵守のため

に求められる措置の実施を適切に支援できるだけの教育訓練、経験や知識、その他の資質を

備えていることである。 

 行為準則には、雇用者は、安全衛生上の措置を支援するために選任された者が委任された

職務を実施できるだけの資質を持ち、充分な情報と支援を受けることができるようにする

責任を負う旨が定められている。適任者の選任は、規則第５条所定の安全衛生上の条件整備

の一環としてなされねばならず、雇用者は、適任者の選任（にかかる条件整備）について安

全代表と協議せねばならない。 

 

重大かつ切迫した危険がある場合や危険な場所に求められる手続（規則第８条） 
 雇用者は、事業の執行に際して、人に作業上重大かつ切迫した危険を及ぼす出来事が生じ

た場合に踏襲すべき手続きを策定し、実施せねばならない。緊急退避手続の実施のため、適

任者が選抜されねばならない。その手続きでは、実施可能性がある限り、職場で重大かつ切

迫した危険に晒される全ての者が、当該ハザードの性格や保護措置について知らされるこ
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とが要件とされねばならない。また、彼らが作業を停止し、即座に安全な場所に退避し、特

に緊急の場合には救急サービスなどの手当てを受けられるようにされねばならず、職場に

危険が残存する限り、関係者の作業の再開が禁止されねばならない。 

 雇用者は、安全衛生上のリスクに基づき立ち入りを制限する必要があるため、自身の管理

下に置く場所には、充分な安全衛生上の指示を受けない限り、被用者が立ち入ることのない

ようにせねばならない。 

 

外部サービスとのコンタクト（規則第９条） 
雇用者は、特に応急手当、救急措置や救助作業について、外部サービスとの接触が確保さ

れるようにせねばならない。 

行為準則によれば、仮に重大かつ切迫した危険が認められる状況が生じた際に全労働者

が遵守すべき手続きが策定されねばならない。この手続きでは、リスクの性格、それへの対

応方法、（有毒ガスの拡散など）火気や爆発物によるものを超えるリスクを想定した補完的

手続きや、（プラントの停止など）特別な職責を持つ特定の被用者に課される追加的な責任、

精緻な活動を実施するために選抜された適任者の役割、責任と権限のほか、その手続きが、

いつ、どのように活用され、被用者らが安全な場所に適時に避難できるか、が示されねばな

らない。 

 緊急時の手続きは、規則第５条に基づいて明文化され、同第７条に基づいて安全衛生アシ

スタントに知らされ、下掲の第１０条に基づいて被用者に、同じく第１２条に基づいて被用

者でない者に知らされねばならない。また、規則第１３条に基づいて何らかの研修プログラ

ムに組み込まれねばならない。試行作業も実施されねばならない。 

 重大な危険が残存している場合、緊急事態の後、作業が再開されてはならない。緊急事態

が過ぎた後、再発防止のため、リスク調査の見直しが検討されねばならない。 

 

被用者への情報提供（規則第１０条） 
 雇用者は、その被用者に対して、以下の事項に関する包括的かつ適切な情報を提供しなけ

ればならない。 

 (a)調査により特定された安全衛生上のリスク 

(b)予防的、保護的な措置 

(c)重大かつ切迫した危険に対応するための手続き、危険区域及び消火用具 

(d)避難や消火の担当者 

(e)同じ職場を共有する別の雇用者から知らされたリスク 

 児童（：義務教育修了年齢（１５歳）以下の者）の採用に際して、雇用者は、その両親に

対して以下の事項に関する包括的で適切な情報を提供しなければならない。 

 (a)調査により特定された衛生上のリスク 

(b)予防的、保護的な措置 
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(c)同じ職場を共有する別の雇用者から知らされた、当該雇用者の事業の遂行に起因する

労働安全衛生上のリスク（規則第１１条第１項(c)） 

しかし、この要件は、私宅での家事労働を含めた一時的な労働や、家族経営的な事業で若

年者への危険有害性が及ばないよう調整された作業には適用されない。 

行為準則によれば、提供される情報は、関係する被用者が理解できるようなものでなけれ

ばならず、したがって、その教育、知識、経験のレベルを考慮したものでなければならない。

特に、情報の受け取りに影響するような言語上の困難を伴う者や、同じく身体障害を持つ者

（視覚障害者、英語を第一言語としない者など）に特段の配慮がなされねばならない。 

 有期契約者に対しては、追加的な情報が提供されねばならない（以下の規則第１５条参

照）。 

 

協力と調整（規則第１１条） 
 複数の雇用者が同じ職場を共有する場合（一時的であるか否かを問わない）、各雇用者は、

以下の事項を行わねばならない。 

 (a)法的義務を果たさせる上で必要な限り、他の関係する雇用者と協力すること 

(b)自ら講じている安全衛生措置と法令遵守のために他の雇用者が講じている安全衛生措

置を調整するために合理的な措置を講じること 

(c)自身の事業の執行に起因して他の雇用者の被用者に生じる安全衛生上のリスクについ

て、当該雇用者に伝えるために合理的な措置を講じること 

本規定は、自営業者と職場を共有する雇用者、及び他の自営業者と職場を共有する自営業

者にも適用される。 

行為準則では、ある作業場が主たる雇用者（main employer）の管理下にある場合、同じ

作業場で業を営む他の雇用者（もしくは自営業者）は、共有するリスクの調査や必要な措置

の調整の面で、主たる雇用者を支援すべきである。同様に、各職場の統括的立場にある雇用

者は、当該職場単位での安全衛生条件の整備を図らねばならず、その情報が適切に関係者に

伝えられねばならない。統括的立場にある雇用者がいない場合、安全衛生条件の共同的な整

備について協定され、安全衛生コーディネーターの選任が検討されねばならない。 

 

社外工（visiting workers）（規則第１２条） 
 雇用者及び自営業者は、社外工の雇用者が以下の事項について包括的な情報を提供され

るよう条件整備を図らねばならない。 

 (a)当該事業活動に起因する社外工の安全衛生上のリスク 

(b)社外工に関わる法的要件の遵守を確保するための措置 

雇用者は、あらゆる社外工が、当該雇用者の事業活動に起因する安全衛生上のリスクに関

わる適切な指示や包括的な情報を提供されるよう条件整備を図らねばならない。また、社外

工及びその雇用者が、緊急時の避難手続の担当責任者を特定できるような情報を提供され
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るよう条件整備を図らねばならない。 

すなわち、雇用者は、自身の管理施設を訪れる社外工の雇用者と社外工の双方に対して義

務を負っている。 

行為準則によれば、適切にリスク調査が行われれば、雇用者の管理施設を訪れる人々への

リスクも特定できるはずである。よって、社外工に対して、そうしたリスクやその管理のた

めの措置に関する情報が提供されねばならない。その情報は、明文化された“permit-to-work

システム（潜在的に危険有害性を孕む作業のリスクを最小化するために開発された文書に

よる管理制度）”を通じて提供された方が良い場合もある。規則第１０条に基づき社外工に

提供される情報は、同労働者に直接提供されてもよいし、その直接の雇用者を通じて間接的

に提供されてもよい。 

 

能力と教育訓練（規則第１３条） 
 雇用者は、被用者に職務を任せるにあたり、その者の安全衛生に関わる能力を考慮せねば

ならない。また、以下の条件で、その被用者が充分な安全衛生教育を受けられる機会を提供

せねばならない。 

 (a)雇い入れ時 

(b)配置転換、新たな職責の負担、新たな器具、技術、作業の仕組みの導入により、新たな

リスクやその上昇に曝される場合。 

 教育訓練は、そうすることが適切である限り、定期的に繰り返されねばならず、新たなリ

スクやリスクの変化への適応が図られねばならない。また、勤務時間中に実施されねばなら

ない。 

 雇用者は、職務上の要求がその被用者が自他へのリスクをもたらさずに職務を遂行でき

る力を超えないよう配慮せねばならない。被用者の能力、教育、知識、経験のレベルが考慮

されねばならない。管理職者は、関連法制度を知り、安全衛生管理を効果的に行う能力を有

していなければならない。安全衛生教育は、通常の労働時間内に行われねばならないが、仮

に時間外に実施される必要がある場合、労働時間の延長として取り扱われ、適切に補償され

ねばならない。 

 行為準則によれば、教育訓練の必要性が最も高いのは、新規採用時である。基礎的な教育

には、一般的な安全衛生課題に併せ、応急手当や避難手続が含まれていなければならない。

仮に、頻繁ではないものの、特定のスキルが必要になる事情があれば、復習のための機会が

設けられねばならない。 

 

被用者の義務（規則第１４条） 
 被用者は、提供された機械、器具、有害物質、輸送機器、生産手段、安全器具を、それま

でに受けた安全衛生教育や、雇用者が関係法令に従って発した指示に沿って使用しなけれ

ばならない。 
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 被用者は、自身の雇用者（もしくは安全衛生担当者）に対して、以下の事柄を伝達せねば

ならない。 

 (a)必要な教育訓練及び指示を受けた者ならば、安全衛生上重大かつ切迫した危険がある

と合理的に考えるであろう作業の状況 

(b)必要な教育訓練及び指示を受けた者ならば、安全衛生に関する雇用者の保護措置の欠

点だと合理的に考えるであろう問題 

 この伝達義務は、職場の状況が被用者自身の安全衛生に影響する場合か、職場での自身の

行動に起因して生じる。また、雇用者に伝達されるべき問題は、従前、雇用者や安全衛生担

当者に報告されたことのないものでなければならない。 

 行動準則によれば、被用者は、HSWA 第７条によって一定の義務を課されているが、本

規則は、はるかに具体的で踏み込んでいる。被用者は、それが作業活動から生じるものであ

れば、自他に重大かつ切迫した危険をもたらし得る作業の状況を雇用者に報告しなければ

ならない。加えて、彼は、たとえ特段の危険性がない場合にも、雇用者による条件整備の問

題点について報告し、同人が修正措置を講じられるようにせねばならない。とはいえ、こう

した義務は、雇用者自身が法的義務を遵守する責任を軽減するものではない。 

 

臨時職員（Temporary workers：短期間の雇用を前提とした労働者）（規則第１５

条） 
 仮に、雇用者が有期契約で労働者を雇用したか、派遣労働者を使用する場合、以下の事柄

に関する包括的な情報をその人物に提供せねばならない。 

 (a)その人物が安全に作業を行うために必要となる特別な職業上の資格や技術 

(b)その被用者に対して実施されねばならない労働衛生監査 

この情報は、当該被用者がその義務の履行に着手する前に提供されねばならない。 

雇用者が派遣労働者を使用して業務を遂行しようとする場合、その人物に以下の事項に

関する包括的な情報を提供せねばならない。 

(a)指示された作業を安全に実施するために必要となる特別な職業上の資格や技術 

(b)彼らが遂行する職務上の特定の要素が彼らの安全衛生に影響する可能性がある場合に

は、その要素 

派遣業者（the person carrying on the employment agency）は、そうした情報を被用者

に伝達せねばならない。 

行為準則によれば、派遣先も派遣元も、そうした情報を被用者に伝達する義務を負う。 

 

妊産婦（new and expectant mothers）のためのリスク調査（規則第１６条） 
事業場内の労働者に出産期の女性が含まれており、彼女らの従事する作業に、「妊婦また

は産後もしくは授乳期の労働者の労働安全衛生の改善措置に関する EC 指令（92/185/EEC）

（ Council Directive 92/185/EEC on the introduction of measures to encourage 
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improvements in the health and safety at work of pregnant workers and workers who 

have recently given birth or are breast-feeding）」附則Ⅰ、Ⅱに記載されたものを含め、労

働の過程や条件、物理的・生物学的・化学的要素に起因する、妊産婦やその子への安全衛生

上のリスクが潜在し得る場合、規則第３条第１項により求められる調査の対象には、そうし

たリスクが含められねばならない。 

指令附則１には、雇用者がその点（妊産婦やその子への安全衛生上のリスク）に留意して

調査を実施し、講ずべき対策を決定すべき物質のリスト、作業上の手続きや条件が、例示列

挙的に記されている。これには、胎児の障害を招いたり、胎盤の付着を阻害する可能性のあ

る物理的要素、とりわけ衝撃、振動、重量物の取扱いに伴うリスク、騒音、電離放射線、寒

暖の差、動きや姿勢、出張や心身の疲労が含まれる。また、一定の生物学的要素や化学物質

も、母体やその胎児の健康を危うくすると認められていることから、特定される必要がある。

一定の産業の工程や地下での炭鉱作業も特定されねばならない。指令附則Ⅱには、妊娠中の

女性が曝されてはならない要素や労働条件が例示的に列挙されているほか、授乳期の女性

が曝されてはならない要素のリストも列挙されている。 

上記のリスク調査は、女性労働者が妊娠している時に限って実施されれば済むわけでは

ない。規則の定めでは、雇用者が出産年齢の女性を雇用した場合には、たとえ妊娠前であっ

ても、リスク調査が実施されねばならない。調査は、当該女性労働者の健康にとってリスク

となり得るかや、同人が妊娠した場合にその子の健康にとってリスクとなり得るかを確認

するために設計されねばならない（Day v. T Pickles Farms Ltd）。しかし、女性が妊娠でき

なくなる年齢が不明という問題は残っている。不妊手術を受けた女性の場合、妊産婦として

のリスクはないため、規則第１６条に基づく調査を実施する必要はないであろう。しかし、

規則第３条に基づく調査は、通常通りに実施される必要がある。また、規則第１６条第２項

～第４項及び第１７条（認定医等が妊産婦の夜間就労に制約を課した場合、雇用者はそれに

従うべき旨の規定）により、雇用者が、女性労働者の労働条件や労働時間を変更したり、特

に深夜労働など、一定条件下での労働を制限したりする措置の前提が提供される。もっとも、

規則第１８条により、雇用者は、被用者から妊娠していること、６か月以内に出産予定であ

ること、授乳中であることを書面で申告されない限り、こうした措置を講じる必要がないこ

とが明らかにされている。 

HSE は、職場での妊産婦の管理に関する助言を WEB ページで行っている。詳細は、

www.hse.gov.uk/mothers/index.htm を参照されたい。 

 

若年者の保護（規則第１９条） 
雇用者は、雇用する若年者が、経験不足、顕在もしくは潜在するリスクの認識不足、又は

未熟であることにより生じる安全衛生上のリスクから保護されるよう条件を整備せねばな

らない。 

雇用者は、以下のような作業に若年者を就けてはならない。 
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(a)同人の心身の許容能力を超えるもの 

(b)有害性もしくは発がん性がある、遺伝子に損傷を与える、胎児に害がある、または人

体に慢性的影響を与えるような要素に曝されるようなもの 

(c)放射線に曝されるようなもの 

(d)安全面への注意の不足又は経験もしくは教育の不足により、若年者が認識もしくは回

避することが困難と合理的に推定される災害リスクを含むもの 

(e)(i)極端な寒暖、(ii)騒音、(iii)振動から生じる健康リスクが潜在するもの 

しかし、次の条件下では、上記の制限のゆえに若年者（≠児童）の雇用が妨げられてはな

らない。 

(a)当該就業が教育訓練上必要となる場合 

(b)若年者が適任者の監督を受けられる場合 

(c)リスクが現実に可能な最低レベルまで削減される場合 

規則第１９条は、私宅での家事労働を含めた一時的な労働や、家族経営的な事業で若年者

への危険有害性が及ばないよう調整された作業にも適用されない。 

 

責任に関する規定（規則第２１条） 
関連法規の違反による刑事手続きでは、雇用者が、当該違反が自身の雇用する被用者や規

則第７条に基づき安全衛生アシスタントとして選任した者の作為や不作為によるものと主

張しても、抗弁にはならない（この規則は、項目 3.80 所掲の R v. Nelson Group Services 

(Maintenance) Ltd.で示された「逃げ道」を効果的に塞いだ）。ガイダンス・ノートによれ

ば、実際の運用上、法の執行機関は、強制措置の適正さを判断する際、個々の事案の事情を

考慮することになる。よって、仮に雇用者が関係者の資質を見極めるために合理的な手続き

を尽くしていれば、考慮されることになる。刑事訴追（prosecution）の際、そうした事情

は減刑の事情として考慮され得るが、刑事責任自体には影響しない。 

 

法的義務違反にかかる民事責任の制限（規則第２２条） 
被災した被用者であれば、雇用者に対し、管理規則に基づく制定法上の義務違反を理由と

する民事訴訟を提起し得るが、規則第２２条は、あらゆる雇用者（及び自営業者）につき、

同人と雇用関係にない者からの訴訟については、制定法上の義務違反の責任を排除してい

る。２００６年安全衛生管理（修正）規則は、この免責を、規則第１４条により課される義

務について、被用者にも拡大している。つまり、第三者は、雇用者、被用者、自営業者に課

された制定法上の義務違反を理由とする訴訟に際して管理規則を用いることはできないと

いうことである。 
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労働時間 
１９９８年労働時間規則（修正版） 
長時間労働は、被用者の集中力を低下させ、災害リスクを増加させ得る。この規則は、EC

の労働時間指令（93/104/EC）（＊イギリスの抵抗で社会政策立法が進まなかった EC で、

８７年に単一欧州議定書により、ようやく安全衛生関係指令の提案を特定多数決で提案で

きることとするマーストリヒト条約第１３７条（旧ローマ条約第１１８A 条）が実現した経

緯を踏まえ、同条約に基づいて発令された【小宮文人『現代イギリス雇用法』（信山社、２

００６年）１３３頁】）及び若年労働者指令（94/33/EC）の規定を国内法化する目的で策定

され、１９９８年１０月に施行された。技術的には、これらの指令は、９６年１１月２３日

までに国内法化されていなければならなかったので、理論的には、Foster v. British Gas に

登場する政府系公共企業（emanation of the state）のような雇用者や私的な雇用者は、

Francovitch 事件（＊Francovich v Italy (1990) C-6/90 のこと。欧州裁判所により、ＥＵ加

盟国は、ＥＵ指令の国内法化を怠ったがために個人に生じた損害を補償せねばならないと

いう原則が示された）と同類の訴訟に見舞われる可能性がある。Gibson v. East Riding of 

Yorkshire 事件では、労働者に４週間分の休日手当を規定した指令第７条は、たとえ国の定

めとは異なっていても、明白かつ正確で、不明確さや特段の条件付けもないため、直接的に

強制できると判示された。本規則は、幾度にもわたって修正を受けて来た。 

本規則は、一般的に、「労働者（workers）」に新たな権利を付与しているが、この用語は、

「被用者（employee）」より広い意味を持ち、その契約のために、当該個人が遂行する専門

業務や受託業務の「顧客（client or customer）」の立場には立たない（：上下関係にある（三

柴注））第三者のために何らかの労働やサービスを個人的に提供する旨の契約（規則第２条

第１項）に基づいて就労する人物にも適用される。これには、独立的に職業的な活動を行う

自営業者以外にも、フリーランス、何らかの独立的労働者（self-employed worker）も含ま

れる。しかし、彼らには、指令のほか、労働協約によって認められた数多くの特例や免責が

適用されて来た。 

１９９８年労働時間規則の主な規定は以下の通り。 

 

１．規則第４条（週の最長労働時間） 
雇用者が、当初の段階で、文書で労働者の合意を得ない限り、時間外労働を含む労働時間

は、一定の参照期間内の７日単位で平均４８時間を超えてはならない。参照期間の原則は１

７週だが、規則第２１条所定の特別な場合（＊労働者の住居が職場から遠距離にある場合、

警備産業の場合、保険・報道・通信などサービスや生産の継続が必要な場合、突発的な事故

のリスクに晒された場合など）には２６週とすることもでき、更に労働の編成に関する客観

的で技術的な理由に基づき、労働協約や労使協定（workforce agreement）があれば５２週

とすることもできる（規則第２３条(b)）。適用免除の合意（opt-out agreement）は、特定期

間に限定することもしないことも可能である。仮に、合意の中で打切りに関する規定が設け
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られなかった場合、労働者は７日間の予告期間を置くことで、それを打切ることができる。

労使の合意による予告期間の延長は可能だが、３か月を超えてはならない。 

被用者の同意は、個別的、明示的、かつ任意のものでなければならない（Pfeiffer v. 

Deutsches Rotes Kreuz）。McLean v. Rainbow Homeloans Ltd 事件では、規則の適用免除

に合意しなかった被用者が、週４８時間を超える労働を拒否したことを理由に解雇された。

判決では、同人の解雇は、１９９６年雇用権利法（Employment Rights Act 1996）１０１

Ａ条に基づき、当然に不公正となるとされた。こうした条件下では、年単位雇用の受給資格

期間は適用されない（＊不公正解雇となるため、保険受給資格の計算上、救済措置を受ける

（訳者注））。 

参照期間内の平均的な労働時間を算出するための計算式は、（Ａ＋Ｂ）÷Ｃである。 

これには多少の説明が求められる。いずれの参照期間でも、年休、疾病休暇、産休、父親

の産休（paternity）、養子休暇などのために被用者が就労しない日がある。これらの日を計

算から除外すれば、平均労働時間の趣旨を損ねることになるので、これらの「除外された日

（excluded days）」を計算に含め直さねばならない。Ａは、参照期間内の労働時間総数であ

り、Ｂは、「除外された日」と同じ日数の参照期間直後の労働時間総数であり、Ｃは、参照

期間内の週の数である。したがって、（Ａ＋Ｂ）÷Ｃの計算式は、参照期間内の平均時間を

示し、これは「除外された日」の分だけ延長されることになる。 

仮に継続する１７週の参照期間について合意が成立すれば、各参照期間は、平均的な労働

時間を計算するための条件を充たす。そうした合意がない条件では、参照期間は転回する１

７週となる。すなわち、個々の参照期間は、いつも新しい１７週の参照期間の始期となる。 

McCartney v. Oversley House Management 事件において、被用者は収容型介護施設の

管理者であった。彼女は、毎週４日間の実働に加えて２４時間の現場管理をする代わり、固

定給と住居を与えられる契約を結んでいた。彼女の業務は、おおむね午前８時から午後６時

に限られていたが、緊急時には対応せねばならず、勤務時間外の行動を制約されかねない状

況にあった。判決では、呼出待機時間は、労働時間に算入されねばならないとされた。また、

休憩時間は、そのはじめと終わりが明確でなければならない点からすると、彼女は休憩も取

れていなかったことになる。彼女が休憩中に呼び出される条件下にあるならば、単に休憩を

取り得る状況だったというのみでは不充分である、とされた。 

 

２．規則第５Ａ条、６Ａ条、７条（若年労働者） 
若年労働者（１５～１８歳で、義務教育課程＜６～１５歳＞は修了している者）の労働時

間は、１日８時間又は１週間４０時間を超えてはならない。また、午後１０時から午前６時

または午後１１時から午前７時の制限時間内の労働も許されない。雇用者は、若年労働者が

就業前とその後事情に応じて定期的に、自身の健康や職業能力を無償で調査する機会を確

保しない限り、制限時間内に就労させてはならない。 
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３．規則第６条（深夜労働の長さ） 
 規則第２条で定義された深夜労働者の労働時間は、２４時間ごとに８時間を超えてはな

らない。この場合にも、連続する１７週間（＊適切な合意（relevant agreement：労働協約、

労使協定または労使間で法的拘束力を持つその他の書面による合意（付則第１の１条））が

あれば、１７週を超える期間を設定することもできるが、そうした協定がなければ、「転回

する（rolling）」１７週間となる）の平均が調査される。R v. Attorney General for Nothern 

Ireland, ex parte Burns 事件では、申立人は、１回８時間で１５パターンの交替制勤務に

従事していた。１５パターンのうち５パターンにおいて、彼女の労働時間のうち少なくとも

３時間が午後１１時から午前６時にかかっていた。判決では、彼女は規則第６条にいう深夜

労働者に当たるとされた。いわく、EC 労働時間指令は、深夜労働者を「通常（as a normal 

course）」夜間に勤務する者と定義しており、これは「定常的に（as a regular feature）」と

いう趣旨で解釈されるべきである、と。 

 雇用者は、特別な危険源や重大な身体的・精神的緊張を伴う作業を行う深夜労働者が２４

時間ごとに８時間以上労働を行わない条件を確保せねばならない（：通常の深夜労働のよう

に平均化は認められない）。労働協約や労使協定の中で特定されたり、９９年労働安全衛生

管理規則に基づいて実施されたリスク調査において特定された場合、特別な危険源や重大

な身体的・精神的緊張を伴う作業とみなされる。さらに、深夜労働者は、就業前とその後定

期的に、無償で健診を受けられる。仮に、登録医（medical practitioner）が、雇用者に対

して、その被用者が深夜業に関する健康問題に遭遇している旨の示唆を行った場合、当該雇

用者は、当該被用者を、できる限り昼間労働へ配置転換しなければならない。 

 深夜労働者の平均的労働時間を算出するには、参照期間内の通常の労働時間（the normal 

working hours）を、その期間内の労働日数（the number of working days）で割らねばな

らない。計算式は、Ａ÷（Ｂ－Ｃ）となる。ここで再度、説明が求められよう。 

 参照期間中の２４時間単位での時間数（Ｂ）から、労働時間規則第１１条に規定されてい

るような週ごとの休息時間から成る（２４で割ると同じ日数になる）時間数（Ｃ）が導かれ

ねばならない。したがって、参照期間中の通常の労働時間数（Ａ）は、当該参照期間中の通

常労働時間をその期間の労働時間数で割ることで算出できる。 

 仮に労働者が１７週未満しか働かなかった場合の平均は、当該労働者が当該雇用者のも

とで就労を開始して以後の期間を参照することで算出される。 

 

４．規則第８条（労働のパターン） 
 雇用者が労働を組織する際に踏襲するパターンが、特に作業が単調であったり作業テン

ポが予め決められているなどして、労働者の安全衛生をリスクに晒すようなものである場

合、当該雇用者は当該労働者が充分な気分転換を得られるよう配慮せねばならない。 
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５．規則第９条（記録） 
 雇用者は、週の最大労働時間規制の適用を免除された（規則第４条第２項参照）全労働者

の最新の記録のほか、該当する労働者については、当該深夜労働者の週最大労働時間、深夜

労働の長さ、健康診断の結果を、当該各人について、２年間にわたり保存しなければならな

い。 

 

６．規則第１０条（毎日の休息） 
 成人労働者は、労働の単位となる各２４時間につき連続１１時間以上の休息をとる権利

を与えられ、若年労働者は連続１２時間以上の休息をとる権利を与えられる。「労働時間規

則の手引き（Guidance to the Working Time Regulations）」の中で、通商産業省（DTI）

は、雇用者は（規則第１０条及び１１条の定め通り）労働者が休息時間をとれるようにする

必要はあるが、実際にとることを確保する必要はないと述べている。しかし欧州裁判所は、

この考え方は EC 法に反するという。たしかに、雇用者は、本条のゆえに労働者に休息の取

得を強制はできないが、当該ガイドラインが、労働者による権利行使の条件整備さえ義務づ

けないものと理解されてしまえば、労働時間指令の目的と矛盾することになる、と

（Commission of the European Communities v. United Kingdom ; Case C-484/04）。 

 

７．規則第１１条（週ごとの休息） 
 成人労働者は、労働の単位となる各７日間に２４時間以上妨害されずに休息をとる権利

を与えられ、これは１４日間に２４時間の休息を２回か、４８時間の休息を１回としても良

い。若年労働者は、労働の単位となる各７日間に４８時間以上妨害されずに休息をとる権利

を与えられるが、一定条件下での変更はできる。 

 

８．規則第１２条（休憩） 
 成人労働者の日ごとの労働時間が６時間を超える場合、（労働協約や労使協定で別途定め

られない限り）２０分間、妨害を受けず作業場を離れて休憩をとる権利を与えられる。４時

間３０分を超えて労働する若年労働者は、最低３０分間、作業場を離れて休憩をとる権利を

与えられる。 

 「労働時間規則の手引き（Guidance to the Working Time Regulations）」の中で、通商

産業省（DTI：現在は、ビジネス・イノベーション・技能省（Department for Business, 

Innovation and Skills）となっている）は、雇用者は（規則第１０条及び１１条の定め通り）

労働者が休憩時間をとれるようにする必要はあるが、実際にとることを確保する必要はな

いと述べている。しかし欧州裁判所は、この考え方は EC 法に反するという。たしかに、雇

用者は、本条のゆえに労働者に休憩の取得を強制はできないが、当該ガイドラインが、労働

者による権利行使の条件整備さえ義務づけないものと理解されてしまえば、労働時間指令

の目的と矛盾することになる、と（Commission of the European Communities v. United 
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Kingdom ; Case C-484/04）。 

 

９．規則第１３条（年次有給休暇） 
 年休付与の基準となる年度（休暇基準年度）は、適切な合意（relevant agreement：労働

協約、労使協定または労使間で法的拘束力を持つその他の書面による合意（付則第１の１

条））によって設定することができる。ここでの合意には、労働時間規則附則第１条の要件

を充たす労使協定も該当し得るし、承認を受けた（recognised）労組との労働協約や個別の

労働契約が該当する場合もある。そうした合意がない場合、休暇基準年度は、毎年１０月か、

９８年１０月１日以後に就労を開始した労働者の場合、その就労開始日とその翌年以後の

当該日に開始する。労働者は、毎年２８日分の有給休暇を取得し、休暇中に週ごとの通常の

給与（具体的な金額は、１９９６年雇用権利法（Employment Rights Act 1996）２２１－

２２４条に従って算出される）を受け取る権利を付与される（規則第１６条）。そもそも国

民の休日にも給与が支払われることになっている場合、この日も年休権の算定の基礎に加

算される（＊就労日として取り扱われるとの趣旨と思われる）。休暇基準年度の途中に雇用

契約が終了した場合、労働者は代償手当を受け取る権利を得る。年休の権利は、休暇基準年

度の趣旨から、行使すべき年に行使されるべきものであり、労働者の雇用が終了した場合を

除き、金銭補償をもって代えられるべきものではない（第９項）。 

 仮に、ある労働者が、本来取得できる日数より少ない年休しか消化しなかった場合、当該

未消化分につき給与を得る権利が与えられる。逆に、本来取得できる日数より多く消化した

場合、適切な合意によってその分を控除することができる。 

 雇用契約の終了時に何日分の有給休暇が未消化かを計算するための公式は、（Ａ×Ｂ）－

Ｃとなる。ここでＡは、本規則のもとで労働者が取得する有給休暇の日数であり、Ｂは、休

暇基準年度のうち雇用終了時点までに徒過した期間の割合であり、Ｃは、既に労働者が消化

した有給休暇の日数である。適切な合意があれば、法的要件を超えて有給休暇を取得した労

働者は、一定の金員の支払いか追加的な労働によって、雇用者に補償するよう要件づけるこ

とはできる。 

 雇用当初の１年間、年休付与は各月ごとの雇用を基準に年間保障日数の１２分の１を単

位になされ、週の労働日数が５日未満の労働者についてはその割合に応じた日数が付与さ

れる。発生した年休権が半日分を超え１日分未満の場合、１日分に切り上げられる。 

 雇用契約が休暇基準年度の途中に終了し、被用者が年休を消化していない場合について、

規則第１４条第３項は代償の受け取りを規定し、その金額は適切な合意で規定されるが、仮

にそうした合意がない場合には、上記の（Ａ×Ｂ）－Ｃの計算式が適用される（否定的な判

例として、Witley＆District Men’s Club v. MacKay 事件を参照のこと）。 

 長期にわたる疾病休暇中の労働者は、その休暇期間中、法的な疾病休暇手当を受給する権

利を与えられる（Stringer v. HMRC 事件）。労働者が疾病にり患したため年休を消化でき

なかった場合、新たな休暇基準年度に復帰した際に消化するか、契約終了に際して代償を受
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けるかのいずれかを認められねばならない（Schulz-Hoff v. Deutshe 事件）。法的に予定さ

れた休暇日に疾病にり患した労働者は、後に当該休暇を取り直す権利を与えられ、必要に応

じて次の休暇基準年度に繰り越すこともできる（Pereda v. Madrid Movilidad SA 事件）。 

 なお、重大な非違行為を理由に解雇された被用者は貯まった休暇分の手当を受給できな

い旨を定める雇用契約条項が散見されるが、当然に無効である。 

 労働者は、特定の日に休暇をとるようにとの雇用者からの求めに従い、休暇の取得を望む

日を通知（予告）することができる。労働者は、取得を望む休暇日数の２倍の猶予をもって

予告せねばならない。雇用者は、被用者が取得を望む休暇日数と同じ日数の予告期間ともっ

て、別の日に休暇を指定することで、その希望を阻むことができる。しかし、通知（予告）

に関する定めは適切な合意によって修正され得るほか、当該合意によって予告期間を長短

双方に設定することもできる。 

 仮に被用者がその雇用契約所定の予告要件に従わなかった場合、法定休暇の権利を失う。

Lyons v. Mitie Security Ltd 事件では、契約上、休暇申請は申請用紙を用い、当該休暇開始

の少なくとも４週間前までに提出されねばならないとされていた。しかし、被用者が必要と

された予告期間を守れなかったところ、裁判所は、休暇の権利は付与されないとした。もっ

とも、雇用上訴裁判所（Employment Appeal Tribunal (EAT)）は、仮に雇用者が労働者の

年休権の行使を抑圧するような方法でそうしたルールを適用したり、被用者が疾病のため

休暇基準年度の終了前まで休暇申請できなかった場合、EU 法上、雇用者は、たとえ適切な

予告がなくても休暇を取らせるよう求められることを警告した。 

 法的な年休権は、法的意味での被用者のみではなく、全ての労働者に付与される。よって、

自営業者（self-employed workers）、カジュアル労働者（casual employee：法的定義はな

いが、裁判所は、雇用者の求めに応じて就労する労働者と解して来た。一般の労働者に比べ

短期間、短時間の雇用となる傾向にある。なお、たとえ労使間の合意でこうした雇用形態が

採 ら れ て も 、 法 的 規 制 を 逸 脱 す る こ と は で き な い

（ http://workplaceinfo.com.au/resources/employment-topics-a-z/casual-employment-

definition））、短時間労働者（part-time employee）その他であっても、有給休暇を取る権

利を付与されるが、唯一の例外は、何らかの専門職や営利事業の顧客に当たる人物である。

派遣労働者（agency worker）も有給休暇の権利を付与され、派遣元（agent）か派遣先

（principal）のいずれかが給与の支払いに責任を持つ。 

 

特殊なケース 
 本規則には、一部又は全部が適用を除外される業種や職種が複数ある。 

 本規則は、一部の海員、洋上漁業船で就労する労働者、一部の船舶やホバークラフトで就

労する労働者には適用されない。海上輸送、陸地の水路や湖上での輸送、海釣業に従事する

が、陸上勤務の労働者（non-mobile worker）には適用される。警察、軍隊、民間警護サー

ビスに従事する労働者も、その活動が不可避的に規則の定めと衝突する場合、一部は適用を
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除外される。 

 本規則は、鉄道労働者については、日々の休憩時間、週の休憩時間、深夜労働に関する規

制などが一部適用を除外されるが、その全てに適用される。本規則は、航空産業用の指令の

適用を受けない限り、同産業の労働者にも適用される。民間航空機の（客室または運航）乗

務員には、特別なルールが適用される（２００４年民間航空（労働時間）規則）。道路運送

指令の適用を受けない乗務員（mobile worker）は、平均して週に４８時間、年間２８日間

の有給休暇、深夜労働を行っている場合には健康診断、充分な休養の時間を得る／受ける権

利を与えられる。物品や乗客を載せて運行する、EC 規則（561/2006）の適用下にある道路

運送業の労働者には、週の労働時間制限、待機時間（periods of availability）、休息時間及

び深夜労働に関する規制が適用される（２００５年道路運送（労働時間）規則）。運送業界

の地上勤務の労働者も適用を受ける。研修医の労働時間は、２００９年に週４８時間に削減

されたが、特定の機関に勤務する研修医については、２０１１年７月までに制限が５２時間

まで増加された（２００９年労働時間（修正）規則）。病院内での待機を求められた医師が

そこで過ごす時間は、仮に実作業を求められない間の休憩を認められていても、労働時間に

当たる（Landeshauptstadt Kiel v. Jaeger 事件）。 

 

規則第１９条 
 家事使用人は規則第４条（週の最長労働時間）及び第６条（深夜の労働時間制限）、第７

条（深夜労働者対象の健康診断）、第８条（安全な労働パターン）の適用を除外される。 

 

規則第２０条 
 労働時間の測定、予定ができず、労働者自身による決定に委ねる他ない作業を行う労働者、

特に以下の者。 

 (a)経営管理者（managing executives）や自律的な意思決定の権限を持つ人物 

(b)家族的労働者 

(c)教会や教団で宗教的儀式を執り行う労働者 

上記の労働者は、規則第４条（週の最長労働時間）、第６条（深夜の労働時間制限）、第１

０条（毎日の休息時間）、第１１条（週ごとの休息時間）、第１２条（休憩）の適用を除外さ

れる。 

 

規則第２１条 
以下の労働者については、一定範囲での適用除外がある。 

(a)職場と住居の距離が離れていたり、赴かねばならない職場同士の距離が離れている労

働者 

(b)警備員、管理人、警備会社職員など、財産や人を守るため、常時警備や監視活動に従事

していなければならない労働者 
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(c)サービスや生産の継続性が求められるような作業に従事する労働者、特に、 

(i)病院や同様の施設、居住施設や刑務所での受付、治療、看護に関わるサービス 

(ii)港湾や空港での労働 

(iii)報道、ラジオ、テレビ、映画の製作、郵便・電話、民間の警備 

(iv)ガス、水道、発電、送配電、家庭ゴミの収集と焼却 

(v)技術的な理由から作業を停止させられない産業 

(vi)研究開発業務 

(vii)農業 

(d)特に以下の業種で、作業が一時的に増加する場合 

 (i)農業 

(ii)旅行業 

(iii)郵便 

(e)労働者の業務が以下の影響を受ける場合 

 (i)その雇用者の支配を超える突発的で予測不可能な事情の発生 

(ii)求められる対応措置を尽くしても回避できない結果をもたらす例外的出来事 

(iii)災害又は災害の切迫したリスク 

(f)車上での作業であったり、鉄道のタイムテーブルや継続性、定期性の維持に関わる作業

を行っていて、断続的作業にとどまる鉄道輸送労働者 

 こうした類の労働者には、規則第６条（深夜労働時間規制）、第１０条（毎日の休息時間）、

第１１条（週ごとの休息時間）、第１２条（休憩）は適用されない。しかし、仮に労働者が、

通常は休息時間に当たる時間に作業を求められた場合、雇用者は、代休を認めるか、それが

不可能な場合、適切な保護措置（規則第２４条）を講じなければならない。 

 規則第２３条によれば、労働協約や労使協定によって、規則第６条（深夜労働時間規制）、

第１０条（毎日の休息時間）、第１１条（週ごとの休息時間）、第１２条（休憩）は修正又は

適用を除外され得る。規則第４条（週最大労働時間）に関する限り、そうした合意は、５２

週を超えない範囲で、平均が算出される期間を替えることができる。 

 若年労働者は、一般的に規則第５Ａ、６Ａ、７条の適用を受けるが、病院、農業、ホテル

業、郵便、新聞配達など、特殊な運営上の必要がある分野で、顧客ニーズの増加があり、成

人労働者の稼働ができず、不可抗力が生じる等の条件を充たす場合、適用上一定の例外が認

められる。交替制労働者、軍隊、海上労働者（offshore worker）にも一部適用除外がある。

農業労働者にも、特則が設けられている（附則第２条）。 

 

履行確保 
 本規則は、３つの方法で履行が確保され得る。第１に、HSE の検査官（か、適当な場合

には、地方自治体の執行官）が、以下の要件（規則第２８条を参照のこと）の執行を担当す

ること。すなわち、 
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 (a)雇用者が、週４８時間ルール（規則第４条）の履行を確保するため、あらゆる合理的な

手段を尽くし、適用免除に合意した労働者の最新の記録を保存する義務 

(b)雇用者が、若年労働者の労働時間が１日８時間及び週４０時間を超えないよう、あら

ゆる合理的な手段を尽くす義務 

(c)雇用者が、深夜労働者の通常の労働時間が２４時間ごとに８時間を超えないよう、あら

ゆる合理的な手段を尽くす義務 

(d)雇用者が、特別な危険源や重大な身体的・精神的緊張を伴う作業を行う深夜労働者が

２４時間ごとに８時間以上労働を行わないよう、あらゆる合理的な手段を尽くす義務 

(e)雇用者が、若年労働者が午後１０時から午前６時（又は午後１１時から午前７時）に労

働しないよう、あらゆる合理的な手段を尽くす義務 

(f)雇用者が、深夜労働者及び夜間に就労する若年労働者に対して、定期的に繰り返し、無

償で健診を受けられる機会を提供する義務 

(g)雇用者が、労働が単調な場合、充分な休憩を提供する義務 

(h)雇用者が、充分な記録を作成し、２年間保存する義務（規則第９条関係） 

(i)若年労働者が本規則に基づき深夜労働を認められた場合、雇用者が、成人労働者の監視

を受け、代休を与えられるようにする義務 

(j)本規則の適用が、特殊な事例や交替制労働者に対して免除される場合、雇用者が、同等

の代休を保障する義務 

(k)一定範囲の乗務員が本規則の適用を除外される場合、雇用者が、充分な休息を保障す

る義務 

 上記の要件の履行確保は、一般的に安全衛生検査官（health and safety inspector）によ

って図られるが、民間航空労働者に関する規定の執行は民間航空局の責務であり、運輸労働

者に関する規定の執行は運輸サービス庁の責務である。 

 上記の事柄について、雇用者は治安判事裁判所（magistrate’s court）に起訴され、そこ

で上限５，０００ポンドの罰金が科されるか、刑事法院（crown court）で無制限の罰金を

科され得る。執行官（enforcement officer）は、雇用者に対して、法的要件の遵守のため、

そこで特定された問題の修正を求める改善通告を発行することができ、当該通知に反した

場合、治安判事裁判所によって２０，０００ポンドまでの罰金及び／又は６月までの身体刑

を科されるか、刑事法院による無制限の罰金及び／又は２年までの身体刑を科され得る。禁

止命令の発行もあり得る。 

 本規則を執行する検査官の権限は、１９７４年 HSWA が定める検査官が有する権限と同

等であり、検査官がその権限を行使している際に（規則第２９条及び附則第３条参照）、そ

れを妨害、抑制したり、誤った情報を提供するなどの行為は法違反となる。 

 本規則の履行確保が図られ得る第２の方法は、労働者が、雇用者が下掲の条項のいずれか

に違反したとして、雇用審判所（employment tribunal）へ申し立てることによる。 

 (a)成人又は若年労働者を対象とする毎日の休息時間（規則第１０条） 
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(b)成人又は若年労働者を対象とする週の休息時間（規則第１１条） 

(c)成人又は若年労働者を対象とする休憩時間（規則第１２条） 

(d)年次有給休暇の権利（規則第１３条） 

(e)規則第１０条、第１１条、第１２条が適用免除又は修正された場合の代休の権利 

(f)規則第１０条、第１１条が特殊なケース、交替制労働者、若年労働者について適用除外

された場合の代休の権利 

(g)雇用者が、法的な年次有給休暇につき労働者に手当を支払い、又は、雇用の終了時に未

消化の年休につき代償する義務（規則第１４条及び１６条） 

雇用審判所への申立は、当該権利行使が認められるべきだったとされる日付から、休暇手

当の場合には、当該支払いがなされるべきだったとされる日付から、各３か月以内になされ

なければならないが、同審判所は、より早期に申し立てをなすことが合理的に非現実的であ

れば、その期間を延長することができる。申立に充分な根拠があれば、雇用審判所は宣言を

発し、雇用者が労働者の権利行使を拒否した行為の違法性、当該違法行為に起因して労働者

に生じた損失に照らし、自ら正当かつ妥当と考える補償額を裁定することができる。休暇手

当の場合、その金額は裁定によって定まる。 

また、労働者は、以下の理由により、いかなる不利益も受けない権利を有する（９６年雇

用権利法第４５Ａ条）。 

(a)本規則違反となる雇用者の要求に従わなかったこと 

(b)本規則により保障された権利の放棄を拒んだこと 

(c)本規則の適用免除に同意する労使協定や個別合意への署名をしなかったこと 

(d)労働者の代表又はその候補者としての役割や活動を果たしたこと 

(e)雇用者を相手方として、本規則により保障された権利を行使するための手続きを講じ

たこと 

(f)雇用者が本規則によって保障された権利を侵害したと申し立てたこと 

被用者（employee）（≠労働者（worker））は、上記の理由のいずれによっても不当に解

雇されない権利を有し（雇用権利法第１０１条Ａ）、また、不当に余剰人員とされない権利

を有する（雇用権利法第１０５条４Ａ）。先述した通り、申立は、その対象となる行為の日

から３か月以内になされねばならないが、それが合理的に実現不可能な場合には、通例延長

される。申立が支持されれば、雇用審判所が宣言を発し、正当かつ妥当な原則に基づき補償

の裁定を下す。被用者が不当に解雇された場合、補償を受けるうえで要件となる雇用期間は

なく、適当なケースでは、最低保障額の支払いが命じられる。 

 本規則の履行を確保する第３の方法は、雇用契約違反にかかる適切な救済を求めること

である。Barber v. RJB Mining(UK)Ltd.事件では、炭坑夫の職長（pit deputy）が、契約上

は週４２時間労働であったにもかかわらず、実際には４８時間を超え、常時相当数の残業を

行っていた。彼らは、本規則に基づく権利について放棄する旨の合意（agreement opting 

out of their rights）を求められたが拒否し、裁判所に、平均労働時間が規則第４条第１項
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に定める制限以下に引き下げられるまで、一切労働の必要がない旨の確認を求めた。高等法

院（High Court）は、その旨の宣言を発した。判決では、雇用契約は、被用者が適切な参照

期間内に週４８時間を超えて就労しないこととなるよう解釈されるべきとするのが議会の

意図である、とされた。したがって、規則第４条第１項は、その炭坑夫の職長の雇用契約上

の条件として効力を持つ独立した権利を創設したものといえる。 

 精神的損害（psychiatric injury）がストレス性疾患（stress illness）にかかる申立の観点

で予見可能だったか否かを判断する際、被用者が法定時間を超えて働いていた事実を考慮

すべきである。仮に雇用者が週４８時間労働や毎日の休息に関する規定に違反すれば、スト

レス性疾患が合理的に予見不能だったとの主張はより困難になる（Home v. Six Continents 

Retail 事件）。Pakenham-Walsh v. Connell Residential 事件において、被用者は、自発的

に、法定時間制限を超え、毎週７日間労働していた。彼女は、その長時間労働が精神疾患を

惹起したと主張したが、彼女の労働時間規則に基づく主張は認められなかった。彼女は、職

場でのストレスについて申告したことはなく、労働自体はストレスフルなものではく、自発

的に所定外労働を行い、行動を改めることもしなかった経緯からは、彼女自身がその作業に

対処することが困難と認識していたことがうかがわれる。すると、彼女がり患した疾患を合

理的に予見することはできなかった。 

 過重労働に起因する精神的損害にかかる損害賠償請求は、コモン・ロー訴訟での認容を目

的とすれば、予見可能性に基づかねばならないが、議会が（労働時間規則等に）そのような

請求権を意図していなかったため、制定法上の義務違反による不法行為を根拠としては、認

容され得ない（Sayers v. Cambridgeshire County Council 事件）。すなわち、労働時間規則

は独自の履行確保システムを備えており、被用者にコモン・ロー上の制定法上の義務違反に

基づく訴訟提起を認めることで増強されるべきものではないため、労働時間規則第４条第

２項を根拠とした訴訟は提起できないということである。 

 

安全代表 
 HSWA に設けられた重要な革新的制度の１つが第２条第４項であり、これは、所管大臣

に、規則によって、承認された労働組合が全被用者の中から安全代表を選任できるよう規定

する権限を与えたもので、当該代表は、雇用者との協議に際して母体となる全被用者を代表

したり、その他所定の役割を果たすことになる。よって、全ての雇用者は、本人及びその被

用者が労働安全衛生の確保のための措置の促進や展開、そうした措置の効果の審査に際し

て効果的に協働できるような条件の整備と管理を果たすため、安全代表と協議する義務を

負う（第２条第６項）。 

 関連する規則が、行為準則及びガイダンス・ノートと併せて策定されて来た（１９７７年

安全代表及び安全委員会規則（修正版）（Safety Representatives and Safety Committees 

Regulations 1977 (as mended)）。加えて、安全代表の教育訓練のための休暇に関する行為

準則も策定されている。これらは全て、L146：労働安全衛生に関する労働者との協議
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（Consulting Workers on Health and Safety）に収められている。この小冊子の小さな改

訂が２０１４年までに行われる予定となっている。 

 なお、１９９６年の安全衛生規則（被用者との協議）が、協議に関する規定の適用対象を

承認された労組に所属する者のみではなく、全被用者に拡張したことが銘記されねばなら

ない。 

 

安全代表の選任 
 安全代表は、雇用者により団体交渉の相手方として承認された、自主的な（independent）

労働組合によって選任され得る。労働組合となるには、１９９２年労働組合及び労使関係

（調停：consolidation）法に基づき承認担当官が管理する労働組合リストに登載されねばな

らない。承認担当官に申請をして、法第６条に基づく「自主性の承認（Certificate of 

Independence）」（財政的支援その他の方法を通じて雇用者の支配管理を受けていないこと

を証明すれば発行される）を受ければ、自主的な労働組合となる。雇用者が、９２年法第２

４４条で特定された１つ又は複数の事柄について交渉する目的をもって、ある労働組合を

承認すれば、それが承認された労働組合（recognised trade）となる。「承認」について書面

によるなど公式の合意は必要ない。これは、個々のケースの事情によって、雇用者が当該労

働組合を承認したが判断されるべき、事実関係の問題である（National Union of Tailors 

and Garment Workers v. Charles Ingram＆Co Ltd）。 

 法的に安全代表を選任する権限を持つのは、団体交渉のために承認された自主的な労働

組合に限られる。Cleverland County Council v. Springett 事件では、ポリテクニック（総

合技術専門学校）教職員協会の会員であった組合の代表複数名が、安全代表に認められる有

給休暇（time off with pay）の取得を拒まれたと主張した。その組合は、ポリテクニックを

運営する地方自治体から正式に承認されてはいなかったが、教職員の給与について勧告を

行う全国教職員協会の傘下にあった。判決は、この場合、雇用者による承認は認められず、

その組合が、以前ポリテクニックの被用者個人を代表した際に雇用者と取引した事実によ

って、団体交渉のための承認が認められるわけでもない、とした。 

 仮に雇用者が、母体となる組合を承認していないとの理由で安全代表との協議を拒否し

た場合、HSE が ACAS（Advisory Conciliation and Arbitration Service：助言・あっせん・

仲裁委員会）にアドバイスを提供するよう求めることとなる可能性が高い。１９９２年労働

組合及び労使関係（調停：consolidation）法附則Ａ１には、関連する労働者の過半数が希望

すれば、その労働組合が承認されねばならない旨の法制度が規定されている。 

 安全代表の法的な選任権を労働組合に限定する制度は、幾つかの批判に晒されてきた。批

判の１つは、元より企業内にあった「我々」と「彼ら」の区別を固定化してしまう、という

ものである。安全とは、けっきょく、雇用者、管理者、被用者、労組の幹部など、属性を問

わず、全ての当事者の関心事でなければならず、安全代表が労使間紛争の背景のように（：

に対比して）見られるのは誤りである。他方、安全代表の機能や権限について生じる議論は、
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現在の団体交渉メカニズムの枠内で解決可能であり、安全代表をそのメカニズムの枠外に

置けば、却って問題解決にとっての有益なツールを失うことになる。 

 安全代表は、承認された労働組合によって選任されるが、労働組合員である必要はない。

唯一の要件は、合理的に実行可能な限り、その者が２年間雇用者に雇用されていたか、同様

の雇用において少なくとも２年間の経験を持っていたことである（安全代表等規則第２条）。

繰り返しになるが、この制度は、実務上の議論を招いている。労働組合の中には、職務に習

熟し、管理職に無用に屈せず、議論の手続きを適切にハンドリングできるという理由から、

組合の職場代表（shop steward）を安全代表に選任するところがある。他方、職場代表とし

ては、再選挙の洗礼を受けねばならないこと、あるいは、職場代表としての役割と安全代表

としての役割が相反する可能性があることから、この選択はいくつかの問題を引き起こし

得る。たとえば、安全規定に違反した被用者に対する懲戒手続きがとられる場合、職場の構

成員を代表する組合の職場代表は、その立場に基づく行動と、安全ルールは遵守されねばな

らない、という信念を調整せねばならない。こうした葛藤を防ぐため、労働組合の中には、

職場代表を安全代表に選任せず、あえて他の組合員をこの重要な職務に就かせようとする

ところもある。このことで、作業負担の分散化と教育訓練機会の拡大、より多くの組合員を

労働組合の活動に関わらせるといったメリットが生まれた。明らかなことは、全ての状況に

当てはまる単純なモデルはないことと、問題は実務的観点から捉えられねばならないとい

うことである。 

 規則、行為準則共に、労働組合によって選任されるべき安全代表の数については特定して

おらず、複数の労働組合が併存する条件下では、当然に一定の困難が生じ得る。規則に付随

するガイダンス・ノートによれば、適切な判断基準が依拠すべき事項は、以下の通り。 

 (a)職場にいる被用者の総数 

(b)職種の多様性 

(c)職場の規模及び職場の設置条件の多様性 

(d)交替制システムの運用 

(e)作業活動のタイプ並びに内在する危険の程度及び性質 

安全代表に選任された者は、以下の場合には、その職を離れなければならない。 

(a)彼を選任した労働組合が、雇用者に対して当該選任を打ち切った旨を書面で通知した

場合 

(b)当該職場での雇用が終了した場合。ただし、仮に彼が複数の職場の被用者を代表する

旨の選任を受けていた場合、そのうちのいずれかに雇用されている限り、安全代表の職を離

れるには及ばない 

(c)彼が辞職した場合 

 

安全代表との協議 
 雇用者が、労働組合からもしくはその代理人より、書面をもって、ある人物が安全代表に
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選任されたこと及び、同人が代表する被用者集団について通知を受けた場合、当該安全代表

は、その雇用者から、労使が労働安全衛生の確保のための措置の促進や展開、そうした措置

の効果の審査に際して効果的に協働できるような条件の整備と管理を果たすため、協議を

持ちかけられる権利を付与される（HSWA 第２条第６項）。１９９９年労働安全衛生管理規

則は、安全代表等規則の中に、以下の点について、適宜、雇用者に安全代表との協議を義務

付ける新たな協議規定を導入した。 

 (a)安全代表が代表する被用者の安全衛生に実質的に影響する可能性のある措置の職場で

の導入 

(b)安全衛生アシスタント／アドバイザー及び避難手続の担当責任者の選任に関する取り

決め 

(c)安全代表が代表する被用者に雇用者が提供せねばならない安全衛生関連情報 

(d)安全代表が代表する被用者に雇用者が提供せねばならない安全衛生教育の計画及び体

系化 

(e)新たな技術の導入による安全衛生への影響 

また、雇用者は、安全代表が法的役割を果たすうえで合理的に必要となる便宜（facilities）

や支援（assistance）を提供せねばならない。 

 

安全代表の役割 
１９７７年の安全代表及び安全委員会規則第４条は、安全代表が実施権限を持つべき役

割を複数列挙している。その内容は以下の通り。 

(a)職場にある潜在的な危険源や危険な出来事を調査すること（彼が代表する被用者が既

に注目しているか否かを問わない）及び、職場で生じた災害原因を調べること。―調査のた

め、社外に出る（たとえば、被災した労働者に自宅で聴取を行うなどの：Dowsett v. Ford 

Motor Co 事件参照）必要が生じることもあるため、この権利は、有給休暇を取得して職場

内の調査を行うことのみに制限されるべきではない。― 

(b)彼が代表する被用者からの、労働安全衛生と快適職場形成に関する申告について調査

すること 

(c)前号の事項について雇用者に申し入れを行うこと 

(d)労働安全衛生及び快適職場形成に関する一般的事項について雇用者に申し入れを行う

こと 

(e)査察を実施すること（以下参照） 

(f)HSE やその他の執行機関の検査官との職場での協議に際して被用者を代表すること 

(g)検査官から情報を受け取ること 

(h)安全委員会の会合に、前各号の職務に関連して、安全代表として参加すること 

安全代表は、被用者として HSWA 第７～８条により課された一般的義務の適用を受ける

が、同人に上記の職務が任されたことによって、何らかの義務が生じることはない。これは、
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安全代表としての職務の遂行を怠ったか、遂行状況が芳しくないことにより訴追され得な

いことを意味する。また、その法的職務を遂行しなかったことにより、民事責任を訴求され

ることもないが、ネグリジェンス法による通常の訴求を受けることはある（１２章参照）。 

 安全代表は、責任をもった行動を期待され、特に、確立した内部手続きを無視してはなら

ない。O’Connell v. Tetrosyl Ltd.事件では、安全代表が、安全規則違反に関連して工場監察

官（Factory Inspectorate）に直接通報したとして解雇された。雇用者は、彼は外部機関に

行く前に管理職の注意をその問題に向けさせるべきだったのにそうしなかった点で、非違

行為を犯したと考えた。雇用審判所は、過半数をもって、彼の解雇は公正と判断し、控訴も

雇用上訴裁判所（Employment Appeal Tribunal (EAT)）によって棄却された。雇用者は、

その安全代表が、外部機関に依ることにより、内部手続きを迂回したと信じるに足る合理的

根拠を有しており、この行為は解雇の公正な理由を構成する、と。 

 １９９３年労働組合改革及び雇用権利法（the Trade Union Reform and Employment 

Rights Act 1993）の制定以後、安全衛生アシスタント、安全代表、安全委員会委員、被用

者は、その役割や安全衛生一般に関連する行動を理由とする解雇その他不利益な取り扱い

から一般的に保護されることとなった。 

 

職場の査察（inspection of the workplace） 
 安全代表は、職場又はその一部を、以下の３つの条件で査察する権限を持っている。 

 第１に、過去３か月間に査察が行われていない場合。彼らは、雇用者に対し、それを実施

する意図を書面で合理的に通知しなければならない。雇用者の合意があれば、より頻繁に査

察を行うこともできる。 

 第２に、作業の条件に著しい変化があった場合（新たな機械が導入された場合等）か、

HSE から危険源について新しい情報が公表された場合。この場合、たとえ先の査察から３

か月が経過していなくても、雇用者との協議を経て、追加の査察がなされ得る。 

 第３に、届出義務のある災害や危険な出来事（第６章参照）、届出義務のある疾病がそこ

で生じた場合で、かつ、 

 (a)査察が実施されることで安全に貢献し、 

 (b)安全代表が代表する被用者集団の利益に関わる場合。 

 このような場合、安全代表は、関係する職場の一部につき査察を行うことができる（また、

原因の特定に必要な限り、職場の他の部分を査察することもできる）。合理的に実施可能な

条件にあれば、彼らは、査察を行う意図を雇用者に通知しなければならない。 

 安全代表の安全衛生関連業務は、災害調査と雇用者の設置した建物での記録にとどまる

わけではない。Healey v. Excel Logistics Ltd.事件では、安全代表が申立人となった。同人

の同僚が、あるスーパーマーケットに荷物を運ぶ途中、重大な災害に見舞われたため、問題

となった場所を訪問しようと決心し、スーパーマーケットの管理者に接触した。雇用者は、

この行為を重大な非違行為に相当すると感じ、解雇処分とした。雇用審判所は、この解雇に
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つき、同人が１９７７年安全代表及び安全委員会規則に基づく職場の査察を実施せず、何ら

の許可もなく、安全衛生上の問題を探索するためスーパーマーケットに赴いた以上、公正で

あると認めた。控訴審において、雇用上訴裁判所（Employment Appeal Tribunal (EAT)）

は、原判決を覆し、当該解雇を不公正と判断した。いわく、安全代表の職務の１つは、職場

にある潜在的な危険源や危険な出来事を調査することであるところ、彼は、職場で生じた災

害の原因を調べるため、スーパーマーケットで災害報告書を確認しようと望んだこと、すな

わち安全代表の職務範囲内の行動を理由に解雇された、と。 

 雇用者は、安全代表が法的役割を果たすうえで合理的に必要となる便宜や支援を提供せ

ねばならず、彼ら自身による独立した調査も被用者との個別的な意見交換もその対象とな

るが、雇用者、安全代表共に、（＊安全代表による）査察の間は職場に滞在する権利を保障

される。 

 

書類の閲覧（inspection of documents） 
 安全代表は、その職務を果たすため、雇用者に合理的な通知をなした上で、職場や彼らが

代表する被用者に関するものであって、雇用者が関連法規に基づき記録を義務付けられた

書類を閲覧し、謄本を取得する権限をもつ。従って、汎用レジスタや、ホイスト、リフト、

クレーンの調査報告書を閲覧し、謄本を取得することもできるが、特定可能な個人の健康情

報から成るかそれに関する資料を閲覧したり、謄本を取得することはできない。 

 

安全代表への情報開示 
 安全代表は、法制度上、２つの主要な情報源を持つ。第１に、規則第７条第２項は、雇用

者が、自身の保有する知識の範囲内で、安全代表の職務遂行に必要な情報を利用できるよう

にする義務を課している。しかし、雇用者は、以下を開示する必要はない。 

 (a)その開示が国の安全保障上の利益に反する可能性のある情報 

(b)その開示が法令上禁止されている情報 

(c)特に個人に関わる情報―ただし、当該個人が開示に同意しているものを除く― 

(d)その開示が、労働安全衛生や快適職場形成への影響以外の理由により、雇用者の事業

に著しい被害をもたらすか、当該情報が第三者により雇用者に提供されたものである場合、

当該第三者の事業にそうした被害をもたらすような情報 

(e)訴訟の提起、訴追、防御などの法的手続を目的として雇用者が獲得した情報 

また、規則は、雇用者に対して、労働安全衛生や快適職場形成に関係しない資料の開示や

閲覧の許可までは求めていない。 

法的手続を目的に用いられる資料の調査に関する制約は、Waugh v. British Railways 

Board 事件（第１２章参照）において、貴族院（House of Lords）で争われ、ある資料に調

査対象から除外される特権が認められるためには、それを準備する主な目的が、今後生じ得

る訴訟での活用になければならないと判断された。したがって、仮に災害報告書が災害原因
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を特定するため、定例的に作成され、副次的に訴訟で必要とされることとなった場合、その

作成の主な目的が訴訟にはないため、安全代表は、それを閲覧する権限を持つ。 

承認された行為準則には、安全代表に開示されるべき情報の性格に関する示唆が多く盛

り込まれている。これには以下のものが含まれる。 

(a)労働安全衛生に関わる限り、事業の計画及び遂行状況並びに変更案に関する情報 

(b)プラント、機械、器具、工程、作業の仕組み、職場で用いられる化学物質に関する健康

上の危険源の技術的特質及びそれらを低減ないし最小化させるために必要と解される予防

策―これには、職場で用いられる物品（article）や化学物質（substance）のコンサルタン

トや設計者のほか、製造業者、輸入業者、販売業者から提供される情報も含まれる― 

(c)雇用者が、何らかの災害の発生、危険な出来事又は届出義務のある疾病、及びこれらの

事柄に関する何らかの統計的な記録について保存している情報 

(d)その他、雇用者（又はその代わりに行動する人物）が安全衛生上の条件整備の効果を

確認する過程で講じた措置の結果を含め、労働安全衛生に影響する事柄に特に関連する情

報 

(e)雇用者が家内労働者に提供する物品や化学物質に関する情報 

安全代表にとっての第２の情報源は、HSWA 第２８条第８項に基づき、被用者又はその

代表に対して、彼らがその安全衛生や快適職場形成に影響する事柄について知尽できるよ

う情報提供する権限を持つ検査官である。これは、建物やその内部にあるものや、検査官が

現に講じたか講じようとした何らかの措置（たとえば、禁止・改善通告の発行など）に関す

る生情報である可能性が高い。なお、検査官は、その情報を雇用者にも提供しなければなら

ない。 

 

安全代表のための有給休暇 
 安全代表は、以下の目的のため、有給休暇を取得する権利を付与される。 

 (a)安全代表としての職務の遂行 

(b)HSE が発出する行為準則に照らし合理的と解される職務の遂行のための教育訓練へ

の参加 

仮に、同人の給与が作業量の影響を受けなければ、その時間全て作業を行った前提での支

払いを受ける。仮に、作業量の影響を受ける場合、平均的な時間給の支払いを受けるか、公

正な給与の算定が不可能な場合、同種の職にある（in comparable employment）人物の職

務記述書上の作業にかかる平均的な時間給とするか、仮にそのような人物もいない場合、状

況に応じて合理的な平均的時間給とする。また、パートタイム労働者が、安全衛生問題に関

するフルタイムの教育訓練課程に参加する場合、当該課程に参加するフルタイム労働者と

同じベースでの支払いを受ける（Davies v. Neath Port Talbot Country Borough Council）。

危険源や危険な出来事の調査権限は、有給休暇を取得して職場内を調査する権限に限られ

るわけではない。Dowsett v. Ford Motor Co.事件では、ある被用者が災害で被災した。安全
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代表の職にあった申立人は、その災害を調査したうえで、特段の追加措置は不要と結論づけ

た。その５週間後、職場の安全委員会に出席したところ、安全技術者が当該災害に関する報

告を行ったため、追加質問のため、被用者宅を訪問したいとして有給休暇の取得を希望した

ところ拒否された。そこで、雇用審判所に申立てを行った。その結果、以下のように判示さ

れた。すなわち、安全代表等規則は、安全代表がその職務を遂行するうえで必要な限り、職

場外に赴くことを許容している。しかし、それは事実と程度の問題であり、本件で、申立人

は５週間何もしておらず、仮に安全委員会で報告を聴かなければ、何らの行動も起こさなか

ったであろう。となると、追加での質問は不要だったと解さざるを得ない、と。もっとも、

雇用審判所は、被災した人物の意見を聴取する必要が生じたり、充分にその職責を果たすた

めには職場外に赴く必要が生じる場合があること自体は明確にしている。 

 

安全代表の教育訓練 
 安全代表の教育訓練のための有給休暇について定めた行為準則（L146：労働安全衛生に

関する労働者との協議（Consulting Workers on Health and Safety））によれば、彼らは、

その選任以後できる限り早い時期に、TUC（イギリス労働組合会議）か彼ら自身が加入する

組合の承認を受けた基礎的な教育訓練に参加するための有給休暇を取得する機会を与えら

れねばならない。彼らが特別な職責を担う場合や、状況の変化や新たな法制度への対応のた

めに必要となる場合には、同様の承認を受けた追加的な教育訓練が実施されるべきである。

承認に当たる労働組合は、自身が承認した課程を管理者に通知し、雇用者から求めがあった

場合には、シラバスのコピーを提供せねばならない。労働組合は、（教育訓練への安全代表

の参加について）数週間前に事前通知を行い、同じ雇用者から一度に参加する安全代表の数

は、関係する課程のキャパシティーや、当該雇用者の操業上の都合を勘案し、状況に応じて

合理的なものとせねばならない。労働組合と管理者は、参加者の適切な数や条件についての

合意に向けて互いに努力せねばならず、あらゆる問題につき合意した手続きに照らして解

決を図らねばならない。安全代表のための安全衛生教育は、彼らの職務遂行に直接的に必要

な教育訓練に限られるわけではなく、問われるべきは、当該教育訓練が、その職務に照らし

て合理的か否かである（Rama v. South West Trains）。 

 ここでは、行為準則の位置づけは、法規ではない点が想起されねばならない。それは、好

ましい実務を実現するためのガイダンスである。したがって、安全代表が参加する教育訓練

が組合の承認を受けた課程でなければならないとする絶対的ルールはない。White v. 

Pressed Steel Fisher Ltd.事件において申立人は、T＆GWU（運輸・一般労働組合：Transport 

and General Workers' Union）により安全代表に選任された。同組合は、彼を組合が支援

する教育訓練課程に参加させようとしたが、管理者側は企業内での課程を提供しようとし、

組合の支援する課程に参加するための有給休暇の付与を拒否した。雇用上訴裁判所

（Employment Appeal Tribunal (EAT)）は、以下のように判示した。すなわち、雇用者が

組合の支援する課程への参加のための有給休暇の付与を拒否したことは特に不合理でない。
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安全代表等規則第４条第２項は、あらゆる事情に基づいて（in all the circumstances）合理

的と解される教育訓練を規定している以上、まさに行為準則を含め、あらゆる事情を勘案す

る必要がある。労働組合による課程の承認は考慮されるべき要素ではあるが、（労働組合関

連業務のための教育訓練にかかる有給休暇について定めた１９９２年労働組合及び労使関

係（調停：consolidation）法第１６８条とは異なり、）安全代表及び安全委員会規則は、当

該課程が TUC 又は労組により承認されねばならないとはしていない。よって、仮に雇用者

が提供する課程が充分なものであって、組合的視点での安全を含めて必要な要素を含んで

いれば、雇用者が安全代表に企業内の課程に参加せよと主張しても何ら不適切な点はない、

と。 

 安全代表が教育訓練のために有給休暇を取得することが合理的か否かは、総合的な判断

として、同人の教育訓練への参加が合理的か否かにより判断される。管理者が何を合理的と

考えるかにより決まるわけではない。Gallagher v. Drum Engineering Co Ltd.事件では、

安 全 委 員 会に 所 属 する ２ 名 の 管理 者 が 、危 険 有 害 物質 管 理 規則 （ COSHH 

Regulations:Control of Substances Hazardous to Health Regulations）の緊急的な現場へ

の導入を取り扱う教育訓練課程に派遣され、３人目の管理者がその他の課程に派遣された。

労働組合は、安全委員会に所属する組合員３名を TUC が運営する課程に派遣したいと望ん

だが、企業側は１名のみ許可する方向でいたものの、組合の希望自体は認めなかった。拒否

された者のうちの１名が申立人となり、雇用審判所に対して、当該拒否が安全代表及び安全

委員会規則に違反すると申し立てたところ、認容された。いわく、３名の組合の代表をその

課程に参加させたとしても、何ら不合理な出費にはならず、事業運営上の問題も生じないう

え、その組合の委員らは、規則の適用上大きな役割を担っていた、と。雇用審判所は、総合

事情を勘案のうえ、TUC が支援する課程への参加に有給休暇を付与する措置を合理的と考

えたのである。 

 ある状況下における有給休暇の取得が合理的か否かについての雇用者の決定は、不当解

雇事件で用いられるものと同様の合理性基準（standards of reasonableness）により判断さ

れねばならない。たとえば、Scarth v. East Hertfordshire District Council 事件では、ある

安全代表（申立人）が、特に地方自治体の代表用に計画された教育訓練課程に参加するため

に有給休暇を申請したところ、判断に当たった管理者が、シラバスを見るまでもなく内容的

に不適当と考えたため、その要望は拒否された。その３日後、彼はシラバスをみて、当該申

立人に３日間の有給休暇を付与した。雇用審判所は、次のように述べた。すなわち、その管

理者が判断を下した時点では、課程に関するシラバスを見ていなかったため、合理的に行動

していたとはいえず、さらに、３日間の有給休暇も、何ら確たる理由なく導き出されたもの

に過ぎない。よって、申立人は不合理に有給休暇を拒否されたものであり、更に３日間の有

給休暇を求めたことにも理由がある、と。 

パートタイム労働者が、安全衛生問題に関するフルタイムの教育訓練課程に参加する場

合、当該課程に参加するフルタイム労働者と同じベースでの支払いを受ける（Davies v. 
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Neath Port Talbot Country Borough Council）。もっとも、仮に当該労働者の通常の労働日

が火曜から木曜までのところ、金曜日に開催される教育訓練課程への参加のための有給休

暇の付与を拒否したとしても、雇用者が１９７７年規則に反したことにはならない（HM 

Calder v. Secretary of State for Work and Pension 事件）。 

雇用者が安全代表にその職務にかかる教育訓練のため、要望に応じて有給休暇を付与す

るか否かの判断は、行為準則の定めに照らし、あらゆる事情を考慮して合理的か否かに基づ

き判断されねばならない。考慮されるべき要素には、課程の内容やその被用者の安全衛生業

務との関連性、その教育訓練が彼の職務の遂行に貢献するか否かが含まれる。基準は、あら

ゆる事情を考慮したうえで、当該教育訓練が「合理的」か否かであって、「必要」か否かで

はない（Duthie v. Bath＆North East Somerset Council 事件）。 

行為準則には、安全に関する教育訓練の内容についてのガイダンスも定められている。基

礎的な教育訓練には、安全代表、安全委員会、労働組合の打ち立てる方針の中での役割のほ

か、以下の事項に関する実務が盛り込まれるべきである。 

(a)労働安全衛生に関する法的要件 

(b)職場にある危険源の性質及び程度、それらを低減するために必要な措置 

(c)雇用者の安全衛生方針並びにその実施に必要な組織及び条件 

 また、安全代表は、常に、査察の実施方法、法的知識やその他の公的な情報の活用法を含

め、新たな技術の習得に努めねばならない。 

安全代表は、危険源に関する知識を深めるため、特別な教育訓練課程に参加する権利を持

つ。Howard v. Volex Accessories Division 事件では、安全代表であった申立人が、彼の関

わる作業において、鉛や種々の化学物質にばく露することに気が付いた。そこで彼女は、

TUC が開設する化学的な危険源に関する教育訓練課程に参加する目的で有給休暇を申請し

た。管理者は、彼らとしては、危険源の調査鑑別の手法により、できる措置は尽くしている

との理由から、この要求を拒絶した。彼女は、所与の休日のうち２日を利用して当該課程に

参加することとし、規則第４条第２項に基づき、雇用審判所に申立を行った。同審判所は、

職場にある化学的危険源などについて、より詳しく学ぶ権利があり、TUC の提供する課程

は、彼女がそうした知識を修得する上で助けとなるだろうと判示した。結果、当該課程への

参加の際の給与の受給権と、２日間にわたる休日の喪失について£50 の補償金の支払いが

認められた。 

とはいえ、新任の安全代表が、基礎的な教育訓練を受ける前に専門家向けの課程に参加し

ようとするのは不適当であろう（Knight v. Shell UK Ltd）。 

仮に、ある企業に、真正な安全上の必要性から認められる人数より多くの安全代表がいる

場合、雇用者は、個々の場合に有給休暇の取得を拒否することを当然に正当化される。それ

は、そうした条件下での有給休暇は、「安全代表としての職務の遂行を目的として必要な限

り」との要件に合致しないことによる（Howard＆Peet v. Volex plc 事件）。 
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被用者ではない安全代表 
 規則には、仮に安全代表が英国俳優勤務条件公正化協会（British Actor’s Equity 

Association）かミュージシャン労働組合（Musician’s Union）のいずれかに選任された場

合、規制対象となる雇用者の被用者である必要はないと定められている。これは、彼らは劇

場などで芸能を披露するパフォーマーであって、雇用者との指揮命令関係下にはなく、一般

的に各地を巡業する場合が多いことによる。 

 

１９９６年安全衛生（被用者との協議）規則 
 さりながら、EC 安全衛生枠組み指令（89/391EEC）は、承認を受けた労働組合に所属し

ているか否かを問わず、全ての被用者に適用される。よって、既存の協議に関する規定（安

全代表等規則など）を、労働組合に所属している者のみではなく、全ての被用者に拡張する

９６年安全衛生（被用者との協議）規則が求められることとなった。 

 本規則の下で、雇用者は、７７年規則（１９７７年安全代表及び安全委員会規則（修正版）

（Safety Representatives and Safety Committees Regulations 1977 (as mended)））に基

づいて安全代表に代表されない被用者につき、２つの選択肢を持つ。一方は、当該被用者と

直接協議する方法であり、他方は、協議を目的として選任され、労働安全にかかる代表と認

められる、当該被用者集団のうちの一人か複数の人物と協議する方法である。規則の中に、

当該代表選出のための選挙を雇用者がどう実施すべきかに関する定めはないが、選挙自体、

必要不可欠ではない（R v. Secretary of State for Trade＆Industry, ex parte Unison）。 

 したがって、雇用者は、労働安全衛生関連事項、特に以下の事柄について、適宜、その被

用者（又は代表）と協議すべきこととなる。 

 (a)自身の被用者の安全衛生に実質的に影響する可能性のある措置の職場での導入 

(b)法的要件の遵守や、（安全衛生管理規則第７条第１項及び８条第１項(b)により求められ

る）緊急時の避難手続の実施のために必要な措置の実施を支援するうえで適任な人物を選

任するための条件の設定 

(c)雇用者が被用者への提供を法的に求められる安全衛生情報 

(d)雇用者が提供せねばならない安全衛生に関する教育訓練の計画と組織 

(e)新たな技術を職場に導入した場合に被用者に生じる安全衛生面での影響 

雇用者が被用者と直接協議する場合、協議に包括的かつ効果的に参加するうえで必要な

情報を活用できる条件を整えなければならない。雇用者が被用者の安全を代表する者と協

議する場合にも、彼がその役割を果たすうえで必要となる情報や、RIDDOR（Reporting of 

Injuries, Diseases and Dangerous Occurrences Regulations：災害疾病及びヒヤリハット

事例の報告に関する規則）により保存された記録のうち職場やその代表が代表する被用者

集団に関する情報を活用できる条件を整えなければならない。とはいえ、雇用者は、一定の

情報（4.132 章を参照）については開示を強制されない。 

被用者の安全を代表する者は、その職務の遂行や教育訓練への参加につき賃金の支払い
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を受ける権利を持ち、その金額は規則の附則第１条に基づいて計算される（通常賃金か、平

均的な時間給か、関連事情を総合的に判断して算出される平均的な時間給のいずれか）。雇

用者が被用者の安全を代表する者にその職務を果たしたり教育訓練に参加するための有給

休暇を付与しなかった、またはその分の賃金を支払わなかった旨の苦情は、雇用審判所に申

し立てられることになる。苦情は３か月以内に申立られねばならず、仮に当該申立に充分な

根拠があると認められれば、雇用審判所はその効力を宣言し、正当かつ均衡がとれていると

解される補償か、本来支払うべき金額（amount due）の支払いを命じる。 

被用者の安全を代表する者は、その職務を果たしたことを理由として、制裁を科すなど解

雇に至らない不利益取扱いを受けたり、その職務の遂行を阻害されたりしない権利を有し、

雇用者との協議に合理的に参加したことを理由とする解雇は不当解雇となる。 

本規則（９６年安全衛生（被用者との協議）規則）により雇用者に課された義務違反は、

当該義務が同人と雇用関係にない人物の保護を目的とするものでない限り、民事訴訟を提

起する権利を付与しない（２００６年安全衛生管理（修正）規則）。 

HSE は、本規則に伴う行為準則として、L146：労働安全衛生に関する労働者との協議

（Consulting Workers on Health and Safety）を発出している。２０１４年末までに小規

模な改訂が行われる予定である。 

 

安全委員会 
 １９７７年安全代表及び安全委員会規則（修正版）（Safety Representatives and Safety 

Committees Regulations 1977 (as mended)）は、その第９条において、雇用者は、２名の

組合選任安全代表から書面による要請があった場合、安全委員会を設置せねばならない旨

を定めている。その設置に当たり、雇用者は、要請を行った安全代表のほか、委員会を設置

しようとする職場で就労する者が加入している承認を受けた労働組合の代表と協議せねば

ならない。委員会の責務は協議にあり、交渉や合意にはないので、その構成もほんらい雇用

者が決定すべき事柄である。とはいえ、その設置は、要請の後３か月以内に行わねばならな

い。また、雇用者は、委員会の構成とその適用を受ける職場について通知せねばならず、そ

の通知は被用者が読みやすい場所に掲示されねばならない。 

 HSWA 第２条第７項は、安全委員会の役割について、労働安全衛生の確保のためにとら

れる措置のレビューその他規定されたものと規定している。規則にも行為準則にも、その役

割については、この曖昧な一般論以上の示唆はない。しかし、ガイダンス・ノートには、複

数の有用な情報が掲載されている。より詳細な調整は、個々の職場のニーズを特定するうえ

で最良の立場にある当事者間の議論や交渉に拠って進められるべきである。個々のケース

の前提条件は大きく異なるため、単一のパターンはあり得ない。 

 他にも参考にされるべき指針がある。安全委員会は、それぞれ独自の特性を持つべきで、

指定された以上の役割や使命を持つべきではない。たとえ委員会の集合体（group 

committees）が付加的な役割を果たすことがあり得ても、一定の役割は単一の委員会に割
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り当てられるべきである。最後に、その役割は明確に定義されねばならない。安全委員会に

ついて指摘されて来たところを整理すれば、以下のようになるだろう。 

 (a)災害、ヒヤリハット事例、届出義務のある疾病の傾向分析。結果的に講ずべき措置に

ついて管理職に勧告がなされる場合もある 

(b)改善され得る場所を特定するための安全監視報告（safety audit reports）の調査 

(c)強制執行機関から得られた報告や情報の検討 

(d)安全代表が作成した報告の検討 

(e)職場の安全に関するルールやシステムの開発の支援 

(f)被用者向けの教育訓練の安全面の効果の評価 

(g)安全衛生に関するコミュニケーションや情報伝達が充分かの監視 

(h)企業と執行機関の橋渡し 

(i)安全に関する方針の評価とその改善の勧告 

当事者の自発的な決定を妨げる趣旨ではないが、安全委員会は、快適職場形成に関する課

題を取り扱う権限を特に与えられてはいない。 

 

委員会の構成のあり方 
 その目的は、全ての関係当事者の代表を充分に得つつも、その構成を合理的な範囲でコン

パクトにすることとされねばならない。管理職側の代表には、職場の技術者（works 

engineer）、産業医（works doctor）、安全管理者（safety officer）など、安全衛生問題に関

わる人物が含まれていなければならず、上級管理職者による勧告の検討及び実施のための

何らかのメカニズムの存在が認められる状態になければならない。委員会には、課題を評価

し、解決法を導く力のある専門家が含まれていなければならない。外部の専門家も職権で委

員に任命され得る。安全代表が委員会の委員にならねばならないとの要件はないが、委員数

に応じて代表制を果たす（：参画する）ことが望ましい。委員会への参加を有給とすべき旨

の規定はないが、そうすべきことは明らかである。社長や役員など、企業幹部が委員会に参

加して主導的役割を果たすことも望まれる。 

 

会合 
 安全委員会の会合は、事業規模に応じ、必要な限り頻繁に、定期的に行われねばならない。

会合日程は事前に通知されねばならず、適宜、緊急会合も開催されねばならない。議題が明

記され、時間が管理され、講ずべき措置は記録されねばならない。おそらく、委員会にとっ

て最も重要な役割は、実施した勧告に沿って講じられた措置の監視ではなかろうか。 

 

労組のない職場の安全委員会 
 HSE は、承認を受けた自主的な労働組合がない施設の安全委員会に関するガイダンスを

複数発行してきた。正式な労働組合組織がなく、安全委員会を設置すべき法的義務もない以
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上、管理職側が主導権を握ることとなろう。ここで改めて、適切なマネージメント・スキル

を持つ者の代表が選任されるべきこと、被用者の代表がその同僚から選任されるべきこと

が確認されねばならない。なお困難が生じる場合には、HSE がより詳細なガイダンスを提

供することになる。 

 

規則の執行 
 安全代表は、雇用審判所に対して以下のような申立をなすことができる。 

 (a)雇用者が、安全代表としての職務の遂行に必要な有給休暇を認めなかったこと、又は

教育訓練課程への参加を認めなかったこと 

(b)雇用者がその有給休暇につき給与を支給しなかったこと 

 申立は、過誤が生じてから３か月以内に提起されねばならないが、仮にそれが合理的に実

現不可能な場合、雇用審判所が合理的と認める延長期間内の提起が求められる。仮に雇用審

判所が、雇用者が彼に有給休暇を認めなかった旨の申立を支持した場合、その効果を認める

宣言が発せられる。また、雇用審判所は、雇用者から被用者に支払われるべき補償

（compensation）の支払いを命じることができる。これは、雇用者が有給休暇を認めなか

ったことによる義務違反と被用者がその違反により被った被害にかんがみ、事情を総合的

に考慮したうえで、正当かつ均衡がとれていると考える金額とされるべきである。被用者が

実際に損害を受けることは稀なため、通常、実際に命じられる補償金額はさほど高額には至

らない。Owen v. Bradford Health Authority 事件では、労働組合が、１年以内に退職する

人物を安全代表に選任した。彼は教育訓練課程に参加しようとしたが、雇用者は、退職間際

の安全代表が教育訓練課程に参加するのは不合理と考え、それを認めなかった。雇用審判所

は、被用者の申立を支持し、彼への£50 の補償金の支払いを命じた。いわく、安全代表の

選任は労組の特権であり、その人物が退職間際であることを理由に教育訓練課程への派遣

を拒むことは不当であった、と。 

 仮に申立内容が有給休暇への支払いを怠ったことであり、雇用審判所がそれを支持すれ

ば、支払うべき金額の支払い命令が下される。 

 

 法や規則に定められたその他の義務の執行は、適切な執行機関の責務である。仮に雇用者

が法第２条第４項所定の安全代表との協議を怠ったり、法第２条第７項所定の安全委員会

の設置を怠ったり、規則第７条所定の必要な情報提供を怠ったりすれば、法違反となり、刑

事処罰の対象となる。HSE は、２０１１年６月に、こうした問題にかかる執行のあり方に

ついて、話題の特集（Topic Pack）「安全衛生（被用者との協議）規則の執行について

（Enforcement of Consultation Regulations, June 2011）」を発行した。 

 

 HSE は、労働安全衛生管理の文脈での協議管理の必要性を認識している。検査官向けに、

次の３つの（特に連続性のない）執行手順が示されている。 
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 ・アドバイス：検査官は、雇用者と安全代表に対して、アドバイス、ガイダンスや支援を

提供すべきである。 

 ・リスクに基づいた執行：検査官が検査の際に何らかのリスクを特定した場合、たとえ協

議を実施しなかったことが実質的に事態を悪化させた可能性があっても、特定されたリス

クに最も適応する法律が活用されるべきである。とはいえ、HSE は、労働者との協議の実

施を改善通告に添付される文書に記載するか、法令違反に関する文書を発行するよう勧め

ている。 

 ・９６年安全衛生（被用者との協議）規則の執行：リスク管理上のミスが数多くあり、協

議を怠ったことがその要因となっている場合で、例えば以下のような場合、そのリスクを示

す通告に加え、協議規則の執行が検討されねばならない。 

 －雇用者が協議不開催の問題に取り組もうとしない場合 

 －労働者が特に無防備な状態にあると解される場合 

 －労働者が重要な決定をする必要性や労働環境の変化の割合などの課題から、安全衛生

管理上、労働者との協議が重要と解される場合 

 －協議不開催のゆえにリスク管理上のミスが多発している場合 

 １９８９年海上設備（安全代表及び安全委員会）規則（Offshore Installations (Safety 

Representatives and Safety Committees) Regulations 1989）も施行されている。ここで

は、全労働者による安全代表の選挙が求められ（ただし、１人で４０人を超える労働者の代

表はできない）、安全委員会の設置が義務付けられている。これらの規則と１９７７年規則

（安全代表及び安全委員会規則（修正版）（Safety Representatives and Safety Committees 

Regulations 1977 (as mended)））には、他にも数多くの相違がある。 

 

安全衛生関連事件における雇用保障 
 １９９２年海上安全（不公正な措置からの保護）法（The Offshore Safety (Protection 

Against Victimisation) Act 1992）は、海上設備で就労する安全代表及び安全委員会の委員

の解雇保護（ないし解雇に至らない不利益取扱いからの保護）を規定しており、かつ全産業

への拡張が意図されていた。しかし、同法には、その適用対象が、労組の承認を受けた安全

代表に限られていた点に問題があった。EC 安全衛生枠組み指令（89/391EEC）は、そうし

た保護は、安全衛生に責任を持つ全ての者に及ばなければならないと定めている。 

 結果的に、同法は９３年労働組合改革及び雇用権利法（the Trade Union Reform and 

Employment Rights Act 1993）によって廃止され、新たな権利が現在の９６年雇用権利法

に挿入されることとなった。同法は、被用者は、以下の理由に基づいて、いかなる不利益も

受けず（第４４条）、解雇されない（第１００条）権利を持つと定めている。 

 (a)労働安全衛生上のリスクの防止又は低減に関わる活動の実施について雇用者から指名

を受け、現にそうした活動をした（かしようと提案した）こと 

(b) （法的手続によるか任意の手続きによるかを問わず、）労働安全衛生問題に関する労
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働者の代表か安全委員会の委員であるため、当該代表として、又は委員会の委員としての職

務を果たした（か果たそうと提案した）こと 

(c)被用者が、安全代表の選挙において、雇用者との協議に参加したこと 

上記の規定は、労働組合の選任を受けたか、労働者から選出されたか、労組がない職場で

雇用者から指名ないし選任された安全代表や安全委員会委員はもとより、上掲の 99 年安全

衛生管理規則の下で選任された安全衛生アシスタントの職にある被用者の保護も図ってい

る。 

安全代表への保護は、被用者である労働者に限られる。Costain Building＆Civil 

Engineering Ltd v. Smith 事件において、１審原告（申立人）は、建設業者に労働力を提供

する、さまざまな人材供給業者で就業する独立的な技術系コンサルタントだった。彼は、あ

る人材供給業者より、Costain Building 社が造成中の場所に派遣され、その場所で実施さ

れている作業に関して、労働組合から安全代表に選任された。複数の批判的な安全報告を執

筆したところで、Costain Building 社から人材供給業者に、これ以上彼を働かせたくない

との連絡が入った。そこで彼は、安全衛生に関する理由により、不当解雇を受けたと主張し

た。雇用審判所は彼の申立を支持したが、その審判は雇用上訴裁判所（Employment Appeal 

Tribunal (EAT)）で覆された。いわく、彼の契約は人材供給業者とのものであり、Costain 

Building の被用者ではなかった。よって、労働組合が彼を安全代表に選任したのは、法律

上は明らかに無効である。雇用権利法第 100 条による保護の射程は被用者である者に限ら

れる。 

 安全代表を保護する規定は、彼に無責任の資格や全面的な免責の付与を企図したもので

はない。よって、仮に安全代表が、自身が代表を務める職場の範囲外の問題について行動し

たり、記載された手続から逸脱したり、悪意に基づく行動をとった場合、それは真正な安全

衛生事項の遂行ではなく、雇用者を害するための個人的事柄の追及とみなされよう。そうし

た条件が満たされれば、妥当な懲戒処分を受けることもあり得る（Shillito v. Van Leer(UK) 

Ltd）。同様に、その職務遂行の方法が安全衛生活動の範囲外との評価をもたらす場合もあ

る。これは、雇用審判所に判断が委ねられるべき事実認定の問題である（Goodwin v. 

Cabletel UK Ltd）。しかし、安全代表が付託の範囲内で行動している限り、仮に「行き過

ぎ」があったとしても、法的保護は及ぶ。これは、その適切な職務遂行について管理者から

威迫されない権利を有していることによる（Bass Taverns Ltd v. Burgess）。 

 もっとも、安全衛生代表に保障された法的保護は、その職務遂行のゆえに不利益を受けな

いよう保障するものであって、特段の利益をもたらすものではない。したがって、余分に活

動した場合にも、通常の契約上の義務に基づいて行った業務を基準に職務評価される権利

を有し、雇用者は安全衛生上の職務の遂行のありようを考慮に入れてはならない。たしかに、

そうした活動を評価の材料とすれば、肯定的差別（positive discrimination）となり得るが、

他の被用者との関係では差別になる。法的保護は中立的でなければならない（Smiths 

Industries Aerospace＆Defence Systems v Rawlings）。 
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安全衛生関連事件における被用者の保護（１９９６年雇用権利法第１００条） 
また、全ての被用者は、以下の場合、解雇その他不利益な取り扱いを受けない権利を有す

る。 

(a)安全代表や安全委員会が存在しないところで（または、存在はするが、その活用が現

実に期待できない条件にあるところで）、合理的な手段により、安全衛生上有害（または潜

在的に有害）であると合理的に信じる作業に関わる条件に雇用者の注意を向けたこと 

(b)重大かつ切迫しており、かつ合理的に回避が困難と認められる危険状況に際して、（そ

の危険状況が継続する限り）自身の職場またはそのうちの危険個所から退避した（もしくは

しようと提案した）か、そこへの復帰を拒んだこと 

(c)重大かつ切迫していると合理的に信じた危険状況に際して、自己又は他人（other 

persons）をその危険から防衛するため、適切な措置を取った（か取ろうと提案した）こと 

ここで他人（other persons）には、被用者のみならず、公衆一般も該当する。Masiak v 

City Restaurant Ltd 事件では、あるシェフが、人の消費には向かないと信じる食べ物をつ

くることを拒んだために解雇されたと主張した。結果、１００条第１項(e)は、保護の対象と

なる危険に晒されている人物を被用者のみに限定してはいないと判示され、雇用審判所に

差し戻された。 

現に講じられたか講じられようとした措置が適切か否かは、その者の知識、施設状況、そ

の者が当時受けていたアドバイスを含め、全ての事情を総合的に勘案して判断されなけれ

ばならない。しかし、仮に被用者のとった行動が過失の不法行為に当たる場合、雇用者がそ

の者に講じた対抗措置は、事情によっては不利益措置や不当解雇に当たらなくなる。 

Harris v Select Timber Frames Ltd 事件では、被用者が労働安全衛生基準（違反）に関

する苦情を申立て、その結果 HSE の検査官が来訪することとなった。彼は、僅か後に産業

医療アドバイザー（Employment Medical Advisor）の検査を受けることになっていたが、

その直前に解雇された。雇用審判所は、本件の事情に照らせば、彼は安全衛生に関する問題

を提起したことを理由に解雇されたと解される以上、その解雇は不当であるとした。 

雇用審判所は、これまでに雇用権利法第１００条による保護から生じる数多くの課題に

ついて検討して来た。たとえば、自動車運転手向けの労働時間規則（the Drover’s Hours 

Regulations）違反、劣悪な労働条件や過積載に関する運転手からの苦情の申立、安全衛生

代表に選任されていない被用者から（現在の代表について）の利益相反に関する代表性の疑

義の提起、公衆一般を保護するために被用者が提起した訴訟などが挙げられる。珍しいケー

スとして、ある被用者が同僚の乱暴で脅迫的な行動を理由に職場を離脱したという、

Harvest Press Ltd v McCaffrey 事件が挙げられる。管理者は問題の人物から意見を聴取し

たが、申立人の事件に関する説明は求めなかった。結果として、申立人には、重大かつ差し

迫った危険状態にあると信じるに足る合理的な事情があったと判断された。いわく、法第１

００条は、作業や作業施設に起因する危険のみではなく、同僚被用者の作為や不作為を含め、
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どのように生じたものであれ、あらゆる危険をカバーする。認定事実によれば彼は解雇され

たが、その解雇は当然に不当となる、と。 

しかし、法律上の保護を求めるためには、被用者が安全衛生上の問題があると信じたこと

について合理的な根拠が示されねばならない。たとえば、Kerr v Nathan’s Wastesavers Ltd

事件において、申立人は、複数の場所からゴミ袋を回収する運搬用トラックの運転手として

採用された。ある日、彼は、このまま作業を続ければ過積載になると信じ、運転を拒否した

ところ解雇されたため、その解雇は不当だと主張した。司法審査では、彼が収集を終えるま

でにトラックが過積載になるだろうと信じたことは合理的であり、当時の状況が潜在的に

危険だと誠実に信じた点が認められた。しかし、その職場には、過積載となる可能性を認識

した運転手は、停車場に引き返すか、別の車の手配のため電話する慣行があったにもかかわ

らず、彼はこれを考慮しなかった。その結果、彼には、その認識を維持する合理的根拠がな

かったこととなり、その申立は雇用審判所と雇用上訴裁判所（Employment Appeal 

Tribunal (EAT)）の双方で棄却された。 

Barton v Wandsworth Council 事件において、申立人は救急車の運転手として採用され

た。彼の職務には、重篤な身体・精神障害を持つ患者の搬送も含まれており、出動先には護

送者が同伴した。しかし、その護送者が未熟であったため、彼は、現実に生じているリスク

を指摘しつつ、自身が経験している問題についていくつかの苦情を述べた。すると管理職は、

申立人が攻撃的かつ横柄であると感じ、彼を停職として調査の実施を延期させた。結果的に、

彼は、その行動を理由に５年間の警告処分を受けたが、社内での申立により２年に短縮され

た。そこで、この懲戒措置は、不当な不利益措置にあたると主張した。雇用審判所は、彼の

申立を認容した。いわく、彼は、苦情を申し立てた問題が自身及び彼の扱う患者にとって重

大かつ切迫した危険をもたらしていると真正に信じていたのであり、現にいくつもの不幸

な災害が生じていたにもかかわらず、管理職が危機意識をもってそうした問題に取り組ま

なかった以上、その認識に特段不合理な点は認められない。そして、彼の雇用者は、彼を別

のセンターに移動し、職務から解き（結果的に残業の削減を伴うこととなった）、最終的に

２年間となった最終警告処分を科したことにより、彼に不当な不利益措置をもたらしたこ

とになる、と。 

雇用契約には、雇用者がその被用者の安全を確保するために合理的な措置を講じる旨の

黙示の条件があり、仮に雇用者が真正の脅威への対応や、正当な苦情にかかる調査を怠れば、

雇用者による基本的な契約違反となり得、被用者に辞職のうえ擬制解雇を申し立てる権利

を与えることになる。 

被害を受けた被用者は、通常３か月以内であれば雇用審判所に申立を行うことができる。

また、仮に解雇された場合には、暫定的な救済手続きを活用できるが、その場合、７日以内

に申立がなされねばならない。 

１９９８年公益通報者保護法（通称ホイッスルブロワー法：Whistleblowers Act）により、

一定条件下において、特定の（：保護対象となる）開示を行った労働者（被用者より広義の
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意味を持つ）は、その保護を受ける。この法律は、さまざまな保護を受ける権利を雇用権利

法の関連個所に挿入した。その結果、労働者は、保護対象となる開示を行ったことを理由と

して、不利益な取扱いを受けず（雇用権利法第４７Ｂ条）、解雇されず（同法第１０３Ａ条）、

余剰人員とされない（同法第１０５条第６Ａ項）権利を有する。当然に不当解雇となるケー

スと同様に、適用の要件となる（最低）雇用期間はなく、６５歳を超える労働者も申し立て

られる。 

保護対象となる開示には、以下の事柄を示そうとする労働者によるものが該当する。 

(a)刑事犯罪が生じたか、生じているか、生じそうな場合 

(b)ある人物が、法的義務に反したか、反しているか、反しそうな場合 

(c)冤罪（誤審）が生じたか、生じそうな場合 

(d)ある個人の安全衛生が危険に晒されている場合 

(e)環境が破壊されたか、されているか、されそうな場合 

(f)上記の事態が、隠匿されたか、されそうな場合 

情報の開示は、上記の問題に関わる行為について、雇用者その他の者に対して、真摯に（in 

good faith）行われねばならない。なお、クライアントとプロのアドバイザーの間の法的な

特権や秘密保持について、その保護は及ばない。 

情報開示が雇用者以外の者に対してなされる場合、法の保護を受けるためには、当該開示

を行う者が、真摯に行うと共に、その情報が実質において真実であると合理的に信じていな

ければならず、個人的利益が目的とされてはならない。よって、情報開示の宛先は、関係す

る法の執行機関や、法律家（legal advisor）その他責任職に限られるべきだろう。また、労

働者は、仮に雇用者に開示すれば不利益な取り扱いを受けるか、証拠が隠滅されるか、既に

開示したものと信じていなければならない。関連する事情を総合的に考慮して、その者が情

報を開示することが合理的でなければならない。すなわち、情報開示先となる人物の属性、

問題の深刻さ、以前に開示した結果雇用者が何らかの対応を図ったか、労働者が雇用者の設

定した（対応のための）手続きを遵守していたか、などの事情が考慮されねばならない。 

 

雇用者の安全支援 
１９９９年安全衛生管理規則と２００５年規制改革（防火）命令に基づき、全ての雇用者

は、関連法規の遵守のために講じる必要のある措置に関連する調査の結果、講ずべきことが

明確になった予防措置の実施を支援する最低１名の適任者を選任せねばならない。１９６

０年船舶製造及び船舶修理規則、１９９７年潜水作業に関する規則、１９９９年電離放射線

規則、２００７年建設業における計画調整（設計と管理）に関する規則などでは、安全監督

者（safety supervisors）やその他の適任者の選任に際して、当該規則に基づく法的要件の

遵守を確保できるような者を当てよ、との要件がある。教育訓練について公式の基準はなく、

求められるのは、その職務を効果的に果たすために充分な時間を与えられること、職務の遂

行に必要な経験と専門性に加え、権限を与えられることのみである。２００９年危険有害性
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のある物品の運搬及び可動式圧力装置の利用に関する規則には、危険有害性のある物品の

自動車または鉄道による輸送に携わる者を含め、何らかの運搬、詰めもの、荷積みを行う業

者は、安全アドバイザーの選任や職務に関する法規を遵守せねばならないと規定されてい

る。 

また、数多くの法規が、「資格を持つ（qualified）」又は「必要な教育訓練を受けた（trained）」

被用者であることを求めており、一定の事柄について「適任者（competent person）」によ

り、又はその監督下でのみ実施されるよう求める規定もある。この文言は、通常は明確に定

義されないまま置かれ、具体的な事件に際して、雇用者側が、問われたタスクを実施した人

物が資格を持つ、必要な訓練を受けている、または適任であるとの立証責任を負担するのが

当然と解されてきた。公的な資格や適性認証があれば、この立証責任は問題なく果たされる

だろうが、そうでなくても、該当の人物が現場での実務経験を積んだことや、社会的に承認

された教育訓練過程を修了したことなども一定の証明となろう。 

仮にその役割や権限が詳しく記された安全管理者（safety officer）が配置されていれば、

雇用者は、HSWA 第２条第３項の定めに基づき作成された労働安全衛生に関する一般方針

を記した文書で、その方針の効果を実現するための組織化と条件整備の一環として、言及す

ることとなるだろう。 

この点に関連する、安全問題の専門家を束ねた組織として、労働安全衛生協会（IOSH : 

Institution of Occupational Safety and Health）がある。同協会は１９５３年に創設され、

３９０００名を超える会員を擁している。また、以下の２つの資格が全国労働安全衛生試験

委員会（NEBOSH : National Examination Board in Occupational Safety and Health―

民間企業兼登録慈善団体―）から授与されている。 

１．免状（Certificate） 

この試験は、安全衛生管理、職場の危険源、安全衛生実務に関するペーパー試験から成っ

ている。 

２．上級免状（Diploma） 

この試験は、安全衛生管理、職場の危険有害物質、職場及び作業上の器具の安全、安全衛

生の理論と実務、コミュニケーション技法と教育訓練法に関するペーパー試験から成って

いる。 

１９９７年９月から、労働安全衛生に関する国の上級免状制度が、２段階構成へ向けて段

階的に変更されている。新しいカリキュラムは以下の４つの項目から成っている。UnitA（安

全衛生管理）、UnitB（職場の危険有害物質）、UnitC（職場及び作業上の器具の安全にかか

る危険源）、UnitD（安全衛生の理論と実務への適用）。上級免状はスコットランド資格認定

機構（Scottish Qualifications Authority）により品質認定及びランク付けされており、ス

コットランド認証・資格フレームワーク（SCOF: Scottish Credit and Qualifications 

Framework）に組み込まれ、レベル１０のランクにあって、４８の認証ポイントを付与さ

れている。SCOF のレベル１０は、イングランド、ウェールズ、北アイルランドの
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NQF(National Qualifications Framework)/QCF(Qualifications and Credit Framework)

のレベル１０に相当する。 

上級免状を取得し、一定期間の実務経験を積んだ者は、IOSH の会員として入会申請でき

る。会員には何段階かのグレードがあり、その人物の持つ資格や経験に応じて定まることと

なっている（2.88 を参照）。 

免状や上級免状を取得するための課程を提供する教育訓練施設は、国内に５０件ほど存

在する。 

 

適任者（competent person） 
数多くの法規定が、一定の種類の作業（査察 (inspection)、試験 (testing)、調査

(examination)など）が「適任者」によりなされねばならないと定めているが、その文言が

定義されることは殆どなく、必要となる能力や専門性に関するガイダンスも殆どない。行為

準則がある程度参考にはなるが、その定めはかなり一般的な表現にとどまっている。９９年

労働安全衛生管理規則には、課題に応じた職務を「適切に遂行できるだけの教育訓練や専門

性、知識その他の資質を備えている場合」、その人物は適任とされるべきとの定めがある。

２０００年圧力システムに関する安全規則に基づき発出された行為準則（L122）には、当

該規則の目的に沿うように、適任者に関する詳細な定義が設けられている。実際には、適任

であるか否かは、事件化した個々のケースで、裁判所によって事後的に判断されることにな

る（Brazier v Skipton Rock 事件）。 

適任者を選ぶこと、任せる関連業務について習熟しているか、必要な教育訓練を受けてい

る条件の確保が雇用者側の義務であることはいうまでもない。遂行する業務や業務上必要

な設備に関する情報は全て伝えられねばならない。けっきょく、適任者とは、職務に必要な

理論的、実務的な知識や、業務上の課題を果たし得る専門的、実務的な知識を持ち、作業の

性質やリスクの程度に見合う経験を持つ者を指す。法規定自体がその要件を示唆している

こともある。すなわち、仮に法律上、「査察（inspection）」が求められている場合、「調査

（examination）」ほどの精度は求められないので、後者の担当者には適切な専門性が求め

られようが、前者であればそこまでは必要なくなる（Gibson v Skibs 参照）。 

もっとも、「適任者」の選任は、たとえ雇用者が法的責任を果たそうとしたことの証拠に

はなっても、当該責任が実際に果たされたことの証明にはならない。雇用者の義務は、あく

まで、実際に被用者の安全衛生を確保する措置を講じることにより、立法及びコモン・ロー

上の義務を果たすことにある。仮にそうした措置が講じられなければ、適任者を選任した事

実は、それ自体で雇用者を免責することにはならない（Bell v Department of Health and 

Social Security）。 

適任者であれば、必要な経験と共にまさに自身が「適任」であるとの証明を示し得る人物

であることが期待される。つまり、プロとして通常の人物なら備えているはずの質を示すこ

とが期待される。しかし、法は、プロだからといって、大学者（polymath）と予言者（prophet）
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を掛け合わせたスーパーマン（paragon）を求めているわけではない。 

  

安全衛生コンサルタント 
 上述した通り、全ての雇用者は、安全衛生に関する支援のため、１名以上の人物を選任せ

ねばならない。殆どのケースでは、組織内部にあって、その企業、組織、製品、危険源や問

題に詳しい人物が選任されることが望ましい。仮にそうした人物がいない場合、適当な人物

が教育訓練を受けてその任に当たることとなろう。内部の専門家が、事業主団体、職能団体

などの外部資源へのリファーによってその知識を補う必要がある場合も生じ得る。 

 しかし、適切な外部のコンサルタントが求められる場合も当然に生じる。そうした場合、

雇用者は、その必要性の意味と果たされるべき役割を明確化せねばならない。コンサルタン

ト業務に関する正式な取り決めが明文化され、そこに詳細な指示（brief）と明確な目的が盛

り込まれなければならない。負うべき責任が画定され、スケジュールが設定され、職務遂行

の状況がモニターされ、報酬が合意されることなどが必要になる。コンサルタントの人選は、

まさに問題の性格に応じて決定されるべき事柄であろうが、選任に先んじて、候補者の資格、

経験、紹介状などに基づき、適切な審査が行われねばならない。選任の手続きが済めば、コ

ンサルタントは、いま直面する課題について従前の経過などを再調査し、報告書を作成し、

その解決策を提示する。理想的には、コンサルタント業務委託契約の期限内に、その課題を

完全に解決するか、適切な再発防止の手続きを策定するか、組織内部のスタッフに課題への

対応方法を伝達することが望ましい。 

 

労働衛生支援サービス（occupational health service） 
 ９９年労働安全衛生管理規則は、雇用者に対し、実施されたリスク調査から特定された安

全衛生上のリスクに照らして適当な衛生管理（health surveillance：規則第６条）を被用者

に提供するよう規定しているが、これは職場での医療サービスの提供の提供まで一般的に

法的に義務付ける趣旨ではない（ただし、１９８１年安全衛生（緊急対応）規則を参照）。

実際には、数多くの雇用者が、訓練を受けた医療人を活用し、雇用の過程で生じ得る災害疾

病への迅速な対応、採用前健診、現存ないし潜在する医学的な危険源の調査、福利厚生の一

環としての被用者への一般的なヘルスケアサービスに従事させている。労働衛生支援サー

ビスは、まさにその性格上、通常は大企業で活用されることが多いが、最近では、より小規

模な企業でも、その資源の共有・蓄積、共同計画の実施が行われる傾向にある。災害疾病抑

制のニーズが同サービス活用のはずみとなり、現にアブセンティズムによる逸失労働日数

の減少に結び付くこともある。他方、そうしたサービスが、職場の施設で全被用者が活用で

きる付加給付を提供するという企業理念の一部となる場合もある。動機のいかんにかかわ

らず、労働衛生支援サービスは、現にその数を増している。 

 労働衛生の実践にあたっている医師や登録を受けた看護師（Registered General 

Nurses(RGNs)）は、認定団体から産業医学協会（Faculty of Occupational Medicine(AFOM)）
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の準会員資格（associateship）を得ることができる。医師であれば、産業医学の上級免状

（Diploma in Occupational Medicine）や、同じく理学修士（MSc in Occupational Medicine）

を取得できる。看護師であれば、産業保健看護の免状や上級免状（Certificate or Diploma 

in Occupational Health Nursing）を取得できる。 

 産業分野の医師（や看護師）、管理職、労働組合、個人及びその家庭医の関係は、守秘や

利害対立の問題が生じ得るため、複雑である。 

 

役員の責任 
 安全衛生は、いまや、営業、財務などの企業活動と共に役員会の議題となる重要なテーマ

である。取り組みの端緒は、以前のガイダンス（「安全衛生に関する役員の責任（Directors 

responsibilities for health and safety）」）に代えて HSC と経営者協会（the Institute of 

Directors）が共同で発行した「労働安全衛生の推進；役員及び役員会のためのリーダーシ

ップ行動論（Leading Health and Safety at Work ; leadership action for Directors and 

Board Members）」と題するガイダンスとなるだろう。 

 資料には、以下の３つの要点が示されている。①積極的なリーダーシップの必要性、②労

働者の関与、③調査と評価。安全衛生方針は、組織の文化にとって不可欠な要素である。役

員会のメンバーは、組織内を通じて安全衛生に関する義務とそれがもたらす利益について、

適切に情報交換される条件づくりをリードせねばならない。重役（executive director）で

あれば、安全衛生上の問題を回避するための方針を起案し、仮に困難や新たなリスクが生じ

た場合、迅速に対応できるようにせねばならない。役員会のメンバーは、組織が直面してい

る重大なリスクを認識していなければならず、安全衛生方針には、組織全体での方針の推進

にかかる役員会自身及び個々の役員の役割が示されねばならない。 

 計画（planning）、運用（delivering）、監視（monitoring）、見直し（reviewing）に基づ

き、４点の戦略が求められる。安全衛生は、最高経営責任者（ＣＥＯ）が目に見える形でリ

ーダーシップを示し、定期的に役員会の議題とされねばならない。安全衛生を担当する役員

の存在は、その課題が重視されており、その戦略的重要性が理解されていることを明確に示

すシグナルといえよう。役員会は、達成さるべき個別課題の明確化に繋がるような目標を設

定し、それを受けて非常勤役員が監査人として活動する。役員会のメンバーは、安全衛生の

条件整備に充分な投資がなされ、安全衛生問題に関する適切なアドバイスを受けられる条

件を確保せねばならない。安全衛生は、上級管理職の選任の際にも考慮さるべき要素である。 

 役員会は、リスク調査の実施、及び被用者とその代表が彼らに影響するような組織の意思

決定に関与する条件を確保せねばならない。また、新たな工程や労働慣行、要員の導入が安

全衛生に与える影響を検討せねばならず、必要に応じて、充分な資源や安全上のアドバイス

を提供すべきである。 

 役員会は、安全衛生上の問題について、疾病休暇や上級管理職による人事考課を含めた情

報について報告を受けつつ定期的に監視せねばならない。最後に、役員会は、リスク管理や
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安全衛生体制の効率的な実施を確認するため、毎年組織の安全衛生パフォーマンスの評価

を行い、欠点や不備があれば、正さねばならない。 
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○別添資料４（HSWA に関する解説書の翻訳（２）） 

 

Selwyn, Norman / Revised by Moore, Rachael: The Law of Safety and Health at Work 

2013/2014(22nd edition), 2013 at 126- 

 

法の履行確保 
 安全衛生関連法規則違反の効果は、２通りある。第１は、検査官が是正通知の発行や逮捕

ないし撤去の権限を行使すること、第２は、刑事犯罪としての訴追である。 

 

是正通知の発行 
 発行され得る是正通知には２種類ある。 

 １．改善通知 

 ２．禁止通知（直ちに発せられるものと時間を置いて発せられるものがある） 

 改善通知には、関連法規違反を是正すべき名宛人が記載されねばならない。この点は、重

大な損害のリスクを含む特定の活動を禁じる禁止命令とは区別される。とはいえ両通知の

実際的な効果にさほどの相違はない（Gerling General Insurance Co v. Canary Wharf 

Group plc 事件）。 

 また、王室に属する事業場（premise）には、王室向け通知（Crown Notice）が発せられ

て来た。法第２１～２４条は王室には適用されないため、こうした通知に法的根拠はないが、

倫理的、説得的効果がある。王室向け通知に従わない場合、HSE は関係省庁に連絡する。

政府は既に、そのような場合、履行確保のため必要な措置を講じる旨を公表している。さら

に、王室向け通知の謄本が被用者代表に渡されるため、危険源に目が向けられることになる。 

 HSE は、王室を理由とする免責（Crown immunity）さえなければ、対象となる王室機

関を安全衛生法違反で起訴できるだけの証拠がある旨の判断の公式記録を作成し、公表す

ることもできる。 

 是 正 通 知 の 発 行 は 、 HSE の 検 査 官 か 地 方 公 共 団 体 の 環 境 衛 生 監 視 官

（EHO:Environmental Health Officer）によらねばならず、彼らは任命書で付与された権

限の範囲で活動せねばならない。また、対象となる事業場が関係法規の適用範囲内にあると

認められねばならない。Dicker＆Sons v.Hilton 事件では、エア・レシーバー（空気タンク）

の清浄と適任な人物による２６か月ごとの検査を定める工場法第３６条の遵守を求める通

知が発行された。しかし、雇用審判所は、上訴人が個人で事業を営んでいることを認識し、

通知を取り消した。彼の運営する事業場は、複数の労働者を雇用する事業場との定義に当た

らないため、法規の適用対象となる工場ではないとされた。 

 

改善通知（improvement notice） 
 検査官が、対象人物について、 
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 (a)関連法規に違反している、又は 

 (b)１つ以上の規定に違反し、なおかつ当該違反が継続するか、繰り返される可能性が高

い、 

 と評価した場合、改善通知を発行でき、そこには、 

 (a)その検査官がした評価 

(b)違反が問われる法規定 

(c)そう評価した理由の要点 

が記載されていなければならない（法第２１条）。 

 改善通知は、対象人物にその通知で指定した期間であって、通知の発行から２１日（通知

に対する提訴が認められる期間）を超える猶予を置いて違反又は違反を招く問題の是正を

求めることになる（法第２１条、第２４条）。 

 すなわち、一定の事柄についての作為又は不作為を要件とする法規定さえあれば、検査官

は２１日を超える適当な期日を定めて通知を発することができる。 

 もっとも、一定の猶予期間が設けられるからといって、通知の発行前の対象者の行動（作

為・不作為）について民刑事上の責任を免れるわけではない。 

 検査官は、必要に応じて講じられるべき措置の手順（schedule）を添付することができる

（とはいえ、義務づけられるわけではない）（法第２３条）。仮にそうされたがその内容が不

明確な場合、その効力自体に影響はないが（Chrysler (UK) Ltd v. McCarthy 事件）、雇用

審判所がそれを具体化ないし変更することはできる。 

 法規の定める要件が一義的な場合、違反事実があれば抗弁の余地はない（Ranson v. John 

Baird 事件）。他方、法的要件が「合理的に実行可能なことを行うこと（to do that which is 

reasonably practicable）」のように曖昧さを残している場合、雇用審判所が、上訴の審理の

際、当該事案の関係事情を考慮して自ら判断することができる。Roadline (UK) Ltd v. 

Mainwaring 事件では、港湾の上屋（船待ち倉庫）に暖房の設置を求める改善通知が発行さ

れたが、雇用審判所は、予想される改善効果に比べて費用がかかり過ぎると判断した。 

 HSWA 第３条（２）は、自営業者は、合理的に実行可能な限り、自分自身とその事業の

影響を受ける第三者が安全衛生上のリスクにばく露しないよう事業運営するよう義務付け

ている。Jones v. Fishwick 事件では、環境衛生監視官が、精肉業者に対して、肉の骨抜き

をする際は鎖製のエプロン（チェーンメール・エプロン）を装着するよう求める改善通知を

発行した。雇用審判所は、コストとリスクの関係について分析し、精肉業では、かつて骨抜

き作業の過程で多数の重大な災害が生じている一方で、チェーンメール・エプロンは

£32.40 しかかからない。であれば、必要な措置を講じるのは合理的に実行可能であり、本

件改善通知は正当である、と。 

 検査官は、改善通知の発行に際して、義務の負担者と、当該法違反と彼が法遵守のために

講じなければならない措置について協議する。義務負担者は、公的措置がとられる前に検査

官と協議する機会を与えられ、可能であれば、見解の相違を埋める。検査官が改善通知の発
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行を決定した際には、何が問題で、なぜ通知を受けたかを知り得るようにせねばならない。

検査官は、問題状況の改善方法について、明確で分かり易いように示さねばらない（BT Fleet 

Ltd v. McKenna 事件）。 

 

禁止通知（prohibition notice） 
 検査官が、関係法規が適用対象となる活動が現に実施されているか、される可能性があり、

なおかつ重大な損害のリスクを含むか、含むことになると評価した場合、禁止通知を発出で

きる（法第２２条（２））。これは、 

 (a)検査官がそう評価した旨を宣言し、 

(b)重大な損害のリスクを現にもたらしているか、もたらすであろうと評価された問題を

特定し、 

(c)その問題に関連法規の違反が含まれている場合にはその法規を特定すると共に、彼が

そう評価した理由の要点を明らかにし、 

(d)通知が対象とする活動が、そこで特定された問題（及び関連する法規違反）が修正さ

れるまで、その通知が名宛人とした人物自身によるか、その管理下で実施されてはならない

旨を指示するものでなければならない（法第２２条（３））。 

禁止通知は、そのように宣言されていれば、直ちに効力を生じ（即時禁止通知）、そうで

なければ、通知で特定された期間の終了時に効力を生じる（猶予付禁止通知）（法第２２条

（４）。繰り返しになるが、検査官は、講じられるべき修正措置の手順を添付することがで

きるが、その義務を負うわけではない。ここで銘記されるべきは、禁止通知の発行に際して、

検査官は、問題とされた活動が重大な損害のリスクをもたらすことを確信すれば良いので

あって、関連法規違反の存在は求められない（Roberts v. Day 事件）。とはいえ、評価を形

成する根拠となる情報に乏しい場合、雇用審判所により取り消される（Bressingham Steam 

Preservation Co Ltd. v. Sincock 事件）。 

 検査官が HSWA に基づく一般的義務違反について評価を形成するには、その根拠となる

事実がなければならず、理想的には、１９９９年安全衛生管理規則やその他の法令により雇

用者に求められるものと同程度に徹底したリスク調査による可視化が望まれる。これには、

リスクの評価、危険源の性質、既に講じられた予防措置、追加的措置にかかる費用その他が

含まれよう。同様に、雇用者が検査官の評価に対抗するには、実施された教育訓練、現場で

の指導、従前の災害件数の少なさ、適切な代替手段の探索、（可能ならば）合理的な安全器

具や適切な作業システムについての専門家の鑑定のような材料を示すなど、雇用者自身に

よるリスク調査を活用できる。雇用審判所は、そうした情報を踏まえて評価する立場に立ち、

検査官の評価が維持され得るかを判断することになる。 

 禁止通知について定める法第２２条の趣旨目的との関係では、たとえ災害の結果として

一時的に活動が中断したとしても、未だ稼働中と評価される。かといって、当該活動自体が

停止したり、全体的に不活動状態となっても、その原因は様々であり得る。この点は、結局、
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それらの停止状況が法第２２条の目的に適うか否かに関する事実や程度の問題になる。し

かし、いかにそのプロセスが長くても、元の活動が回復する可能性がある限り、検査官は修

正措置がとられるまでその活動にかかる禁止通知を発することができる（Railtrack plc v. 

Smallwood 事件）。 

 

補完規定（法第２３条） 
 上述の通り、改善・禁止通知には、違反状態の修正措置に関する指示を含め得る（が、強

制ではない）。すなわち、違反の性格の詳細や、事態の修正のために講ずべき措置の通知へ

の記載は、オプションであって、義務ではない（MB Gas Ltd v. Veitch 事件）。講ずべき措

置は、行為準則への言及によって枠づけられ得るし、複数の異なる方法を選択肢として示す

こともできる。しかし、建築物かそれに関する問題についての改善通知の場合、新規建築物

に適用される建築物関係規則の要件より負担のかかる措置を命じてはならない。仮に通知

が火災時の避難経路に影響する措置を示唆する場合、検査官は先ず消防関係機関と協議せ

ねばならない。 

改善通知か猶予付禁止通知の場合、検査官は、発効期日以前の何時でも撤回できる。上訴

中でなければ、遵守の期限も延期され得る。 

 改善通知または禁止通知の対象となった事柄への取り組みが着手されたり、名宛人が求

められた法的要件を遵守した場合、慎重姿勢として、事態の修正について検査官の満足を確

保するためそうすることが求められようが、検査官とそれ以上の接触がなくても活動が可

能な状態になる。このことは、是正通知（enforcement notice）の要求に従わなければ、違

反者は潜在的に重大な制裁に晒されるという事実との関係で特に重要である。とはいえ、禁

止通知は、法令順守によって失効するわけではない。その停止のための手続きはないので、

上訴は可能だが、懸案の活動が実施されている限り、効力が継続する。 

 

是正通知への上訴（法第２４条） 
 禁止通知や改善通知の名宛人は、その受領から２１日以内に雇用審判所に上訴すること

ができ、同審判所は、それを認めることも取消すこともできる。仮に認められれば、それが

発せられた状態で、または雇用審判所が適当と考える修正を経て実施される。上訴は、法ま

たは事実の根拠を明確にして行われねばならない。 

 

上訴の手続き 
 ２０１３年雇用審判所（手続の体系とルール）規則及びその附則１（２０１３年７月２９

日をもって従前の２００４年雇用審判所（手続の体系とルール）規則に代える旨の定め）は、

検査官による通知発行の決定に対する上訴に際して従うべき手続きを定めている。上訴人

は、地方雇用審判所事務局（local Employment Tribunal office）に、訴状を提出する。上

訴は、雇用審判所の標準的な申立様式に沿って行われねばならない。当該様式の一部が直接
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当てはまらない場合にも、以下の事柄は記載されねばならない。 

 (a)書類の送達のための氏名と住所 

(b)申立ての対象となる通知の日付 

(c)事業場の住所 

(d)（検査官など）被告の氏名と住所 

(e)申立ての対象となる要求や指示の要点 

(f)申立ての根拠 

 上訴は、上訴人に通知が発せられてから２１日以内に提起されねばならないが、雇用審判

所が期限内の提訴が現実的に困難と認めた場合、期限を延長することができる。２１日の期

間は、通知の受領から起算される（DH Tools Co v. Myers 事件）。 

 上訴が改善通知を対象とする場合、上訴の提起により、それが確定するまで自動的に通知

の効力が延期される。上訴が禁止通知を対象とする場合、当該通知の効力は上訴の間も維持

されるが、上訴人は、審理の間の執行停止を求めることができる。即時的な効力を持つ禁止

通知は雇用者の事業に大きな影響を及ぼすため、それへの上訴は緊急案件として、必要に応

じてその翌日には審理に付されることも多い（Hoover Ltd v. Mallon 事件）。 

 雇用審判所は、審理前の予備手続の取扱いにつき広範な権限を持っている。申立の要点の

追加や具体化を求めること、文書公開の申立を認めること、証人の召喚命令を発行すること

など、様々なことができる。通例、両当事者間の合意により短期化されない限り、予備審問

のため、１４日間以上が設定される。審問は、通常、公開で行われるが、当事者が国の安全

保障を根拠に非公開での開催を望んだ場合や、公開とされた場合、上訴人の事業に対して労

使交渉への影響以外の重大な不利益が及ぶ可能性を示す証拠がある場合には、この限りで

はない。両当事者共に、ソリシタやバリスタのほか、労働組合の幹部や経営者団体の代表を

含め、自身が代理されたいと望む人物に代理を委任することができる。委任状が作成された

場合、審問の７日前までに雇用審判所に提出され、同時にその謄本が他方当事者に送付され

ねばならない。 

 両当事者共に、冒頭での弁論、宣誓の上での陳述、証人の召喚、証人に対する主尋問と反

対尋問、書面またはその他の証拠の提出、最終弁論を行うことができる。 

 雇用審判所は、それらを受けて、全員一致か多数決で判断を下す。仮に２名のみの構成な

らば、雇用審判官：職業裁判官（Employment Judge）がカギを握る。検討を経た判断は、

口頭か文書で伝えられるが、通例は文書が作成され、両当事者に送付される。 

 

Selwyn(2013) at 143- 

通知の不遵守 
 禁止通知や改善通知を遵守しなければ、法第３３条（１）（ｇ）に基づき刑事犯罪となる。

違反の成立は絶対的で、被告人は所与の条件下で合理的に実行可能なことを尽くした旨の

抗弁は成り立たない。合理的な実行可能性（reasonably practicable）やそれに伴う問題は、



304 
 

雇用審判所への上訴で提起されねばならない。治安判事裁判所（magistrates court：事件類

型や訴額などの点でその管轄権が制限されている裁判所。イギリスでは、２名以上７名以下

の justice of the peace――少年事件および家事事件については（男性・女性それぞれ少な

くとも１名を含む）３名――が出廷するものとされている）[財団法人東京大学出版会 英

米法辞典]）や刑事法院（crown court：イギリスにおいて、Courts Act 1971（裁判所法）に

より、assize（巡回裁判）と court of quarter sessions（四季裁判所）の制度を廃止し、こ

れに代えて創設された刑事専門の superior court（上位裁判所）、High Court（高等法院）、

Court of Appeal（控訴院）とともに Supreme Court of Judicature （最高法院）を構成す

る裁判所。Indictable offence（正式起訴による刑事事件）についての第一審としての専属管

轄を有するほか、summary offence （略式起訴による刑事事件）について magistrates' 

court（治安判事裁判所）が行った裁判に対する上訴をも取り扱う。[財団法人東京大学出版

会 英米法辞典]）における抗弁とはなり得ない。 

 

切迫した危険に対応する権限（法第２５条） 
 検査官が、立入権限を持つ事業場内で物品や物質を目にし、それらが重大な損害をもたら

す切迫した危険を招くと信じるに足る合理的な理由がある場合、押収したり、（破壊または

その他の方法で）無害と認められる状態にすることができる。仮に合理的に実施可能であれ

ば、その措置を講じる前にサンプルを採取し、発見された事業場の責任者に対し、それが充

分に特定できるような方法で印を付けて提供せねばならない。物品や物質の押収や無害化

の後、検査官は、それらの措置が実施された状況の要点を記載した報告書を作成して署名し、

以下を実施せねばならない。 

 (a)それが発見された事業場の責任者に署名入りの謄本を提供すること、 

(b)その者が所有者でない場合、所有者にも謄本を提供すること。仮に、所有者の氏名や

住所を確認できない場合、謄本は当該責任者に提供されることになる。 

なお、税関職員は、執行機関による権限行使を促進するため、輸入された物品や物質を押

収し、２労働日以内に限り留置することができる。 

 

刑事犯罪としての訴追（法第３３～４２条） 
 伝統的に、HSE の検査官に限らず、様々な官公署の査察官（inspectorate）は、安全衛生

法制度のコンプライアンスの確保に際して、強制措置よりもアドバイスや説得の手法を用

いようとするのが常だった。法違反に対する訴追は、一般的に、最後に拠るべき最終手段で

ある。HSE は、安全衛生法の執行に携わる機関（HSE と地方公共団体）による遵守が望ま

れる一般原則や手順を定めた「（改訂版）法執行方針の表明（Enforcement policy statement）」

を公表したが、これは、法の適用や、コンプライアンス、働きかけの継続性、法執行の目的

設定、規制者側の運用の透明性、措置に関する説明の確保における「比例原則（principle of 

proportionality：強権発動の是非は、事業者側の取り組みや現実的な実行可能性、違反によ
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り生じ得る結果の重大性、規制者側の努力など諸種の事情との関係を考慮して決められる

べきとする考え方[訳者注]）」に依拠している。執行機関は、訴追を行うか否かの判断を裁量

をもって行わねばならない。有罪判断を受ける現実的な予測が立たねばならず、公益目的で

なければならない。その他、考慮されるべき要素は、以下の通り。 

 (a)法違反による死亡事案か 

(b)違反の重大性、現存または潜在する危害（harm）の重大性、違反者の一般記録（：general 

records 過去の素行の経緯など） 

(c)安全衛生上の要件についての根本的な軽視の姿勢があったか 

(d)常習的なコンプライアンス違反があったか 

(e)無資格で業務がなされたか、または資格に求められる要件について重大な違反がなさ

れたか 

(f)文書による警告や、改善通知又は禁止通知に反したか 

(g)検査官の法的な業務執行中に故意による妨害がなされたか 

加えて、以下の場合には、訴追が積極的に期待される。 

(a)虚偽の情報が故意に提供された場合や、欺罔の意図が認められた場合 

(b)安全衛生管理上重大な瑕疵があった場合 

(c)コンプライアンスの必要性に衆目を集めることが望ましく、有罪判決に違反の抑止効

果がある場合 

(d)被用者やその代表、その他事業活動の影響を受ける第三者からの警告があったにもか

かわらず、重大なリスクを招く違反が継続した場合 

 HSE は、検査官が、適切な情報に基づき、違反のリスクや重大性とのバランスを踏まえ

た執行上の判断を下すための枠組みを形成し、執行上の措置の持続性の確保を支援する目

的で、「法執行上のマネジメントモデル（Enforcement management model）」を開発して

きた。 

 上述の「法執行方針の表明」には、訴追はそれが正当と認められる場合になされるべきと

記されている。組織内での指揮命令の連鎖や、個々の役員や管理者の役割に留意されねばな

らない。 

 イングランドとウェールズでは、訴追の判断権限は法執行機関にあり、実際の判断は、検

査官により、または公訴局長官（the Director of Public Prosecutions（法第３８条））によ

るか、その同意を得て行われる。執行機関から権限を付与されれば、たとえソリシタやバリ

スタでなくても、検査官が治安判事裁判所に訴追を行うことができる（法第３９条）。しか

し、彼はその手続きの遂行を他者（例えば、地方自治体のソリシタ。R v. Croydon Justices, 

ex parte WH Smith Ltd 事件）に委ねる権限は持たない。スコットランドでは、スコット

ランド公訴人（Procurator Fiscal）が、執行機関の勧告を受けるか、自身のイニシアティブ

により、訴追の判断を下す。執行機関による強制措置をとらない旨の決定は、司法審査に付

され得るが（R v. Director of Public prosecutions, ex parte Timothy Jones 事件, 23 March 
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2000）、HSE が現実的な観点で訴追が奏功しないと認めた場合、そうした措置を講じない

こともできる（R v. HSE, ex parte Pullen 事件, 2003, EWHC 2934）。 

 訴追に際して、被告人による義務違反を具体的に特定する必要はない。職場の状況から生

じる災害リスクの存在が証明されれば足りる。それが成れば、法第４０条に基づいて、その

リスクを回避するため合理的に実行可能な措置は全て尽くした旨の立証責任が被告人側に

移行する。その際、リスク調査がなされていなかったり、教育訓練が提供されていなかった

り、充分な安全上の予防措置が講じられていなければ、被告人側がその責任を果たすことは

困難となる（R v. Chargot Ltd 事件）。とはいえ、訴追側も、仮想ではなく、現実のリスク

の存在を証明せねばならない。R v. Porter 事件では、私立学校の校長が、校内の階段で転

げ落ちて死亡した事故の後に起訴されたが、この事故は、日常生活上の危険要因から生じた

悲劇的な結果であって、死亡した生徒は、被告人によってもたらされた現実のリスクに晒さ

れていたわけではないとして、上訴審で無罪とされた。 

 R v. Norwest Holst Construction Ltd 事件では、死亡した労働者が、自ら悪ふざけした

と判断され、訴追が却下された。雇用者といえども、完全に予測不可能なリスクへの対応は

できない。被用者や労働者が損害を受けたという事実のみで職務懈怠が証明されるわけで

はない。 

 HSE は、安全衛生法違反で HSE から訴追され、有罪となった企業や個人の全名称をウ

ェブサイトで公表している（www.HSE.gov.uk/prosecutions）。 

 また、HSE、警察署長協会（Association of Chief Police Officers）、イギリス輸送警察、

検察庁（Crown Prosecution Service）の間で取り交わされた協定により、職場で突発的な

死亡事故が発生した場合、警察の捜査部門が殺人罪で告発すべきかを調べるため、その現場

に赴かねばならないこととされている。 

 ２００８年安全衛生（刑事犯罪）法により、HSWA に附則３Ａ条が挿入され、全裁判所

の決定権限が以下のように変更された。 

 

犯罪内容 裁判方式 陪審に拠らない有罪

判 決 （ summary 

conviction）での制

裁 

正 式 起 訴

（indictment）に基

づく有罪判決での制

裁 

法第２条ないし第６

条（第２条：安全衛

生基本方針の策定、

実施のための組織、

効果的措置等、第３

条：下請け労働者の

ほか、近隣住人、工

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 
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場訪問者等の保護、

第４条：事業者等の

占有者・所有者とし

ての責任、第５条：

危険有害物質を取り

扱う施設の管理者に

よる最善の管理義

務、第６条：物の設

計者、製造者、設置

者、輸入者、供給者

等の義務）により課

せられた義務の不履

行による、法第３３

条 (1)(a)に基づく犯

罪 

法第７条（労働者の

協力義務）により課

せられた義務の不履

行による、法第３３

条 (1)(a)に基づく犯

罪 

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 

法第８条（全ての者

を対象とした安全衛

生器具等の誤用や妨

害の禁止）違反によ

る、法第３３条(1)(b)

に基づく犯罪 

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 

法第９条（安衛法の

履行の費用を従業員

に負担させることの

禁止）違反による、、

法第３３条 (1)(b)に

基づく犯罪 

略式又は正式起訴 £２０，０００以下

の罰金 

罰金 

法第３３条(1)(c)（関

係諸規則により課さ

れる要件違背）に基

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 
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づく犯罪 はその双方 

法 第 ３ ３ 条 (1)(d)

（HSC が法目的の

実現のために行う調

査にかかる指示の違

反や妨害等）に基づ

く犯罪 

略式起訴のみ 罰 金 基 準 表

（standard scale）

のレベル５（：最高

額£５，０００）以

下の罰金 

 

法第３３条(1)(e)（検

査官による立入や押

収等）、(f)（検査官の

もとへの出頭や同人

への回答の妨害の禁

止）、(g)（改善通知や

禁止通知の指示違

背）に基づく犯罪 

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 

法第３３条(1)(h)（検

査官や税関職員によ

る職務の執行の妨害

等）に基づく犯罪 

略式起訴のみ ５１週（イングラン

ド及びウェールズ）

か１２か月（スコッ

トランド）以内の自

由刑もしくは罰金基

準 表 （ standard 

scale）のレベル５（：

最高額£５，０００）

以下の罰金又はその

双方 

 

法 第 ３ ３ 条 (1)(i)

（HSE、HSC などが

職務の執行上必要な

情報を得るために所

管大臣の許可を得て

発行した通知違反）

に基づく犯罪 

略式又は正式起訴 法律上の最高額以下

の罰金 

罰金 

法 第 ３ ３ 条 (1)(j)

（HSE、HSC などが

職務の執行上必要と

して得た情報の漏え

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは法律上の

最高額以下の罰金又

はその双方 

２年以内の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 
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いの禁止等）に基づ

く犯罪 

法第３３条(1)(k)（関

連法規に基づく情報

提供義務を果たすた

めとして、もしくは

文書の発行を受ける

ために、故意または

過失により虚偽の事

柄を述べること等）、

(l)（関連法規により

保存等が求められる

申請書その他の文書

に虚偽記載をした

り、欺罔の意図をも

って、内容が虚偽と

知りつつ利用するこ

と等）、(m)（関連法

規に基づきもしくは

そこに定める目的の

ために発行される文

書を、欺罔の意図を

もって偽造もしくは

悪用すること、偽造

文書とみなされるも

のの保持等）に基づ

く犯罪 

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 

法第３３条(1)(n)（検

査官と偽称すること

等）に基づく犯罪 

略式起訴のみ 罰 金 基 準 表

（standard scale）

のレベル５（：最高

額£５，０００）以

下の罰金 

 

法第３３条(1)(o)（違

反の原因となったも

のの修正ないし没収

についての裁判所の

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 
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命令違反等）に基づ

く犯罪 

資格を要する活動の

無資格での実施、爆

発物の違法な入手や

所持など、特段の制

裁が定められていな

い現行法規違反 

略式又は正式起訴 １２か月以内の自由

刑もしくは£２０，

０００以下の罰金又

はその双方 

２年以下の自由刑も

しくは罰金又はその

双方 

 

 ２０１１／２０１２年において、HSE は９２９件の違反を起訴し、そのうち７４４件が

有罪判決となった。１ケースごとの罰金額の平均は、£２９，１３１だった。同じ時期に、

地方自治体は１９５件を起訴し、そのうち１８７件が有罪判決を得、罰金額の平均は、£１

３，９２１だった。 

 近年、裁判所が安全衛生関連法規違反に対して厳格な制裁を課そうとの姿勢が垣間見え

る。たとえば、禁止通知の不遵守を根拠に禁錮刑を命じたり、執行猶予付の懲役刑を命じる

例がみられる。危険な化学物質に接触する労働者への安全服の提供の確保を怠り、結果的に

死亡災害を招いた企業役員に対し、罰金と共に１２か月の身体刑が科された例もある。 

 多額の罰金も科されて来た。２００５年、スコットランドで、家内事業で４名の家族が死

亡したガス爆発災害につき£１５００万の罰金が科され（Transco v. HM Advocate 事件）、

２００４年、Ladbroke Grove での鉄道事故につき、£２００万の罰金が科された（Thames 

Trains Ltd v. Health and Safety Executive 事件）。それ以後、イングランドの裁判所で

Balfour Beatty 社に対して過去最高額の£１０００万の罰金が科され（控訴審で£７５０

万に減額された）、２００５年には、２０００年に起きた Hatfield での脱線事故（＊２００

０年８月１７日にイギリスのハートフォードシャー、ハットフィールドのイースト・コース

ト本線で発生した列車脱線事故。グレート・ノース・イースタン・レイルウェイの高速列車

インターシティー２２５が脱線し、死者４名、負傷者７０名以上を出す事故となった

【wikipedia】）を受けて、£３５０万の罰金が Network 鉄道社に科された。 

 長年にわたり、安全衛生関連法規違反について裁判所が命じる罰金額が低すぎるとの批

判がなされて来たが、１９９９年に控訴院が治安判事裁判所等での参照を予定したガイド

ラインを示し、以後かなり金額が上昇した。R v. Howe＆Sons (Engineers) Ltd 事件では、

罰金額は、安全衛生関連法規の目的が、職場で働く者やそれ以外の関係者にとって安全な環

境を実現することにある旨を企業の管理者や株主に伝えるうえで充分なメッセージ性を持

つ必要があると述べられた。裁判所は、金額決定に際して、原則としての基準、増額要素、

減額要素の３段階を経る必要がある旨を述べている。 

 裁判所が違反の性質を測る際には、先ず、被告人が合理的実行可能性の基準からどれだけ

逸脱したかが判断基準とされるべきである。この点につき、重大な違反により死亡や重大災
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害がもたらされる可能性の問題とされることもあるが、仮に死亡という結果が生じなくて

も、不必要な生命の喪失に伴う一般市民の不安が反映されねばならない。故意による違反は

重大とみなされねばならない。内部に専門家を擁しない企業でも、HSE その他から支援を

受けられるため、企業規模や財政面での強弱は、求められる注意の水準に影響しない。他方、

リスクの程度、危険の性質、違反の性質（たとえば、単発の災害か、一定期間継続したもの

かなど）、被告人の持つ諸々の資源、罰金が事業に与える影響は、すべて考慮されねばなら

ない。企業が罰金の支払い能力に関わる弁明を望む場合、聴聞手続きの前に年度ごとの会計

報告書を提出せねばならず、かつ内容が精査されねばならない。会計報告書が提出されない

場合、裁判所は、当該企業の罰金支払い能力について、随意に結論を下すことになる。 

 考慮されるべき罰金の増額要素として、警告の軽視や無視、費用節減のためのリスク運営

や、必要な安全衛生上の措置を講じないことで財政的利益を得ることなどが挙げられる。利

益目的で故意に安全衛生関連法規に違反した場合、必ず加重要素となる。 

 裁判所がしんしゃくできる減額要素として、迅速ないしタイムリーな自白が挙げられる。

何らかの問題点を認識して後、即座に修正措置が講じられた場合も、被告人の有利に判断さ

れる。良好な安全衛生状態を示す従前の記録も、減刑を支援するだろう。 

 控訴院は、R v. Friskies Petcare (UK) Ltd 事件において、より進んだ科刑の方針を示し

た。すなわち、HSE は裁判所を支援するため、最初に主張立証されるべき刑の加重要素を

リストアップし、それを受けて、被告人側が裁判所が考慮すべき減刑要素の主張立証を求め

られるようにすべきである。こうすれば、両サイドが、裁判所が下す判断の根拠を知ること

になる、と。また、一般市民を巻き込む大惨事が生じたり、法規違反が一般市民を重大災害

のリスクに晒したような場合にも、£５０万を超える高額の罰金は控え、利益のために故意

に安全が犠牲にされたような場合にこそ、高額の罰金が相当との示唆もなされた。 

 安全衛生法違反に対する罰金は、高額化している。主な理由は、２００８年の安全衛生（刑

事犯罪）法による制度改訂を受けて、上級裁判所（higher court）が下した硬直的な判決に

ある。HSE のウェブサイトに有罪となった者を掲示する計画（programme of “naming and 

shaming” convicted offenders）は、ある組織が仕事の発注先を探したり、就職希望者を選

考したり、投資家がその経営管理能力を評価するうえでの助けとなると考えられている。 

 上述の通り、２００７年法人故殺罪法（Corporate Manslaughter and Corporate 

Homicide Act 2007）に基づく法違反への処罰は、重罰となり易い。事前に警告が発せられ

ていた場合、おおむね加重の要素となる。同法に基づき、違反状態の修正のため特定の措置

を講じるよう命じる修正命令（remedial order）のみではなく、有罪の根拠となった事実や

状況の詳細の公表命令（publicity order）も発することができる。 

 

立証責任（法第４０条） 
 一般的なルールとして、訴追に際しては、当該ケースが「合理的な疑い」を超えることを

立証せねばならない。しかし、法第４０条は、訴追の対象となった法違反に「合理的に実行
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可能な限り」何かを行う義務や、「実行可能な最善の手段を講じる」義務の違反が含まれて

いる場合、それが実施不可能だったことや、実際に実施された内容以上は合理的に実行不可

能だったこと、または、実際に法定の要件を充足するため、実際に用いられた手段より優れ、

かつ実行可能な手段がなかったことの立証責任は、被告人側にあると規定している。もっと

も、被告人がこの責任を負う場合にも、同人が裁判所に説得せねばならないのは、証明責任

を負う事柄がなされた可能性の優位性（バランス）にとどまる（R v. Carr-Briant 事件）。 

 第４０条が立証責任を転換しているからといって、１９９８年人権法（the Human Rights 

Act 1998）に基づく人権侵害が許されないことは言うまでもない。控訴院は、個人の基本的

人権と労働安全衛生の確保にかかる一般的な集団的利益を調整する必要があり、立証責任

の転換は、必要かつ均衡がとれ、欧州連合基本権憲章（the European Convention on Human 

Rights）と整合するものでなければならない（Davies v. Health and Safety Executive）。 

  

他者の過失による法違反（法第３６条） 
 ある者（A）の法違反が他者（B）の作為や不作為により生じた場合、訴追が A に対して

なされた場合にも、当該他者（B）が当該法違反につき有罪判決を受けるべきであり、起訴

され有罪とされ得る（法第３６条）。王室メンバーによる法違反の場合、その者は起訴され

得ないが、その法違反が当該メンバー以外の者の作為または不作為により生じた場合、当該

他者は有罪判決を受けるべきであり、起訴され有罪とされ得る（法第３６条第２項）。した

がって、王室メンバー自身は免責されても、王室の被用者は有罪とされ得る。 

 

役員、管理者、秘書などによる法違反（法第３７条） 
 企業体による法違反が、当該企業体の役員、管理者、秘書もしくは同クラスの地位や権限

を持つ幹部の同意、黙認、怠慢により生じたと証明された場合、当該企業体はもとより、彼

らもその法違反につき有罪とされるべきであり、そのための刑事手続きに付されねばなら

ない（法第３７条第１項）。仮に役員が、現在生じている事態を認識し、それに同意してい

る場合、その法違反に同意したことになる。また、現在生じている事態を認識しているが、

同意は黙示のもので、現在生じている事態を積極的に奨励しないが、その継続を認め、何ら

介入しない場合には（Huckerby v. Elliot 事件）、法違反を黙認したことになる。さらに、彼

が、何かを行う義務を課せられていながらそれを行わなかった場合や、不注意な方法をとっ

た場合、不作為を犯したことになる。この解釈は、Armour v. Skeen 事件で示されたもので、

このケースでは、Strathclyde 地区協議会とその道路部門担当役員の双方が、安全な作業シ

ステムの構築を怠り、検査官に特定の作業への着手を伝えなかったとして訴追された。現に、

これらの過失の結果、同協議会の被用者が死亡している。そこで、担当部門用の実効的な安

全ポリシーを策定しなかったこと、従業員に情報を提供しなかったこと、教育訓練や安全な

作業慣行に関する指示を提供しなかったことを理由に、道路部門担当役員の不作為が申し

立てられた。彼は有罪判決を受け、控訴院でもその判断が支持された。いわく、HSWA 第
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２条が雇用者に安全な作業システムの提供を義務づけている事実は、当該役員にその実施

義務がないということではない。法第３７条第１項は、「あらゆる不作為（any neglect）」

に言及しているのであって、直接課された義務の不履行に限定してはいない。法違反は企業

体によって行われたが、その原因は当該役員の不作為にあった、と。また、彼の「道路担当

役員（Director of Roads）」という職名は、法第３７条第１項の意味する「役員（director）」

には当たらないが、「管理職もしくはそれと同クラスの幹部（manager or similar officer）」

には当てはまる、と。 

 役員、管理者、秘書もしくは彼らと同クラスの幹部のようにふるまう者も彼らと同様の責

任を負う。よって、仮にある者が、会社法上、その資格がないにもかかわらず、役員のよう

にふるまえば、そのようにふるまった者として扱われる。また、「～のようにふるまう

（purporting to act）」との文言は、必ずしも詐欺的な意図をもって行うことを意味しない。

どのような職名にあろうと、管理者の地位にあって行動すれば、法第３７条第１項に基づく

責任を負う。仮に、企業の事業上の事柄が、（労働者の協同組合のような）一定のメンバー

により運営されている場合、そのメンバーの管理運営上の行動は、本条の適用範囲内にある

（法第３７条第２項）。 

 役員は、第三者にその義務の履行を委任することをもって、安全衛生に関する責任を免れ

ることはできない。役員は、独立した第三者の選任に際して適任者を充て、かつ適切に監督

されるよう確保せねばならないが、のみならず、被用者と一時的な支援に従事する者を除く

その他の者の安全について、より大きな責任を引き受けねばならない（R v. Ceri Davies）。 

 ある人物を本条により有罪とするためには、その者が管理運営上の意思決定を行う責任

を有し、その責任を負うべき地位にあることが証明される必要がある。R v. Boal 事件では、

フォイルズ書店の部長補佐が起訴されたが、彼（被告人）は、管理職としての教育訓練は受

けておらず、特に安全衛生や防火については全くといって良い状態だった。しかし、毎週休

日に部長が留守の間は、店舗の切り盛りをしていた。その期間中、店舗に地方自治体管轄の

消防署の職員が訪問し、以前に発行された防火認証（certificate）の条件に関する重大な違

反を発見した。フォイルズ社とその部長補佐は、１９７１年防火法（the Fire Precautions 

Act）違反で訴追された。このうちフォイルズ社は、企業体としての起訴であり、部長補佐

は、同法が、「企業体による法違反がその役員、管理者、秘書又はそれらと同クラスの幹部

によるものと証明された場合、当該企業体はもとより、その者も有罪とされねばならない」

と定めていることを受けた起訴であった。 

 フォイルズ社は１１の訴因につき有罪とされ、罰金を科された。被告人（部長補佐）は、

３つの訴因につき争ったが、７つの訴因について有罪とされ、１２か月の執行猶予の付いた

３か月の身体刑を科された。そこで、自身が法の定める「管理者又はそれと同クラスの幹部」

に当たらないとして控訴した。 

 控訴裁判所（刑事部）は、控訴を認容していわく、ある人物が「管理者」といえるために

は、その者が「当該企業の当該業務の全てにつき管理」権限を有しているか、「当該企業の
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当該業務の全てにつき取引する権限を付与」されているか、「当該企業の当該業務の管理に

つき支配的な役割を担っている」必要がある、と。また、「防火法第２３条が意図した適用

対象は、実権を持つ立場の者であり、企業の方針や戦略を決定する権限と責任の双方を有す

る意思決定者である。同条は、適切な手続きを設定する責任を持つ者を対象とすることを意

図したものであって、“リング外での襲撃（strike at underlings）”を意図したものではな

い」、とも述べている。 

 

裁判所が持つその他の権限（法第４２条） 
 仮にある人物が、裁判所がその者に修正の権限があると認める何らかの問題について、関

連法規に基づく違反を根拠に有罪とされた場合、当該裁判所は、（何らかの制裁に加え、ま

たはそれに代えて、）特定された期間内に、その問題を修正するための特定の措置を講じる

よう命じることができる。命令の遵守につき設定された期間の延長の申請も、当該裁判所に

対してなすことができる。 

 仮にある人物が、法第３４条第４項（ｃ）（関連法規に反する爆発性の物品や物質の取得、

保有、使用に関する定め）に基づく法違反を根拠に有罪とされた場合、裁判所はその物品や

物質の没収もしくは破壊、裁判所の命じる現状とは異なる方法での取扱いを命じることが

できる。裁判所は、没収命令を下す前に、その所有者（またはその物品や物質に利害関係の

ある第三者）に、その命令を不当とする理由を示す機会を与えねばならない。 

 法第４２条（必要な修正措置を講じなかった場合などに関する定め）に基づく命令違反は、

陪審に拠らない有罪判決に基づく場合には、最高£２０，０００の罰金か６か月の身体刑、

刑事法院（crown court）で有罪とされた場合には、無制限の罰金か２年間の身体刑に処せ

られ得る。 

 

役員の解任 
 １９８６年の企業役員解任法（the Company Directors Disqualification Act 1986）の第

２条に基づき、裁判所は、ある人物が正式起訴が可能な法違反により有罪となった場合、実

際に正式起訴されたか略式起訴だったかを問わず、その法違反がその企業の管理運営と関

係する限り、その企業の役員から解任させることができる。治安判事裁判所は、最長５年ま

での資格はく奪、上級裁判所は、最長１０年までの資格はく奪を命じることができ、目下の

ところ、重大な安全衛生法違反（例えば、禁止命令違反など）により１０名の役員が解任さ

れている。解任措置は、他の制裁に加えて行うこともできる。 

 

起訴の期間制限 
 １９８０年治安判事裁判所法第１２７条により、略式起訴で済む刑事事件の起訴は、法違

反の実施日から６か月以内に、（正式事実審理指図のための召喚状の発行などの）訴訟手続

きにより開始されねばならない。しかし、HSWA 第３４条は、以下の４つの場合には、期
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間の延長が可能な旨を定めている。 

 (a)法第１４条第２項に基づく HSE による捜索を実施した人物から特別な報告がなされ

た場合 

(b)法第１４条第２Ａ項に基づく HSE による聴聞を実施した人物から報告がなされた場

合 

(c)職場で生じた災害や職場に関連する疾病に起因する可能性のある死亡について、検死

官による審問がなされた場合 

(d)スコットランド法のもとで、上述のような死亡について公開調査（public inquiry）が

行われた場合 

 仮に、報告、検死、聴聞から関連法規違反がうかがわれる場合、報告の実施、検死や聴聞

の結論が出てから３ヵ月以内であれば、いつでも略式起訴の手続きを開始できる（法第３４

条第１項）。 

 仮に、法違反が職場で用いられる物品や機材の設計、製造、輸入、供給者によりなされた

場合（法第６条参照）、執行機関が自身の見解として起訴の根拠と確信するうえで（スコッ

トランドでは、スコットランド法務総裁（Lord Advocate）宛の報告の正当性を確認するう

えで）充分な証拠を獲得してから６か月以内であれば、略式起訴の手続きを開始できる。執

行機関が、期間内にそのような証拠の存在を認めた旨を認定するには、法定要件に関する包

括的な証拠に基づかなければならない（法第３４条第３、４、５項）。しかし、１９７７年

刑事法の可決により、HSWA 第６条違反は選択的審理が可能な犯罪（hybrid offences：正

式起訴でも略式起訴でも審理できる犯罪）となったため、これらの規定は無意味となった。 

 期限内になすべき措置の懈怠による法違反の場合、その違反状態は、それが実施されるま

で継続するとみなされる。 

 

正式起訴される法違反 
 「国家との関係で時間は進行しない（Time does not run against the Crown）」との格言

が説明するように、正式起訴される法違反の起訴は期間制限を受けない。HSWA に基づく

法違反のほとんどは、略式でも正式でも審理可能なため、６か月という期限がその効果を制

限してきたが、その制限は略式でしか審理されない犯罪にのみ適用される。選択的審理が可

能な犯罪は、起訴に付される期限との関係では、正式起訴される犯罪とみなされる（Kemp 

v. Leibherr（GB）Ltd）。 

 しかし、欧州連合基本権憲章（the European Convention on Human Rights）第６条が、

民事・刑事上の権利義務の判断に際しては、全ての者が合理的な期間内に公正かつ公開の聴

聞を受ける権利を有する旨定めていることは、想起されねばならない。したがって、執行機

関が要証事実を認識してから長期間を経ての起訴は、９８年人権法に基づき却下されるこ

ととなろう。 
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代替的な制裁（alternative sanction） 
２００８年規制の執行及び制裁に関する法律は、法規制の対象となる幅広い問題につき、

新たな規制の執行及び制裁のシステムの導入を企図するものである。本法は、概ね以下のよ

うな履行確保手段を予定している。 

(a)軽微な法違反を対象とする定額の罰金 

(b)規制者によって金額が決定される可変的な罰金 

(c)法違反者に法遵守を果たさせるため、特定の措置の実施を求めるコンプライアンス通

知 

(d)ある状況を、違反が生じなかった場合の仮定に基づく従前の状態に戻すための措置を

求める原状回復通知 

(e)危害をもたらしていたり、重大な災害のリスクを呈している活動の停止を求める停止

通知 

(f)特定の措置の実施を求め、起訴の代替となる強制措置 

 HSE は、安全衛生法違反への対応については、既に充分な権限を有しているとの考えを

持っているため、本法（２００８年規制の執行及び制裁に関する法律）の定めには冷ややか

な姿勢を示している。むしろ、地方自治体のほうが、軽微な違反や技術的な違反に対応する

うえで、こうした新たな制裁を活用しようとする傾向にある。 

 

Selwyn(2013) at 98- 

民亊責任 
 既に述べた通り、HSWA は、基本的には刑事制裁により履行を確保される刑事立法であ

る。法第４７条は、第１章（第１～第５４条）は、第２条ないし第７条の不遵守、第８条違

反につき、いかなる民事的請求権も付与しない旨を規定している。したがって、災害が生じ

た場合にも、制定法上の義務違反を理由に、HSWA を根拠に民事訴訟を提起することはで

きない。しかし、HSWA に基づく訴追の結果有罪とされれば、１９６８年民亊証拠法（Civil 

Evidence Act 1968）第１１条に基づき、ネグリジェンスによる損害賠償訴訟において、刑

事訴追されたことが示され、反論に付されるが、被告側にネグリジェンスの不存在の立証責

任が転換することになる。加えて、第４７条第２項は、安全衛生規則により課された義務の

違反は、その義務違反と損害の因果関係が肯定され、規則自身が排除しない限り損賠請求可

能である旨を規定している。HSWA は、現在のコモンロー上の権利を修正するものではな

く、特に定めのない限り、それに何かを加えるものでもない。厳格責任（strict liability≒

結果責任）の考え方を排除したり、それが必ずしも必要でない場合に合理的な実行可能性を

もってその要件をクリアしようとの提案は、現在、企業及び規制改革法案（the Enterprise 

and Regulatory Reform Bill）の枠内で審議されている。 

 

Selwyn(2013) at 443- 
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労働災害への民事損害賠償 
 雇用の過程で被災した被用者は、必然的に、その災害に責任を負う人物に対して何らかの

賠償や支援がなされる条件を求めることになる。仮に死亡した場合には、その被扶養者が何

らかの金銭的な補償を求めることとなろう。以前は、この法分野こそ、安全衛生への関心を

予防よりも事後賠償に向けさせる元凶だった。この傾向が、ローベンス委員会に安全衛生に

関する立法がもたらす影響の修正へ向けた取り組みを誘うこととなった。 

 法的な判断が、現時点での社会経済的な趨勢を反映することは言うまでもなく、司法の判

断にも折に触れて変更が生じ得る。さらに、被災労働者が金銭的に支援される方途が模索さ

れるのは自然の流れなので、国や民間の保険システム（特に使用者責任保険）が、厳格な法

的理論づけに対して強力なマイナス影響を果たし（：法的根拠があいまいなままに結果責任

への流れが生まれ）た。しかし、結局、仮に保険会社がその負担を強いられれば、即座に保

険料の増額に跳ね返る。この「慈悲深い（benevolent）」姿勢は使用者にも達し、その責任

が認められたり、被災した被用者に補償を与えるため、使用者自身のネグリジェンスが認め

られるケース（たとえば、Hilton v. Thomas Burton (Rhodes) Ltd 事件）が多く現れること

となった。とはいえ、裁判所の「直線志向（credulity）」にも限界があり、さすがに、労使

関係を看護師と愚かな子供の関係（Smith v. Austin Lifts Ltd 事件における Simmonds 判

事の示唆）や学校長と生徒の関係（Devlin LJ in Withers v. Perry Chain Ltd 事件）と同視

することはできない、との判決が現れることとなった。 

 被用者に対する雇用者責任の基礎は雇用契約から導かれる。雇用者が被用者の安全を確

保するため合理的な配慮を行うことは、黙示の契約条件であり（Matthews v. Kuwait 

Bechtel Corporation 事件）、当該義務の不履行は契約違反となる（British Aircraft 

Corporation v. Austin 事件）。契約上の明文規定は、そうした黙示の条件と整合するもので

なければならない。Johnstone v. Bloomsbury Health Authority 事件において、Johnstone

医師は、雇用契約上、基本的に４０時間労働、その他４８時間の「手待（on call）」の義務

を負っていた。彼は、その労働時間数が過重であり、睡眠に支障を来し、抑うつ、ストレス、

不安を招き、ひいてはミスのリスクや患者対応上の非効率を招きかねないと主張し、健康を

害することが予想されるような長時間労働を行う法的義務がないことの確認を求めた。予

備審問手続において、控訴裁判所は、このケースが正式審理に値すると判断した。しかし、

裁判所の判断は全員一致せず、Johnstone 医師に手待ち状態で４８時間まで働かせる雇用

者の権利の有無は、被用者の契約上の健康配慮の要請との兼ね合いによるとの見解を採っ

たと解される。また、合計８８時間まで働かねばならないとの条件は、ネグリジェンスによ

り生じた損害の責任を排除したり制限する契約条件を禁じる１９７７年の不公正な契約条

件に関する法律（the Unfair Contract Terms Act 1977）に基づき無効と解される。問題と

なった契約条件は、雇用者が負う配慮義務の範囲を制限するものといい得るため、原告のそ

の点での主張は、訴訟の進行を認められる、と判断された。 

 しかし、被災した被用者の視点では、契約に基づく訴訟に殆ど利点はない。実際、最近の
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事件、特にネグリジェンス訴訟では、不法行為法に基づき訴訟が提起される。それは、著名

な１９３２年の Donoghue v. Stevenson 事件判決が、以下の３つの要素を示したことによ

る。 

 (a)作為または不作為により被災することが合理的に予見可能な者を被災させないよう配

慮する一般的な義務がある。 

(b)その義務は、ある人物が不注意な行動をとった場合に不履行となる。 

(c)義務違反と損害の間に因果関係がなければならない。 

 労使間に権利義務関係が存在することは、古くから認識されて来たが、殆どのケースでは、

雇用者は実際にネグリジェンス（不注意）を犯したのか？という問題に突き当たる。契約が

意味を持つ主な場面として、個人がサービス契約のもとで作業に従事しているが、実際には

「被用者」に当たるような場合が挙げられる。 

 雇用者の責任は２通りで生じる。１つ目は、彼自身の不注意な行為に基づくものであり、

これは、その者の個人的な過失による場合もあれば、（今や、有限責任会社（limited 

companies）やその他の企業におけるように、多くの雇用者が、法形式的な存在であるため、）

雇用者の「分身（alter ego）」として（：意を呈して）行ったさまざまな管理運営措置の過

誤による場合もある。２つ目は、その被用者が、雇用の範囲内で行い、他者に損害をもたら

した非違行為について、代位責任を負う場合である。 

 補償や賠償は、３種類の制度のうち１～２種類から得られる。第１は、被災した被用者（彼

が死亡した場合には、その相続人など）が、コモンローに基づき訴訟を提起する方途である。

この方途は、(a)雇用者が制定法上の義務違反を犯した場合、または、(b)同じく、被用者の

安全衛生を確保すべきコモンロー上の義務違反を犯した場合、のいずれかに有効である。実

際には、その双方が同時に主張されることが多い。その場合、予備的な主張が用意されてい

ることになるが、１つの根拠でその請求を認められるか、双方で認められるかは、さして重

要ではない（むろん、たとえ双方で認められても、１つの損害についてしか救済を受けられ

ない）。逆に、仮に双方共に認められなければ、同人にとって金銭的な「慰め（solace）」を

失うことになるため、不幸というほかはない。この法領域では、災害の発生後何年もしてか

ら実施される裁判所の審理で確実な証拠となるものの基準の確立が困難なこと、訴訟費用

やその複雑さ、社会的な格差（social injustice）がもたらす訴訟の不確実性があり、それこ

そが、１９７４年に Pearson 委員会の設置に至った主な理由の１つだった。しかし、けっ

きょく、その報告書が補償・賠償のシステムに大きな変化を提言することはなかった。 

 被災した被用者への第２の救済は、１９１１年から国によって運営されている国民保険

（業務災害）制度（National Insurance(Industrial Injuries) Scheme）（現行の１９９２年

社会保障（負担と給付）法（the Social Security（Contribution and Benefits）Act 1992）

を参照のこと）へ申請する方法であり、この制度は、労働災害や長期にわたる障害をもたら

すリストアップされた職業病への年金給付を提供するものである。この制度による給付が

決定すれば、損害賠償金の算定に際して考慮されるが、制度自体はコモンローに基づく訴訟
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と併存しており、当該訴訟とは別途申請することができる。しかし、公的制度には、被災し

た被用者を含め、誰かの過失や過責性を問わずに運用される（：無過失責任制）という特徴

がある。 

 第３に、それが適当な場合には、刑事犯罪被害補償機関（the Criminal Injuries 

Compensation Authority）、交通事故保険局（the Motor Insurer’s Bureau）や、（滅多にな

いが）裁判所の賠償命令発令権限などに拠る方途もあり得る。 

 

コモンローに基づく請求 
制定法違反 
議会が人に対して何らかの措置を行う義務を課した場合、通常は、その義務の履行を図る

ために適当な制裁が付される。この制裁は、通常、刑事裁判所で下される何らかの刑罰とい

う形式をとる。そこで生じる課題は、制定法上の義務の履行を怠った他者により損害を受け

た人物は、当該不履行を根拠に民事訴訟を提起できるか、である。ＵＫの裁判所は、ある程

度逡巡したうえで、制定法上の義務違反にかかる不法行為訴訟を支持するに至った。ただし、

制定法上の義務違反との関連性を明らかにして、それによる法的責任を全て認めたわけで

はなかった。現に、制定法上の義務違反の全てについて民事訴訟を提起できるわけではなく、

対象となった制定法の趣旨や目的を精査し、議会の意図を探り（今では、Hansard 国会議

事録をみれば、その意図を容易に確認することができる）、当該法律が保護しようとした対

象人物を確認する必要がある。仮に、被災当事者が、その法律が対策を目論んだ危害に晒さ

れたのであれば、制定法上の義務違反に救済を与えても不合理とはいえない。この考え方が

初めて認められたのは、Groves v. Lord Wimborne 事件であった。このケースでは、危険な

機械に囲い（フェンス）を付けなかった工場の占有者は、最高£１００の罰金を科せられる

旨の法律条文があり、ある工場で働く少年が、囲い（フェンス）のない「はめば歯車

（cogwheel）」に手を取られ、その手を切断した。判決では、刑事罰は民亊責任とは無関係

とされたが、制定法上の義務違反に基づく民事上の請求は認められた。 

 しかし、制定法上の義務違反の全てで民事上の請求が可能となるわけではなく（たとえば、

Richardson v. Pitt-Stanley 事件）、安全衛生法制に関する限り、論点は解消しているかに見

えるが、１～２の分野で未だに疑問点が残されている。１９６１年工場法や１９６３年の事

務所、店舗、鉄道施設に関する法律（the Offices, Shops and Railway Premises Act 1963）

の快適性（welfare）に関する規定（たとえば、Ebbs v. James Whitson＆Co. Ltd.事件）の

取扱いに際しては、一定の法的問題が生じる。しかし、これらの規定は既に廃止されている

ので、もはや懸念事項とはなり得ない。 

 HSWA 第２条ないし第８条の規定違反については民事訴訟を提起できないが、仮に雇用

者による安全衛生規則の要件違反により被用者が損害を受けた場合、制定法上の義務違反

による不法行為となり、損害賠償を受けられる（例えば、Hawkes v. London Borough of 

Southwark 事件）。これは、COSHH（Control of Substances Hazardous to Health：危険
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有害物質の管理）、荷揚作業（manual handling）、個人保護具（personal protective 

equipment）、鉛の管理（control of lead）など、特に規則自体が排除していない限り、類似

の規則には全て当てはまる。 

 

制定法上の義務違反による不法行為の要件 
 制定法上の義務違反に基づく請求が認容されるため、原告は以下の４点を立証せねばな

らない。 

１）原告が、法律や規則が適用対象とした人物であること。したがって、１９９９年労働

安全衛生管理規則は、一般的には被用者を適用対象としているため、違反につき訴訟を提起

できるのは被用者に限られる。請負人、派遣労働者（agency worker）、一般人（members 

of the public）などにそのような権利はない。Ricketts v. Torbay Council 事件において、原

告は、自治体が運営する駐車場の凹凸がある地面で転倒した。彼女は、当該駐車場は職場の

一部であり、１９９６年職場（安全衛生及び快適性）規則（the Workplace (Health, Safety 

and Welfare) Regulations 1996）第１２条に基づき、職場や全ての交通経路はその目的に

適っていなければならず、床や地表からは、いかなる人物にも、つまづきや転倒、落下を引

き起こす原因となるものが排除されねばならないと主張し、損害賠償を請求した。彼女は、

ここでいう「人物」は、法的には「そこにいた人物」を意味すると主張したが、その請求は、

控訴裁判所で棄却された。いわく、当該規則は作業場で職務に従事する者を適用対象とした

ものである（Donaldson v. Hays Distribution Services Ltd 事件も参照のこと）、と。同様

に、Reid v. Galbraith’s Stores 事件では、１９６３年の事務所、店舗、鉄道施設に関する法

律（the Offices, Shops and Railway Premises Act 1963）は、店舗内で働く人物の保護を

図るものであるため、その規定は当該店舗を訪問した客には適用されないと判断された。す

なわち、制定法上の規定が特定の人物の利益を目して策定された場合、当該法規定を活用で

きるのはその人物に限られるということである（Canadian Pacific Steamship Ltd v. Byers

事件）。 

 ２）制定法上の義務違反に基づく民事訴訟が認容されるのは、その義務違反が当該制定法

が保護を目論んだ対象であり（Gorris v. Scott 事件）、それと無関係なリスクに当たらない

場合に限られる。Fytche v. Wincanton Logistics plc 事件において、原告は、農場で採取さ

れたミルクを運ぶため、合計３２トンに及ぶ一つながりの巨大な運搬機を運転していた。彼

は、重量物や鋭利ないし固いものから足を守るため、鋼鉄で覆われたブーツの提供を受け、

６か月ごとに交換されていたが、気温が非常に低いところで作業していて、ブーツに小さな

穴が開いているのに誰も気づかず、水が入り込んだため、凍傷にり患した。そこで、作業場

での個人保護具に関する規則（the Personal Protective Equipment at Work Regulations）

第７条違反を主張し、損害賠償請求訴訟を提起したが、棄却された。判決いわく、当該規則

は、その器具が保護を目論んだリスクにのみ適用され、本件で問題となったブーツは、原告

が指示された作業との関係上、通常は充分な機能を持っていた、と。たしかに、本件原告が
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唯一活用できる救済策はコモンロー上のネグリジェンス訴訟だっただろうが、当該器具の

欠陥は雇用者に認識されておらず、合理的に発見できたわけでもなかったことから、コモン

ロー上の配慮義務違反はなかったと判断されたため、その請求は棄却された。 

 同様に、Close v. Steel Company of Wales 事件では、ある労働者が、機械から飛散した

破片で負傷したため、１９６１年工場法（the Factories Act 1961）第１４条（危険な機械

部品に囲い（フェンス）を設ける義務）違反に基づき訴訟を提起したが棄却された。いわく、

同条の目的は、労働者の側が機械への接触を防ぐことにあり、機械部品の側が労働者に接触

するのを防ぐことではない。囲い（フェンス）を設ける目的は、機械やその生産物をその中

に留め置くことではなかった、と。 

 安全衛生管理規則には、民事訴訟と関係しそうな一般条項がいくつか存在する。たとえば、

第３条（リスク・アセスメント）、第６条（労働衛生監査）、第８条（緊急時（重大かつ切迫

した危険状況）における対応手続）、第１０条（労使間のコミュニケーション）、第１３条（安

全衛生担当者の資質及び教育訓練）、第１４条（被用者の義務）などが挙げられる。よって、

第３条に基づく適切なリスク・アセスメントの実施を怠り、被用者が身体または精神の疾患

にり患すれば、民事責任が生じ得る。他の規則には、より特定的な要件が定められており、

その違反は、適当な条件下で民事責任を生じ得る。 

 ３）義務の不履行があったこと。仮に、法規則により課された義務が絶対的なものであれ

ば、違反に際してなし得る抗弁はない（Stark v. Post Office 事件）。他方、規定が雇用者に

「合理的に実行可能な」ことを行うよう義務づけている場合、たとえ些末なリスクに対応し

なかったとしても、責任は生じないだろう（Furness v. Midland Bank plc）。この場合、け

っきょくは、被告が関連法規の定める基準を遵守したか否かに関する事実認定の問題とな

る。 

 ４）損害が実際に違反によってものでなければならない。これは因果関係ルールであり、

仮に災害が生じ、リスク・アセスメントが実施されていなければ、当該違反がその損害との

関係で何らかの責任を持つと結論付けられる可能性が高まる（Griffths v. Vauxhall Motors 

Ltd 事件）。McWilliams v. Sir William Arrol＆Co Ltd 事件では、雇用者が鉄骨組立工に安

全ベルトを提供したが、用いられていなかったので、（そのベルトを）他の場所に移動した。

結果、その職場で就労していた組立工が足場から転落して死亡した。このケースで、雇用者

は安全ベルトを提供すべき制定法上の義務に明らかに違反していたが、結局、損害賠償責任

を負わなかった。いわく、仮にベルトを提供していても、（かつてそれを使ったことのない）

その労働者が、死亡した日にそれを着装していたとは考えられない。よって、本件災害はい

ずれにせよ生じたものであり、本件での制定法違反は、当該損害を生ぜしめたとはいえない、

と。 

 しかし、たとえ損害が被災した被用者の行為により生じた場合にも、雇用者が制定法上の

義務を果たしていれば生じなかったのであれば、その被用者の行為が不自然（unnatural）

で不相当な（improbable：通常想定できない）法違反によるものでない限り、その雇用者が
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損害賠償責任を負うことになる。たとえば、McGovern v. British Steel Corporation 事件

で、原告は足場板からできた臨時通路を歩いていたところ、立ててあった踏み板（toe board）

が倒れて通路を塞いでいるのを見つけ、取り除こうとしたところ、それが挟まれた（jammed）

状態になっていたために、むちのようにしなって彼を打ち、椎間板ヘルニア（slipped disc）

にり患してしまった。このケースでは、雇用者の責任が認められた。本件の損害は、被用者

の障害物によるつまずき・転倒ではなく、雇用者がそれを除去する義務を履行しなかったこ

とにより生じたものである。被用者がそれを取り除こうとしたのは自然な行動であり、受傷

は予見不可能だった。よって、本件損害にとって、雇用者の法違反は自然かつ相当な理由

（probable cause）である一方、被用者の行動は、因果関係を中断させるものではなかった、

と。 

 訴求可能な損害賠償を判断するうえで示唆に富む例として、「胸膜斑（pleural plaques）」

事件（Grieves v. FT Everard＆Sons and others 事件）が挙げられる。原告らは、雇用者の

不注意によりアスベスト粉じんにばく露させられたことにより、胸膜斑（呼吸の際に肺の動

きを促進する網膜細胞が局所的に厚みを帯びる病変）を発症した。その症状自体は衰弱を招

くようなものではないが、アスベストに関連する慢性的な疾患を発症させるリスクがあり、

原告らが将来的にそうした病にり患する懸念もある。控訴裁判所は、原告らは充分な訴訟原

因（cause of action）を示していないと判断した。いわく、胸膜斑の発症のみでは、特段の

症状も身体機能への支障もないため、賠償が正当化されるわけではない。すなわち、雇用者

のネグリジェンスにより、実際の損害は生じていない。将来の損害の可能性が損害賠償を正

当化するわけではなく、原告らのいずれかが抱えた懸念が、雇用者のネグリジェンスの予見

可能な結果だったともいえない、として、原告らの主張は棄却された。さらに裁判所は、そ

のいずれも棄却され得るような３つの請求を、１つの認容される請求に併合した先例はな

いと述べた（Rothwell v. Chemical and Insulating Co Ltd 事件も参照のこと）。この立場

は、スコットランドでは、２００９年損害賠償（アスベスト関連疾患）法で覆された。 

 

 
































































